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テ
ィ
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の
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新
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を
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ま
え
て

─

菅
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　貴
与
志

１
　
は
じ
め
に

昨
年
二
〇
〇
三
年
の
株
主
総
会
に
お
け
る
株
主
提
案
数
は
、
過
去
最
多
を
更
新
し
た
。
特
に
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
（
要
求
型
株
主
）
の
動

き
が
活
発
で
あ
る
。
そ
の
背
景
に
は
、
東
京
証
券
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引
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東
証
）
が
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資
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コ
ス
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価
を
意
識
し
た
経
営
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実
現
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た
対

応
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こ
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に
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え
て
（
１
）

、
人
権
デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
（
人
権
Ｄ
Ｄ
）
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株
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ア
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
の
動
向
も
株
主
提
案
の

増
加
を
後
押
し
し
て
い
る
。

本
稿
で
は
、
株
主
提
案
権
の
概
要
を
整
理
し
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上
（
後
記
２
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会
社
法
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の
解
釈
問
題
に
つ
い
て
若
干
検
討
し
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同
３
）、
人
権
Ｄ
Ｄ
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五
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二
号
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九
月
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二

と
株
主
ア
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
の
最
新
動
向
を
踏
ま
え
て
、
企
業
実
務
の
視
点
か
ら
み
た
株
主
提
案
の
現
状
を
俯
瞰
し
た
い
（
同
４
・
５
）。

２
　
株
主
提
案
権
の
概
要

株
主
は
、
会
社
が
株
主
総
会
を
招
集
す
る
機
会
を
利
用
し
、
自
ら
の
考
え
を
株
主
総
会
に
提
案
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
２
）

。
こ
れ
が
株
主
提

案
権
で
あ
り
、
具
体
的
に
は
議
題
提
案
権
・
議
案
提
出
権
・
議
案
通
知
請
求
権
と
い
う
三
つ
の
権
利
が
定
め
ら
れ
て
い
る
（
法
三
〇
三
条

〜
三
〇
五
条
）。

⑴
　
議
題
提
案
権

少
数
株
主
（
取
締
役
会
設
置
会
社
の
場
合
に
は
、
六
か
月
前
か
ら
ど
の
時
期
を
と
っ
て
も
総
株
主
の
議
決
権
の
一
％
以
上
ま
た
は
三
〇
〇
個
以
上
の

議
決
権
を
有
し
て
い
た
株
主
。
た
だ
し
、
非
公
開
会
社
で
は
、
六
か
月
の
保
有
期
間
は
課
さ
れ
な
い
）
は
、
会
社
が
招
集
す
る
総
会
で
一
定
の
事
項

を
議
題
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
法
三
〇
（
３
）

三
（
４
）

条
（
５
））。

こ
れ
が
議
題
提
案
権
で
あ
り
、
議
題
追
加
権
と
概
念
す
る
こ
と
も
で
き
る
。
た
と
え

ば
、「
取
締
役
○
名
選
任
の
件
」
や
「
剰
余
金
の
配
当
の
件
」
と
い
う
の
が
追
加
す
べ
き
議
題
と
な
る
。

な
お
、
そ
の
行
使
に
つ
い
て
、
法
文
で
は
必
ず
し
も
書
面
に
よ
る
必
要
は
な
い
が
、
実
務
的
に
は
、
株
式
取
扱
規
程
に
お
い
て
書
面
に

よ
り
行
使
す
べ
き
こ
と
を
定
め
る
例
が
多
い
。

株
主
提
案
権
を
行
使
す
る
株
主
は
、
文
理
上
「
株
主
総
会
の
目
的
（
議
題
）」
の
み
を
提
案
す
れ
ば
足
り
る
に
よ
う
に
も
読
め
る
。
し

か
し
、
上
場
会
社
で
は
、
書
面
投
票
制
度
の
採
用
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
た
め
（
有
価
証
券
上
場
規
程
四
三
五
条
）、
株
主
総
会
参
考
書
類

の
提
供
が
必
須
で
あ
り
（
法
三
〇
一
条
一
項
）、
株
主
総
会
参
考
書
類
に
は
議
案
ま
で
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
（
規
七
三
条
一
項
一
号
）。

）
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株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

三

し
た
が
っ
て
、
少
な
く
と
も
上
場
会
社
の
株
主
が
株
主
提
案
権
を
行
使
す
る
場
合
に
は
、
議
題
だ
け
で
な
く
「
議
案
」
の
提
案
も
伴
う
こ

と
が
必
要
で
あ
る
。

⑵
　
議
案
提
出
権

議
案
提
出
権
と
は
、
株
主
総
会
の
現
場
に
お
い
て
、
議
題
に
つ
い
て
具
体
的
な
「
議
案
」
を
提
案
す
る
権
利
で
あ
る
（
法
三
〇
四
条
）。

た
と
え
ば
、
株
主
総
会
の
議
場
に
お
い
て
、
会
社
提
案
の
「
議
案
」（「
取
締
役
Ａ
を
選
任
す
る
件
」、「
一
株
あ
た
り
五
〇
円
の
剰
余
金
を
配
当

す
る
件
」）
が
あ
る
状
態
の
下
、
動
議
と
い
う
形
式
に
て
、
会
社
提
案
の
「
議
題
」（「
取
締
役
〇
名
選
任
の
件
」、「
剰
余
金
配
当
の
件
」）
の
範

囲
内
で
、
会
社
提
案
を
修
正
す
る
「
議
案
」（「
取
締
役
Ｂ
を
選
任
す
る
件
」、「
一
株
あ
た
り
六
〇
円
の
剰
余
金
を
配
当
す
る
件
」）
を
提
出
す
る
例

な
ど
が
考
え
ら
れ
る
（
い
わ
ゆ
る
「
修
正
動
議
」
な
い
し
「
実
質
的
動
議
」）。

⑶
　
議
案
通
知
請
求
権

議
案
通
知
請
求
権
は
、
株
主
が
提
出
し
よ
う
と
す
る
議
案
に
つ
い
て
、
そ
の
要
領
を
招
集
通
知
に
記
載
す
る
こ
と
を
請
求
す
る
権
利
で

あ
る
（
法
三
〇
五
条
一
項
、
規
九
三
条
一
項
三
号
）。
こ
の
請
求
権
を
行
使
で
き
る
株
主
の
要
件
は
、
議
題
提
案
権
と
同
様
と
な
っ
て
い
る
。

３
　
株
主
提
案
権
を
め
ぐ
る
解
釈
問
題

⑴
　
請
求
と
行
使
の
要
件

取
締
役
会
設
置
会
社
に
お
い
て
、
議
題
提
案
権
と
議
案
要
領
請
求
権
の
請
求
は
、
株
主
総
会
の
日
の
八
週
間
前
ま
で
に
行
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
（
法
三
〇
三
条
二
項
・
三
〇
五
条
一
項
）。
公
開
会
社
の
株
主
総
会
の
招
集
通
知
は
、
原
則
と
し
て
、
会
日
の
二
週
間
前
に
発
す
る

）
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五
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を
行
使
す
る
場
合
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議
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け
で
な
く
「
議
案
」
の
提
案
も
伴
う
こ

と
が
必
要
で
あ
る
。

⑵
　
議
案
提
出
権

議
案
提
出
権
と
は
、
株
主
総
会
の
現
場
に
お
い
て
、
議
題
に
つ
い
て
具
体
的
な
「
議
案
」
を
提
案
す
る
権
利
で
あ
る
（
法
三
〇
四
条
）。

た
と
え
ば
、
株
主
総
会
の
議
場
に
お
い
て
、
会
社
提
案
の
「
議
案
」（「
取
締
役
Ａ
を
選
任
す
る
件
」、「
一
株
あ
た
り
五
〇
円
の
剰
余
金
を
配
当

す
る
件
」）
が
あ
る
状
態
の
下
、
動
議
と
い
う
形
式
に
て
、
会
社
提
案
の
「
議
題
」（「
取
締
役
〇
名
選
任
の
件
」、「
剰
余
金
配
当
の
件
」）
の
範

囲
内
で
、
会
社
提
案
を
修
正
す
る
「
議
案
」（「
取
締
役
Ｂ
を
選
任
す
る
件
」、「
一
株
あ
た
り
六
〇
円
の
剰
余
金
を
配
当
す
る
件
」）
を
提
出
す
る
例

な
ど
が
考
え
ら
れ
る
（
い
わ
ゆ
る
「
修
正
動
議
」
な
い
し
「
実
質
的
動
議
」）。

⑶
　
議
案
通
知
請
求
権

議
案
通
知
請
求
権
は
、
株
主
が
提
出
し
よ
う
と
す
る
議
案
に
つ
い
て
、
そ
の
要
領
を
招
集
通
知
に
記
載
す
る
こ
と
を
請
求
す
る
権
利
で

あ
る
（
法
三
〇
五
条
一
項
、
規
九
三
条
一
項
三
号
）。
こ
の
請
求
権
を
行
使
で
き
る
株
主
の
要
件
は
、
議
題
提
案
権
と
同
様
と
な
っ
て
い
る
。

３
　
株
主
提
案
権
を
め
ぐ
る
解
釈
問
題

⑴
　
請
求
と
行
使
の
要
件

取
締
役
会
設
置
会
社
に
お
い
て
、
議
題
提
案
権
と
議
案
要
領
請
求
権
の
請
求
は
、
株
主
総
会
の
日
の
八
週
間
前
ま
で
に
行
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
（
法
三
〇
三
条
二
項
・
三
〇
五
条
一
項
）。
公
開
会
社
の
株
主
総
会
の
招
集
通
知
は
、
原
則
と
し
て
、
会
日
の
二
週
間
前
に
発
す
る

）
一
五
（
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四

必
要
が
あ
り
（
法
二
九
九
条
一
項
）、
株
主
総
会
の
八
週
間
前
に
提
案
権
が
行
使
さ
れ
た
場
合
に
は
、
残
り
の
六
週
間
で
そ
の
提
案
に
対
応

し
た
招
集
通
知
の
印
刷
・
封
入
・
発
送
等
を
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
六
週
間
の
う
ち
に
、
会
社
が
事
前
に
用
意
し
た
議
題
等
に
追
加
し

て
、
提
案
に
対
応
し
た
事
項
を
招
集
通
知
に
記
載
ま
た
は
記
録
し
、
こ
れ
を
発
送
す
る
わ
け
だ
か
ら
、
会
社
の
事
務
処
理
の
観
点
か
ら
す

れ
ば
、
時
間
的
な
余
裕
は
決
し
て
多
く
な
い
。

ま
た
、
公
開
会
社
の
株
主
が
株
主
提
案
権
を
行
使
す
る
た
め
に
は
、「
総
株
主
の
議
決
権
の
一
〇
〇
分
の
一
又
は
三
〇
〇
個
以
上
の
議

決
権
」
を
「
六
か
月
前
」
よ
り
有
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
（
法
三
〇
三
条
二
項
・
三
〇
五
条
一
項
）。
こ
の
六
か
月
持
株
保
有
要
件
の

起
算
点
は
、
行
使
日
か
ら
遡
っ
て
六
か
月
間
と
考
え
る
の
が
多
数
説
で
あ
る
（
６
）

。
ま
た
、
こ
の
持
株
要
件
を
い
つ
ま
で
充
足
し
て
い
る
必
要

が
あ
る
か
に
つ
い
て
は
見
解
が
分
か
れ
て
い
る
が
、
基
準
日
か
提
案
権
行
使
時
の
い
ず
れ
か
遅
い
ほ
う
と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
（
７
）

。

⑵
　
提
案
内
容
と
議
案
数
の
制
限

議
題
提
案
権
お
よ
び
議
案
追
加
請
求
権
に
つ
い
て
は
、
法
令
ま
た
は
定
款
に
違
反
し
な
い
限
り
、
株
主
提
案
に
か
か
る
議
題
内
容
の
制

限
は
さ
れ
な
い
。
た
だ
し
、
議
案
提
出
権
は
、
議
案
の
内
容
が
法
令
ま
た
は
定
款
に
反
す
る
場
合
、
お
よ
び
当
該
総
会
の
日
か
ら
過
去
三

年
以
内
に
総
株
主
の
議
決
権
の
一
〇
分
の
一
以
上
の
賛
成
が
得
ら
れ
ず
に
否
決
さ
れ
た
議
案
を
再
提
出
す
る
場
合
、
こ
れ
を
提
案
す
る
こ

と
が
で
き
な
い
（
法
三
〇
四
条
但
書
）。
ま
た
、
取
締
役
会
設
置
会
社
の
場
合
、
定
款
変
更
に
よ
り
株
主
総
会
の
権
限
を
拡
大
で
き
る
た
め

（
法
二
九
五
条
二
項
）、
提
出
で
き
る
議
案
の
内
容
は
広
範
囲
に
及
ぶ
。

こ
の
点
、
米
国
で
は
、
株
主
の
能
力
へ
の
懸
念
や
権
利
濫
用
へ
の
憂
慮
、
会
社
の
負
担
へ
の
危
惧
、
州
法
と
連
邦
規
則
の
関
係
な
ど
を

理
由
に
、
株
主
提
案
に
よ
っ
て
配
当
額
を
具
体
的
に
要
求
し
た
り
、
取
締
役
の
選
解
任
を
求
め
た
り
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
も
の
と
さ
れ

て
き
た
（
８
）

。
し
か
し
、
二
〇
一
〇
年
Ｓ
Ｅ
Ｃ
規
則
改
正
に
よ
り
、
プ
ロ
キ
シ
ー
ア
ク
セ
ス
（P

roxy A
ccess

。
株
主
総
会
に
お
い
て
、
株
主
が
特

）
一
五
（

株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

五

定
の
取
締
役
候
補
者
の
選
任
を
株
主
総
会
議
案
と
し
て
提
案
し
、
会
社
か
ら
株
主
に
送
付
さ
れ
る
書
類
に
掲
載
す
る
こ
と
を
請
求
で
き
る
権
利
）
を
認
め

る
途
が
拓
か
れ
て
い
る
（
規
則14a-11

）。

株
主
提
案
権
は
、
株
主
に
と
っ
て
自
ら
の
考
え
を
会
社
経
営
に
反
映
で
き
る
重
要
な
権
利
で
は
あ
る
が
、
一
部
に
は
株
主
総
会
の
運
営

を
撹
乱
す
る
よ
う
な
濫
用
的
事
例
も
見
受
け
ら
れ
な
い
わ
け
で
は
な
い
（
９
）

。
こ
う
し
た
状
況
を
背
景
に
、
令
和
元
年
改
正
で
は
、
株
主
が
要

領
を
招
集
通
知
に
記
載
す
る
こ
と
を
請
求
で
き
る
議
案
数
の
制
限
が
定
め
ら
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
取
締
役
会
設
置
会
社
に
お
い
て
、
議
案

通
知
請
求
権
を
行
使
す
る
場
合
の
議
案
の
上
限
数
は
一
〇
個
と
定
め
ら
れ
て
い
る
（
法
三
〇
五
条
四
項
前
段
）。

⑶
　
手
続
違
反
の
効
果

議
案
通
知
請
求
権
（
法
三
〇
五
条
）
が
無
視
さ
れ
た
場
合
は
、
招
集
手
続
に
違
法
が
あ
る
も
の
と
し
て
、
株
主
提
案
に
対
応
す
る
会
社

提
案
の
議
案
に
つ
い
て
の
み
決
議
取
消
事
由
に
な
る
と
解
す
る
の
が
通
説
で
あ
ろ
う
（
同
八
三
一
条
一
項
一
号
）。

こ
れ
に
対
し
、
議
題
提
案
権
（
法
三
〇
三
条
）
や
議
案
提
案
権
（
法
三
〇
四
条
）
の
行
使
に
手
続
違
反
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
そ
れ
に
対

す
る
決
議
が
な
い
以
上
、
決
議
取
消
し
の
問
題
は
生
じ
な
い
と
す
る
の
が
多
数
説
で
あ
る
（
10
）

。

⑷
　
勧
告
的
決
議
と
株
主
提
案

株
主
提
案
の
内
容
は
、
法
に
定
め
る
株
主
総
会
決
議
事
項
（
法
二
九
五
条
二
項
）
で
あ
る
こ
と
が
要
件
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
株
主
総

会
で
決
議
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
項
を
議
題
と
す
る
株
主
提
案
は
不
適
法
で
あ
り
、
こ
れ
を
採
り
上
げ
る
必
要
は
な
い
。
そ
こ
で
、
法

お
よ
び
定
款
で
定
め
ら
れ
た
株
主
総
会
決
議
事
項
で
は
な
い
が
、
議
案
と
し
て
株
主
意
思
の
確
認
を
お
こ
な
う
場
合
の
決
議
（
勧
告
的
決

議
）
に
関
す
る
議
題
が
株
主
提
案
と
し
て
認
め
ら
れ
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。

こ
の
点
、
い
わ
ゆ
る
買
収
防
衛
策
の
廃
止
に
関
す
る
議
題
に
つ
い
て
、
定
款
に
特
段
の
定
め
が
な
い
以
上
、
こ
れ
を
株
主
総
会
の
目
的

）
一
一
（
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五

定
の
取
締
役
候
補
者
の
選
任
を
株
主
総
会
議
案
と
し
て
提
案
し
、
会
社
か
ら
株
主
に
送
付
さ
れ
る
書
類
に
掲
載
す
る
こ
と
を
請
求
で
き
る
権
利
）
を
認
め

る
途
が
拓
か
れ
て
い
る
（
規
則14a-11

）。

株
主
提
案
権
は
、
株
主
に
と
っ
て
自
ら
の
考
え
を
会
社
経
営
に
反
映
で
き
る
重
要
な
権
利
で
は
あ
る
が
、
一
部
に
は
株
主
総
会
の
運
営

を
撹
乱
す
る
よ
う
な
濫
用
的
事
例
も
見
受
け
ら
れ
な
い
わ
け
で
は
な
い
（
９
）

。
こ
う
し
た
状
況
を
背
景
に
、
令
和
元
年
改
正
で
は
、
株
主
が
要

領
を
招
集
通
知
に
記
載
す
る
こ
と
を
請
求
で
き
る
議
案
数
の
制
限
が
定
め
ら
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
取
締
役
会
設
置
会
社
に
お
い
て
、
議
案

通
知
請
求
権
を
行
使
す
る
場
合
の
議
案
の
上
限
数
は
一
〇
個
と
定
め
ら
れ
て
い
る
（
法
三
〇
五
条
四
項
前
段
）。

⑶
　
手
続
違
反
の
効
果

議
案
通
知
請
求
権
（
法
三
〇
五
条
）
が
無
視
さ
れ
た
場
合
は
、
招
集
手
続
に
違
法
が
あ
る
も
の
と
し
て
、
株
主
提
案
に
対
応
す
る
会
社

提
案
の
議
案
に
つ
い
て
の
み
決
議
取
消
事
由
に
な
る
と
解
す
る
の
が
通
説
で
あ
ろ
う
（
同
八
三
一
条
一
項
一
号
）。

こ
れ
に
対
し
、
議
題
提
案
権
（
法
三
〇
三
条
）
や
議
案
提
案
権
（
法
三
〇
四
条
）
の
行
使
に
手
続
違
反
が
あ
っ
た
と
し
て
も
、
そ
れ
に
対

す
る
決
議
が
な
い
以
上
、
決
議
取
消
し
の
問
題
は
生
じ
な
い
と
す
る
の
が
多
数
説
で
あ
る
（
10
）

。

⑷
　
勧
告
的
決
議
と
株
主
提
案

株
主
提
案
の
内
容
は
、
法
に
定
め
る
株
主
総
会
決
議
事
項
（
法
二
九
五
条
二
項
）
で
あ
る
こ
と
が
要
件
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
株
主
総

会
で
決
議
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
事
項
を
議
題
と
す
る
株
主
提
案
は
不
適
法
で
あ
り
、
こ
れ
を
採
り
上
げ
る
必
要
は
な
い
。
そ
こ
で
、
法

お
よ
び
定
款
で
定
め
ら
れ
た
株
主
総
会
決
議
事
項
で
は
な
い
が
、
議
案
と
し
て
株
主
意
思
の
確
認
を
お
こ
な
う
場
合
の
決
議
（
勧
告
的
決

議
）
に
関
す
る
議
題
が
株
主
提
案
と
し
て
認
め
ら
れ
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る
。

こ
の
点
、
い
わ
ゆ
る
買
収
防
衛
策
の
廃
止
に
関
す
る
議
題
に
つ
い
て
、
定
款
に
特
段
の
定
め
が
な
い
以
上
、
こ
れ
を
株
主
総
会
の
目
的

）
一
一
（
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六

と
す
る
こ
と
は
認
め
ら
れ
ず
、
か
か
る
議
題
提
案
も
株
主
総
会
の
決
議
事
項
と
な
ら
な
い
と
判
断
し
た
近
時
の
裁
判
例
が
あ
る
（
11
）

。
他
方
、

産
業
競
争
力
強
化
法
（
産
競
法
）
三
一
条
一
項
に
基
づ
く
株
式
分
配
型
の
ス
ピ
ン
オ
フ
が
株
主
提
案
と
し
て
提
出
さ
れ
た
事
案
に
お
い
て
、

原
則
と
し
て
株
主
提
案
権
の
対
象
に
な
る
と
判
示
し
た
裁
判
例
も
あ
る
（
12
）

。

前
記
の
両
裁
判
例
を
ど
う
理
解
す
べ
き
か
に
つ
い
て
は
様
々
な
見
解
が
あ
り
得
る
と
こ
ろ
だ
が
（
13
）

、
株
主
提
案
権
の
対
象
と
な
る
事
項

は
、
い
ず
れ
も
株
主
総
会
の
決
議
事
項
で
あ
る
こ
と
を
前
提
と
し
て
い
る
点
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
企
業
実
務
の
視
点
か
ら
み
た
株
主
提
案

⑴
　
株
主
総
会
の
現
状
と
課
題

か
つ
て
は
、
日
本
企
業
の
特
質
で
あ
る
株
式
持
合
い
に
よ
っ
て
、
い
わ
ゆ
る
「
物
言
わ
ぬ
株
主
」
が
大
半
を
占
め
て
い
た
。
し
か
し
、

近
年
で
は
、
開
催
日
時
を
集
中
日
か
ら
ず
ら
せ
て
、
株
主
が
出
席
し
や
す
い
も
の
と
す
る
取
組
み
が
進
ん
で
い
る
。

ま
た
、
株
式
の
持
合
い
状
況
に
も
大
き
な
変
化
が
生
じ
て
き
た
。
二
〇
二
三
年
に
は
、
多
く
の
国
内
機
関
投
資
家
（
た
と
え
ば
、
ア
セ
ッ

ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
トO

ne

、
三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
）
に
お
い
て
、
純
資
産
比
率
二
〇
％
以
上
を
占
め
る
場
合
に
は
代
表
取
締
役
の
再
任
に
原
則

反
対
す
る
な
ど
、
政
策
保
有
株
式
の
保
有
総
量
に
関
す
る
議
決
権
行
使
基
準
が
導
入
さ
れ
た
。
こ
う
し
た
政
策
保
有
株
式
の
縮
減
が
「
資

本
コ
ス
ト
や
株
価
を
意
識
し
た
経
営
」
と
掲
げ
ら
れ
る
こ
と
も
あ
る
た
め
、
一
般
株
主
の
関
心
も
高
ま
っ
て
い
る
（
14
）

。

こ
れ
に
伴
い
、「
物
言
う
株
主
」
も
確
実
に
増
加
し
て
い
る
。
最
近
の
株
主
総
会
に
お
い
て
は
、
株
主
提
案
権
を
行
使
し
、
増
配
議
案
、

役
員
報
酬
の
個
別
開
示
、
経
営
陣
へ
の
参
画
を
意
図
し
た
取
締
役
選
任
、
株
主
に
対
す
る
決
算
説
明
会
の
開
催
な
ど
を
求
め
る
実
例
も
認

）
一
五
（

株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

七

め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。
こ
う
し
た
「
物
言
う
株
主
」
の
傾
向
は
、
株
式
持
合
い
や
取
引
上
の
必
要
で
出
資
し
た
大
株
主
の
姿
勢

に
も
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
て
、
会
社
の
側
で
も
、
広
く
個
人
投
資
家
に
対
す
る
企
業
情
報
の
開
示
に
努
め
、
Ｉ
Ｒ
活
動
を
推
進
し
、

株
主
総
会
を
株
主
と
の
双
方
向
的
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
場
と
し
て
活
用
す
る
姿
勢
が
顕
著
で
あ
る
。

⑵
　
株
主
提
案
の
動
向

近
年
は
、
機
関
投
資
家
に
よ
る
積
極
的
な
議
決
権
行
使
な
ど
、
経
営
陣
に
対
す
る
株
主
の
監
視
の
目
が
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
。
そ
の

背
景
に
は
、
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー
ド
の
影
響
、
Ｉ
Ｓ
Ｓ
（Institutional S

hareholder S
ervices

）
や
グ
ラ
ス
・
ル
イ
ス
（G

lass 

L
ew

is

）
等
に
よ
る
議
決
権
行
使
基
準
の
厳
格
化
な
ど
が
あ
る
（
後
記
５
⑵
⑶
参
照
）。
ま
た
、
最
近
で
は
、
後
記
⑶
の
と
お
り
、
株
主
提
案

行
使
件
数
の
増
加
が
顕
著
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
か
ら
株
主
提
案
を
受
け
た
会
社
数
も
増
え
て
お
り
、
こ
う
し
た
投
資
活

動
は
、
今
後
と
も
我
が
国
で
も
活
発
化
す
る
可
能
性
が
高
い
も
の
と
思
わ
れ
る
。

⑶
　
二
〇
二
三
年
六
月
株
主
総
会
の
状
況
（
15
）

二
〇
二
三
年
六
月
株
主
総
会
で
は
、
一
一
二
社
・
四
一
六
議
案
（
前
年
九
七
社
・
三
三
〇
議
案
）
の
株
主
提
案
が
実
施
さ
れ
、
二
〇
二
二

年
に
引
き
続
き
株
主
提
案
の
数
が
増
加
し
、
実
施
社
数
は
過
去
最
大
と
な
っ
た
（
16
）

。
特
に
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
を
含
む
機
関
投
資
家
（
国
内

ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
、
外
資
系
大
手
運
用
会
社
、
大
手
年
金
基
金
等
）
か
ら
の
株
主
提
案
が
六
一
社
（
前
年
五
一
社
）
と
増
加
し
て
い
る
。

株
主
提
案
の
内
容
と
し
て
は
、
定
款
変
更
議
案
、
役
員
選
解
任
議
案
、
剰
余
金
処
分
・
配
当
議
案
が
大
多
数
を
占
め
て
い
る
従
前
の
傾

向
は
変
わ
ら
な
い
。
ま
た
、
定
款
変
更
議
案
の
内
容
と
し
て
Ｅ
Ｓ
Ｇ
関
連
の
株
主
提
案
が
な
さ
れ
る
近
時
の
傾
向
も
継
続
し
て
い
る
（
後

記
５
⑷
）。
た
だ
し
、
剰
余
金
配
当
議
案
が
可
決
さ
れ
る
な
ど
、
可
決
さ
れ
た
株
主
提
案
議
案
の
内
容
に
は
一
定
の
変
化
が
認
め
ら
れ
た
（
17
）

。
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め
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
て
き
た
。
こ
う
し
た
「
物
言
う
株
主
」
の
傾
向
は
、
株
式
持
合
い
や
取
引
上
の
必
要
で
出
資
し
た
大
株
主
の
姿
勢

に
も
影
響
を
及
ぼ
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
て
、
会
社
の
側
で
も
、
広
く
個
人
投
資
家
に
対
す
る
企
業
情
報
の
開
示
に
努
め
、
Ｉ
Ｒ
活
動
を
推
進
し
、

株
主
総
会
を
株
主
と
の
双
方
向
的
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
場
と
し
て
活
用
す
る
姿
勢
が
顕
著
で
あ
る
。

⑵
　
株
主
提
案
の
動
向

近
年
は
、
機
関
投
資
家
に
よ
る
積
極
的
な
議
決
権
行
使
な
ど
、
経
営
陣
に
対
す
る
株
主
の
監
視
の
目
が
厳
し
さ
を
増
し
て
い
る
。
そ
の

背
景
に
は
、
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー
ド
の
影
響
、
Ｉ
Ｓ
Ｓ
（Institutional S

hareholder S
ervices

）
や
グ
ラ
ス
・
ル
イ
ス
（G

lass 

L
ew

is

）
等
に
よ
る
議
決
権
行
使
基
準
の
厳
格
化
な
ど
が
あ
る
（
後
記
５
⑵
⑶
参
照
）。
ま
た
、
最
近
で
は
、
後
記
⑶
の
と
お
り
、
株
主
提
案

行
使
件
数
の
増
加
が
顕
著
で
あ
る
。
こ
の
う
ち
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
か
ら
株
主
提
案
を
受
け
た
会
社
数
も
増
え
て
お
り
、
こ
う
し
た
投
資
活

動
は
、
今
後
と
も
我
が
国
で
も
活
発
化
す
る
可
能
性
が
高
い
も
の
と
思
わ
れ
る
。

⑶
　
二
〇
二
三
年
六
月
株
主
総
会
の
状
況
（
15
）

二
〇
二
三
年
六
月
株
主
総
会
で
は
、
一
一
二
社
・
四
一
六
議
案
（
前
年
九
七
社
・
三
三
〇
議
案
）
の
株
主
提
案
が
実
施
さ
れ
、
二
〇
二
二

年
に
引
き
続
き
株
主
提
案
の
数
が
増
加
し
、
実
施
社
数
は
過
去
最
大
と
な
っ
た
（
16
）

。
特
に
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
を
含
む
機
関
投
資
家
（
国
内

ヘ
ッ
ジ
フ
ァ
ン
ド
、
外
資
系
大
手
運
用
会
社
、
大
手
年
金
基
金
等
）
か
ら
の
株
主
提
案
が
六
一
社
（
前
年
五
一
社
）
と
増
加
し
て
い
る
。

株
主
提
案
の
内
容
と
し
て
は
、
定
款
変
更
議
案
、
役
員
選
解
任
議
案
、
剰
余
金
処
分
・
配
当
議
案
が
大
多
数
を
占
め
て
い
る
従
前
の
傾

向
は
変
わ
ら
な
い
。
ま
た
、
定
款
変
更
議
案
の
内
容
と
し
て
Ｅ
Ｓ
Ｇ
関
連
の
株
主
提
案
が
な
さ
れ
る
近
時
の
傾
向
も
継
続
し
て
い
る
（
後

記
５
⑷
）。
た
だ
し
、
剰
余
金
配
当
議
案
が
可
決
さ
れ
る
な
ど
、
可
決
さ
れ
た
株
主
提
案
議
案
の
内
容
に
は
一
定
の
変
化
が
認
め
ら
れ
た
（
17
）

。
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八

そ
う
し
た
近
年
の
株
主
提
案
や
そ
の
可
決
事
例
の
増
加
の
背
景
に
は
、
資
本
効
率
改
善
や
株
主
還
元
強
化
に
加
え
て
、
資
本
市
場
に
お

け
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
等
に
関
す
る
問
題
意
識
の
高
ま
り
が
あ
る
。

ま
た
、
自
己
株
式
の
取
得
を
求
め
る
株
主
提
案
も
増
加
傾
向
に
あ
（
18
）

る
（
19
）

。
そ
の
背
景
に
は
、
政
策
保
有
株
式
の
解
消
と
と
も
に
、
東
証
の

Ｐ
Ｂ
Ｒ
（
株
価
純
資
産
倍
率
）
改
善
の
要
請
（
20
）

を
受
け
て
、
株
主
が
自
己
株
式
の
取
得
を
提
案
し
や
す
い
環
境
に
な
っ
た
こ
と
が
挙
げ
ら
れ
よ

う
。

５
　
人
権
Ｄ
Ｄ
と
株
主
ア
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム

⑴
　
我
が
国
に
お
け
る
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権

人
権
Ｄ
Ｄ
と
は
、
企
業
が
事
業
に
お
け
る
人
権
リ
ス
ク
（
た
と
え
ば
、
強
制
労
働
、
児
童
労
働
、
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
等
）
を
特
定
し
、
そ
の
防

止
・
軽
減
を
図
り
、
ど
の
よ
う
に
対
処
し
た
か
に
つ
い
て
説
明
・
情
報
開
示
す
る
、
と
い
う
一
連
の
取
組
み
で
あ
る
。

世
界
的
に
「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
」
へ
の
関
心
が
高
ま
る
中
（
21
）

、
二
〇
二
〇
年
一
〇
月
に
日
本
政
府
が
発
表
し
た
「『
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
』

に
関
す
る
行
動
計
画
」
で
は
、
企
業
に
対
し
て
、
①
人
権
デ
ュ
ー
デ
ィ
リ
ジ
ェ
ン
ス
の
プ
ロ
セ
ス
導
入
、
②
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
含
む

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
と
の
対
話
、
③
効
果
的
な
苦
情
処
理
の
仕
組
み
を
通
じ
た
問
題
解
決
を
期
待
す
る
旨
が
表
明
さ
れ
て
お
り
、
我
が
国

に
お
い
て
も
人
権
Ｄ
Ｄ
の
取
組
み
に
注
目
が
集
ま
っ
て
い
る
。

こ
の
点
、
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
・
コ
ー
ド
（
Ｃ
Ｇ
コ
ー
ド
（
22
））

補
充
原
則
二-

三
①
で
も
「
取
締
役
会
は
、
気
候
変
動
な
ど
の
地

球
環
境
問
題
へ
の
配
慮
、
人
権
の
尊
重
、
従
業
員
の
健
康
・
労
働
環
境
へ
の
配
慮
や
公
正
・
適
切
な
処
遇
、
取
引
先
と
の
公
正
・
適
正
な

）
一
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九

取
引
、
自
然
災
害
等
へ
の
危
機
管
理
な
ど
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
を
巡
る
課
題
へ
の
対
応
は
、
リ
ス
ク
の
減
少
の
み
な
ら
ず
収
益
機
会
に

も
つ
な
が
る
重
要
な
経
営
課
題
で
あ
る
と
認
識
し
、
中
長
期
的
な
企
業
価
値
の
向
上
の
観
点
か
ら
、
こ
れ
ら
の
課
題
に
積
極
的
・
能
動
的

に
取
り
組
む
よ
う
検
討
を
深
め
る
べ
き
で
あ
る
」
と
さ
れ
て
お
り
、
現
代
企
業
に
と
っ
て
は
人
権
Ｄ
Ｄ
の
取
組
み
が
重
要
な
課
題
と
な
っ

て
い
る
。

⑵
　
機
関
投
資
家
と
人
権
問
題

機
関
投
資
家
に
も
、
人
権
尊
重
の
動
き
が
顕
在
化
し
て
き
た
。

二
〇
一
四
年
、
金
融
庁
は
、
二
〇
一
〇
年
の
英
国
「
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー
ド
」（T

he U
K

 S
tew

ardship C
ode

）
を
参
考
に
、

「
責
任
あ
る
機
関
投
資
家
」
の
諸
原
則
《
日
本
版
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー
ド
（
Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
）》
を
策
定
し
た
。
Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
と
は
、

「
機
関
投
資
家
が
投
資
先
企
業
と
の
建
設
的
な
対
話
（
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
）
を
通
し
て
そ
の
持
続
的
成
長
を
促
し
、
顧
客
・
受
益
者
の
中

長
期
的
な
投
資
リ
タ
ー
ン
の
拡
大
を
図
る
」
た
め
に
有
用
と
考
え
ら
れ
る
諸
原
則
の
こ
と
で
あ
る
。

Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
原
則
六
は
、「
機
関
投
資
家
は
、
議
決
権
の
行
使
も
含
め
、
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
責
任
を
ど
の
よ
う
に
果
た
し
て
い
る

の
か
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
、
顧
客
・
受
益
者
に
対
し
て
定
期
的
に
報
告
を
行
う
べ
き
で
あ
る
」
と
し
て
お
り
、
機
関
投
資
家
は
、
そ

の
背
後
の
投
資
家
に
対
し
、
上
場
会
社
株
主
総
会
の
議
決
権
行
使
に
関
す
る
実
質
的
な
判
断
に
つ
い
て
の
説
明
が
求
め
ら
れ
る
。

か
か
る
状
況
下
、
機
関
投
資
家
に
は
、
投
資
サ
イ
ク
ル
全
般
で
投
資
先
の
人
権
リ
ス
ク
も
点
検
す
る
こ
と
が
強
く
期
待
さ
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
き
た

⑶
　
議
決
権
行
使
助
言
会
社
の
動
向

議
決
権
行
使
助
言
会
社
の
Ｉ
Ｓ
Ｓ
は
、
社
会
問
題
に
関
す
る
議
案
に
つ
い
て
「
株
主
価
値
の
向
上
も
し
く
は
保
護
に
資
す
る
か
ど
う
か
、

）
一
五
（



株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

九

取
引
、
自
然
災
害
等
へ
の
危
機
管
理
な
ど
、
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
を
巡
る
課
題
へ
の
対
応
は
、
リ
ス
ク
の
減
少
の
み
な
ら
ず
収
益
機
会
に

も
つ
な
が
る
重
要
な
経
営
課
題
で
あ
る
と
認
識
し
、
中
長
期
的
な
企
業
価
値
の
向
上
の
観
点
か
ら
、
こ
れ
ら
の
課
題
に
積
極
的
・
能
動
的

に
取
り
組
む
よ
う
検
討
を
深
め
る
べ
き
で
あ
る
」
と
さ
れ
て
お
り
、
現
代
企
業
に
と
っ
て
は
人
権
Ｄ
Ｄ
の
取
組
み
が
重
要
な
課
題
と
な
っ

て
い
る
。

⑵
　
機
関
投
資
家
と
人
権
問
題

機
関
投
資
家
に
も
、
人
権
尊
重
の
動
き
が
顕
在
化
し
て
き
た
。

二
〇
一
四
年
、
金
融
庁
は
、
二
〇
一
〇
年
の
英
国
「
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー
ド
」（T

he U
K

 S
tew

ardship C
ode

）
を
参
考
に
、

「
責
任
あ
る
機
関
投
資
家
」
の
諸
原
則
《
日
本
版
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
・
コ
ー
ド
（
Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
）》
を
策
定
し
た
。
Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
と
は
、

「
機
関
投
資
家
が
投
資
先
企
業
と
の
建
設
的
な
対
話
（
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
）
を
通
し
て
そ
の
持
続
的
成
長
を
促
し
、
顧
客
・
受
益
者
の
中

長
期
的
な
投
資
リ
タ
ー
ン
の
拡
大
を
図
る
」
た
め
に
有
用
と
考
え
ら
れ
る
諸
原
則
の
こ
と
で
あ
る
。

Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
原
則
六
は
、「
機
関
投
資
家
は
、
議
決
権
の
行
使
も
含
め
、
ス
チ
ュ
ワ
ー
ド
シ
ッ
プ
責
任
を
ど
の
よ
う
に
果
た
し
て
い
る

の
か
に
つ
い
て
、
原
則
と
し
て
、
顧
客
・
受
益
者
に
対
し
て
定
期
的
に
報
告
を
行
う
べ
き
で
あ
る
」
と
し
て
お
り
、
機
関
投
資
家
は
、
そ

の
背
後
の
投
資
家
に
対
し
、
上
場
会
社
株
主
総
会
の
議
決
権
行
使
に
関
す
る
実
質
的
な
判
断
に
つ
い
て
の
説
明
が
求
め
ら
れ
る
。

か
か
る
状
況
下
、
機
関
投
資
家
に
は
、
投
資
サ
イ
ク
ル
全
般
で
投
資
先
の
人
権
リ
ス
ク
も
点
検
す
る
こ
と
が
強
く
期
待
さ
れ
る
よ
う
に

な
っ
て
き
た

⑶
　
議
決
権
行
使
助
言
会
社
の
動
向

議
決
権
行
使
助
言
会
社
の
Ｉ
Ｓ
Ｓ
は
、
社
会
問
題
に
関
す
る
議
案
に
つ
い
て
「
株
主
価
値
の
向
上
も
し
く
は
保
護
に
資
す
る
か
ど
う
か
、
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一
〇

に
基
づ
き
個
別
判
断
す
る
」
と
し
、
そ
の
社
会
問
題
の
範
疇
に
は
、
商
品
の
安
全
性
、
環
境
問
題
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
問
題
、
労
働
問
題
、
人

権
問
題
、
従
業
員
の
多
様
性
、
取
締
役
会
の
多
様
性
、
政
治
献
金
を
は
じ
め
と
し
て
、
幅
広
い
分
野
の
事
柄
が
含
ま
れ
、
株
主
提
案
を
分

析
す
る
際
に
は
、
前
記
の
様
々
な
要
素
が
考
慮
さ
れ
る
が
、
当
該
提
案
が
短
期
お
よ
び
長
期
の
株
主
価
値
の
向
上
、
も
し
く
は
保
護
に
資

す
る
か
ど
う
か
が
重
要
だ
と
説
明
す
る
。

ま
た
、
グ
ラ
ス
・
ル
イ
ス
は
、「
事
業
の
あ
ら
ゆ
る
側
面
に
お
い
て
、
重
要
な
環
境
・
社
会
的
要
素
を
考
慮
す
べ
き
」
と
し
、
経
営
陣

や
取
締
役
会
が
社
会
リ
ス
ク
を
軽
視
し
て
い
る
、
あ
る
い
は
株
主
価
値
を
脅
か
す
現
状
ま
た
は
差
し
迫
っ
た
社
会
リ
ス
ク
に
適
切
に
対
応

で
き
て
い
な
い
場
合
に
は
、
株
主
が
取
締
役
の
責
任
追
及
を
検
討
す
べ
き
で
あ
っ
て
、「
当
該
問
題
の
監
督
を
す
る
責
任
を
明
確
に
負
っ

て
い
る
取
締
役
会
の
メ
ン
バ
ー
に
対
し
て
反
対
助
言
を
行
う
」
と
し
て
い
る
（
23
）

。

取
締
役
会
に
女
性
取
締
役
が
い
な
い
会
社
の
経
営
ト
ッ
プ
に
反
対
を
推
奨
す
る
（
Ｉ
Ｓ
Ｓ
）、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
基
準
を

固
定
数
値
方
式
か
ら
割
合
方
式
に
変
更
し
、
プ
ラ
イ
ム
市
場
上
場
企
業
の
取
締
役
会
が
最
低
一
〇
％
以
上
の
多
様
な
性
別
の
取
締
役
を
有

し
て
い
な
い
場
合
に
取
締
役
会
議
長
に
反
対
助
言
を
行
う
な
ど
（
グ
ラ
ス
・
ル
イ
ス
）、
特
に
ジ
ェ
ン
ダ
ー
・
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
に
関
す
る

議
決
権
行
使
基
準
が
二
〇
二
三
年
に
改
定
さ
れ
た
点
に
は
特
に
留
意
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

⑷
　
人
権
問
題
に
関
す
る
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
と
株
主
提
案

以
上
の
と
お
り
、
昨
今
で
は
環
境
問
題
、
特
に
気
候
変
動
問
題
に
社
会
の
注
目
度
が
高
ま
っ
て
い
る
が
、
人
権
問
題
に
つ
い
て
も
環
境

問
題
に
劣
ら
な
い
く
ら
い
資
本
市
場
の
重
要
課
題
に
な
り
つ
つ
あ
る
。

株
主
が
投
資
先
企
業
と
目
的
を
も
っ
て
建
設
的
な
対
話
を
行
う
こ
と
を
「
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
（
株
主
行
動
）」
と
い
う
。
株
主
に
よ
る

エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
方
法
と
し
て
は
、
株
主
総
会
に
お
け
る
質
問
（
法
三
一
四
条
）
や
株
主
提
案
権
の
行
使
が
あ
る
が
、
昨
今
で
は
、

）
五
六
（

株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

一
一

株
主
提
案
が
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
手
段
の
一
つ
と
し
て
定
着
し
つ
つ
あ
る
。

米
国
に
お
い
て
は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を
含
め
た
人
権
Ｄ
Ｄ
の
開
示
を
求
め
る
提
案
が
多
く
（
24
）

、
二
〇
二
二
年
に
は
Ｉ
Ｔ
企
業
で
職
場

の
人
権
監
査
を
求
め
る
株
主
提
案
が
可
決
さ
れ
た
事
例
も
認
め
ら
れ
た
（
25
）

。
こ
の
点
、
日
本
で
も
、
前
記
⑴
の
と
お
り
、
Ｓ
Ｓ
コ
ー
ド
に
基

づ
き
、
機
関
投
資
家
が
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
通
じ
て
投
資
先
企
業
の
持
続
的
な
成
長
を
実
現
し
て
い
く
こ
と
に
よ
り
、
顧
客
や
受
益
者

の
中
長
期
的
な
投
資
リ
タ
ー
ン
の
拡
大
を
図
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

近
年
は
資
本
市
場
に
お
け
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
に
関
す
る
問
題
意
識
の
高
ま
り
に
よ
っ
て
、
わ
が
国
に
お
い
て
も
、
環
境
問
題（
Ｅ
）と
と
も
に
（
26
）

、

二
〇
二
三
年
に
は
、
人
権
を
含
む
社
会
問
題（
Ｓ
）を
主
た
る
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
の
課
題
と
す
る
機
関
投
資
家
が
増
え
て
き
た
。
ま
た
、

二
〇
二
三
年
一
月
三
一
日
の
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
等
の
改
正
に
よ
り
、
同
年
三
月
三
一
日
以
後
に
終
了
す
る
事
業
年

度
に
か
か
る
有
価
証
券
報
告
書
か
ら
、「
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
考
え
方
及
び
取
組
」
の
記
載
欄
も
新
設
さ
れ
て
い
る
。

前
記
⑶
の
議
決
権
行
使
基
準
改
定
の
影
響
も
あ
り
、
男
女
平
等
の
達
成
を
目
標
に
取
締
役
の
男
女
比
率
に
つ
い
て
目
標
水
準
を
定
め
る

定
款
変
更
が
提
案
さ
れ
る
な
ど
、
社
会
関
連
の
株
主
提
案
は
、
二
〇
二
二
年
が
三
社
で
あ
っ
た
の
に
対
し
て
、
二
〇
二
三
年
に
は
五
社
に

増
加
し
て
い
る
。
そ
う
し
た
動
向
に
は
今
後
と
も
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

６
　
結
語
に
か
え
て

本
稿
で
紹
介
し
た
と
お
り
、
最
近
の
株
主
総
会
に
お
け
る
株
主
提
案
増
加
の
一
因
に
は
、
人
権
Ｄ
Ｄ
と
株
主
ア
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
の
動
き

が
あ
る
。
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
に
加
え
て
、
他
の
機
関
投
資
家
も
株
主
提
案
を
実
施
す
る
な
ど
、
株
主
提
案
権
行
使
の
裾
野
は
広
が
っ
て
お

）
五
五
（
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加
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に
は
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後
と
も
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。

６
　
結
語
に
か
え
て

本
稿
で
紹
介
し
た
と
お
り
、
最
近
の
株
主
総
会
に
お
け
る
株
主
提
案
増
加
の
一
因
に
は
、
人
権
Ｄ
Ｄ
と
株
主
ア
ク
テ
ィ
ビ
ズ
ム
の
動
き

が
あ
る
。
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
に
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日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

一
二

り
、
二
〇
二
四
年
株
主
総
会
で
も
社
会
問
題
・
人
権
問
題
に
関
す
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
が
想
定
さ
れ
る
中
、
従
来
以
上
に
資
本
市
場
と
の
対

話
に
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。

な
お
、
脱
稿
時
（
二
〇
二
四
年
五
月
七
日
）
に
は
、
二
〇
二
四
年
六
月
の
株
主
総
会
シ
ー
ズ
ン
を
経
て
い
な
い
た
め
、
改
め
て
の
分
析
が

必
要
で
あ
る
（
27
）

。
思
う
に
、
本
格
的
な
ア
フ
タ
ー
コ
ロ
ナ
の
株
主
総
会
を
迎
え
、
Ｐ
Ｂ
Ｒ
問
題
に
期
待
の
高
い
株
主
の
回
帰
が
見
込
ま
れ
（
28
）

、

ま
た
、
機
関
投
資
家
も
、
女
性
役
員
や
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
関
す
る
議
決
権
行
使
基
準
を
高
め
て
い
く
で
あ
ろ
う
こ
と
か
ら
、
各
社
と

も
ガ
バ
ナ
ン
ス
体
制
の
拡
充
に
向
け
た
取
組
み
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

以
上

（
1
） 

日
本
取
引
所
グ
ル
ー
プ
「
上
場
会
社
の
取
組
み
支
援
／
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
向
上
」https://w

w
w

.jpx.co.jp/corporate/

sustainability/esg-investm
ent/support/01.htm

l

（
2
） 

少
数
株
主
に
は
、
株
主
総
会
招
集
権
（
六
か
月
前
か
ら
ど
の
時
期
を
と
っ
て
も
総
株
主
の
議
決
権
の
三
％
以
上
の
議
決
権
を
有
し
て
い
た
株

主
）
が
認
め
ら
れ
て
い
る
（
会
社
法
（
以
下
、
単
に
「
法
」
と
略
称
）
二
九
七
条
）。

（
3
） 

行
使
で
き
る
少
数
株
主
の
資
格
要
件
に
つ
い
て
、
定
款
で
緩
和
す
る
こ
と
も
で
き
る
。

（
4
） 

議
案
が
株
主
提
案
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
株
主
総
会
参
考
書
類
に
、
会
社
法
施
行
規
則
（
以
下
、「
規
則
」）
九
三
条
一
項
各
号
に
掲

げ
る
事
項
を
記
載
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
5
） 

株
主
提
案
権
の
行
使
に
際
し
て
は
、
事
前
の
個
別
株
主
通
知
の
手
続
が
必
要
で
あ
る
。
実
務
上
は
、
個
別
株
主
通
知
を
受
け
た
振
替
機
関
が
、

上
場
会
社
に
対
し
、
個
別
株
主
通
知
を
し
た
株
主
の
保
有
株
式
数
の
増
減
等
を
通
知
す
る
こ
と
に
よ
り
、
当
該
通
知
を
受
け
た
上
場
会
社
が
、
当
該

）
五
五
（

株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

一
三

株
主
が
持
株
要
件
を
満
た
す
か
否
か
を
判
断
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

（
6
） 

東
京
地
判
昭
六
〇
年
一
〇
月
二
九
日
商
事
一
〇
五
七
号
三
四
頁
。

（
7
） 

菅
原
『
会
社
法
入
門
20
講
』（
二
〇
二
一
・
勁
草
書
房
）
六
五
頁
。

（
8
） 

株
主
提
案
権
の
比
較
法
的
研
究
と
し
て
、
比
較
法
研
究
セ
ン
タ
ー
「
株
主
提
案
権
の
在
り
方
に
関
す
る
会
社
法
上
の
論
点
の
調
査
研
究
業
務
報

告
書
」（
二
〇
一
六
）、
最
近
の
米
国
法
制
に
関
す
る
研
究
と
し
て
、
森
啓
悟
「
米
国
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
株
主
権
の
考
察
」

ソ
シ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
三
〇
号
（
二
〇
二
四
）
六
七
頁
以
下
。

（
9
） 

東
京
高
判
平
二
七
年
五
月
一
九
日
金
判
一
四
七
三
号
二
六
頁
等
。

（
10
） 

東
京
高
判
平
二
三
年
九
月
二
七
日
資
料
版
商
事
三
三
三
号
三
九
頁
。
た
だ
し
、
有
力
な
反
対
説
あ
り
。

（
11
） 

東
京
高
決
令
元
年
五
月
二
七
日
資
料
版
商
事
法
務
四
二
四
号
一
一
八
頁
。
本
決
定
は
、「
本
対
応
方
針
を
廃
止
す
る
旨
の
本
件
議
題
を
本
件
株

主
総
会
の
目
的
と
す
る
こ
と
（
中
略
）
が
認
め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
本
対
応
方
針
の
廃
止
が
相
手
方
の
株
主
総
会
の
権
限
の
範
囲
に
属
す
る
事
項
で

あ
る
必
要
が
あ
る
」
と
述
べ
た
上
で
、
会
社
の
定
款
の
定
め
等
を
検
討
し
、「
相
手
方
の
株
主
総
会
が
、
本
件
定
款
一
五
条
一
項
に
よ
り
、
本
対
応

方
針
の
よ
う
な
事
前
警
告
型
買
収
防
衛
策
の
導
入
等
を
決
定
す
る
権
限
を
有
し
て
い
る
と
し
て
も
、
抗
告
人
は
、
本
対
応
方
針
を
廃
止
す
る
旨
の
本

件
議
題
の
提
案
等
を
す
る
本
件
議
題
提
案
権
等
を
有
し
て
い
な
い
」
と
結
論
づ
け
た
。

（
12
） 

京
都
地
決
令
三
年
六
月
七
日
資
料
版
商
事
法
務
四
四
九
号
九
〇
頁
。
本
決
定
で
は
、
株
式
分
割
型
ス
ピ
ン
オ
フ
を
実
施
す
る
に
は
、
産
競
法
に

基
づ
く
経
済
産
業
大
臣
の
事
業
再
編
計
画
の
認
定
や
子
会
社
株
式
の
上
場
承
認
な
ど
が
必
要
で
あ
る
か
ら
、
か
か
る
株
主
提
案
に
関
す
る
株
主
総
会

決
議
に
は
法
的
拘
束
力
が
な
く
、
勧
告
的
な
意
味
し
か
有
し
な
い
決
議
で
あ
る
も
の
の
、
会
社
法
上
は
剰
余
金
の
配
当
に
関
す
る
株
主
提
案
で
あ
り
、

そ
れ
が
株
主
総
会
の
決
議
事
項
に
属
す
る
事
項
で
あ
る
限
り
、
原
則
と
し
て
株
主
提
案
権
の
対
象
に
な
る
と
の
一
般
論
を
示
し
て
い
る
。

（
13
） 

前
掲
・
京
都
地
決
に
否
定
的
な
見
解
と
し
て
、
鈴
木
千
佳
子
「
勧
告
的
な
意
味
を
有
す
る
株
主
提
案
の
取
り
扱
い
」
法
学
研
究
九
六
巻
七
号

五
一
頁
。

（
14
） 

金
融
庁
は
、
二
〇
二
三
年
二
月
九
日
、
損
害
保
険
大
手
四
社
に
政
策
保
有
株
の
売
却
を
加
速
す
る
よ
う
求
め
た
。
四
社
合
計
の
政
策
保
有
株
は

延
べ
五
九
〇
〇
社
、
時
価
ベ
ー
ス
で
六
・
五
兆
円
に
及
ぶ
。
こ
れ
は
、
金
融
庁
が
株
の
持
合
い
を
通
じ
た
企
業
と
の
関
係
が
一
連
の
価
格
カ
ル
テ
ル

）
五
五
（



株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

一
三

株
主
が
持
株
要
件
を
満
た
す
か
否
か
を
判
断
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
。

（
6
） 

東
京
地
判
昭
六
〇
年
一
〇
月
二
九
日
商
事
一
〇
五
七
号
三
四
頁
。

（
7
） 
菅
原
『
会
社
法
入
門
20
講
』（
二
〇
二
一
・
勁
草
書
房
）
六
五
頁
。

（
8
） 
株
主
提
案
権
の
比
較
法
的
研
究
と
し
て
、
比
較
法
研
究
セ
ン
タ
ー
「
株
主
提
案
権
の
在
り
方
に
関
す
る
会
社
法
上
の
論
点
の
調
査
研
究
業
務
報

告
書
」（
二
〇
一
六
）、
最
近
の
米
国
法
制
に
関
す
る
研
究
と
し
て
、
森
啓
悟
「
米
国
の
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
関
す
る
株
主
権
の
考
察
」

ソ
シ
オ
サ
イ
エ
ン
ス
三
〇
号
（
二
〇
二
四
）
六
七
頁
以
下
。

（
9
） 

東
京
高
判
平
二
七
年
五
月
一
九
日
金
判
一
四
七
三
号
二
六
頁
等
。

（
10
） 

東
京
高
判
平
二
三
年
九
月
二
七
日
資
料
版
商
事
三
三
三
号
三
九
頁
。
た
だ
し
、
有
力
な
反
対
説
あ
り
。

（
11
） 

東
京
高
決
令
元
年
五
月
二
七
日
資
料
版
商
事
法
務
四
二
四
号
一
一
八
頁
。
本
決
定
は
、「
本
対
応
方
針
を
廃
止
す
る
旨
の
本
件
議
題
を
本
件
株

主
総
会
の
目
的
と
す
る
こ
と
（
中
略
）
が
認
め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
本
対
応
方
針
の
廃
止
が
相
手
方
の
株
主
総
会
の
権
限
の
範
囲
に
属
す
る
事
項
で

あ
る
必
要
が
あ
る
」
と
述
べ
た
上
で
、
会
社
の
定
款
の
定
め
等
を
検
討
し
、「
相
手
方
の
株
主
総
会
が
、
本
件
定
款
一
五
条
一
項
に
よ
り
、
本
対
応

方
針
の
よ
う
な
事
前
警
告
型
買
収
防
衛
策
の
導
入
等
を
決
定
す
る
権
限
を
有
し
て
い
る
と
し
て
も
、
抗
告
人
は
、
本
対
応
方
針
を
廃
止
す
る
旨
の
本

件
議
題
の
提
案
等
を
す
る
本
件
議
題
提
案
権
等
を
有
し
て
い
な
い
」
と
結
論
づ
け
た
。

（
12
） 

京
都
地
決
令
三
年
六
月
七
日
資
料
版
商
事
法
務
四
四
九
号
九
〇
頁
。
本
決
定
で
は
、
株
式
分
割
型
ス
ピ
ン
オ
フ
を
実
施
す
る
に
は
、
産
競
法
に

基
づ
く
経
済
産
業
大
臣
の
事
業
再
編
計
画
の
認
定
や
子
会
社
株
式
の
上
場
承
認
な
ど
が
必
要
で
あ
る
か
ら
、
か
か
る
株
主
提
案
に
関
す
る
株
主
総
会

決
議
に
は
法
的
拘
束
力
が
な
く
、
勧
告
的
な
意
味
し
か
有
し
な
い
決
議
で
あ
る
も
の
の
、
会
社
法
上
は
剰
余
金
の
配
当
に
関
す
る
株
主
提
案
で
あ
り
、

そ
れ
が
株
主
総
会
の
決
議
事
項
に
属
す
る
事
項
で
あ
る
限
り
、
原
則
と
し
て
株
主
提
案
権
の
対
象
に
な
る
と
の
一
般
論
を
示
し
て
い
る
。

（
13
） 

前
掲
・
京
都
地
決
に
否
定
的
な
見
解
と
し
て
、
鈴
木
千
佳
子
「
勧
告
的
な
意
味
を
有
す
る
株
主
提
案
の
取
り
扱
い
」
法
学
研
究
九
六
巻
七
号

五
一
頁
。

（
14
） 

金
融
庁
は
、
二
〇
二
三
年
二
月
九
日
、
損
害
保
険
大
手
四
社
に
政
策
保
有
株
の
売
却
を
加
速
す
る
よ
う
求
め
た
。
四
社
合
計
の
政
策
保
有
株
は

延
べ
五
九
〇
〇
社
、
時
価
ベ
ー
ス
で
六
・
五
兆
円
に
及
ぶ
。
こ
れ
は
、
金
融
庁
が
株
の
持
合
い
を
通
じ
た
企
業
と
の
関
係
が
一
連
の
価
格
カ
ル
テ
ル

）
五
五
（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

一
四

の
温
床
に
な
っ
た
と
問
題
視
し
た
も
の
で
あ
り
、
政
策
保
有
株
式
の
解
消
に
も
拍
車
が
か
か
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。

（
15
） 

二
〇
二
三
年
株
主
総
会
の
各
種
デ
ー
タ
に
つ
い
て
は
、
旬
刊
商
事
法
務
二
三
四
四
号
『
２
０
２
３
年
版
株
主
総
会
白
書
』。

（
16
） 
大
和
総
研
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
レ
ポ
ー
ト
「
２
０
２
３
年
６
月
株
主
総
会
シ
ー
ズ
ン
の
総
括
と
示
唆
」
五
頁
。

（
17
） 
二
〇
二
一
年
・
二
〇
二
二
年
の
六
月
総
会
で
可
決
さ
れ
た
株
主
提
案
議
案
は
、
役
員
選
任
議
案
の
み
で
あ
っ
た
の
に
対
し
、
二
〇
二
三
年
六
月

総
会
で
は
、
役
員
選
任
議
案
に
加
え
て
剰
余
金
配
当
に
関
す
る
議
案
も
可
決
さ
れ
る
事
例
が
現
れ
た
。
ま
た
、
二
〇
二
二
年
お
よ
び
二
〇
二
三
年
に

お
い
て
可
決
さ
れ
た
議
案
を
提
案
し
た
株
主
の
属
性
に
は
、
必
ず
し
も
ア
ク
テ
ィ
ビ
ス
ト
に
は
該
当
し
な
い
機
関
投
資
フ
ァ
ン
ド
も
存
在
し
て
い
る
。

（
18
） 

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
信
託
銀
行
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
二
〇
二
一
年
〜
二
〇
二
三
年
に
提
出
さ
れ
た
臨
時
報
告
書
の
記
載
で
は
、
二
〇
二
一
年
の
自
己
株

式
の
取
得
に
関
す
る
株
主
提
案
が
九
件
だ
っ
た
の
に
対
し
、
二
〇
二
二
年
は
二
九
件
、
二
〇
二
三
年
が
三
五
件
と
増
加
傾
向
が
認
め
ら
れ
る
。

（
19
） 

株
主
と
の
合
意
に
よ
る
自
己
株
式
の
取
得
の
た
め
に
は
、
株
主
総
会
決
議
に
よ
っ
て
取
得
す
る
自
己
株
式
の
数
、
取
得
の
総
額
お
よ
び
自
己
株

式
を
取
得
す
る
期
間
等
の
取
得
の
枠
を
決
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
（
法
一
五
六
条
一
項
）、
自
己
株
式
の
取
得
に
関
す
る
株
主
提
案
も
同
項
に

基
づ
い
て
提
案
さ
れ
る
の
が
通
例
で
あ
る
。

（
20
） 

二
〇
二
三
年
一
月
三
〇
日
公
表
の
東
証
「
論
点
整
理
を
踏
ま
え
た
今
後
の
東
証
の
対
応
」
で
は
、
そ
の
改
善
策
に
つ
い
て
「
継
続
的
に
Ｐ
Ｂ
Ｒ

が
一
倍
を
割
れ
て
い
る
会
社
に
は
、
開
示
を
強
く
要
請
」
と
し
て
い
る
。

（
21
） 

企
業
の
人
権
尊
重
責
任
を
提
唱
し
た
も
の
と
し
て
、
二
〇
一
一
年
採
択
の
国
連
「
ビ
ジ
ネ
ス
と
人
権
に
関
す
る
指
導
原
則
」
が
あ
る
。

https://w
w

w
.unic.or.jp/texts_audiovisual/resolutions_reports/hr_council/ga_regular_session/3404/

（
22
） 

東
証
が
定
め
た
実
効
的
な
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
実
現
に
資
す
る
主
要
な
原
則
。https://w

w
w

.jpx.co.jp/equities/listing/cg/

tvdivq0000008jdy-att/nlsgeu000005lnul.pdf

（
23
） 

グ
ラ
ス
・
ル
イ
ス
は
、
二
〇
二
四
年
議
決
権
行
使
助
言
方
針
の
改
定
に
関
す
る
意
見
募
集
し
た
結
果
、
投
資
家
の
間
で
「
気
候
変
動
対
策
に
関

す
る
情
報
開
示
を
全
て
の
上
場
会
社
は
行
う
べ
き
」
と
す
る
意
見
が
強
く
支
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
公
表
し
た
。

（
24
） 

マ
ン
ハ
ッ
タ
ン
政
策
研
究
所
「
プ
ロ
キ
シ
ー
・
モ
ニ
タ
ー
」（“P

roxy M
onitor ”, T

he M
anhattan Institute

）
に
よ
れ
ば
、
米
誌
フ
ォ
ー

チ
ュ
ン
上
位
二
五
〇
社
の
二
〇
二
三
年
上
期
（
一
〜
六
月
）
の
株
主
提
案
議
案
数
は
二
四
三
件
と
前
年
同
期
に
比
べ
三
九
件
増
加
し
て
い
る
。

）
五
五
（

株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

一
五

（
25
） 

た
だ
し
、
米
国
で
は
、
保
守
派
に
よ
る
反
Ｅ
Ｓ
Ｇ
の
機
運
も
衰
え
て
お
ら
ず
、
二
〇
二
四
年
の
大
統
領
選
が
一
段
落
す
る
ま
で
は
機
関
投
資
家

に
よ
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
関
連
の
株
主
提
案
に
対
す
る
支
持
率
が
伸
び
る
か
否
か
は
不
透
明
な
状
況
に
あ
る
。
二
〇
二
三
年
に
Ｅ
Ｓ
Ｇ
関
連
の
決
議
案
を
支
持

し
た
割
合
は
、
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
・
フ
ァ
ン
ド
大
手
バ
ン
ガ
ー
ド
が
二
％
、
世
界
最
大
の
資
産
運
用
会
社
ブ
ラ
ッ
ク
ロ
ッ
ク
も
七
％
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
。

（
26
） 

従
前
よ
り
電
力
会
社
を
中
心
に
環
境
に
関
す
る
株
主
提
案
は
多
数
あ
り
、
近
年
は
、
環
境
Ｎ
Ｇ
Ｏ
や
機
関
投
資
家
を
中
心
に
、
気
候
変
動
リ
ス

ク
対
応
や
脱
炭
素
社
会
、
パ
リ
協
定
に
定
め
る
目
標
へ
の
対
応
な
ど
を
求
め
る
定
款
変
更
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。
特
に
パ
リ
協
定
に
沿
っ
た
事
業
計

画
の
策
定
に
関
す
る
議
案
で
は
、
二
〇
％
を
超
え
る
高
い
賛
成
率
が
認
め
ら
れ
た
。

（
27
） 

三
井
住
友
信
託
銀
行
の
集
計
速
報
に
よ
れ
ば
、
二
〇
二
三
年
六
月
株
主
総
会
で
は
、
上
場
会
社
に
限
定
し
て
も
九
一
社
・
三
三
六
議
案
の
株
主

提
案
が
実
施
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
て
お
り
、
三
年
連
続
で
過
去
最
多
に
達
す
る
見
通
し
で
あ
る
。

（
28
） 

日
本
経
済
新
聞
が
三
月
期
決
算
の
上
場
企
業
二
、三
〇
〇
社
を
対
象
と
し
た
集
計
に
よ
れ
ば
、
二
〇
二
四
年
の
配
当
お
よ
び
自
社
株
買
い
を
合

算
し
た
株
主
還
元
総
額
は
約
二
五
兆
円
で
あ
り
、
二
年
連
続
で
過
去
最
高
と
な
る
見
通
し
と
さ
れ
て
い
る
（
日
経
新
聞
二
〇
二
四
年
三
月
二
五
日
朝

刊
）。
各
社
の
業
績
拡
大
を
受
け
、
東
証
に
よ
る
資
本
効
率
の
改
善
要
請
も
背
景
に
、
株
主
に
積
極
還
元
す
る
動
向
が
認
め
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

）
五
一
（



株
主
提
案
権
の
現
在
実
相
（
菅
原
）

一
五

（
25
） 

た
だ
し
、
米
国
で
は
、
保
守
派
に
よ
る
反
Ｅ
Ｓ
Ｇ
の
機
運
も
衰
え
て
お
ら
ず
、
二
〇
二
四
年
の
大
統
領
選
が
一
段
落
す
る
ま
で
は
機
関
投
資
家

に
よ
る
Ｅ
Ｓ
Ｇ
関
連
の
株
主
提
案
に
対
す
る
支
持
率
が
伸
び
る
か
否
か
は
不
透
明
な
状
況
に
あ
る
。
二
〇
二
三
年
に
Ｅ
Ｓ
Ｇ
関
連
の
決
議
案
を
支
持

し
た
割
合
は
、
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
・
フ
ァ
ン
ド
大
手
バ
ン
ガ
ー
ド
が
二
％
、
世
界
最
大
の
資
産
運
用
会
社
ブ
ラ
ッ
ク
ロ
ッ
ク
も
七
％
に
と
ど
ま
っ
て
い

る
。

（
26
） 

従
前
よ
り
電
力
会
社
を
中
心
に
環
境
に
関
す
る
株
主
提
案
は
多
数
あ
り
、
近
年
は
、
環
境
Ｎ
Ｇ
Ｏ
や
機
関
投
資
家
を
中
心
に
、
気
候
変
動
リ
ス

ク
対
応
や
脱
炭
素
社
会
、
パ
リ
協
定
に
定
め
る
目
標
へ
の
対
応
な
ど
を
求
め
る
定
款
変
更
が
提
案
さ
れ
て
い
る
。
特
に
パ
リ
協
定
に
沿
っ
た
事
業
計

画
の
策
定
に
関
す
る
議
案
で
は
、
二
〇
％
を
超
え
る
高
い
賛
成
率
が
認
め
ら
れ
た
。

（
27
） 

三
井
住
友
信
託
銀
行
の
集
計
速
報
に
よ
れ
ば
、
二
〇
二
三
年
六
月
株
主
総
会
で
は
、
上
場
会
社
に
限
定
し
て
も
九
一
社
・
三
三
六
議
案
の
株
主

提
案
が
実
施
さ
れ
た
も
の
と
さ
れ
て
お
り
、
三
年
連
続
で
過
去
最
多
に
達
す
る
見
通
し
で
あ
る
。

（
28
） 

日
本
経
済
新
聞
が
三
月
期
決
算
の
上
場
企
業
二
、三
〇
〇
社
を
対
象
と
し
た
集
計
に
よ
れ
ば
、
二
〇
二
四
年
の
配
当
お
よ
び
自
社
株
買
い
を
合

算
し
た
株
主
還
元
総
額
は
約
二
五
兆
円
で
あ
り
、
二
年
連
続
で
過
去
最
高
と
な
る
見
通
し
と
さ
れ
て
い
る
（
日
経
新
聞
二
〇
二
四
年
三
月
二
五
日
朝

刊
）。
各
社
の
業
績
拡
大
を
受
け
、
東
証
に
よ
る
資
本
効
率
の
改
善
要
請
も
背
景
に
、
株
主
に
積
極
還
元
す
る
動
向
が
認
め
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

）
五
一
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

一
七

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と

契
約
当
事
者
の
確
定

─
番
号
と
氏
名
の
機
能
比
較
を
通
じ
た
検
討

─
田
　
　
中
　
　
夏
　
　
樹

Ⅰ
　
序

１
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
問
題
の
所
在

２
　
検
討
の
手
法

３
　
本
稿
の
構
成

Ⅱ
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
そ
の
類
型
化

１
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
契
約
当
事
者
の
確
定

論
　
説

）
七
六
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

一
七

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と

契
約
当
事
者
の
確
定

─
番
号
と
氏
名
の
機
能
比
較
を
通
じ
た
検
討

─
田
　
　
中
　
　
夏
　
　
樹

Ⅰ
　
序

１
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
問
題
の
所
在

２
　
検
討
の
手
法

３
　
本
稿
の
構
成

Ⅱ
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
そ
の
類
型
化

１
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
契
約
当
事
者
の
確
定

論
　
説

）
七
六
（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

一
八

２
　
類
型
化
に
よ
る
「
番
号
」
の
法
的
位
置
づ
け
の
明
確
化

３
　
小
括

Ⅲ
　
氏
名
の
性
質

１
　
氏
名
と
氏
名
権

２
　
氏
名
の
機
能

３
　「
他
人
の
番
号
」
と
「
他
人
の
名
」

Ⅳ
　「
番
号
」
と
「
名
」
を
法
的
に
同
一
視
し
、
類
推
適
用
が
可
能
か
。

Ⅴ
　
結
語

１
　
ま
と
め

２
　
残
さ
れ
た
課
題

Ⅰ
　
序

１
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
問
題
の
所
在

⑴
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」

昨
今
、
電
子
商
取
引
に
お
い
て
、
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
と
は
別
の
者
（
以
下
「
行
為
者
」
と
い
う
。）
が
ア
カ
ウ
ン
ト
を
利
用
し
て
あ
た

か
も
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
の
よ
う
に
振
る
舞
う
事
例
が
増
加
し
て
い
る
（
１
）

。
こ
の
よ
う
な
電
子
商
取
引
に
お
け
る
な
り
す
ま
し
の
事
例
で

は
、「
他
人
の
番
号
・

・

の
下
で
の
行
為
　H

andeln unter frem
der N

um
m

er

」
と
い
う
概
念
が
提
唱
さ
れ
て
い
る
（
２
）

。
こ
の
概
念
は
、
も
と

）
七
六
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

一
九

も
と
ド
イ
ツ
法
に
存
在
し
て
い
る
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為 H

andeln unter frem
dem

 N
am

em （
３
）

」
に
基
づ
い
て
、
電
子
商
取
引
等

に
対
応
し
て
主
張
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
は
、
あ
る
者
が
法
取
引
に
お
い
て
他
人
の
名
の
下

に
現
れ
る
こ
と
、
例
え
ば
代
理
人
が
代
理
人
で
あ
る
こ
と
を
示
さ
ず
に
あ
た
か
も
自
身
が
本
人
で
あ
る
か
の
よ
う
に
振
る
舞
い
、
本
人
の

名
で
相
手
方
と
契
約
す
る
こ
と
で
あ
る
（
４
）

。
こ
れ
に
対
し
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
は
他
人
の
番
号
の
下
に
現
れ
る
こ
と
、
例
え

ば
他
人
の
Ｉ
Ｄ
な
い
し
ア
カ
ウ
ン
ト
を
利
用
し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
契
約
を
締
結
す
る
場
合
が
あ
た
る
（
５
）

。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の

取
引
で
は
、
他
人
の
設
定
し
た
ア
カ
ウ
ン
ト
に
何
ら
か
の
方
法
で
入
手
し
た
パ
ス
ワ
ー
ド
を
用
い
る
こ
と
で
ロ
グ
イ
ン
し
て
取
引
を
行
っ

た
場
合
、
相
手
方
は
名
義
で
は
な
く
Ｉ
Ｄ
で
示
さ
れ
る
ア
カ
ウ
ン
ト
に
よ
っ
て
契
約
相
手
を
認
識
し
て
お
り
、
こ
の
Ｉ
Ｄ
が
「
番
号
」
に

あ
た
る
（
６
）

。
そ
の
た
め
、
こ
こ
で
の
「
番
号
」
は
数
字
だ
け
で
な
く
、
Ｉ
Ｄ
を
構
成
す
る
よ
う
な
英
字
も
含
ん
だ
概
念
と
し
て
提
唱
さ
れ
て

い
る
。

こ
の
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
の
呼
称
を
提
唱
し
たH

anau

は
、
こ
の
番
号
が
用
い
ら
れ
る
事
例
を
複
数
挙
げ
た
う
え
で
、

「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
代
理
法
理
が
類
推
適
用
で
き
る
こ
と
、
及
び
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
「
他
人
の
番
号
の
下
で

の
行
為
」
を
比
較
す
る
こ
と
を
通
じ
て
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
代
理
の
規
律
が
類
推
適
用
で
き
る
と
の
見
解
を
採
っ
て
い

る
（
７
）

。
こ
れ
に
よ
り
電
子
商
取
引
に
お
け
る
な
り
す
ま
し
の
問
題
を
は
じ
め
と
し
た
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
、
代
理
法

理
か
ら
の
解
決
を
図
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、「
他
人
の
名
」
を
示
す
こ
と
と
「
他
人
の
番
号
」
を
示
す
こ
と
と
を
区
別
す
る
こ
と
が
ド
イ
ツ
に
お
い
て
主
張
さ
れ
て

い
る
が
、
こ
れ
は
単
に
個
人
を
表
す
記
号
と
し
て
「
名
」
と
「
番
号
」
が
比
較
さ
れ
て
い
る
の
に
と
ど
ま
ら
な
い
。「
他
人
の
番
号
」
を

示
す
場
合
に
は
先
に
あ
げ
た
例
の
よ
う
に
、
ア
カ
ウ
ン
ト
の
Ｉ
Ｄ
を
示
し
て
行
う
取
引
が
一
つ
の
具
体
例
と
し
て
想
定
さ
れ
て
い
る
と
こ

）
七
六
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

一
九

も
と
ド
イ
ツ
法
に
存
在
し
て
い
る
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為 H

andeln unter frem
dem

 N
am

em （
３
）

」
に
基
づ
い
て
、
電
子
商
取
引
等

に
対
応
し
て
主
張
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
具
体
的
に
は
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
は
、
あ
る
者
が
法
取
引
に
お
い
て
他
人
の
名
の
下

に
現
れ
る
こ
と
、
例
え
ば
代
理
人
が
代
理
人
で
あ
る
こ
と
を
示
さ
ず
に
あ
た
か
も
自
身
が
本
人
で
あ
る
か
の
よ
う
に
振
る
舞
い
、
本
人
の

名
で
相
手
方
と
契
約
す
る
こ
と
で
あ
る
（
４
）

。
こ
れ
に
対
し
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
は
他
人
の
番
号
の
下
に
現
れ
る
こ
と
、
例
え

ば
他
人
の
Ｉ
Ｄ
な
い
し
ア
カ
ウ
ン
ト
を
利
用
し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
契
約
を
締
結
す
る
場
合
が
あ
た
る
（
５
）

。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
の

取
引
で
は
、
他
人
の
設
定
し
た
ア
カ
ウ
ン
ト
に
何
ら
か
の
方
法
で
入
手
し
た
パ
ス
ワ
ー
ド
を
用
い
る
こ
と
で
ロ
グ
イ
ン
し
て
取
引
を
行
っ

た
場
合
、
相
手
方
は
名
義
で
は
な
く
Ｉ
Ｄ
で
示
さ
れ
る
ア
カ
ウ
ン
ト
に
よ
っ
て
契
約
相
手
を
認
識
し
て
お
り
、
こ
の
Ｉ
Ｄ
が
「
番
号
」
に

あ
た
る
（
６
）

。
そ
の
た
め
、
こ
こ
で
の
「
番
号
」
は
数
字
だ
け
で
な
く
、
Ｉ
Ｄ
を
構
成
す
る
よ
う
な
英
字
も
含
ん
だ
概
念
と
し
て
提
唱
さ
れ
て

い
る
。

こ
の
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
の
呼
称
を
提
唱
し
たH

anau

は
、
こ
の
番
号
が
用
い
ら
れ
る
事
例
を
複
数
挙
げ
た
う
え
で
、

「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
代
理
法
理
が
類
推
適
用
で
き
る
こ
と
、
及
び
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
「
他
人
の
番
号
の
下
で

の
行
為
」
を
比
較
す
る
こ
と
を
通
じ
て
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
代
理
の
規
律
が
類
推
適
用
で
き
る
と
の
見
解
を
採
っ
て
い

る
（
７
）

。
こ
れ
に
よ
り
電
子
商
取
引
に
お
け
る
な
り
す
ま
し
の
問
題
を
は
じ
め
と
し
た
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
、
代
理
法

理
か
ら
の
解
決
を
図
っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
、「
他
人
の
名
」
を
示
す
こ
と
と
「
他
人
の
番
号
」
を
示
す
こ
と
と
を
区
別
す
る
こ
と
が
ド
イ
ツ
に
お
い
て
主
張
さ
れ
て

い
る
が
、
こ
れ
は
単
に
個
人
を
表
す
記
号
と
し
て
「
名
」
と
「
番
号
」
が
比
較
さ
れ
て
い
る
の
に
と
ど
ま
ら
な
い
。「
他
人
の
番
号
」
を

示
す
場
合
に
は
先
に
あ
げ
た
例
の
よ
う
に
、
ア
カ
ウ
ン
ト
の
Ｉ
Ｄ
を
示
し
て
行
う
取
引
が
一
つ
の
具
体
例
と
し
て
想
定
さ
れ
て
い
る
と
こ

）
七
六
（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

二
〇

ろ
、
電
子
商
取
引
で
使
用
さ
れ
る
ア
カ
ウ
ン
ト
は
パ
ス
ワ
ー
ド
に
よ
る
管
理
が
行
わ
れ
て
お
り
、「
他
人
の
名
」
を
使
用
す
る
場
合
に
比

べ
て
例
え
ば
代
理
証
書
交
付
に
匹
敵
す
る
よ
う
な
よ
り
強
固
な
権
利
外
観
を
作
出
す
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
８
）

。
す
な
わ
ち
、「
他
人

の
番
号
」
を
示
す
た
め
に
は
少
な
く
と
も
電
子
商
取
引
で
は
パ
ス
ワ
ー
ド
の
入
力
が
必
要
で
あ
り
、
こ
の
パ
ス
ワ
ー
ド
は
ア
カ
ウ
ン
ト
保

有
者
が
秘
匿
し
て
い
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
、
取
引
の
相
手
方
か
ら
す
れ
ば
ア
カ
ウ
ン
ト
を
操
作
し
て
い
る
の
は
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
か
使

用
許
諾
を
与
え
ら
れ
た
者
で
あ
る
と
信
用
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
。
こ
れ
に
伴
い
、
パ
ス
ワ
ー
ド
の
不
十
分
な
管
理
や
意
図
的
な
交
付

が
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
の
い
か
な
る
責
任
を
根
拠
づ
け
る
の
か
と
い
っ
た
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
は
異
な
る
議
論
も
導
か
れ
て

い
る
（
９
）

。
ま
た
、H

anau

は
電
話
回
線
を
利
用
す
る
契
約
も
ま
た
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
と
し
て
挙
げ
て
い
る
が
、
電
話

回
線
は
契
約
を
締
結
し
た
本
人
以
外
に
同
居
し
て
い
る
家
族
や
使
用
人
が
使
用
す
る
こ
と
も
あ
り
、
回
線
の
利
用
者
（
番
号
の
利
用
）
が

契
約
を
締
結
し
た
者
一
人
に
限
ら
れ
な
い
こ
と
が
予
定
さ
れ
て
い
る
類
型
も
あ
る（10
）

。

こ
の
よ
う
に
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
は
単
に
個
人
を
表
す
記
号
が
「
名
」
と
「
番
号
」

で
異
な
る
こ
と
に
と
ど
ま
ら
ず
、
法
的
構
造
に
も
差
異
を
も
た
ら
す
も
の
で
あ
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

⑵
　
契
約
当
事
者
確
定
の
必
要
性

著
者
は
旧
稿
に
お
い
て
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
で
あ
る
電
子
商
取
引
、
特
に
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
事
例
を

念
頭
に
、「
他
人
の
番
号
」
を
示
し
た
な
り
す
ま
し
事
例
に
お
い
て
、
代
理
法
理
を
類
推
適
用
す
る
前
提
と
し
て
、
契
約
当
事
者
の
確
定

が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
検
討
し
た
（
11
）

。
そ
こ
で
の
問
題
意
識
は
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
で
は
、
例
え
ば
Ａ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
を
操

作
し
て
い
る
Ｂ
が
Ｃ
と
取
引
す
る
際
に
、
Ｃ
に
示
さ
れ
る
の
は
「＠

A
B
C
123

」
の
よ
う
な
Ｉ
Ｄ
（
番
号
）
に
す
ぎ
ず
、
Ａ
の
氏
名
だ
け

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

二
一

で
な
く
Ｂ
と
い
う
行
為
者
も
Ｃ
か
ら
は
認
識
で
き
な
い
匿
名
性
が
認
め
ら
れ
、
Ａ
と
Ｂ
の
う
ち
い
ず
れ
を
ど
の
よ
う
な
基
準
で
契
約
当
事

者
と
す
る
べ
き
か
明
ら
か
で
な
い
こ
と
に
あ
っ
た
。
こ
の
と
き
、
Ａ
を
契
約
当
事
者
と
す
れ
ば
代
理
法
理
の
（
類
推
）
適
用
が
あ
り
え
、

Ｂ
を
契
約
当
事
者
と
す
れ
ば
Ｃ
が
匿
名
の
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
と
契
約
を
締
結
す
る
意
思
を
持
っ
て
い
れ
ば
同
一
性
の
錯
誤
が
問
題
と
な

り
え
る
の
で
あ
り
、
妥
当
す
る
法
律
構
成
を
左
右
す
る
と
い
え
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
お
い
て
誰
を
契
約
当
事
者
と
す
べ
き

か
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
あ
る
。
他
方
で
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
は
、
Ｂ
が
Ｃ
と
取
引
を
す
る
際
に
Ｂ
が
自
身
の
名

を
明
か
さ
ず
Ａ
本
人
で
あ
る
よ
う
に
振
る
舞
う
事
例
を
指
し
、
偽
名
で
な
い
限
り
相
手
方
は
本
人
に
該
当
す
る
人
物
を
知
る
こ
と
が
で
き
、

「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
と
同
じ
よ
う
な
匿
名
性
は
認
め
ら
れ
ず
、
当
事
者
確
定
が
「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
に
比
し
て
容
易
で
あ
る
。

先
に
述
べ
た
よ
う
に
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
で
は
よ
り
強
固
な
権
利
外
観
を
作
出
す
る
可
能
性
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

そ
の
責
任
の
帰
属
主
体
が
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
比
べ
不
明
確
な
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
契
約
当
事
者
確
定
の
必
要
性
は
主
に
電
子
商
取
引
に
つ
い
て
の
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
しH

anau

は
電
子
商
取
引
の
例

以
外
に
も
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
し
て
、
先
に
あ
げ
た
電
話
回
線
を
利
用
す
る
契
約
や
他
人
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と

P
in

コ
ー
ド
（
電
子
商
取
引
の
パ
ス
ワ
ー
ド
に
相
当
）
を
利
用
し
て
現
金
を
引
き
下
ろ
す
事
例
を
挙
げ
て
い
る
（
12
）

。
こ
の
よ
う
に
「
他
人
の
番
号

の
下
で
の
行
為
」
は
電
子
商
取
引
よ
り
広
い
概
念
で
使
用
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
概
念
一
般
にH

anau

が
主
張
す
る
よ
う
に
代
理
法
理
を

類
推
適
用
す
る
に
は
、
こ
の
当
事
者
の
確
定
と
い
う
観
点
か
ら
す
れ
ば
、
電
子
商
取
引
以
外
の
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
一
般
に

お
い
て
契
約
当
事
者
の
確
定
を
行
う
必
要
が
い
ま
だ
残
っ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
旧
稿
で
論
じ
た
「
相
手
方
の
認
識
可
能
な
意
思
」

に
基
づ
い
て
契
約
当
事
者
の
確
定
を
行
う
べ
き
と
す
る
考
え
方
（
13
）

に
基
づ
け
ば
、
匿
名
化
さ
れ
た
「
番
号
」
が
示
さ
れ
た
だ
け
で
は
、
必
ず

し
も
そ
れ
が
誰
の
意
思
と
認
識
可
能
で
あ
る
か
明
ら
か
で
は
な
い
。
そ
の
た
め
、「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
に
、
誰
を
契
約
当
事
者
と
す

）
六
七
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

二
一

で
な
く
Ｂ
と
い
う
行
為
者
も
Ｃ
か
ら
は
認
識
で
き
な
い
匿
名
性
が
認
め
ら
れ
、
Ａ
と
Ｂ
の
う
ち
い
ず
れ
を
ど
の
よ
う
な
基
準
で
契
約
当
事

者
と
す
る
べ
き
か
明
ら
か
で
な
い
こ
と
に
あ
っ
た
。
こ
の
と
き
、
Ａ
を
契
約
当
事
者
と
す
れ
ば
代
理
法
理
の
（
類
推
）
適
用
が
あ
り
え
、

Ｂ
を
契
約
当
事
者
と
す
れ
ば
Ｃ
が
匿
名
の
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
と
契
約
を
締
結
す
る
意
思
を
持
っ
て
い
れ
ば
同
一
性
の
錯
誤
が
問
題
と
な

り
え
る
の
で
あ
り
、
妥
当
す
る
法
律
構
成
を
左
右
す
る
と
い
え
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
お
い
て
誰
を
契
約
当
事
者
と
す
べ
き

か
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
あ
る
。
他
方
で
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
は
、
Ｂ
が
Ｃ
と
取
引
を
す
る
際
に
Ｂ
が
自
身
の
名

を
明
か
さ
ず
Ａ
本
人
で
あ
る
よ
う
に
振
る
舞
う
事
例
を
指
し
、
偽
名
で
な
い
限
り
相
手
方
は
本
人
に
該
当
す
る
人
物
を
知
る
こ
と
が
で
き
、

「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
と
同
じ
よ
う
な
匿
名
性
は
認
め
ら
れ
ず
、
当
事
者
確
定
が
「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
に
比
し
て
容
易
で
あ
る
。

先
に
述
べ
た
よ
う
に
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
で
は
よ
り
強
固
な
権
利
外
観
を
作
出
す
る
可
能
性
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、

そ
の
責
任
の
帰
属
主
体
が
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
比
べ
不
明
確
な
の
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
契
約
当
事
者
確
定
の
必
要
性
は
主
に
電
子
商
取
引
に
つ
い
て
の
も
の
で
あ
っ
た
。
し
か
しH

anau

は
電
子
商
取
引
の
例

以
外
に
も
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
し
て
、
先
に
あ
げ
た
電
話
回
線
を
利
用
す
る
契
約
や
他
人
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と

P
in

コ
ー
ド
（
電
子
商
取
引
の
パ
ス
ワ
ー
ド
に
相
当
）
を
利
用
し
て
現
金
を
引
き
下
ろ
す
事
例
を
挙
げ
て
い
る
（
12
）

。
こ
の
よ
う
に
「
他
人
の
番
号

の
下
で
の
行
為
」
は
電
子
商
取
引
よ
り
広
い
概
念
で
使
用
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
概
念
一
般
にH

anau

が
主
張
す
る
よ
う
に
代
理
法
理
を

類
推
適
用
す
る
に
は
、
こ
の
当
事
者
の
確
定
と
い
う
観
点
か
ら
す
れ
ば
、
電
子
商
取
引
以
外
の
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
一
般
に

お
い
て
契
約
当
事
者
の
確
定
を
行
う
必
要
が
い
ま
だ
残
っ
て
い
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
旧
稿
で
論
じ
た
「
相
手
方
の
認
識
可
能
な
意
思
」

に
基
づ
い
て
契
約
当
事
者
の
確
定
を
行
う
べ
き
と
す
る
考
え
方
（
13
）

に
基
づ
け
ば
、
匿
名
化
さ
れ
た
「
番
号
」
が
示
さ
れ
た
だ
け
で
は
、
必
ず

し
も
そ
れ
が
誰
の
意
思
と
認
識
可
能
で
あ
る
か
明
ら
か
で
は
な
い
。
そ
の
た
め
、「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
に
、
誰
を
契
約
当
事
者
と
す
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二
二

る
か
を
先
決
問
題
と
し
て
解
消
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
点
に
つ
い
て
は
既
に
旧
稿
に
お
い
て
も
部
分
的
に
検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
や
電
子
商
取
引
が
で
き
る

サ
イ
ト
で
は
、
ユ
ー
ザ
ー
が
取
引
相
手
を
星
の
数
で
評
価
で
き
る
シ
ス
テ
ム
に
な
っ
て
い
る
こ
と
が
多
く
（
星
五
つ
が
最
高
評
価
）、
こ
の

よ
う
な
ア
カ
ウ
ン
ト
が
星
に
よ
っ
て
評
価
で
き
る
「
番
号
」
で
あ
れ
ば
、
ア
カ
ウ
ン
ト
を
操
作
し
て
い
る
行
為
者
で
は
な
く
、
そ
の
ア
カ

ウ
ン
ト
保
有
者
が
契
約
当
事
者
と
な
る
べ
き
で
あ
る
と
し
た
（
14
）

。
し
か
し
旧
稿
は
あ
く
ま
で
も
Ｂ
Ｇ
Ｈ
二
〇
一
一
年
五
月
一
一
日
判
決

（V
IP
-L
ounge

事
件
判
決
、B

G
H
Z

　189,346

）
で
扱
わ
れ
た
事
案
を
基
に
検
討
を
行
っ
て
お
り
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
う
ち

電
子
商
取
引
の
類
型
、
さ
ら
に
はeB

ay

の
よ
う
な
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
事
例
を
扱
っ
た
に
す
ぎ
ず
、
そ
の
射
程
は
限
ら

れ
て
い
る
。H

anau

が
列
挙
す
る
よ
う
に
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
は
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
事
例
に
限
ら
れ
る
も

の
で
は
な
く
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
一
般
に
つ
い
て
当
事
者
を
番
号
の
保
有
者
と
で
き
る
の
か
明
ら
か
に
す
る
に
は
よ
り
詳

細
な
検
討
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
電
子
商
取
引
で
の
考
え
方
が
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
一
般
に
妥
当
す
る
か
否
か
、

作
成
さ
れ
た
ば
か
り
の
ア
カ
ウ
ン
ト
は
ど
の
よ
う
に
扱
わ
れ
る
か
と
い
っ
た
点
が
い
ま
だ
不
明
確
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
、
本
稿
で
は
よ
り

一
般
的
に
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
お
け
る
契
約
当
事
者
が
誰
で
あ
る
か
を
明
ら
か
と
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
い
。

⑶
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
人
格
の
表
示

以
上
の
よ
う
に
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
場
合
と
「
他
人
の
番
号
」
を
示
し
た
場
合
と
で
差
異
が
存
在
す
る
が
、H

anau

も
差
異
が

存
在
す
る
こ
と
を
踏
ま
え
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
同
様
に
代
理
の
規
律
を
適
用
す
る
に

は
、「
番
号
」
と
「
名
」
が
同
一
の
機
能
を
有
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
指
摘
し
て
お
り
、「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
と
「
名
」
を
示
し
た

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

二
三

場
合
と
で
同
様
の
取
扱
い
が
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
る
（
15
）

。
し
か
し
、H

anau

が
こ
の
指
摘
を
す
る
際
に
挙
げ
て
い
る
「
番

号
」
は
上
記
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
し
て
利
用
さ
れ
る
「
番
号
」
で
あ
り
、H

anau

は
端
的
に
銀
行
が
「
番
号
」
に
よ
っ
て
口
座
の
持

ち
主
を
他
の
人
格
と
区
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
事
例
で
は
、

銀
行
の
よ
う
な
金
融
機
関
が
口
座
番
号
に
よ
っ
て
口
座
の
持
ち
主
を
特
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
そ
の
と
お
り
で
あ
る
が
、
こ
の
「
番

号
」
は
金
融
機
関
が
口
座
を
開
設
し
た
者
に
割
り
当
て
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
い
わ
ば
金
融
機
関
が
氏
名
に
代
わ
る
識
別
番
号
と
し
て
金

融
機
関
自
身
が
決
定
し
付
与
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
れ
に
よ
っ
て
金
融
機
関
が
相
手
方
を
特
定
で
き
る
の
は
当
然
で
あ
る
。
し

か
し
、H

anau

は
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
事
例
と
し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
事
例
な
ど
も
挙
げ
て
い
る
と
こ

ろ
、
こ
の
よ
う
な
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
サ
イ
ト
の
ア
カ
ウ
ン
ト
Ｉ
Ｄ
は
、
契
約
相
手
と
は
無
関
係
に
作
成
さ
れ
た
「
番
号
」
で
あ
り
、
契
約
相

手
が
そ
の
「
番
号
」
を
決
定
し
た
わ
け
で
も
割
り
当
て
た
も
の
で
も
な
く
、
当
然
に
「
名
」
と
同
様
の
識
別
機
能
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。

こ
れ
ら
の
二
つ
の
事
例
で
は
、
契
約
当
事
者
の
確
定
と
「
番
号
」
の
設
定
な
い
し
付
与
の
順
序
が
異
な
る
の
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
前
者
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
事
例
で
は
、
ま
ず
契
約
当
事
者
の
確
定
が
あ
っ
て
、
確
定
さ
れ
た
契
約
当
事
者
に
識
別
番
号
と
し
て
の
「
番
号
」

が
付
与
さ
れ
て
お
り
、
当
然
「
名
」
と
同
様
の
機
能
を
有
す
る
の
で
あ
る
が
、
後
者
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
事
例
で
は
、

契
約
当
事
者
が
確
定
さ
れ
る
前
に
「
番
号
」
が
設
定
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
「
番
号
」
を
用
い
て
契
約
当
事
者
の
確
定
が
な
さ
れ
る
必
要
が

あ
る
。
こ
の
と
き
の
「
番
号
」
は
英
数
字
の
羅
列
に
す
ぎ
ず
、
直
ち
に
契
約
当
事
者
を
確
定
さ
せ
る
ほ
ど
に
他
の
人
格
と
区
別
す
る
機
能

を
当
然
に
は
有
し
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
列
挙
さ
れ
て
い
る
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
は
、「
他
人
の
番
号
」

が
用
い
ら
れ
た
時
点
で
契
約
当
事
者
は
完
了
し
て
い
る
事
例
と
契
約
当
事
者
を
確
定
さ
せ
る
必
要
の
あ
る
事
例
と
が
混
在
す
る
の
で
あ
り
、

こ
れ
ら
の
事
例
を
区
別
し
て
類
型
化
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
あ
る
。

）
六
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（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

二
三

場
合
と
で
同
様
の
取
扱
い
が
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
い
る
（
15
）

。
し
か
し
、H
anau

が
こ
の
指
摘
を
す
る
際
に
挙
げ
て
い
る
「
番

号
」
は
上
記
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
し
て
利
用
さ
れ
る
「
番
号
」
で
あ
り
、H
anau

は
端
的
に
銀
行
が
「
番
号
」
に
よ
っ
て
口
座
の
持

ち
主
を
他
の
人
格
と
区
別
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
事
例
で
は
、

銀
行
の
よ
う
な
金
融
機
関
が
口
座
番
号
に
よ
っ
て
口
座
の
持
ち
主
を
特
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
は
そ
の
と
お
り
で
あ
る
が
、
こ
の
「
番

号
」
は
金
融
機
関
が
口
座
を
開
設
し
た
者
に
割
り
当
て
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
い
わ
ば
金
融
機
関
が
氏
名
に
代
わ
る
識
別
番
号
と
し
て
金

融
機
関
自
身
が
決
定
し
付
与
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
か
ら
、
そ
れ
に
よ
っ
て
金
融
機
関
が
相
手
方
を
特
定
で
き
る
の
は
当
然
で
あ
る
。
し

か
し
、H

anau

は
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
事
例
と
し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
事
例
な
ど
も
挙
げ
て
い
る
と
こ

ろ
、
こ
の
よ
う
な
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
サ
イ
ト
の
ア
カ
ウ
ン
ト
Ｉ
Ｄ
は
、
契
約
相
手
と
は
無
関
係
に
作
成
さ
れ
た
「
番
号
」
で
あ
り
、
契
約
相

手
が
そ
の
「
番
号
」
を
決
定
し
た
わ
け
で
も
割
り
当
て
た
も
の
で
も
な
く
、
当
然
に
「
名
」
と
同
様
の
識
別
機
能
が
あ
る
わ
け
で
は
な
い
。

こ
れ
ら
の
二
つ
の
事
例
で
は
、
契
約
当
事
者
の
確
定
と
「
番
号
」
の
設
定
な
い
し
付
与
の
順
序
が
異
な
る
の
で
あ
る
。
つ
ま
り
、
前
者
の

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
事
例
で
は
、
ま
ず
契
約
当
事
者
の
確
定
が
あ
っ
て
、
確
定
さ
れ
た
契
約
当
事
者
に
識
別
番
号
と
し
て
の
「
番
号
」

が
付
与
さ
れ
て
お
り
、
当
然
「
名
」
と
同
様
の
機
能
を
有
す
る
の
で
あ
る
が
、
後
者
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
事
例
で
は
、

契
約
当
事
者
が
確
定
さ
れ
る
前
に
「
番
号
」
が
設
定
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
「
番
号
」
を
用
い
て
契
約
当
事
者
の
確
定
が
な
さ
れ
る
必
要
が

あ
る
。
こ
の
と
き
の
「
番
号
」
は
英
数
字
の
羅
列
に
す
ぎ
ず
、
直
ち
に
契
約
当
事
者
を
確
定
さ
せ
る
ほ
ど
に
他
の
人
格
と
区
別
す
る
機
能

を
当
然
に
は
有
し
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
列
挙
さ
れ
て
い
る
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
は
、「
他
人
の
番
号
」

が
用
い
ら
れ
た
時
点
で
契
約
当
事
者
は
完
了
し
て
い
る
事
例
と
契
約
当
事
者
を
確
定
さ
せ
る
必
要
の
あ
る
事
例
と
が
混
在
す
る
の
で
あ
り
、

こ
れ
ら
の
事
例
を
区
別
し
て
類
型
化
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
あ
る
。

）
六
七
（
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　第
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十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

二
四

そ
の
う
え
で
、
契
約
当
事
者
の
確
定
が
先
決
問
題
と
し
て
必
要
な
類
型
に
つ
い
て
は
、「
番
号
」
と
「
名
」
が
同
一
の
機
能
を
有
し
て

い
る
か
に
つ
い
て
検
討
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
契
約
当
事
者
の
確
定
を
論
じ
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
の
類
型
化
に
続
く
契
約

当
事
者
の
確
定
の
検
討
で
は
、
行
為
者
が
自
身
の
本
名
以
外
の
氏
名
や
番
号
を
示
し
た
場
合
に
、
そ
れ
が
他
人
の
人
格
を
表
示
し
て
い
る

か
否
か
に
よ
っ
て
、
さ
ら
に
区
別
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
す
な
わ
ち
、「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
に
、
そ
れ
が
他
人
の
人
格
を
示
し
て
い

る
の
か
、
あ
く
ま
で
も
「
番
号
」
を
示
し
た
行
為
者
の
偽
名
と
し
て
示
さ
れ
た
に
す
ぎ
な
い
の
か
を
区
別
し
て
考
え
る
必
要
が
あ
る
と
考

え
ら
れ
る
。
仮
に
、
他
人
の
人
格
を
示
し
た
の
で
あ
れ
ば
、
契
約
当
事
者
は
当
該
他
人
と
な
り
、
代
理
法
理
の
適
用
の
可
否
が
検
討
さ
れ

る
こ
と
に
な
ろ
う
。
他
方
で
、
あ
く
ま
で
も
「
番
号
」
が
本
人
の
偽
名
と
し
て
用
い
ら
れ
た
場
合
に
は
、
行
為
者
自
身
が
契
約
当
事
者
と

な
る
可
能
性
が
あ
り
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
は
比
較
で
き
な
い
と
い
え
、
代
理
法
理
の
適
用
が
否
定
さ
れ
得
る
の
で
あ
る
。

本
稿
は
上
記
の
よ
う
な
問
題
意
識
の
も
と
、
旧
稿
で
は
限
定
的
に
し
か
検
討
で
き
な
か
っ
た
「
番
号
」
を
示
し
て
の
取
引
の
場
合
に
誰

を
契
約
当
事
者
と
す
る
べ
き
か
に
つ
い
て
、H

anau

が
列
挙
す
る
「
番
号
」
の
類
型
化
及
び
「
番
号
」
が
人
格
を
表
す
の
は
ど
の
よ
う
な

場
合
か
を
検
討
す
る
こ
と
を
通
じ
て
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。
併
せ
て
、
検
討
を
通
じ
て
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」

に
お
け
る
「
番
号
」
の
法
的
な
機
能
な
い
し
役
割
も
ま
た
明
ら
か
に
し
た
い
。

な
お
、
本
稿
は
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
代
理
法
理
を
類
推
適
用
す
る
う
え
で
の
先
決
事
項
を
検
討
す
る
も
の
で
あ
り
、
ド

イ
ツ
法
の
概
念
で
あ
る
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
を
日
本
法
に
お
い
て
も
受
け
入
れ
ら
れ
る
の
か
、
署
名
代
理
と
の
関
係
を
ど
の
よ

う
に
す
べ
き
か
と
い
っ
た
代
理
法
理
を
ど
こ
ま
で
類
推
適
用
で
き
る
か
の
検
討
は
含
ま
な
い
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
ら
は
、
他
稿
に
て
検
討

す
る
予
定
で
あ
る
こ
と
を
お
断
り
し
て
お
き
た
い
。

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

二
五

２
　
検
討
の
手
法

⑴
　
類
型
化
の
基
準

本
稿
で
は
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
お
け
る
契
約
当
事
者
の
確
定
基
準
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ

る
が
、
そ
の
手
法
と
し
て
、「
番
号
」
の
機
能
な
い
し
役
割
を
明
ら
か
に
し
、「
番
号
」
が
ど
の
よ
う
に
寄
与
す
る
こ
と
で
、「
他
人
の
番

号
の
下
で
の
行
為
」
で
の
契
約
当
事
者
が
確
定
さ
れ
る
か
を
検
討
す
る
。

「
番
号
」
の
機
能
を
明
ら
か
に
す
る
う
え
で
は
、
先
に
述
べ
た
よ
う
に
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
も
い
く
つ
か
の
類
型
が
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
ま
ず
第
一
にH

anau

が
列
挙
し
て
い
る
「
番
号
」
の
類
型
化
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
る
。
そ
の
際
に
は
、

各
事
例
に
お
い
て
「
番
号
」
が
ど
の
よ
う
に
機
能
し
て
い
る
の
か
を
明
ら
か
に
し
つ
つ
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
が
行
わ
れ
た

と
き
に
、
既
に
契
約
当
事
者
が
確
定
し
て
い
る
の
か
、
こ
れ
か
ら
「
番
号
」
を
基
に
確
定
が
行
わ
れ
る
の
か
に
よ
っ
て
類
型
化
を
行
う
。

⑵
　
氏
名
と
の
比
較

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
に
よ
っ
て
契
約
当
事
者
の
確
定
が
必
要
な
類
型
を
明
ら
か
に
し
た
後
、
氏
名
の
機
能
と
比

較
し
、「
番
号
」
を
示
す
こ
と
に
よ
っ
て
相
手
方
が
誰
が
契
約
当
事
者
で
あ
る
か
を
認
識
で
き
る
か
の
検
討
を
行
う
。
こ
れ
は
、「
他
人
の

番
号
の
下
で
の
行
為
」
が
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
比
較
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
人
格
を
表
す
た
め
に
は
「
名
」
つ
ま
り
氏
名

と
共
通
し
た
性
質
を
「
番
号
」
が
持
つ
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
し
か
し
、
日
本
法
に
お
い
て
氏
名
の
法
的
な
位
置
づ

け
を
検
討
し
た
先
行
業
績
は
主
と
し
て
人
格
権
と
し
て
の
氏
名
権
を
検
討
し
た
も
の
が
多
く
（
16
）

、
氏
名
の
機
能
に
つ
い
て
は
氏
名
権
の
前
提

と
し
て
、
氏
名
権
と
比
べ
る
と
や
や
限
定
的
・
断
片
的
な
検
討
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
（
17
）

。

）
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で
あ
る
。
し
か
し
、
日
本
法
に
お
い
て
氏
名
の
法
的
な
位
置
づ

け
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績
は
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と
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人
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と
し
て
の
氏
名
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を
検
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し
た
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の
が
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く
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、
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名
の
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能
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て
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名
権
の
前
提

と
し
て
、
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権
と
比
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る
と
や
や
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な
検
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二
六

こ
れ
に
は
氏
名
権
に
つ
い
て
我
が
国
の
民
法
上
明
確
な
規
定
が
置
か
れ
て
い
な
い
（
18
）

こ
と
も
影
響
す
る
の
で
は
な
い
か
と
考
え
ら
れ
る
。

そ
こ
で
こ
の
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
及
び
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
が
提
唱
さ
れ
て
い
る
ド
イ
ツ
法
に
目
を
向
け
る
と
、

Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
二
条
に
「
氏
名
権
　N

am
enrecht

」
の
規
定
が
存
在
し
、
こ
れ
に
つ
い
て
あ
る
程
度
体
系
的
に
論
じ
ら
れ
て
い
る
（
19
）

。
そ
こ
で
、

「
番
号
」
と
比
較
す
る
た
め
の
氏
名
の
機
能
に
つ
い
て
は
、
我
が
国
の
法
制
度
を
参
照
す
る
と
と
も
に
、
不
足
し
て
い
る
体
系
的
な
視
点

を
得
る
た
め
併
せ
て
ド
イ
ツ
法
で
の
扱
い
を
参
照
す
る
こ
と
と
し
た
い
。

３
　
本
稿
の
構
成

本
稿
で
は
、
ま
ず
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
事
例
を
列
挙
し
、
そ
の
時
点
で
契
約
当
事
者
が
既
に
確
定
し
て
い
る
か
ど
う
か

を
基
準
に
類
型
化
を
試
み
る
（
Ⅱ
）。
次
に
、
Ⅱ
で
の
類
型
化
を
踏
ま
え
、
氏
名
と
比
較
す
る
こ
と
の
必
要
性
、
及
び
氏
名
の
法
的
な
機

能
に
つ
い
て
明
ら
か
に
し
、
こ
れ
と
「
番
号
」
を
比
較
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、「
番
号
」
が
「
名
」
と
法
的
に
同
様
に
扱
う
こ
と
が
で
き

る
か
に
つ
い
て
検
討
す
る
（
Ⅲ
）。
こ
の
時
、
日
本
法
に
比
べ
て
比
較
的
体
系
的
な
議
論
が
な
さ
れ
て
い
る
ド
イ
ツ
法
の
議
論
を
参
照
す

る
。
最
後
に
、
そ
れ
ま
で
の
検
討
を
踏
ま
え
て
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
当
事
者
を
誰
と
す
べ
き
か
と
代
理
法
理
の
類
推
適

用
の
可
能
性
に
つ
い
て
述
べ
る
（
Ⅳ
）。
ま
た
、
本
稿
の
検
討
は
代
理
法
理
の
類
推
適
用
の
基
礎
を
探
る
も
の
で
あ
り
、
本
稿
の
ま
と
め

と
と
も
に
今
後
の
展
望
に
つ
い
て
述
べ
た
い
（
Ⅴ
）。

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

二
七

Ⅱ
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
そ
の
類
型
化

１
　「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
契
約
当
事
者
の
確
定

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
概
念
は
、
あ
る
者
が
法
律
行
為
を
締
結
す
る
際
に
「
他
人
の
番
号
の
下
」
に
現
れ
る
こ
と
で
あ
る

と
さ
れ
、H

anau

は
典
型
例
と
し
て
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
で
Ａ
Ｔ
Ｍ
か
ら
金
銭
を
引
き
下
ろ
す
場
面
を
挙
げ
て
い
る
（
20
）

。
こ
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

カ
ー
ド
で
の
引
き
下
ろ
し
で
は
、
引
き
下
ろ
し
を
行
っ
た
者
が
、
名
義
で
は
な
く
権
限
の
あ
る
カ
ー
ド
の
所
持
と
Ｐ
Ｉ
Ｎ
（P

ersonal 

Identification N
um

ber （
21
））

の
使
用
に
よ
り
契
約
当
事
者
と
同
一
人
物
で
あ
る
こ
と
が
同
定
さ
れ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
カ
ー
ド
の
所
持
と

Ｐ
Ｉ
Ｎ
さ
え
あ
れ
ば
、
本
来
権
限
の
な
い
者
に
よ
っ
て
あ
た
か
も
権
限
の
あ
る
口
座
の
持
ち
主
自
身
が
金
銭
の
引
き
下
ろ
し
を
行
っ
た
と

い
う
印
象
が
引
き
起
こ
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（
22
）

。

H
anau

は
こ
の
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
い
う
概
念
を
説
明
し
た
う
え
で
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
の
比
較
の
必

要
性
を
指
摘
す
る
（
23
）

。
そ
し
て
、H

anau

は
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
は
代
理
法
理
が
類
推
適
用
可
能
で
あ
る
こ
と
を
条
件
付
き
で

あ
る
が
肯
定
し
（
24
）

、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
の
類
似
性
を
肯
定
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
代
理

法
理
が
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
も
適
用
可
能
で
あ
る
と
指
摘
し
て
い
る
（
25
）

。

こ
の
点
に
つ
い
て
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
で
は
行
為
者
が
示
す
の
は
特
定
の
人
物
の
氏
名
で
あ
り
、
契
約
当
事
者
と
な
る
べ

き
本
人
を
直
接
特
定
で
き
る
情
報
が
示
さ
れ
て
い
る
必
要
が
あ
る
（
26
）

の
に
対
し
て
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
で
は
行
為
者
が
示
す

の
は
あ
く
ま
で
も
匿
名
の
「
番
号
」
で
あ
る
。
単
な
る
英
数
字
の
羅
列
で
あ
る
「
番
号
」
を
示
す
こ
と
に
よ
っ
て
行
為
者
と
本
人
の
人
格

が
分
離
し
て
い
る
と
は
必
ず
し
も
い
え
ず
、「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
に
誰
を
契
約
当
事
者
と
し
て
確
定
す
べ
き
か
は
必
ず
し
も
明
ら
か

）
六
六
（
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と
契
約
当
事
者
の
確
定

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
概
念
は
、
あ
る
者
が
法
律
行
為
を
締
結
す
る
際
に
「
他
人
の
番
号
の
下
」
に
現
れ
る
こ
と
で
あ
る

と
さ
れ
、H

anau
は
典
型
例
と
し
て
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
で
Ａ
Ｔ
Ｍ
か
ら
金
銭
を
引
き
下
ろ
す
場
面
を
挙
げ
て
い
る
（
20
）

。
こ
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ

カ
ー
ド
で
の
引
き
下
ろ
し
で
は
、
引
き
下
ろ
し
を
行
っ
た
者
が
、
名
義
で
は
な
く
権
限
の
あ
る
カ
ー
ド
の
所
持
と
Ｐ
Ｉ
Ｎ
（P

ersonal 

Identification N
um

ber （
21
））

の
使
用
に
よ
り
契
約
当
事
者
と
同
一
人
物
で
あ
る
こ
と
が
同
定
さ
れ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
カ
ー
ド
の
所
持
と

Ｐ
Ｉ
Ｎ
さ
え
あ
れ
ば
、
本
来
権
限
の
な
い
者
に
よ
っ
て
あ
た
か
も
権
限
の
あ
る
口
座
の
持
ち
主
自
身
が
金
銭
の
引
き
下
ろ
し
を
行
っ
た
と

い
う
印
象
が
引
き
起
こ
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
（
22
）

。
H

anau

は
こ
の
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
い
う
概
念
を
説
明
し
た
う
え
で
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
の
比
較
の
必

要
性
を
指
摘
す
る
（
23
）

。
そ
し
て
、H

anau

は
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
は
代
理
法
理
が
類
推
適
用
可
能
で
あ
る
こ
と
を
条
件
付
き
で

あ
る
が
肯
定
し
（
24
）

、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
の
類
似
性
を
肯
定
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
代
理

法
理
が
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
も
適
用
可
能
で
あ
る
と
指
摘
し
て
い
る
（
25
）

。

こ
の
点
に
つ
い
て
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
で
は
行
為
者
が
示
す
の
は
特
定
の
人
物
の
氏
名
で
あ
り
、
契
約
当
事
者
と
な
る
べ

き
本
人
を
直
接
特
定
で
き
る
情
報
が
示
さ
れ
て
い
る
必
要
が
あ
る
（
26
）

の
に
対
し
て
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
で
は
行
為
者
が
示
す

の
は
あ
く
ま
で
も
匿
名
の
「
番
号
」
で
あ
る
。
単
な
る
英
数
字
の
羅
列
で
あ
る
「
番
号
」
を
示
す
こ
と
に
よ
っ
て
行
為
者
と
本
人
の
人
格

が
分
離
し
て
い
る
と
は
必
ず
し
も
い
え
ず
、「
番
号
」
を
示
し
た
場
合
に
誰
を
契
約
当
事
者
と
し
て
確
定
す
べ
き
か
は
必
ず
し
も
明
ら
か

）
六
六
（
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二
八

で
は
な
い
。
例
え
ば
、
作
成
さ
れ
た
ば
か
り
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
上
の
ア
カ
ウ
ン
ト
は
、
そ
れ
が
相
手
方
に
表
示
さ

れ
た
と
し
て
も
Ｉ
Ｄ
の
文
字
列
以
外
に
取
引
歴
や
評
価
と
い
っ
た
情
報
は
な
く
、
ア
カ
ウ
ン
ト
を
作
成
し
た
者
と
ア
カ
ウ
ン
ト
を
操
作
し

て
い
る
行
為
者
と
で
い
ず
れ
が
契
約
当
事
者
と
し
て
確
定
さ
れ
る
か
は
直
ち
に
明
ら
か
で
あ
る
と
は
い
な
い
で
あ
ろ
う
。
仮
に
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
の
操
作
に
不
慣
れ
な
者
が
ア
カ
ウ
ン
ト
の
作
成
を
他
の
者
に
依
頼
し
た
場
合
に
、
最
初
の
取
引
に
お
い
て
、
ア
カ
ウ
ン
ト
の
作
成

者
を
直
ち
に
契
約
当
事
者
と
確
定
す
る
の
も
妥
当
性
を
欠
く
で
あ
ろ
う
。
そ
の
た
め
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
代
理
法
理
の

適
用
を
検
討
す
る
前
提
と
し
て
、
そ
も
そ
も
「
番
号
」
を
示
す
こ
と
で
「
名
」
を
示
す
場
合
と
同
様
に
契
約
当
事
者
を
確
定
で
き
る
の
か
、

契
約
当
事
者
の
確
定
が
で
き
る
場
合
に
は
誰
と
確
定
す
べ
き
な
の
か
検
討
が
必
要
と
な
る
。

し
た
が
っ
て
、H

anau

が
主
張
す
る
よ
う
に
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
の
類
似
性
を
肯

定
し
て
代
理
法
理
を
類
推
適
用
で
き
る
の
は
、「
番
号
」
が
「
名
」
と
同
様
の
機
能
を
持
つ
場
合
に
限
ら
れ
る
と
考
え
ら
れ
る
の
で
あ
る
。

先
に
示
し
た
よ
う
にH

anau

も
、
両
概
念
の
類
似
性
を
検
討
す
る
中
で
、「
番
号
」
と
「
名
」
が
同
様
の
機
能
を
営
む
必
要
が
あ
る
こ
と

は
指
摘
し
、
こ
れ
を
肯
定
し
て
い
る
（
27
）

。
し
か
し
そ
の
際
に
検
討
さ
れ
て
い
た
の
は
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
よ
う
に
「
番
号
」
が
既
に
特

定
さ
れ
て
い
る
契
約
当
事
者
に
対
し
て
「
名
」
に
代
わ
る
識
別
番
号
と
し
て
付
与
さ
れ
て
い
る
類
型
で
あ
っ
た
と
い
え
（
28
）

、
こ
れ
は
「
番

号
」
と
「
名
」
が
同
様
の
機
能
を
営
む
こ
と
が
当
初
か
ら
予
定
さ
れ
て
い
る
契
約
類
型
で
あ
っ
た
と
い
え
る
の
で
は
な
い
か
。
他
方
で
、

「
番
号
」
に
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
ア
カ
ウ
ン
ト
Ｉ
Ｄ
の
よ
う
に
、
こ
れ
か
ら
契
約
相
手
と
な
る
者
が
誰
か
で
あ
る
か

を
示
す
た
め
に
使
用
さ
れ
て
い
る
類
型
も
あ
り
、
こ
れ
ら
の
類
型
に
お
い
て
も
「
番
号
」
と
「
名
」
が
同
一
の
機
能
を
持
つ
の
か
検
討
が

必
要
な
の
で
は
な
い
か
と
考
え
る
。
言
い
換
え
れ
ば
、「
名
」
も
既
に
相
手
方
が
認
識
し
て
い
る
人
物
と
の
照
合
に
使
用
さ
れ
る
こ
と
も

あ
れ
ば
、
相
手
方
に
こ
れ
か
ら
契
約
相
手
と
な
る
者
が
誰
で
あ
る
か
示
す
た
め
に
用
い
ら
れ
る
こ
と
も
あ
る
よ
う
に
、「
番
号
」
に
も
そ

）
六
六
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

二
九

の
機
能
に
応
じ
て
い
く
つ
か
の
類
型
分
け
、
類
型
ご
と
に
対
応
す
る
「
名
」
の
機
能
と
比
較
す
る
必
要
が
あ
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
考
え

ら
れ
る
。
よ
り
具
体
的
に
見
る
と
、
電
子
商
取
引
で
の
ア
カ
ウ
ン
ト
Ｉ
Ｄ
は
新
規
の
契
約
相
手
の
選
択
に
用
い
ら
れ
て
お
り
、「
番
号
」

が
示
さ
れ
て
い
る
と
き
に
は
い
ま
だ
契
約
当
事
者
が
確
定
し
て
い
な
い
。
他
方
で
、H

anau

は
模
範
例
と
し
て
ユ
ー
ロ
チ
ェ
ッ
ク
カ
ー
ド

（
現
在
で
は
、G

irocard

に
切
り
替
わ
っ
て
い
る
）
を
挙
げ
て
い
る
が
、
こ
の
カ
ー
ド
は
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
や
デ
ビ
ッ
ト
カ
ー
ド
と
し
て
も

使
用
で
き
（
29
）

、H
anau

が
想
定
し
て
い
る
の
は
Ａ
Ｔ
Ｍ
か
ら
の
現
金
を
引
き
下
ろ
す
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
し
て
の
使
用
で
あ
る
（
30
）

。
そ
し
て
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
を
用
い
て
現
金
を
引
き
下
ろ
す
に
は
、
前
提
と
し
て
金
融
機
関
と
の
間
で
預
金
契
約
を
締
結
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

こ
の
預
金
契
約
の
締
結
時
点
で
既
に
金
融
機
関
に
は
「
番
号
」
の
持
ち
主
が
誰
で
あ
る
か
が
明
ら
か
で
あ
り
、
当
事
者
の
確
定
は
完
了
し

て
い
る
。
む
し
ろ
確
定
し
た
契
約
当
事
者
に
対
し
て
、
金
融
機
関
自
身
が
、
識
別
番
号
と
し
て
の
「
番
号
」
を
付
与
し
て
い
る
と
も
い
え
、

「
番
号
」
が
付
与
さ
れ
て
い
る
時
点
で
は
契
約
当
事
者
の
確
定
が
済
ん
で
お
り
、
先
の
電
子
商
取
引
で
の
場
合
と
は
順
序
が
逆
で
あ
る
。

そ
の
た
め
、
こ
の
よ
う
な
事
例
の
「
番
号
」
は
、
新
規
に
契
約
当
事
者
を
確
定
さ
せ
る
た
め
で
は
な
く
、
既
に
確
定
し
て
い
る
契
約
相
手

と
現
に
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
を
所
持
し
て
い
る
人
物
が
同
一
人
物
で
あ
る
か
の
同
定
作
業
に
用
い
ら
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
こ
れ
ら
は
、

債
務
履
行
の
場
面
で
の
確
定
し
て
い
る
契
約
当
事
者
と
「
番
号
」
の
保
有
者
が
同
一
で
あ
る
か
ど
う
か
が
問
題
と
な
っ
て
お
り
、
我
が
国

の
規
定
で
い
え
ば
、
民
法
四
七
八
条
の
適
用
が
検
討
さ
れ
る
べ
き
場
面
で
あ
る
と
い
え
よ
う
（
31
）

。H
anau

は
、
こ
れ
ら
の
事
例
も
、「
他
人

の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
代
理
法
理
を
類
推
適
用
で
き
る
か
と
い
う
文
脈
上
で
言
及
し
て
い
る
（
32
）

が
、
こ
れ
は
ド
イ
ツ
法
に
は
我
が
国
の

民
法
四
七
八
条
に
対
応
す
る
規
定
が
な
く
（
33
）

、
債
務
履
行
時
の
債
権
者
の
な
り
す
ま
し
に
つ
い
て
も
代
理
法
理
の
類
推
適
用
を
検
討
し
て
い

た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
（
34
）

。

し
た
が
っ
て
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
、
既
に
契
約
当
事
者
の
確
定
が
済
ん
で
い
る
類
型
と
い
ま
だ
契
約
当
事
者

）
六
六
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

二
九

の
機
能
に
応
じ
て
い
く
つ
か
の
類
型
分
け
、
類
型
ご
と
に
対
応
す
る
「
名
」
の
機
能
と
比
較
す
る
必
要
が
あ
っ
た
の
で
は
な
い
か
と
考
え

ら
れ
る
。
よ
り
具
体
的
に
見
る
と
、
電
子
商
取
引
で
の
ア
カ
ウ
ン
ト
Ｉ
Ｄ
は
新
規
の
契
約
相
手
の
選
択
に
用
い
ら
れ
て
お
り
、「
番
号
」

が
示
さ
れ
て
い
る
と
き
に
は
い
ま
だ
契
約
当
事
者
が
確
定
し
て
い
な
い
。
他
方
で
、H

anau

は
模
範
例
と
し
て
ユ
ー
ロ
チ
ェ
ッ
ク
カ
ー
ド

（
現
在
で
は
、G

irocard

に
切
り
替
わ
っ
て
い
る
）
を
挙
げ
て
い
る
が
、
こ
の
カ
ー
ド
は
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
や
デ
ビ
ッ
ト
カ
ー
ド
と
し
て
も

使
用
で
き
（
29
）

、H
anau

が
想
定
し
て
い
る
の
は
Ａ
Ｔ
Ｍ
か
ら
の
現
金
を
引
き
下
ろ
す
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
し
て
の
使
用
で
あ
る
（
30
）

。
そ
し
て
、

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
を
用
い
て
現
金
を
引
き
下
ろ
す
に
は
、
前
提
と
し
て
金
融
機
関
と
の
間
で
預
金
契
約
を
締
結
し
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

こ
の
預
金
契
約
の
締
結
時
点
で
既
に
金
融
機
関
に
は
「
番
号
」
の
持
ち
主
が
誰
で
あ
る
か
が
明
ら
か
で
あ
り
、
当
事
者
の
確
定
は
完
了
し

て
い
る
。
む
し
ろ
確
定
し
た
契
約
当
事
者
に
対
し
て
、
金
融
機
関
自
身
が
、
識
別
番
号
と
し
て
の
「
番
号
」
を
付
与
し
て
い
る
と
も
い
え
、

「
番
号
」
が
付
与
さ
れ
て
い
る
時
点
で
は
契
約
当
事
者
の
確
定
が
済
ん
で
お
り
、
先
の
電
子
商
取
引
で
の
場
合
と
は
順
序
が
逆
で
あ
る
。

そ
の
た
め
、
こ
の
よ
う
な
事
例
の
「
番
号
」
は
、
新
規
に
契
約
当
事
者
を
確
定
さ
せ
る
た
め
で
は
な
く
、
既
に
確
定
し
て
い
る
契
約
相
手

と
現
に
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
を
所
持
し
て
い
る
人
物
が
同
一
人
物
で
あ
る
か
の
同
定
作
業
に
用
い
ら
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
こ
れ
ら
は
、

債
務
履
行
の
場
面
で
の
確
定
し
て
い
る
契
約
当
事
者
と
「
番
号
」
の
保
有
者
が
同
一
で
あ
る
か
ど
う
か
が
問
題
と
な
っ
て
お
り
、
我
が
国

の
規
定
で
い
え
ば
、
民
法
四
七
八
条
の
適
用
が
検
討
さ
れ
る
べ
き
場
面
で
あ
る
と
い
え
よ
う
（
31
）

。H
anau

は
、
こ
れ
ら
の
事
例
も
、「
他
人

の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
代
理
法
理
を
類
推
適
用
で
き
る
か
と
い
う
文
脈
上
で
言
及
し
て
い
る
（
32
）

が
、
こ
れ
は
ド
イ
ツ
法
に
は
我
が
国
の

民
法
四
七
八
条
に
対
応
す
る
規
定
が
な
く
（
33
）

、
債
務
履
行
時
の
債
権
者
の
な
り
す
ま
し
に
つ
い
て
も
代
理
法
理
の
類
推
適
用
を
検
討
し
て
い

た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
（
34
）

。

し
た
が
っ
て
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
、
既
に
契
約
当
事
者
の
確
定
が
済
ん
で
い
る
類
型
と
い
ま
だ
契
約
当
事
者

）
六
六
（
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三
〇

の
確
定
が
な
さ
れ
て
い
な
い
類
型
と
を
分
け
、
後
者
に
つ
い
て
も
「
番
号
」
が
「
名
」
と
同
様
の
機
能
を
有
し
て
い
る
か
を
検
討
す
る
必

要
が
残
さ
れ
て
い
る
と
考
え
る
。

類
型
化
を
試
み
る
前
に
、H

anau

が
列
挙
し
て
い
る
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
を
確
認
し
た
い
。
こ
れ
に
は
七
種
類
が
存
在
し
、

①
オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ
②
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
③
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
（
ユ
ー
ロ
チ
ェ
ッ
ク
カ
ー
ド
）
④
電
子
マ
ネ
ー
（
ゲ
ル
ト
カ
ル
テ
　

G
eldkarte

）
⑤
電
話
回
線
⑥
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
コ
ン
テ
ン
ツ
⑦
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
が
列
挙
さ
れ
て
い
る
（
35
）

。
以
下
、
そ
れ
ぞ

れ
想
定
さ
れ
て
い
る
典
型
例
を
紹
介
し
、
類
型
化
を
試
み
る
。
な
お
、
類
型
化
に
際
し
て
は
、
便
宜
上
契
約
締
結
時
に
契
約
当
事
者
の
確

定
の
た
め
に
用
い
ら
れ
得
る
「
番
号
」
を
「
類
型
甲
」、
既
に
契
約
関
係
が
存
在
し
、
そ
の
本
人
と
の
同
一
性
確
認
に
用
い
ら
れ
得
る

「
番
号
」
を
「
類
型
乙
」
と
す
る
。
な
お
、
こ
れ
か
ら
列
挙
す
る
例
に
お
い
て
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
よ
う
に
「
番
号
」
と
と
も
に

実
際
上
名
義
が
用
い
ら
れ
て
い
る
も
の
も
含
ま
れ
て
い
る（36
）

。

⑴
　
オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ（37）

従
来
は
、
通
帳
な
ど
を
用
い
て
口
座
の
名
義
に
基
づ
い
て
振
込
み
や
引
き
下
ろ
し
が
行
わ
れ
て
い
た
も
の
が
、
オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン

グ
で
は
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
の
サ
イ
ト
に
お
い
て
口
座
番
号
や
契
約
番
号
及
び
ロ
グ
イ
ン
パ
ス
ワ
ー
ド
に
よ
っ
て
口
座
の
持
ち
主
で
あ

る
こ
と
が
確
認
さ
れ
る
シ
ス
テ
ム
が
用
い
ら
れ
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
口
座
自
体
は
名
義
が
登
録
さ
れ
て
い
る
が
、
実
際
に
ロ
グ
イ
ン
す
る

際
に
は
名
義
で
は
な
く
口
座
番
号
や
契
約
番
号
と
パ
ス
ワ
ー
ド
の
み
が
用
い
ら
れ
る
こ
と
が
あ
る
。

オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ
を
利
用
す
る
た
め
に
は
、
当
然
当
該
金
融
機
関
と
の
間
で
事
前
に
預
金
契
約
（
消
費
寄
託
契
約
）
を
締
結
し

て
お
く
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、
オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン
キ
ン
グ
に
て
用
い
ら
れ
る
口
座
番
号
、
契
約
番
号
、
パ
ス
ワ
ー
ド
は
、
契
約
締
結

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

三
一

後
に
交
付
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
契
約
締
結
時
に
契
約
当
事
者
を
確
定
さ
れ
る
こ
と
に
関
わ
る
も
の
で
は
な
く
、
既
に
確
定
し
て
い
る
契
約

当
事
者
に
交
付
さ
れ
、
口
座
名
義
人
と
同
一
人
物
で
あ
る
か
を
判
断
す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン

キ
ン
グ
に
お
け
る
「
番
号
」
は
「
類
型
乙
」
と
し
て
機
能
し
て
い
る
。

⑵
　
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド（38）

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
で
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
発
行
会
社
と
の
間
で
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
発
行
す
る
契
約
を
締
結
し
、
商
品
の
支

払
い
の
際
に
は
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
番
号
が
記
載
さ
れ
て
い
る
カ
ー
ド
の
所
持
と
暗
証
番
号
を
用
い
て
支
払
い
が
行
わ
れ
る
。
ま
た
、
ク

レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
用
い
て
オ
ン
ラ
イ
ン
取
引
の
決
済
を
す
る
際
に
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
番
号
、
名
義
、
有
効
期
限
、
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
番
号
を
入
力
し
て
決
済
す
る
こ
と
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
る
。
な
お
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
番
号
に
つ
い
て
は
求
め
ら
れ
な
い
こ
と
も
多
い
。

こ
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
利
用
方
法
に
つ
い
て
は
、
当
事
者
が
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
名
義
人
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
発
行
会
社
、
加

盟
店
と
三
者
存
在
す
る
こ
と
か
ら
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
名
義
人
以
外
の
両
当
事
者
に
よ
っ
て
「
番
号
」
の
機
能
は
異
な
る
と
考
え
ら
れ

る
。
す
な
わ
ち
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
発
行
会
社
か
ら
す
れ
ば
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
所
持
と
暗
証
番
号
の
入
力
に
よ
っ
て
、
ク
レ

ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
名
義
人
本
人
が
使
用
し
て
い
る
か
と
い
う
同
一
性
の
判
断
に
用
い
ら
れ
て
お
り
、「
類
型
乙
」
の
「
番
号
」
利
用
で
あ

る
と
い
え
る
。
他
方
で
、
加
盟
店
か
ら
す
れ
ば
、
事
前
に
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
名
義
人
と
の
間
で
契
約
は
な
く
、「
類
型
乙
」
で
は
あ
り

え
な
い
。
で
は
、「
類
型
甲
」
に
あ
た
る
か
で
あ
る
が
、
例
え
ば
対
面
で
の
取
引
の
場
合
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
提
示
さ
れ
た
と
し
て

も
、
そ
こ
の
記
載
内
容
を
加
盟
店
の
店
員
が
認
識
し
、
そ
の
「
番
号
」
の
保
有
者
を
契
約
当
事
者
と
認
識
す
る
こ
と
は
実
態
上
ま
れ
で
あ

ろ
う
。
加
盟
店
の
店
員
と
し
て
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
読
み
取
り
機
を
用
い
て
決
算
を
促
し
、
店
員
自
身
は
「
番
号
」
を
確
認
し
な

）
六
七
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

三
一

後
に
交
付
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
契
約
締
結
時
に
契
約
当
事
者
を
確
定
さ
れ
る
こ
と
に
関
わ
る
も
の
で
は
な
く
、
既
に
確
定
し
て
い
る
契
約

当
事
者
に
交
付
さ
れ
、
口
座
名
義
人
と
同
一
人
物
で
あ
る
か
を
判
断
す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
オ
ン
ラ
イ
ン
バ
ン

キ
ン
グ
に
お
け
る
「
番
号
」
は
「
類
型
乙
」
と
し
て
機
能
し
て
い
る
。

⑵
　
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド（38）

ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
で
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
発
行
会
社
と
の
間
で
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
発
行
す
る
契
約
を
締
結
し
、
商
品
の
支

払
い
の
際
に
は
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
番
号
が
記
載
さ
れ
て
い
る
カ
ー
ド
の
所
持
と
暗
証
番
号
を
用
い
て
支
払
い
が
行
わ
れ
る
。
ま
た
、
ク

レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
用
い
て
オ
ン
ラ
イ
ン
取
引
の
決
済
を
す
る
際
に
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
番
号
、
名
義
、
有
効
期
限
、
セ
キ
ュ
リ

テ
ィ
番
号
を
入
力
し
て
決
済
す
る
こ
と
が
ほ
と
ん
ど
で
あ
る
。
な
お
、
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
番
号
に
つ
い
て
は
求
め
ら
れ
な
い
こ
と
も
多
い
。

こ
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
利
用
方
法
に
つ
い
て
は
、
当
事
者
が
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
名
義
人
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
発
行
会
社
、
加

盟
店
と
三
者
存
在
す
る
こ
と
か
ら
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
名
義
人
以
外
の
両
当
事
者
に
よ
っ
て
「
番
号
」
の
機
能
は
異
な
る
と
考
え
ら
れ

る
。
す
な
わ
ち
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
発
行
会
社
か
ら
す
れ
ば
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
所
持
と
暗
証
番
号
の
入
力
に
よ
っ
て
、
ク
レ

ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
名
義
人
本
人
が
使
用
し
て
い
る
か
と
い
う
同
一
性
の
判
断
に
用
い
ら
れ
て
お
り
、「
類
型
乙
」
の
「
番
号
」
利
用
で
あ

る
と
い
え
る
。
他
方
で
、
加
盟
店
か
ら
す
れ
ば
、
事
前
に
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
名
義
人
と
の
間
で
契
約
は
な
く
、「
類
型
乙
」
で
は
あ
り

え
な
い
。
で
は
、「
類
型
甲
」
に
あ
た
る
か
で
あ
る
が
、
例
え
ば
対
面
で
の
取
引
の
場
合
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
を
提
示
さ
れ
た
と
し
て

も
、
そ
こ
の
記
載
内
容
を
加
盟
店
の
店
員
が
認
識
し
、
そ
の
「
番
号
」
の
保
有
者
を
契
約
当
事
者
と
認
識
す
る
こ
と
は
実
態
上
ま
れ
で
あ

ろ
う
。
加
盟
店
の
店
員
と
し
て
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
読
み
取
り
機
を
用
い
て
決
算
を
促
し
、
店
員
自
身
は
「
番
号
」
を
確
認
し
な

）
六
七
（
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三
二

い
こ
と
も
多
い
。
契
約
当
事
者
の
確
定
基
準
を
既
に
述
べ
た
私
見
に
よ
り
「
相
手
方
の
認
識
可
能
な
意
思
」
と
す
れ
ば
、
対
面
取
引
に

限
っ
て
言
え
ば
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
「
番
号
」
よ
り
も
目
の
前
に
い
る
人
物
を
契
約
当
事
者
と
し
て
認
識
し
て
お
り
、
ク
レ
ジ
ッ
ト

カ
ー
ド
の
「
番
号
」
は
契
約
当
事
者
の
確
定
に
影
響
し
な
い
。
仮
に
他
人
の
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
が
利
用
さ
れ
て
い
た
場
合
に
は
、
契
約

当
事
者
の
確
定
と
は
別
の
問
題
で
あ
り
、
加
盟
店
が
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
名
義
人
本
人
で
あ
る
か
確
認
し
て
い
た
と
し
て
も
、
そ
れ
は

な
り
す
ま
し
て
い
る
行
為
者
の
言
動
も
含
め
て
判
断
さ
れ
て
お
り
、「
番
号
」
の
み
で
契
約
当
事
者
の
確
定
が
な
さ
れ
て
い
る
わ
け
で
は

な
い
と
い
え
よ
う
。
他
方
で
、
電
子
商
取
引
で
の
決
済
の
よ
う
な
非
対
面
取
引
の
場
合
に
は
、
契
約
確
定
前
に
決
済
情
報
の
入
力
が
求
め

ら
れ
る
こ
と
が
多
く
、
こ
こ
で
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
番
号
や
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
番
号
の
入
力
を
行
っ
た
場
合
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
は
本
人

し
か
使
え
な
い
こ
と
か
ら
し
て
も
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
の
名
義
人
が
契
約
当
事
者
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
こ
の
よ
う

に
考
え
れ
ば
、
電
子
商
取
引
で
は
「
類
型
甲
」
と
し
て
の
機
能
を
有
し
て
い
る
「
番
号
」
で
あ
る
と
い
え
よ
う
。
も
っ
と
も
、
ク
レ
ジ
ッ

ト
カ
ー
ド
の
情
報
の
み
を
入
力
す
る
こ
と
は
ま
れ
で
あ
り
、
ア
カ
ウ
ン
ト
情
報
な
ど
と
併
せ
て
判
断
さ
れ
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
「
類
型

甲
」
の
性
質
は
持
ち
つ
つ
も
単
体
で
機
能
す
る
場
面
は
少
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

⑶
　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
（
ユ
ー
ロ
チ
ェ
ッ
ク
カ
ー
ド（39
））

H
anau

は
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
る
ユ
ー
ロ
チ
ェ
ッ
ク
カ
ー
ド
（
ｅ
ｃ
カ
ー
ド
と
も
）
を
例
と
し
て
挙
げ
て
い
る

が
、
現
在
で
は
ユ
ー
ロ
チ
ェ
ッ
ク
カ
ー
ド
はG

irocard

に
切
り
替
え
ら
れ
て
い
る
。
こ
こ
で
は
、H

anau

が
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
し

て
の
機
能
に
着
目
し
て
い
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
機
能
を
念
頭
に
類
型
化
を
行
う
（
40
）

。

キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
し
て
現
金
を
引
き
下
ろ
す
利
用
に
際
し
て
は
、
当
然
ジ
ー
ロ
口
座
（G

irokonto

）
の
よ
う
な
口
座
を
開
設
す
る

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

三
三

契
約
が
あ
ら
か
じ
め
必
要
と
な
り
、「
番
号
」
と
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
所
持
は
契
約
当
事
者
と
同
一
人
物
で
あ
る
か
の
確
認
に
用
い
ら

れ
る
。
し
た
が
っ
て
「
類
型
乙
」
に
該
当
す
る
と
い
え
る
。

も
っ
と
も
、
預
入
預
金
契
約
は
消
費
寄
託
契
約
に
該
当
す
る
（
41
）

が
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
に
よ
る
預
入
れ
の
事
例
で
は
、
最
高
裁
平
成

二
八
年
一
二
月
一
九
日
判
決
（
民
集
七
〇
巻
八
号
二
一
二
一
頁
）
が
、「
口
座
に
入
金
が
行
わ
れ
る
た
び
に
そ
の
額
に
つ
い
て
の
消
費
寄
託
契

約
が
成
立
す
る
」
と
し
て
お
り
、
こ
の
こ
と
を
も
っ
て
新
た
に
契
約
当
事
者
が
誰
か
の
判
断
を
「
番
号
」
に
基
づ
い
て
行
っ
て
い
る
と
す

れ
ば
、「
類
型
甲
」
に
分
類
す
る
余
地
も
あ
る
と
い
え
る
。

⑷
　
電
子
マ
ネ
ー
（
ゲ
ル
ト
カ
ル
テ
　Geldkarte （42

））

ゲ
ル
ト
カ
ル
テ
は
リ
チ
ャ
ー
ジ
が
可
能
な
い
わ
ゆ
る
電
子
マ
ネ
ー
と
し
て
利
用
可
能
な
制
度
で
あ
る
（
43
）

。
こ
ち
ら
も
廃
止
が
進
ん
で
お

り
、
こ
こ
で
は
あ
く
ま
で
も
電
子
マ
ネ
ー
と
い
う
性
質
に
着
目
し
て
類
型
化
を
行
う
。
電
子
マ
ネ
ー
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
と
異
な
り
、

商
品
を
購
入
す
る
前
に
現
金
に
よ
っ
て
（
あ
る
い
は
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
等
に
よ
っ
て
）
チ
ャ
ー
ジ
す
る
先
払
い
の
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

電
子
マ
ネ
ー
に
は
二
種
類
存
在
し
、
媒
体
（
カ
ー
ド
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
）
が
発
行
元
に
登
録
さ
れ
て
お
り
、
発
行
元
が
残
高
な
ど
を
把

握
で
き
る
も
の
と
、
登
録
さ
れ
ず
発
行
元
が
残
高
な
ど
を
把
握
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
（
44
）

。

前
者
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
と
同
様
に
、
発
行
元
、
登
録
し
て
い
る
ユ
ー
ザ
ー
、
加
盟
店
が
存
在
し
、
発
行
元
と
の
関
係
で
は
「
類

型
乙
」、
電
子
商
取
引
等
で
利
用
で
き
る
の
で
あ
れ
ば
、
加
盟
店
と
の
間
で
は
「
類
型
甲
」
と
機
能
し
え
る
。
他
方
で
後
者
は
、
登
録
が

な
い
以
上
発
行
元
が
管
理
し
て
お
ら
ず
、「
類
型
乙
」
と
し
て
の
機
能
は
な
い
と
考
え
ら
れ
、
そ
れ
を
も
っ
て
契
約
当
事
者
の
確
定
を
し

て
い
る
わ
け
で
も
な
い
た
め
、「
類
型
甲
」
に
も
あ
た
ら
な
い
。

）
六
七
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

三
三

契
約
が
あ
ら
か
じ
め
必
要
と
な
り
、「
番
号
」
と
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
の
所
持
は
契
約
当
事
者
と
同
一
人
物
で
あ
る
か
の
確
認
に
用
い
ら

れ
る
。
し
た
が
っ
て
「
類
型
乙
」
に
該
当
す
る
と
い
え
る
。

も
っ
と
も
、
預
入
預
金
契
約
は
消
費
寄
託
契
約
に
該
当
す
る
（
41
）

が
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
に
よ
る
預
入
れ
の
事
例
で
は
、
最
高
裁
平
成

二
八
年
一
二
月
一
九
日
判
決
（
民
集
七
〇
巻
八
号
二
一
二
一
頁
）
が
、「
口
座
に
入
金
が
行
わ
れ
る
た
び
に
そ
の
額
に
つ
い
て
の
消
費
寄
託
契

約
が
成
立
す
る
」
と
し
て
お
り
、
こ
の
こ
と
を
も
っ
て
新
た
に
契
約
当
事
者
が
誰
か
の
判
断
を
「
番
号
」
に
基
づ
い
て
行
っ
て
い
る
と
す

れ
ば
、「
類
型
甲
」
に
分
類
す
る
余
地
も
あ
る
と
い
え
る
。

⑷
　
電
子
マ
ネ
ー
（
ゲ
ル
ト
カ
ル
テ
　Geldkarte （42

））

ゲ
ル
ト
カ
ル
テ
は
リ
チ
ャ
ー
ジ
が
可
能
な
い
わ
ゆ
る
電
子
マ
ネ
ー
と
し
て
利
用
可
能
な
制
度
で
あ
る
（
43
）

。
こ
ち
ら
も
廃
止
が
進
ん
で
お

り
、
こ
こ
で
は
あ
く
ま
で
も
電
子
マ
ネ
ー
と
い
う
性
質
に
着
目
し
て
類
型
化
を
行
う
。
電
子
マ
ネ
ー
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
と
異
な
り
、

商
品
を
購
入
す
る
前
に
現
金
に
よ
っ
て
（
あ
る
い
は
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
等
に
よ
っ
て
）
チ
ャ
ー
ジ
す
る
先
払
い
の
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。

電
子
マ
ネ
ー
に
は
二
種
類
存
在
し
、
媒
体
（
カ
ー
ド
や
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
）
が
発
行
元
に
登
録
さ
れ
て
お
り
、
発
行
元
が
残
高
な
ど
を
把

握
で
き
る
も
の
と
、
登
録
さ
れ
ず
発
行
元
が
残
高
な
ど
を
把
握
で
き
な
い
も
の
で
あ
る
（
44
）

。

前
者
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
と
同
様
に
、
発
行
元
、
登
録
し
て
い
る
ユ
ー
ザ
ー
、
加
盟
店
が
存
在
し
、
発
行
元
と
の
関
係
で
は
「
類

型
乙
」、
電
子
商
取
引
等
で
利
用
で
き
る
の
で
あ
れ
ば
、
加
盟
店
と
の
間
で
は
「
類
型
甲
」
と
機
能
し
え
る
。
他
方
で
後
者
は
、
登
録
が

な
い
以
上
発
行
元
が
管
理
し
て
お
ら
ず
、「
類
型
乙
」
と
し
て
の
機
能
は
な
い
と
考
え
ら
れ
、
そ
れ
を
も
っ
て
契
約
当
事
者
の
確
定
を
し

て
い
る
わ
け
で
も
な
い
た
め
、「
類
型
甲
」
に
も
あ
た
ら
な
い
。
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三
四

⑸
　（
携
帯
）
電
話
回
線（45）

電
話
回
線
に
お
い
て
は
、
事
前
に
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
通
信
会
社
と
の
間
で
、
電
話
回
線
を
利
用
す
る
契
約
を
締
結
す
る
こ
と

に
な
る
。
問
題
は
、
そ
の
電
話
回
線
を
同
居
し
て
い
る
家
族
や
家
族
以
外
の
他
人
（
46
）

が
契
約
名
義
人
の
同
意
な
く
勝
手
に
使
用
し
た
場
合
で

あ
る
。
こ
の
と
き
、
既
に
通
信
会
社
と
の
間
で
は
契
約
締
結
が
行
わ
れ
て
お
り
、
電
話
回
線
を
使
用
し
た
者
が
既
存
の
契
約
に
照
ら
し
て

本
人
な
い
し
権
限
を
有
す
る
も
の
で
あ
る
か
が
判
断
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、「
類
型
乙
」
に
該
当
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

ま
た
、
携
帯
電
話
で
も
同
様
の
問
題
が
指
摘
さ
れ
る
が
、
携
帯
電
話
の
場
合
に
も
携
帯
各
社
と
の
間
で
既
存
の
契
約
関
係
が
あ
る
以
上
、

「
類
型
乙
」
に
該
当
す
る
で
あ
ろ
う
。

H
anau

は
、
電
話
回
線
に
関
連
し
て
、
他
人
の
Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
を
用
い
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
サ
ー
フ
ィ
ン
を
行
う
場
合
も
指
摘
す
る
。

後
述
す
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
利
用
に
よ
る
購
入
対
価
で
は
な
く
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
上
で
の
通
信
費
用
と

い
う
こ
と
に
関
し
て
は
、「
類
型
乙
」
と
す
る
の
が
妥
当
で
あ
ろ
う
。

⑹
　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
コ
ン
テ
ン
ツ
か
ら
の
費
用
負
担
義
務
の
あ
る
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド（47）

後
述
す
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
場
合
と
類
似
す
る
が
、H

anau

は
項
目
を
分
け
て
言
及
し
て
い
る
。
こ
こ
で
想
定
さ
れ

て
い
る
の
は
、
あ
る
者
が
他
人
の
番
号
の
下
で
自
身
は
対
価
を
支
払
う
こ
と
な
く
、
費
用
負
担
義
務
の
あ
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
コ
ン
テ
ン

ツ
を
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
上
に
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
す
る
こ
と
で
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
事
例
で
は
、
対
象
と
な
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
コ
ン
テ
ン
ツ
を
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
す
る
際
に
、
ど
こ
ま
で
購
入
者
の
情
報
を
入

力
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
か
に
よ
っ
て
異
な
り
う
る
が
、
他
人
の
ア
カ
ウ
ン
ト
に
ロ
グ
イ
ン
し
た
状
態
や
他
人
の
情
報
を
用
い
て
ダ
ウ

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

三
五

ン
ロ
ー
ド
を
行
っ
た
場
合
、
ま
さ
し
く
他
人
の
番
号
を
用
い
て
新
た
に
電
子
的
な
商
品
を
購
入
す
る
契
約
を
締
結
し
て
い
る
と
い
え
、

「
類
型
甲
」
に
該
当
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
こ
の
と
き
、
対
価
の
支
払
い
を
求
め
ら
れ
る
コ
ン
テ
ン
ツ
で
あ
れ
ば
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

等
の
登
録
や
請
求
書
の
送
付
先
を
登
録
す
る
こ
と
に
な
り
、
こ
れ
が
で
き
な
け
れ
ば
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
点
に
、

「
類
型
甲
」
の
要
素
が
見
受
け
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

⑺
　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン（48）

先
に
あ
げ
た
Ｂ
Ｇ
Ｈ
二
〇
一
一
年
五
月
一
一
日
判
決
の
事
例
に
お
い
て
は
、eB

ay

の
ア
カ
ウ
ン
ト
を
有
す
る
者
（
Ｙ
）
で
は
な
く
、

そ
の
婚
約
者
（
Ａ
、
後
の
夫
）
が
Ｙ
の
同
意
な
く
Ｙ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
を
利
用
し
て
出
品
し
た
も
の
で
あ
っ
た
（
49
）

。
こ
の
事
案
の
よ
う
に
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
に
お
い
て
も
、
他
人
の
番
号
を
用
い
た
な
り
す
ま
し
が
行
わ
れ
得
る
。
そ
し
て
、
こ
の
と
き
の
「
番
号
」

は
、
既
に
存
在
し
て
い
る
契
約
関
係
を
基
に
し
て
本
人
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
る
の
で
は
な
く
（
サ
ー
バ
ー
を
管
理
し
て

い
る
運
営
元
と
の
関
係
で
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
）、
新
た
に
売
買
契
約
を
締
結
し
よ
う
と
し
て
い
る
相
手
方
に
対
し
て
用
い
ら
れ
る
も
の
で

あ
る
。
相
手
方
は
、
当
然
ア
カ
ウ
ン
ト
の
取
引
歴
や
評
価
を
踏
ま
え
て
そ
こ
か
ら
推
定
さ
れ
る
人
物
を
契
約
相
手
と
し
て
判
断
す
る
こ
と

に
な
り
、「
類
型
甲
」
と
し
て
用
い
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

２
　
類
型
化
に
よ
る
「
番
号
」
の
法
的
位
置
づ
け
の
明
確
化

⑴
　
以
上
のH

anau

が
列
挙
し
て
い
た
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
よ
う
に
類
型
化
が
可
能
で
あ
る
と
考

え
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
類
型
化
に
よ
っ
て
、「
番
号
」
が
ど
の
よ
う
な
機
能
を
有
す
る
か
に
つ
い
て
明
確
化
す
る
こ
と
が

）
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三
五

ン
ロ
ー
ド
を
行
っ
た
場
合
、
ま
さ
し
く
他
人
の
番
号
を
用
い
て
新
た
に
電
子
的
な
商
品
を
購
入
す
る
契
約
を
締
結
し
て
い
る
と
い
え
、

「
類
型
甲
」
に
該
当
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
こ
の
と
き
、
対
価
の
支
払
い
を
求
め
ら
れ
る
コ
ン
テ
ン
ツ
で
あ
れ
ば
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

等
の
登
録
や
請
求
書
の
送
付
先
を
登
録
す
る
こ
と
に
な
り
、
こ
れ
が
で
き
な
け
れ
ば
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
な
く
な
る
点
に
、

「
類
型
甲
」
の
要
素
が
見
受
け
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。

⑺
　
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン（48）

先
に
あ
げ
た
Ｂ
Ｇ
Ｈ
二
〇
一
一
年
五
月
一
一
日
判
決
の
事
例
に
お
い
て
は
、eB

ay

の
ア
カ
ウ
ン
ト
を
有
す
る
者
（
Ｙ
）
で
は
な
く
、

そ
の
婚
約
者
（
Ａ
、
後
の
夫
）
が
Ｙ
の
同
意
な
く
Ｙ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
を
利
用
し
て
出
品
し
た
も
の
で
あ
っ
た
（
49
）

。
こ
の
事
案
の
よ
う
に
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
に
お
い
て
も
、
他
人
の
番
号
を
用
い
た
な
り
す
ま
し
が
行
わ
れ
得
る
。
そ
し
て
、
こ
の
と
き
の
「
番
号
」

は
、
既
に
存
在
し
て
い
る
契
約
関
係
を
基
に
し
て
本
人
か
ど
う
か
を
確
認
す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
る
の
で
は
な
く
（
サ
ー
バ
ー
を
管
理
し
て

い
る
運
営
元
と
の
関
係
で
は
こ
の
限
り
で
は
な
い
）、
新
た
に
売
買
契
約
を
締
結
し
よ
う
と
し
て
い
る
相
手
方
に
対
し
て
用
い
ら
れ
る
も
の
で

あ
る
。
相
手
方
は
、
当
然
ア
カ
ウ
ン
ト
の
取
引
歴
や
評
価
を
踏
ま
え
て
そ
こ
か
ら
推
定
さ
れ
る
人
物
を
契
約
相
手
と
し
て
判
断
す
る
こ
と

に
な
り
、「
類
型
甲
」
と
し
て
用
い
ら
れ
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
。

２
　
類
型
化
に
よ
る
「
番
号
」
の
法
的
位
置
づ
け
の
明
確
化

⑴
　
以
上
のH

anau

が
列
挙
し
て
い
た
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
は
、
上
記
の
よ
う
に
類
型
化
が
可
能
で
あ
る
と
考

え
ら
れ
る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
類
型
化
に
よ
っ
て
、「
番
号
」
が
ど
の
よ
う
な
機
能
を
有
す
る
か
に
つ
い
て
明
確
化
す
る
こ
と
が

）
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三
六

で
き
る
。

先
に
「
類
型
乙
」
に
つ
い
て
述
べ
る
と
、「
類
型
乙
」
で
は
既
に
契
約
関
係
が
存
在
し
て
い
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
り
、
こ
の
と
き

の
「
番
号
」
は
、
か
か
る
既
存
の
契
約
に
基
づ
い
て
特
定
の
人
物
に
割
り
当
て
ら
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。「
類
型
乙
」
に
お
け
る

「
番
号
」
は
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
を
使
用
し
て
い
る
者
が
、
既
存
の
契
約
締
結
時
に
契
約
当
事
者
と
し
て
扱
わ
れ
た
者
と
同
一
人
物

で
あ
る
か
の
判
断
に
用
い
ら
れ
て
お
り
、
契
約
当
事
者
の
確
定
は
既
に
行
わ
れ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
。
そ
し
て
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド

に
よ
る
現
金
の
引
き
下
ろ
し
の
場
合
に
は
、
金
融
機
関
の
債
務
の
履
行
に
あ
た
り
、「
他
人
の
番
号
」
が
用
い
ら
れ
た
こ
と
は
、
我
が

国
の
法
体
系
で
は
民
法
四
七
八
条
の
善
意
無
過
失
の
評
価
根
拠
事
実
と
し
て
機
能
す
る
。
つ
ま
り
、「
類
型
乙
」
は
広
義
の
な
り
す
ま

し
で
は
あ
る
も
の
の
、
既
に
確
定
し
て
い
る
契
約
当
事
者
と
の
同
一
性
判
断
に
「
番
号
」
が
用
い
ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
以
上
「
番
号
」

は
契
約
当
事
者
の
確
定
に
は
利
用
さ
れ
な
い
の
で
あ
る
。
ま
た
法
的
構
成
に
つ
い
て
も
、H

anau

が
検
討
す
る
ド
イ
ツ
法
と
異
な
り
、

我
が
国
の
法
体
系
上
は
民
法
四
七
八
条
の
適
用
場
面
と
す
る
べ
き
で
あ
る
。

も
っ
と
も
、「
類
型
乙
」
に
分
類
さ
れ
る
契
約
類
型
が
、
常
に
民
法
四
七
八
条
が
問
題
と
な
る
わ
け
で
は
な
く
、
例
え
ば
前
述
の
他

人
の
Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
を
利
用
し
て
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
を
利
用
す
る
場
合
に
は
、
民
法
四
七
八
条
の
適
用
場
面
で
は
な
い
。

⑵
　
他
方
で
、「
類
型
甲
」
と
し
て
分
類
し
た
事
例
で
は
、
既
存
の
契
約
関
係
は
な
く
、
一
方
当
事
者
が
既
に
認
識
し
て
い
る
相
手
方
と

番
号
の
使
用
者
が
同
一
人
物
で
あ
る
か
の
判
断
に
は
用
い
ら
れ
て
い
な
い
。
む
し
ろ
「
類
型
甲
」
の
場
合
に
は
、「
番
号
」
を
示
す
こ

と
に
よ
っ
て
、
契
約
主
体
と
な
る
人
物
の
人
格
を
示
そ
う
と
し
て
お
り
、「
番
号
」
を
示
さ
れ
た
側
は
新
た
に
契
約
関
係
を
締
結
す
る

際
に
誰
が
契
約
当
事
者
と
な
る
か
の
判
断
に
「
番
号
」
を
用
い
て
い
る
。
こ
の
と
き
、「
番
号
」
は
た
だ
の
数
字
の
羅
列
で
は
な
く
、

一
定
の
情
報
が
付
加
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
あ
る
。
例
え
ば
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
の
場
合
に
は
多
く
の
場
合
ア
カ
ウ
ン
ト
の

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

三
七

評
価
シ
ス
テ
ム
が
存
在
し
、「
番
号
」
を
示
さ
れ
た
側
は
こ
れ
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

こ
の
よ
う
に
、「
番
号
」
が
用
い
ら
れ
る
と
き
は
、
契
約
当
事
者
と
の
同
一
性
照
会
の
た
め
に
用
い
ら
れ
る
場
合
（
類
型
乙
）
と
契
約

を
締
結
す
る
相
手
方
が
誰
で
あ
る
の
か
の
判
断
の
た
め
に
用
い
ら
れ
る
場
合
（
類
型
甲
）
と
が
存
在
す
る
と
い
え
よ
う
。「
類
型
乙
」
の

「
番
号
」
は
、
こ
の
よ
う
な
性
質
か
ら
、
む
し
ろ
金
融
機
関
等
の
一
方
当
事
者
か
ら
「
番
号
」
の
保
有
者
に
な
る
も
の
へ
と
割
り
振
ら

れ
る
（
与
え
ら
れ
る
）
も
の
で
あ
る
（
50
）

。
他
方
で
、「
類
型
甲
」
の
「
番
号
」
は
、
契
約
を
締
結
し
よ
う
と
す
る
者
が
事
前
に
契
約
主
体
の

人
格
を
表
示
す
る
も
の
と
し
て
用
意
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
相
手
方
は
「
番
号
」
の
作
成
に
は
関
与
し
て
い
な
い
。

こ
の
類
型
化
の
結
果
、「
類
型
甲
」
に
代
理
法
理
の
適
用
を
検
討
す
る
う
え
で
は
、
前
提
と
し
て
契
約
当
事
者
の
確
定
が
検
討
さ
れ

る
べ
き
で
あ
る
。

３
　
小
括

以
上
の
こ
と
か
ら
、
こ
こ
か
ら
は
「
類
型
甲
」
に
あ
た
る
「
番
号
」
を
念
頭
に
置
き
、
検
討
を
進
め
る
。
そ
し
て
、
類
型
化
の
み
で
は

不
十
分
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
の
が
、
果
た
し
て
ど
の
よ
う
な
情
報
が
「
番
号
」
に
付
加
さ
れ
れ
ば
「
他
人
の
番
号
」
を
「
他
人
の
名
」

と
同
様
に
扱
う
こ
と
が
で
き
る
か
で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
旧
稿
で
は
当
事
者
を
確
定
さ
せ
る
基
準
と
し
て
、「
相
手
方
の
認
識
可

能
な
意
思
」
を
基
準
と
す
べ
き
と
し
た
（
51
）

。
こ
の
「
相
手
方
の
認
識
可
能
な
意
思
」
を
基
準
と
し
た
場
合
、
英
数
字
の
羅
列
で
あ
る
「
番

号
」
の
み
で
は
、「
番
号
」
に
特
定
の
人
物
の
人
格
が
表
れ
て
お
ら
ず
、
相
手
方
か
ら
は
誰
の
意
思
で
あ
る
の
か
が
認
識
で
き
な
い
と
い

え
る
。
相
手
方
か
ら
誰
の
意
思
で
あ
る
の
か
が
特
定
で
き
る
程
度
に
「
番
号
」
に
一
定
の
情
報
が
付
加
さ
れ
る
こ
と
な
い
し
は
「
番
号
」

が
意
味
づ
け
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
と
な
ろ
う
。
そ
し
て
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
の
事
例
を
考
え
る
と
、
相
手
方
は
表
示
さ
れ
た

）
六
六
（
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三
七

評
価
シ
ス
テ
ム
が
存
在
し
、「
番
号
」
を
示
さ
れ
た
側
は
こ
れ
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

こ
の
よ
う
に
、「
番
号
」
が
用
い
ら
れ
る
と
き
は
、
契
約
当
事
者
と
の
同
一
性
照
会
の
た
め
に
用
い
ら
れ
る
場
合
（
類
型
乙
）
と
契
約

を
締
結
す
る
相
手
方
が
誰
で
あ
る
の
か
の
判
断
の
た
め
に
用
い
ら
れ
る
場
合
（
類
型
甲
）
と
が
存
在
す
る
と
い
え
よ
う
。「
類
型
乙
」
の

「
番
号
」
は
、
こ
の
よ
う
な
性
質
か
ら
、
む
し
ろ
金
融
機
関
等
の
一
方
当
事
者
か
ら
「
番
号
」
の
保
有
者
に
な
る
も
の
へ
と
割
り
振
ら

れ
る
（
与
え
ら
れ
る
）
も
の
で
あ
る
（
50
）

。
他
方
で
、「
類
型
甲
」
の
「
番
号
」
は
、
契
約
を
締
結
し
よ
う
と
す
る
者
が
事
前
に
契
約
主
体
の

人
格
を
表
示
す
る
も
の
と
し
て
用
意
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
相
手
方
は
「
番
号
」
の
作
成
に
は
関
与
し
て
い
な
い
。

こ
の
類
型
化
の
結
果
、「
類
型
甲
」
に
代
理
法
理
の
適
用
を
検
討
す
る
う
え
で
は
、
前
提
と
し
て
契
約
当
事
者
の
確
定
が
検
討
さ
れ

る
べ
き
で
あ
る
。

３
　
小
括

以
上
の
こ
と
か
ら
、
こ
こ
か
ら
は
「
類
型
甲
」
に
あ
た
る
「
番
号
」
を
念
頭
に
置
き
、
検
討
を
進
め
る
。
そ
し
て
、
類
型
化
の
み
で
は

不
十
分
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
の
が
、
果
た
し
て
ど
の
よ
う
な
情
報
が
「
番
号
」
に
付
加
さ
れ
れ
ば
「
他
人
の
番
号
」
を
「
他
人
の
名
」

と
同
様
に
扱
う
こ
と
が
で
き
る
か
で
あ
る
。
こ
の
点
に
つ
い
て
、
旧
稿
で
は
当
事
者
を
確
定
さ
せ
る
基
準
と
し
て
、「
相
手
方
の
認
識
可

能
な
意
思
」
を
基
準
と
す
べ
き
と
し
た
（
51
）

。
こ
の
「
相
手
方
の
認
識
可
能
な
意
思
」
を
基
準
と
し
た
場
合
、
英
数
字
の
羅
列
で
あ
る
「
番

号
」
の
み
で
は
、「
番
号
」
に
特
定
の
人
物
の
人
格
が
表
れ
て
お
ら
ず
、
相
手
方
か
ら
は
誰
の
意
思
で
あ
る
の
か
が
認
識
で
き
な
い
と
い

え
る
。
相
手
方
か
ら
誰
の
意
思
で
あ
る
の
か
が
特
定
で
き
る
程
度
に
「
番
号
」
に
一
定
の
情
報
が
付
加
さ
れ
る
こ
と
な
い
し
は
「
番
号
」

が
意
味
づ
け
さ
れ
る
こ
と
が
必
要
と
な
ろ
う
。
そ
し
て
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
の
事
例
を
考
え
る
と
、
相
手
方
は
表
示
さ
れ
た

）
六
六
（
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三
八

「
他
人
の
名
」
に
基
づ
い
て
誰
の
意
思
で
あ
る
の
か
を
特
定
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
が
、
こ
の
「
名
」
に
つ
い
て
も
英
数
字
の
羅
列
で
あ

る
「
番
号
」
と
同
じ
問
題
が
内
在
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
同
姓
同
名
の
可
能
性
な
ど
を
踏
ま
え
る
と
純
粋
な
文
字
列
と
し
て
の
「
名
」

だ
け
で
は
誰
の
意
思
で
あ
る
か
の
特
定
は
実
は
困
難
で
あ
り
得
、「
名
」
に
も
本
人
の
外
見
や
住
所
と
い
っ
た
情
報
が
付
随
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
誰
の
意
思
か
が
特
定
で
き
る
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
。
そ
の
た
め
、「
番
号
」
に
ど
の
よ
う
な
情
報
が
付
加
さ
れ
る
こ
と
が
求
め
ら

れ
る
か
は
、
取
引
に
お
い
て
「
名
」
に
ど
の
よ
う
な
情
報
が
付
加
さ
れ
て
い
る
か
、
そ
れ
に
よ
っ
て
有
す
る
機
能
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と

が
必
要
と
考
え
ら
れ
る
。

ま
た
こ
こ
で
本
稿
の
問
題
意
識
に
立
ち
返
る
と
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
同
様
に
代
理

法
理
を
類
推
適
用
す
る
う
え
で
契
約
当
事
者
の
確
定
が
必
要
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
こ
か
ら
、「
番
号
」
と
「
名
」
が
共
に
契
約
当
事

者
の
確
定
を
可
能
と
す
る
よ
う
な
法
的
に
同
様
の
機
能
を
有
す
る
必
要
が
あ
り
、
こ
の
点
か
ら
し
て
も
こ
の
検
討
が
必
要
で
あ
る
と
い
う

も
の
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
以
下
で
は
ま
ず
「
名
」
の
機
能
を
明
ら
か
に
し
、
そ
れ
と
「
番
号
」
を
比
較
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
検
討
を
進
め
た
い
。

Ⅲ
　
氏
名
の
性
質

１
　
氏
名
と
氏
名
権

⑴
　
検
討
対
象

「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
お
け
る
「
名
」
な
い
し
は
氏
名
に
つ
い
て
は
、
主
と
し
て
人
格
権
の
一
類
型
と
し
て
の
氏
名
権
に
つ

）
六
六
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

三
九

い
て
論
じ
ら
れ
た
も
の
や
氏
の
変
更
に
つ
い
て
論
じ
ら
れ
た
も
の
が
多
い
（
52
）

が
、
人
格
権
と
し
て
の
氏
名
権
と
併
せ
て
氏
名
が
取
引
に
お
い

て
ど
の
よ
う
な
機
能
を
有
す
る
か
を
検
討
し
た
文
献
も
一
定
程
度
存
在
す
る
（
53
）

。

従
来
は
、
氏
名
に
関
し
て
は
、
氏
名
の
冒
用
や
氏
名
を
正
確
な
発
音
で
呼
ば
れ
る
権
利
に
つ
い
て
論
じ
ら
れ
る
こ
と
が
多
か
っ
た
が
、

こ
れ
ら
は
ま
さ
し
く
人
格
権
的
な
側
面
か
ら
の
議
論
で
あ
り
、
相
手
方
に
ど
の
よ
う
に
認
識
さ
れ
る
か
で
は
な
く
、
氏
名
を
持
つ
者
の
権

利
と
し
て
構
成
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

他
方
で
、
今
回
の
検
討
対
象
と
す
る
の
は
、
氏
名
の
権
利
性
で
は
な
く
、
氏
名
が
取
引
関
係
に
お
い
て
ど
の
よ
う
な
機
能
を
有
す
る
か

で
あ
る
。

ま
た
条
文
上
の
位
置
づ
け
に
つ
い
て
も
、
日
本
の
民
法
上
に
は
氏
名
に
関
す
る
規
定
が
一
定
数
存
在
す
る
が
、
こ
れ
ら
は
婚
姻
や
離
婚

に
際
す
る
氏
の
変
更
に
つ
い
て
の
も
の
で
あ
り
、
取
引
の
場
面
を
想
定
し
て
の
規
定
で
は
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ド
イ
ツ
法
に
目
を
向

け
る
と
、
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
二
条
が
「
氏
名
権
　N

am
ensrecht

」
を
定
め
て
お
り
、
こ
れ
を
テ
ー
マ
と
し
た
文
献
も
複
数
存
在
し
て
い
る
。
も

ち
ろ
ん
、
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
二
条
が
規
定
し
て
い
る
氏
名
権
は
、
日
本
法
に
お
け
る
人
格
権
と
し
て
の
氏
名
権
に
近
い
も
の
で
あ
り
、
他
人
が
氏

名
を
冒
用
し
た
際
に
差
止
請
求
や
損
害
賠
償
請
求
を
認
め
る
も
の
で
あ
る
。

そ
の
た
め
ド
イ
ツ
に
お
い
て
も
、
取
引
に
お
い
て
の
機
能
を
論
じ
た
も
の
は
多
く
は
な
い
が
、
そ
れ
で
も
体
系
的
に
論
じ
ら
れ
る
中
で

取
引
に
際
し
て
の
機
能
に
つ
い
て
の
言
及
も
一
定
程
度
な
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
日
本
法
ド
イ
ツ
法
の
い
ず
れ
も
限
定
的
な
言
及
に
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
以
下
で
は
、
日
本
法
と
ド
イ
ツ
法
の
双
方

か
ら
必
要
な
点
を
補
い
つ
つ
参
照
し
た
い
。

）
六
六
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
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当
事
者
の
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（
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中
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三
九

い
て
論
じ
ら
れ
た
も
の
や
氏
の
変
更
に
つ
い
て
論
じ
ら
れ
た
も
の
が
多
い
（
52
）

が
、
人
格
権
と
し
て
の
氏
名
権
と
併
せ
て
氏
名
が
取
引
に
お
い

て
ど
の
よ
う
な
機
能
を
有
す
る
か
を
検
討
し
た
文
献
も
一
定
程
度
存
在
す
る
（
53
）

。

従
来
は
、
氏
名
に
関
し
て
は
、
氏
名
の
冒
用
や
氏
名
を
正
確
な
発
音
で
呼
ば
れ
る
権
利
に
つ
い
て
論
じ
ら
れ
る
こ
と
が
多
か
っ
た
が
、

こ
れ
ら
は
ま
さ
し
く
人
格
権
的
な
側
面
か
ら
の
議
論
で
あ
り
、
相
手
方
に
ど
の
よ
う
に
認
識
さ
れ
る
か
で
は
な
く
、
氏
名
を
持
つ
者
の
権

利
と
し
て
構
成
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
。

他
方
で
、
今
回
の
検
討
対
象
と
す
る
の
は
、
氏
名
の
権
利
性
で
は
な
く
、
氏
名
が
取
引
関
係
に
お
い
て
ど
の
よ
う
な
機
能
を
有
す
る
か

で
あ
る
。

ま
た
条
文
上
の
位
置
づ
け
に
つ
い
て
も
、
日
本
の
民
法
上
に
は
氏
名
に
関
す
る
規
定
が
一
定
数
存
在
す
る
が
、
こ
れ
ら
は
婚
姻
や
離
婚

に
際
す
る
氏
の
変
更
に
つ
い
て
の
も
の
で
あ
り
、
取
引
の
場
面
を
想
定
し
て
の
規
定
で
は
な
い
。
こ
れ
に
対
し
て
、
ド
イ
ツ
法
に
目
を
向

け
る
と
、
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
二
条
が
「
氏
名
権
　N

am
ensrecht

」
を
定
め
て
お
り
、
こ
れ
を
テ
ー
マ
と
し
た
文
献
も
複
数
存
在
し
て
い
る
。
も

ち
ろ
ん
、
Ｂ
Ｇ
Ｂ
一
二
条
が
規
定
し
て
い
る
氏
名
権
は
、
日
本
法
に
お
け
る
人
格
権
と
し
て
の
氏
名
権
に
近
い
も
の
で
あ
り
、
他
人
が
氏

名
を
冒
用
し
た
際
に
差
止
請
求
や
損
害
賠
償
請
求
を
認
め
る
も
の
で
あ
る
。

そ
の
た
め
ド
イ
ツ
に
お
い
て
も
、
取
引
に
お
い
て
の
機
能
を
論
じ
た
も
の
は
多
く
は
な
い
が
、
そ
れ
で
も
体
系
的
に
論
じ
ら
れ
る
中
で

取
引
に
際
し
て
の
機
能
に
つ
い
て
の
言
及
も
一
定
程
度
な
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
日
本
法
ド
イ
ツ
法
の
い
ず
れ
も
限
定
的
な
言
及
に
限
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
以
下
で
は
、
日
本
法
と
ド
イ
ツ
法
の
双
方

か
ら
必
要
な
点
を
補
い
つ
つ
参
照
し
た
い
。

）
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四
〇

⑵
　
氏
名
と
「
他
人
の
名
」

ま
ず
氏
名
の
取
引
上
の
機
能
を
検
討
す
る
に
あ
た
っ
て
、
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
視
点
と
考
え
ら
れ
る
の
が
「
他
人
の
名
の
下
で

の
行
為
」
に
お
け
る
「
名
」
が
ど
の
よ
う
な
氏
名
を
表
示
す
る
こ
と
を
求
め
て
い
る
か
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
氏
名
と
し
て
は
、
あ
る
人
物

の
本
名
の
ほ
か
、
一
時
的
な
偽
名
、
芸
能
人
や
作
家
ら
が
継
続
的
に
使
用
し
て
い
る
芸
名
・
ペ
ン
ネ
ー
ム
等
の
変
名
（P

seudonym （
54
））

が

考
え
ら
れ
る
。
そ
の
う
え
、
本
名
の
場
合
に
も
相
手
方
が
既
に
知
っ
て
い
る
人
物
の
本
名
の
場
合
と
相
手
方
に
と
っ
て
未
知
の
人
物
の
本

名
の
場
合
と
で
意
味
合
い
が
異
な
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
氏
名
に
は
本
名
以
外
に
偽
名
も
存
在
し
得
る
の
で
あ
る
が
、「
他
人

の
名
」
と
し
て
本
名
以
外
の
氏
名
が
含
ま
れ
る
の
か
、
本
名
で
あ
れ
ば
常
に
同
様
の
扱
い
と
な
る
の
か
を
念
頭
に
置
き
つ
つ
検
討
を
進
め

た
い
。

本
稿
の
目
的
は
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
と
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
を
同
列
に
扱
う
上
で
、
ど
の
よ
う
な
「
番
号
」

で
あ
れ
ば
「
名
」
と
同
等
に
扱
う
こ
と
が
で
き
る
か
を
検
討
す
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
た
め
の
鎹
と
し
て
氏
名
の
機
能
に
着
目
し
て
検
討

す
る
の
で
あ
る
が
、
氏
名
の
機
能
を
明
ら
か
に
し
た
後
「
名
」
と
し
て
扱
わ
れ
る
氏
名
を
い
わ
ば
抽
出
し
て
、
そ
の
抽
出
さ
れ
た
氏
名
と

同
様
に
扱
わ
れ
る
「
番
号
」
を
探
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
え
よ
う
。

２
　
氏
名
の
機
能

⑴
　
個
別
化
す
る
機
能
と
分
類
す
る
機
能

取
引
関
係
に
お
け
る
氏
名
の
機
能
と
し
て
、
契
約
の
当
事
者
を
特
定
す
る
こ
と
が
含
ま
れ
る
こ
と
は
、
一
見
明
確
で
あ
る
よ
う
に
思
わ

れ
る
が
、
そ
れ
が
ど
の
よ
う
な
仕
組
み
に
基
づ
い
て
い
る
の
か
は
必
ず
し
も
明
ら
か
で
は
な
い
。
そ
こ
で
、
こ
こ
で
は
氏
名
の
機
能
に
つ

）
六
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（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

四
一

い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
ら
れ
て
き
た
の
か
を
確
認
し
た
い
。

氏
名
は
、
外
部
的
な
他
の
人
格
と
区
別
す
る
た
め
の
人
格
的
な
特
徴
で
あ
り
、
特
定
の
人
格
を
具
体
的
に
表
す
も
の
と
さ
れ
て
い
る
（
55
）

。

こ
こ
で
重
要
な
の
は
、
他
の
人
格
と
区
別
さ
れ
た
人
格
を
表
す
こ
と
で
あ
り
、
法
的
な
文
脈
で
考
え
れ
ば
法
的
主
体
と
な
り
う
る
人
格
を

示
す
こ
と
に
意
義
が
あ
る
と
い
え
よ
う
か
。
ま
た
氏
名
の
最
も
基
本
的
な
構
成
要
素
は
姓
名
で
あ
る
が
、
法
取
引
に
お
い
て
は
名

（
フ
ァ
ー
ス
ト
ネ
ー
ム
）
の
重
要
性
は
姓
よ
り
も
劣
後
す
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
が
、
両
方
合
わ
せ
て
使
用
さ
れ
る
の
が
好
ま
し
い
と
さ
れ

る
（
56
）

。
こ
れ
は
氏
名
が
人
格
を
表
す
も
の
で
あ
る
以
上
、
同
姓
や
同
名
の
人
物
が
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
姓
の
み
あ
る
い
は
名
の
み
よ
り

も
組
み
合
わ
せ
て
情
報
量
を
増
や
し
た
ほ
う
が
特
定
の
人
格
を
表
す
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。

こ
の
氏
名
の
基
本
的
な
機
能
と
し
て
は
、
先
に
あ
げ
た
他
の
人
格
と
の
区
別
た
め
に
使
用
さ
れ
る
こ
と
を
指
す
と
考
え
ら
れ
る
、
あ
る

集
団
の
他
の
構
成
員
と
の
区
別
を
し
、
個
別
化
す
る
た
め
の
機
能
（
57
）

と
、
逆
に
あ
る
集
団
の
構
成
員
に
分
類
す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
る
機
能

と
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
58
）

。
後
者
の
機
能
は
具
体
的
に
は
、
性
別
を
示
す
名
、
家
族
の
よ
う
な
集
団
へ
の
所
属
、
集
団
の
身
分
（
貴

族
名
）
等
が
例
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

個
別
化
す
る
機
能
に
つ
い
て
は
、
先
に
述
べ
た
よ
う
に
姓
名
が
一
緒
に
使
用
さ
れ
る
方
が
人
格
を
表
し
て
い
る
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
が
、

姓
の
み
あ
る
い
は
名
の
み
で
通
用
す
る
場
合
も
あ
れ
ば
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
中
で
は
ニ
ッ
ク
ネ
ー
ム
や
愛
称
に
よ
っ
て
も
当
該
人
物
の
人

格
を
表
す
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
る
（
59
）

。
す
な
わ
ち
、
氏
名
が
特
定
の
人
格
を
表
す
機
能
は
、
相
手
方
が
当
該
人
物
を
既
知
で
あ
る
か
否
か

や
ど
の
よ
う
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
使
用
さ
れ
る
か
に
よ
っ
て
相
対
的
に
判
断
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
い
て
そ
れ
が
承

認
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
必
ず
し
も
本
名
で
な
く
て
も
よ
い
こ
と
に
な
る
。

他
方
で
、
分
類
す
る
機
能
に
つ
い
て
は
既
に
そ
の
機
能
が
失
わ
れ
て
い
る
側
面
も
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
ド
イ
ツ
でM

üller

姓

）
六
七
（
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人
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す
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人
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、
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と
さ
れ
て
い
る
（
55
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こ
で
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な
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、
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の
人
格
と
区
別
さ
れ
た
人
格
を
表
す
こ
と
で
あ
り
、
法
的
な
文
脈
で
考
え
れ
ば
法
的
主
体
と
な
り
う
る
人
格
を

示
す
こ
と
に
意
義
が
あ
る
と
い
え
よ
う
か
。
ま
た
氏
名
の
最
も
基
本
的
な
構
成
要
素
は
姓
名
で
あ
る
が
、
法
取
引
に
お
い
て
は
名

（
フ
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ス
ト
ネ
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）
の
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要
性
は
姓
よ
り
も
劣
後
す
る
と
考
え
ら
れ
て
い
る
が
、
両
方
合
わ
せ
て
使
用
さ
れ
る
の
が
好
ま
し
い
と
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れ

る
（
56
）

。
こ
れ
は
氏
名
が
人
格
を
表
す
も
の
で
あ
る
以
上
、
同
姓
や
同
名
の
人
物
が
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
姓
の
み
あ
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い
は
名
の
み
よ
り

も
組
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情
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量
を
増
や
し
た
ほ
う
が
特
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の
人
格
を
表
す
こ
と
が
で
き
る
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と
を
示
し
て
い
る
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こ
の
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名
の
基
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的
な
機
能
と
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て
は
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先
に
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た
他
の
人
格
と
の
区
別
た
め
に
使
用
さ
れ
る
こ
と
を
指
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と
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え
ら
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る
、
あ
る

集
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の
他
の
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成
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と
の
区
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を
し
、
個
別
化
す
る
た
め
の
機
能
（
57
）

と
、
逆
に
あ
る
集
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の
構
成
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に
分
類
す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
る
機
能

と
が
あ
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と
指
摘
さ
れ
て
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る
（
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後
者
の
機
能
は
具
体
的
に
は
、
性
別
を
示
す
名
、
家
族
の
よ
う
な
集
団
へ
の
所
属
、
集
団
の
身
分
（
貴

族
名
）
等
が
例
と
し
て
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。

個
別
化
す
る
機
能
に
つ
い
て
は
、
先
に
述
べ
た
よ
う
に
姓
名
が
一
緒
に
使
用
さ
れ
る
方
が
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格
を
表
し
て
い
る
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
が
、

姓
の
み
あ
る
い
は
名
の
み
で
通
用
す
る
場
合
も
あ
れ
ば
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
中
で
は
ニ
ッ
ク
ネ
ー
ム
や
愛
称
に
よ
っ
て
も
当
該
人
物
の
人

格
を
表
す
こ
と
が
で
き
る
と
さ
れ
る
（
59
）

。
す
な
わ
ち
、
氏
名
が
特
定
の
人
格
を
表
す
機
能
は
、
相
手
方
が
当
該
人
物
を
既
知
で
あ
る
か
否
か

や
ど
の
よ
う
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
で
使
用
さ
れ
る
か
に
よ
っ
て
相
対
的
に
判
断
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
い
て
そ
れ
が
承

認
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
れ
ば
必
ず
し
も
本
名
で
な
く
て
も
よ
い
こ
と
に
な
る
。

他
方
で
、
分
類
す
る
機
能
に
つ
い
て
は
既
に
そ
の
機
能
が
失
わ
れ
て
い
る
側
面
も
指
摘
さ
れ
て
お
り
、
例
え
ば
ド
イ
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）

四
二

の
人
は
今
日
で
は
製
粉
所
（M

ühle

）
を
営
ん
で
い
な
い
（
60
）

。
む
し
ろ
氏
名
に
代
わ
っ
て
、
氏
名
の
要
素
で
は
な
い
特
徴
を
使
っ
て
分
類
が

な
さ
れ
る
こ
と
が
多
々
生
じ
て
お
り
、
そ
れ
は
学
位
・
称
号
・
位
階
、
職
階
上
の
名
称
・
職
業
上
の
名
称
（
裁
判
官
、
弁
護
士
、
公
証
人
な

ど
）
が
該
当
す
る
（
61
）

。
こ
の
こ
と
か
ら
、
分
類
す
る
機
能
に
つ
い
て
も
氏
名
だ
け
で
は
な
く
、
肩
書
と
い
っ
た
付
加
さ
れ
た
情
報
に
よ
っ
て

分
類
が
な
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
と
う
か
が
わ
れ
る
。

こ
こ
で
契
約
当
事
者
の
確
定
と
い
う
観
点
か
ら
は
、
こ
れ
ら
の
氏
名
の
機
能
の
う
ち
、
重
要
視
さ
れ
る
べ
き
は
他
の
人
格
と
区
別
す
る

た
め
に
用
い
ら
れ
る
個
別
化
す
る
機
能
で
あ
る
。

そ
し
て
こ
の
個
別
化
す
る
機
能
に
関
連
す
る
と
考
え
ら
れ
る
も
の
と
し
て
、
さ
ら
に
「
社
会
的
信
用
形
成
・
蓄
積
機
能
」
と
い
う
も
の

が
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
62
）

。
こ
の
機
能
の
説
明
と
し
て
「
人
が
氏
名
を
使
用
し
続
け
る
と
、
そ
の
人
の
諸
活
動
を
介
し
て
、
程
度
の
差
は

あ
っ
て
も
、
社
会
的
に
信
用
を
得
る
も
の
で
あ
」
る
と
し
て
い
る
が
、
こ
れ
は
個
別
化
さ
れ
た
人
格
の
信
頼
形
成
に
あ
た
る
も
の
で
、
い

わ
ば
個
別
化
す
る
機
能
を
基
礎
と
し
て
成
立
し
得
る
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
。

こ
の
よ
う
に
氏
名
は
単
な
る
文
字
列
で
は
な
く
、
他
の
人
格
と
の
区
別
を
可
能
と
す
る
仕
組
み
が
認
め
ら
れ
て
い
る
。
し
か
し
同
姓
同

名
の
人
が
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
文
字
列
と
し
て
の
氏
名
だ
け
で
は
他
の
人
格
と
の
完
全
な
区
別
は
困
難
で
あ
り
、
ま
っ
た
く
同
一

の
氏
名
と
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
（
63
）

以
上
、
住
所
等
の
情
報
が
付
加
さ
れ
て
よ
う
や
く
個
別
化
が
な
さ
れ
得
る
（
64
）

。
社
会
的
信
頼
形
成
・
蓄

積
機
能
は
、
こ
の
よ
う
に
氏
名
に
他
の
情
報
が
付
加
さ
れ
て
個
別
化
さ
れ
た
こ
と
を
前
提
と
し
て
、
個
別
化
さ
れ
た
当
該
人
格
に
評
価
が

蓄
積
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
こ
の
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、
こ
の
個
別
化
す
る
機
能
に
つ
い
て
は
、
文
字
列
と
し
て
の
氏
名
に
他
の
情
報
が

付
加
さ
れ
、
こ
れ
ら
を
一
体
と
し
た
も
の
に
成
立
し
て
い
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
（
65
）

。
先
に
述
べ
た
よ
う
に
、
分
類
す
る
機
能
の
観
点
で

は
、
氏
名
以
外
の
情
報
を
用
い
て
分
類
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
こ
と
が
個
別
化
す
る
機
能
に
お
い
て
も
生
じ
て

）
六
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

四
三

お
り
、
氏
名
以
外
の
情
報
を
用
い
て
個
別
化
が
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。

こ
の
よ
う
な
事
象
は
、
い
く
つ
か
の
対
面
取
引
に
お
い
て
も
表
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
ホ
テ
ル
で
の
宿
泊
に
際
し
て
は
、
当
然
氏
名

も
提
示
す
る
が
、
そ
れ
以
外
に
部
屋
番
号
や
時
に
は
服
装
な
ど
に
よ
っ
て
も
契
約
相
手
を
特
定
し
て
い
る
。
こ
れ
が
お
忍
び
で
偽
名
を
用

い
て
宿
泊
が
な
さ
れ
た
場
合
に
は
、
氏
名
そ
の
も
の
は
必
ず
し
も
重
視
さ
れ
て
お
ら
ず
、
付
加
さ
れ
た
情
報
（
部
屋
番
号
・
服
装
等
）
に
よ

り
特
定
し
て
い
る
こ
と
が
よ
り
顕
著
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
（
66
）

。

こ
の
よ
う
に
考
え
る
と
、
氏
名
の
個
別
化
す
る
機
能
は
、
必
ず
し
も
氏
名
の
み
に
存
在
す
る
も
の
で
は
な
く
、
氏
名
と
そ
れ
に
付
加
さ

れ
た
情
報
に
一
体
と
し
て
存
在
す
る
も
の
で
あ
る
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
。
そ
し
て
氏
名
が
重
要
視
さ
れ
て
い
な
い
類
型
で
は
、
殊
更
付
加

さ
れ
た
情
報
の
み
で
個
別
化
が
図
ら
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
い
わ
ば
、
氏
名
の
個
別
化
す
る
機
能
の
重
点
が
、
付
加
さ
れ
た
情
報
に
移
動

し
て
い
る
と
も
い
え
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。

こ
の
よ
う
に
、
氏
名
と
そ
の
機
能
に
つ
い
て
は
、
む
し
ろ
氏
名
以
外
の
住
所
等
の
付
加
情
報
こ
そ
が
重
要
で
あ
る
と
も
い
え
る
こ
と
を

踏
ま
え
る
と
、
必
ず
し
も
氏
名
の
み
が
当
該
人
物
の
人
格
を
表
す
も
の
で
あ
る
と
す
る
必
要
は
な
い
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
る
。

⑵
　
偽
名
の
使
用
と
「
他
人
の
名
」

こ
れ
を
裏
付
け
る
た
め
、
偽
名
の
場
合
に
つ
い
て
よ
り
検
討
を
行
い
た
い
。
先
の
例
で
使
用
し
た
偽
名
は
、
ホ
テ
ル
に
一
定
期
間
宿
泊

す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
た
一
時
的
な
偽
名
を
想
定
し
て
い
た
が
、
偽
名
に
は
そ
の
よ
う
な
一
時
的
な
偽
名
か
ら
、
芸
能
人
・
作
家
の
ペ
ン

ネ
ー
ム
や
芸
名
の
よ
う
に
継
続
的
に
使
用
さ
れ
る
偽
名
も
存
在
す
る
。
こ
の
あ
る
程
度
継
続
的
に
使
用
さ
れ
て
い
る
偽
名
も
後
か
ら
設
定

さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
当
該
人
物
が
任
意
に
設
定
で
き
る
文
字
列
で
あ
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、「
番
号
」
に
も
類
似
し
た
性
質
が
あ
る
か

）
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「
他
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の
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の
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の
類
型
化
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当
事
者
の
確
定
（
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中
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四
三

お
り
、
氏
名
以
外
の
情
報
を
用
い
て
個
別
化
が
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。

こ
の
よ
う
な
事
象
は
、
い
く
つ
か
の
対
面
取
引
に
お
い
て
も
表
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
ホ
テ
ル
で
の
宿
泊
に
際
し
て
は
、
当
然
氏
名

も
提
示
す
る
が
、
そ
れ
以
外
に
部
屋
番
号
や
時
に
は
服
装
な
ど
に
よ
っ
て
も
契
約
相
手
を
特
定
し
て
い
る
。
こ
れ
が
お
忍
び
で
偽
名
を
用

い
て
宿
泊
が
な
さ
れ
た
場
合
に
は
、
氏
名
そ
の
も
の
は
必
ず
し
も
重
視
さ
れ
て
お
ら
ず
、
付
加
さ
れ
た
情
報
（
部
屋
番
号
・
服
装
等
）
に
よ

り
特
定
し
て
い
る
こ
と
が
よ
り
顕
著
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
（
66
）

。

こ
の
よ
う
に
考
え
る
と
、
氏
名
の
個
別
化
す
る
機
能
は
、
必
ず
し
も
氏
名
の
み
に
存
在
す
る
も
の
で
は
な
く
、
氏
名
と
そ
れ
に
付
加
さ

れ
た
情
報
に
一
体
と
し
て
存
在
す
る
も
の
で
あ
る
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
。
そ
し
て
氏
名
が
重
要
視
さ
れ
て
い
な
い
類
型
で
は
、
殊
更
付
加

さ
れ
た
情
報
の
み
で
個
別
化
が
図
ら
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
い
わ
ば
、
氏
名
の
個
別
化
す
る
機
能
の
重
点
が
、
付
加
さ
れ
た
情
報
に
移
動

し
て
い
る
と
も
い
え
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。

こ
の
よ
う
に
、
氏
名
と
そ
の
機
能
に
つ
い
て
は
、
む
し
ろ
氏
名
以
外
の
住
所
等
の
付
加
情
報
こ
そ
が
重
要
で
あ
る
と
も
い
え
る
こ
と
を

踏
ま
え
る
と
、
必
ず
し
も
氏
名
の
み
が
当
該
人
物
の
人
格
を
表
す
も
の
で
あ
る
と
す
る
必
要
は
な
い
こ
と
が
う
か
が
わ
れ
る
。

⑵
　
偽
名
の
使
用
と
「
他
人
の
名
」

こ
れ
を
裏
付
け
る
た
め
、
偽
名
の
場
合
に
つ
い
て
よ
り
検
討
を
行
い
た
い
。
先
の
例
で
使
用
し
た
偽
名
は
、
ホ
テ
ル
に
一
定
期
間
宿
泊

す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
た
一
時
的
な
偽
名
を
想
定
し
て
い
た
が
、
偽
名
に
は
そ
の
よ
う
な
一
時
的
な
偽
名
か
ら
、
芸
能
人
・
作
家
の
ペ
ン

ネ
ー
ム
や
芸
名
の
よ
う
に
継
続
的
に
使
用
さ
れ
る
偽
名
も
存
在
す
る
。
こ
の
あ
る
程
度
継
続
的
に
使
用
さ
れ
て
い
る
偽
名
も
後
か
ら
設
定

さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
当
該
人
物
が
任
意
に
設
定
で
き
る
文
字
列
で
あ
る
こ
と
か
ら
す
れ
ば
、「
番
号
」
に
も
類
似
し
た
性
質
が
あ
る
か

）
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四
四

ら
で
あ
る
。
事
実
と
き
に
は
、
ハ
ン
ド
ル
ネ
ー
ム
の
よ
う
に
、「
名
」
な
の
か
「
番
号
」
な
の
か
明
確
に
区
別
が
で
き
な
い
場
合
も
あ
り

得
よ
う
。

そ
の
た
め
、
氏
名
の
個
別
化
す
る
機
能
、
そ
れ
を
前
提
と
し
た
蓄
積
機
能
を
踏
ま
え
、
偽
名
の
場
合
に
そ
れ
が
「
他
人
の
名
」
と
な
り

う
る
の
か
を
検
討
し
、
そ
の
う
え
で
「
他
人
の
名
」
と
な
り
う
る
偽
名
が
「
番
号
」
に
置
き
換
え
ら
れ
る
の
か
を
検
討
す
る
。

氏
名
の
個
別
化
す
る
機
能
・
蓄
積
機
能
及
び
一
時
的
な
偽
名
の
場
合
に
つ
い
て
簡
単
に
述
べ
た
が
、
お
忍
び
で
ホ
テ
ル
に
宿
泊
す
る
際

の
一
時
的
な
偽
名
の
場
合
に
、
偶
然
同
姓
同
名
の
人
物
が
存
在
し
て
い
た
と
き
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
こ
と
に
な
る
で
あ
ろ
う
か
。

結
論
と
し
て
は
、
氏
名
の
個
別
化
す
る
機
能
が
働
い
て
お
ら
ず
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
て
人
格
の
同
一
性
を
偽
っ
た
と
は
い
え
な
い
で

あ
ろ
う
。
そ
れ
は
こ
の
よ
う
な
場
合
に
は
、
偽
名
を
使
用
し
た
本
人
は
自
身
が
宿
泊
し
支
払
い
も
行
う
こ
と
か
ら
、
人
格
の
同
一
性
を
偽

る
こ
と
に
よ
る
な
り
す
ま
し
を
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
く
、
か
つ
ホ
テ
ル
側
も
偽
名
と
同
姓
同
名
の
人
物
で
は
な
く
、
実
際
に
宿
泊
し
た

人
物
を
氏
名
以
外
の
付
加
情
報
で
認
識
し
、
契
約
相
手
と
考
え
て
お
り
、
人
格
の
齟
齬
が
生
じ
て
お
ら
ず
（
67
）

、
自
己
行
為
と
い
え
る
た
め
で

あ
る
（
68
）

。
ホ
テ
ル
側
が
氏
名
（
偽
名
）
そ
の
も
の
に
関
心
を
示
し
て
い
な
い
こ
と
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
事
例
で
は
、
広
い
意
味
で
は
な
り

す
ま
し
と
い
え
る
か
も
し
れ
な
い
が
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
該
当
す
る
意
味
で
の
な
り
す
ま
し
と
は
言
い
難
い
。

で
は
、
偽
名
を
用
い
た
場
合
に
「
他
人
の
名
」
と
し
て
扱
わ
れ
る
場
合
は
ど
の
よ
う
な
場
合
で
あ
ろ
う
か
。
ま
ず
そ
も
そ
も
「
他
人
の

名
」
を
示
し
た
と
い
え
る
た
め
に
は
、
人
格
の
同
一
性
を
誤
ら
せ
る
た
め
に
他
の
人
物
の
氏
名
を
示
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
が
、
こ
の
と

き
契
約
相
手
が
別
の
人
格
を
想
起
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
（
69
）

。

そ
し
て
ペ
ン
ネ
ー
ム
や
芸
名
の
よ
う
に
継
続
的
に
使
用
さ
れ
る
偽
名
の
場
合
に
は
、
そ
の
偽
名
の
使
用
が
許
さ
れ
る
領
域
で
、
繰
り
返

し
使
用
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
暗
黙
に
承
認
さ
れ
れ
ば
氏
名
と
同
一
で
あ
る
と
さ
れ
る
（
70
）

。
こ
れ
は
、
先
の
氏
名
の
機
能
を
踏
ま
え
る
と
、
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「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

四
五

継
続
的
な
使
用
に
よ
り
そ
の
偽
名
を
用
い
て
特
定
の
人
格
を
表
す
こ
と
が
で
き
る
程
度
に
承
認
さ
れ
、
人
格
を
個
別
化
す
る
機
能
を
有
す

る
ま
で
に
至
れ
ば
、
氏
名
と
同
一
に
扱
う
こ
と
が
で
き
る
と
い
え
よ
う
。
そ
し
て
、
蓄
積
機
能
に
よ
っ
て
そ
の
偽
名
が
指
す
人
物
の
社
会

的
信
用
が
向
上
し
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
該
当
す
る
意
味
で
の
な
り
す
ま
し
を
招
く
こ
と
に
も
な
ろ
う
。

こ
の
よ
う
に
し
て
、
偽
名
と
は
い
え
、
継
続
的
な
使
用
に
よ
り
特
定
の
人
格
を
表
す
よ
う
に
な
れ
ば
、
ま
っ
た
く
の
別
人
が
そ
の
偽
名

を
使
用
し
た
と
き
、
契
約
相
手
が
別
の
人
格
を
想
起
す
る
こ
と
で
人
格
の
同
一
性
を
偽
る
こ
と
に
な
り
、
偽
名
を
示
す
こ
と
が
「
他
人
の

名
」
を
示
す
こ
と
と
な
る
と
い
え
る
。「
他
人
の
名
」
を
示
す
こ
と
は
、
本
名
に
限
ら
ず
、
他
人
の
人
格
を
偽
名
に
よ
っ
て
表
す
こ
と
も

含
む
も
の
で
あ
る
と
い
え
る
（
71
）

。

以
上
の
こ
と
か
ら
、
偽
名
を
も
っ
て
「
他
人
の
名
」
と
す
る
に
は
、
偽
名
が
個
別
化
す
る
機
能
を
有
す
る
程
度
に
長
く
使
用
さ
れ
、
特

定
の
人
格
を
表
す
程
度
に
使
い
慣
ら
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
偽
名
で
ホ
テ
ル
に
宿
泊
す
る
場
合
の
よ
う
な
一
時
的
な
偽
名

で
は
、
個
別
化
す
る
機
能
を
有
す
る
と
は
い
え
ず
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。

３
　「
他
人
の
番
号
」
と
「
他
人
の
名
」

で
は
、
こ
れ
ま
で
の
検
討
を
踏
ま
え
、「
番
号
」
を
示
す
こ
と
に
が
「
名
」
を
示
す
の
と
同
等
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
か
。

「
番
号
」
の
場
合
に
も
、
偽
名
と
同
様
に
さ
ら
に
二
つ
の
類
型
に
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
お
忍
び
で

ホ
テ
ル
に
宿
泊
す
る
際
に
使
用
さ
れ
る
偽
名
の
よ
う
に
、
一
時
的
に
使
用
さ
れ
る
「
番
号
」
と
継
続
的
に
使
用
さ
れ
る
「
番
号
」
で
あ
る
。

こ
の
区
分
に
つ
い
て
は
、
当
初
か
ら
一
回
し
か
使
わ
な
い
場
合
（
一
回
し
か
使
わ
な
い
予
定
の
通
販
サ
イ
ト
で
フ
リ
ー
の
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
を
入

力
し
て
購
入
す
る
場
合
が
想
定
さ
れ
よ
う
か
）
だ
け
で
な
く
、eB

ay

やam
azon

の
よ
う
な
頻
繁
に
使
う
予
定
の
サ
イ
ト
に
登
録
し
た
ば
か

）
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五

継
続
的
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使
用
に
よ
り
そ
の
偽
名
を
用
い
て
特
定
の
人
格
を
表
す
こ
と
が
で
き
る
程
度
に
承
認
さ
れ
、
人
格
を
個
別
化
す
る
機
能
を
有
す

る
ま
で
に
至
れ
ば
、
氏
名
と
同
一
に
扱
う
こ
と
が
で
き
る
と
い
え
よ
う
。
そ
し
て
、
蓄
積
機
能
に
よ
っ
て
そ
の
偽
名
が
指
す
人
物
の
社
会

的
信
用
が
向
上
し
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
該
当
す
る
意
味
で
の
な
り
す
ま
し
を
招
く
こ
と
に
も
な
ろ
う
。

こ
の
よ
う
に
し
て
、
偽
名
と
は
い
え
、
継
続
的
な
使
用
に
よ
り
特
定
の
人
格
を
表
す
よ
う
に
な
れ
ば
、
ま
っ
た
く
の
別
人
が
そ
の
偽
名

を
使
用
し
た
と
き
、
契
約
相
手
が
別
の
人
格
を
想
起
す
る
こ
と
で
人
格
の
同
一
性
を
偽
る
こ
と
に
な
り
、
偽
名
を
示
す
こ
と
が
「
他
人
の

名
」
を
示
す
こ
と
と
な
る
と
い
え
る
。「
他
人
の
名
」
を
示
す
こ
と
は
、
本
名
に
限
ら
ず
、
他
人
の
人
格
を
偽
名
に
よ
っ
て
表
す
こ
と
も

含
む
も
の
で
あ
る
と
い
え
る
（
71
）

。

以
上
の
こ
と
か
ら
、
偽
名
を
も
っ
て
「
他
人
の
名
」
と
す
る
に
は
、
偽
名
が
個
別
化
す
る
機
能
を
有
す
る
程
度
に
長
く
使
用
さ
れ
、
特

定
の
人
格
を
表
す
程
度
に
使
い
慣
ら
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
で
あ
ろ
う
。
偽
名
で
ホ
テ
ル
に
宿
泊
す
る
場
合
の
よ
う
な
一
時
的
な
偽
名

で
は
、
個
別
化
す
る
機
能
を
有
す
る
と
は
い
え
ず
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
こ
と
に
は
な
ら
な
い
。

３
　「
他
人
の
番
号
」
と
「
他
人
の
名
」

で
は
、
こ
れ
ま
で
の
検
討
を
踏
ま
え
、「
番
号
」
を
示
す
こ
と
に
が
「
名
」
を
示
す
の
と
同
等
と
い
え
る
で
あ
ろ
う
か
。

「
番
号
」
の
場
合
に
も
、
偽
名
と
同
様
に
さ
ら
に
二
つ
の
類
型
に
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
お
忍
び
で

ホ
テ
ル
に
宿
泊
す
る
際
に
使
用
さ
れ
る
偽
名
の
よ
う
に
、
一
時
的
に
使
用
さ
れ
る
「
番
号
」
と
継
続
的
に
使
用
さ
れ
る
「
番
号
」
で
あ
る
。

こ
の
区
分
に
つ
い
て
は
、
当
初
か
ら
一
回
し
か
使
わ
な
い
場
合
（
一
回
し
か
使
わ
な
い
予
定
の
通
販
サ
イ
ト
で
フ
リ
ー
の
メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
を
入

力
し
て
購
入
す
る
場
合
が
想
定
さ
れ
よ
う
か
）
だ
け
で
な
く
、eB

ay

やam
azon

の
よ
う
な
頻
繁
に
使
う
予
定
の
サ
イ
ト
に
登
録
し
た
ば
か

）
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四
六

り
で
い
ま
だ
取
引
履
歴
が
一
切
な
い
ア
カ
ウ
ン
ト
に
つ
い
て
前
者
と
後
者
の
い
ず
れ
に
分
類
す
べ
き
か
も
重
要
と
な
ろ
う
。

先
の
偽
名
で
の
議
論
を
踏
ま
え
る
と
、「
名
」
と
同
等
に
扱
う
に
は
、
当
該
偽
名
が
他
の
人
格
と
区
分
し
て
特
定
の
人
格
を
表
す
程
度

に
ま
で
承
認
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
必
要
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
一
時
的
に
使
用
さ
れ
る
「
番
号
」
の
場
合
の
う
ち
、
相
手
方
に
示
さ
れ

る
の
が
ア
カ
ウ
ン
ト
の
Ｉ
Ｄ
の
み
の
よ
う
な
場
合
に
は
、
そ
の
「
番
号
」
で
あ
る
Ｉ
Ｄ
だ
け
で
は
何
ら
特
定
の
人
格
を
表
し
て
い
る
と
は

い
え
ず
、「
名
」
を
示
し
た
の
と
同
様
に
相
手
方
の
認
識
を
想
起
さ
せ
る
と
は
い
え
な
い
。
も
っ
と
も
、
Ｉ
Ｄ
の
他
に
、
他
人
の
住
所
や

支
払
い
情
報
と
い
っ
た
情
報
を
含
め
て
提
示
し
て
い
る
場
合
に
は
、
付
加
さ
れ
た
情
報
に
よ
っ
て
特
定
の
人
格
を
表
し
て
い
る
と
い
え
、

こ
の
場
合
に
は
「
他
人
の
名
」
と
同
様
に
扱
わ
れ
る
こ
と
に
な
ろ
う
（
72
）

。

他
方
で
、
既
に
一
定
の
期
間
取
引
実
績
が
あ
る
場
合
に
は
、
上
記
と
は
異
な
る
考
慮
が
必
要
と
な
る
。
現
在
の
フ
リ
ー
マ
ー
ケ
ッ
ト
サ

イ
ト
、
通
販
サ
イ
ト
、
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
サ
イ
ト
な
ど
で
は
、
利
用
者
が
よ
り
良
い
取
引
相
手
を
探
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
た
め
、

多
く
の
場
合
過
去
に
取
引
を
行
っ
た
相
手
か
ら
星
に
よ
る
評
価
付
け
が
な
さ
れ
て
お
り
、
こ
の
星
の
評
価
平
均
が
高
い
ほ
ど
、
数
が
多
い

ほ
ど
信
頼
で
き
る
取
引
相
手
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
る
（
73
）

。
あ
る
程
度
の
期
間
取
引
が
行
わ
れ
て
い
た
ア
カ
ウ
ン
ト
で
は
、
星
の
評
価
に

よ
っ
て
他
の
ア
カ
ウ
ン
ト
と
区
別
す
る
こ
と
が
で
き
、
他
の
人
格
と
区
別
し
て
特
定
の
人
格
を
表
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
り
、
個
別

化
す
る
機
能
を
有
す
る
と
い
え
よ
う
。
特
に
、
星
に
よ
る
評
価
が
取
引
相
手
の
契
約
主
体
と
し
て
の
信
頼
に
関
わ
る
以
上
、
蓄
積
機
能
も

認
め
る
こ
と
が
で
き
る
が
、
蓄
積
機
能
を
認
め
る
前
提
と
し
て
個
別
化
す
る
機
能
は
備
わ
っ
て
い
る
と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

氏
名
の
個
別
化
す
る
機
能
に
つ
い
て
、
付
加
さ
れ
た
情
報
に
重
点
が
移
動
し
得
る
こ
と
を
踏
ま
え
れ
ば
、
必
ず
し
も
「
名
」
で
は
な
く

「
番
号
」
に
置
き
換
え
ら
れ
た
と
し
て
も
付
加
さ
れ
た
情
報
（
こ
こ
で
は
星
に
よ
る
評
価
を
含
む
）
に
よ
っ
て
個
別
化
す
る
機
能
を
認
め
る
こ

と
が
で
き
る
と
の
整
理
に
な
る
。
ほ
か
、
星
に
よ
る
評
価
の
よ
う
な
付
加
さ
れ
た
情
報
が
な
い
場
合
で
あ
っ
て
も
、
特
定
の
取
引
相
手
と
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継
続
し
て
取
引
を
行
っ
て
い
た
場
合
に
は
そ
の
二
者
間
で
は
取
引
履
歴
が
積
み
重
な
っ
て
お
り
、「
番
号
」
に
よ
っ
て
人
格
を
表
す
こ
と

が
で
き
る
よ
う
に
な
る
こ
と
も
あ
る
で
あ
ろ
う
。

他
方
で
、eB

ay

やam
azon

の
よ
う
な
頻
繁
に
使
う
予
定
の
サ
イ
ト
で
も
登
録
し
た
ば
か
り
で
い
ま
だ
取
引
履
歴
が
一
切
な
い
ア
カ

ウ
ン
ト
は
さ
ら
に
検
討
が
必
要
で
あ
ろ
う
。
こ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
は
、
い
ず
れ
取
引
実
績
を
積
む
こ
と
に
よ
っ
て
特
定
の
人
格
を
表
す
よ
う

に
な
る
と
い
え
る
が
、
初
め
て
登
録
し
た
時
点
で
果
た
し
て
そ
の
よ
う
な
個
別
化
す
る
機
能
を
有
し
て
い
る
と
い
え
る
か
で
あ
る
。
結
論

と
し
て
、
例
え
ば
住
所
の
よ
う
な
他
の
情
報
が
付
加
さ
れ
て
表
示
さ
れ
て
い
れ
ば
別
で
あ
る
が
、
一
般
的
に
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
サ
イ
ト
な
ど

で
は
そ
こ
ま
で
の
情
報
は
開
示
さ
れ
て
お
ら
ず
（
74
）

、
ア
カ
ウ
ン
ト
す
な
わ
ち
「
番
号
」
の
み
が
提
示
さ
れ
て
い
る
場
合
に
は
、
特
定
の
人
格

を
表
し
て
い
る
と
は
と
て
も
い
え
な
い
。
そ
の
た
め
、「
名
」
を
示
し
た
場
合
と
同
様
の
扱
い
を
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
で
あ
ろ
う
。
仮

に
作
成
さ
れ
た
ば
か
り
の
ア
カ
ウ
ン
ト
が
何
ら
か
の
理
由
に
よ
り
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
と
異
な
る
行
為
者
が
使
用
し
た
場
合
に
は
、
当
該

ア
カ
ウ
ン
ト
が
保
有
者
を
示
し
て
い
る
こ
と
に
な
ら
ず
、
行
為
者
の
自
己
行
為
と
な
る
可
能
性
が
存
在
す
る
。

た
だ
し
、
こ
こ
で
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
は
、
パ
ス
ワ
ー
ド
に
よ
る
ア
カ
ウ
ン
ト
管
理
と
の
関
係
で
あ
る
。
通
常
オ
ー
ク
シ
ョ

ン
サ
イ
ト
等
の
ア
カ
ウ
ン
ト
は
、
Ｉ
Ｄ
と
パ
ス
ワ
ー
ド
の
組
み
合
わ
せ
に
よ
っ
て
ロ
グ
イ
ン
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
り
、
パ
ス
ワ
ー
ド
は

ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
が
秘
匿
し
て
保
持
し
て
い
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
か
ら
、
例
え
ば
登
録
し
た
ば
か
り
の
ア
カ
ウ
ン
ト

で
あ
っ
て
も
パ
ス
ワ
ー
ド
の
管
理
者
は
一
人
に
絞
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
は
ず
で
あ
る
。
そ
う
考
え
れ
ば
、
た
と
え
登
録
し
た
ば
か
り
の
ア

カ
ウ
ン
ト
で
あ
っ
て
も
パ
ス
ワ
ー
ド
の
管
理
者
と
紐
づ
け
る
こ
と
に
よ
っ
て
個
別
化
す
る
こ
と
が
で
き
、
特
定
の
人
格
を
表
し
て
い
る
と

い
え
る
の
で
は
な
い
か
と
も
考
え
ら
れ
る
の
で
あ
る
。
つ
ま
り
相
手
方
が
「
操
作
し
て
い
る
の
は
パ
ス
ワ
ー
ド
を
知
っ
て
い
る
ア
カ
ウ
ン

ト
保
有
者
で
あ
る
」
と
認
識
し
得
る
こ
と
か
ら
、
付
加
さ
れ
た
情
報
が
な
く
て
も
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
の
人
格
を
表
示
し
た
こ
と
に
な
る

）
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か
で
あ
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
考
え
方
は
妥
当
で
は
な
い
。
そ
れ
は
、
あ
く
ま
で
も
本
稿
の
検
討
内
容
は
、「
他
人
の
番
号
」
を
示

し
た
場
合
と
「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
場
合
と
で
同
様
に
扱
う
こ
と
が
で
き
る
か
、
で
あ
る
た
め
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
場
合
と
同

様
の
仕
組
み
で
相
手
方
の
認
識
可
能
な
意
思
と
判
断
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
か
ら
で
あ
る
。「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
と
い
え
る
た
め

に
は
、
そ
の
「
名
」
及
び
付
加
さ
れ
た
情
報
に
基
づ
い
て
相
手
方
が
特
定
の
人
格
を
想
起
で
き
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
、
こ
れ
は
そ
の

「
名
」
の
人
物
が
例
え
ば
戸
籍
な
ど
で
紐
づ
け
で
き
る
こ
と
か
ら
人
格
を
想
起
す
る
わ
け
で
は
な
い
。
あ
く
ま
で
も
相
手
方
に
示
さ
れ
た

情
報
に
基
づ
い
て
相
手
方
が
特
定
の
人
格
を
想
起
で
き
る
必
要
が
あ
り
、
パ
ス
ワ
ー
ド
の
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
上
の
紐
づ
け
を
根
拠
に
人
格

を
想
起
し
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
の
で
あ
る
。
ま
た
、
例
え
ば
、
そ
の
よ
う
な
ア
カ
ウ
ン
ト
の
設
定
に
詳
し
く
な
い
人
物
が
設
定
を
別
の

人
物
に
依
頼
し
、
そ
の
別
の
人
物
が
パ
ス
ワ
ー
ド
な
ど
を
設
定
し
管
理
も
し
て
い
た
場
合
に
、
パ
ス
ワ
ー
ド
の
管
理
を
行
う
者
と
ア
カ
ウ

ン
ト
及
び
付
加
さ
れ
た
情
報
が
示
す
人
格
が
分
離
す
る
こ
と
に
な
り
、
い
ず
れ
の
人
格
を
そ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
が
示
し
て
い
る
の
か
は
わ
か

ら
な
い
で
あ
ろ
う
。

も
っ
と
も
、
パ
ス
ワ
ー
ド
に
よ
る
ア
カ
ウ
ン
ト
管
理
が
な
さ
れ
て
い
る
こ
と
自
体
が
特
定
の
人
格
を
表
す
こ
と
に
は
つ
な
が
ら
な
い
が
、

パ
ス
ワ
ー
ド
に
よ
る
ア
カ
ウ
ン
ト
管
理
は
、
ア
カ
ウ
ン
ト
が
示
し
て
い
る
特
定
の
人
格
の
持
ち
主
自
身
が
ア
カ
ウ
ン
ト
を
操
作
し
て
い
る

こ
と
を
強
く
裏
付
け
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
パ
ス
ワ
ー
ド
は
ア
カ
ウ
ン
ト
を
利
用
し
て
い
る
者
が
管
理
し
、
秘
匿
す
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
て

お
り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
ア
カ
ウ
ン
ト
を
操
作
し
て
い
る
の
は
、
ア
カ
ウ
ン
ト
が
示
し
て
い
る
特
定
の
人
格
の
持
ち
主
自
身
で
あ
る
こ
と
を

相
手
方
は
認
識
で
き
る
こ
と
に
な
る
（
75
）

。
仮
に
、
パ
ス
ワ
ー
ド
に
よ
る
管
理
が
な
さ
れ
ず
、
第
三
者
で
あ
っ
て
も
ア
カ
ウ
ン
ト
に
ロ
グ
イ
ン

が
可
能
で
あ
る
こ
と
が
相
手
方
に
と
っ
て
も
認
識
で
き
て
い
た
場
合
、
ア
カ
ウ
ン
ト
を
使
用
し
て
い
る
者
が
複
数
人
存
在
す
る
こ
と
と
な

り
、
も
は
や
特
定
の
人
格
を
表
す
も
の
で
は
な
い
と
い
え
よ
う
。
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そ
の
た
め
、
相
手
方
が
既
に
知
っ
て
い
る
情
報
も
含
め
、
ア
カ
ウ
ン
ト
上
の
情
報
か
ら
認
識
で
き
る
人
格
の
同
一
性
を
偽
る
必
要
が
あ

り
、
単
に
パ
ス
ワ
ー
ド
を
管
理
し
て
い
る
人
物
と
紐
づ
け
で
き
る
こ
と
は
「
名
」
を
示
し
た
こ
と
と
同
様
に
は
扱
う
こ
と
が
で
き
ず
、
あ

く
ま
で
も
他
と
区
別
可
能
な
人
格
を
表
示
し
て
い
る
こ
と
が
必
要
と
な
ろ
う
。
こ
の
こ
と
か
ら
、
他
人
が
設
定
し
た
ア
カ
ウ
ン
ト
を
利
用

し
た
場
合
に
、
そ
れ
が
そ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
で
初
め
て
の
取
引
で
あ
れ
ば
、
そ
も
そ
も
な
り
す
ま
し
と
な
ら
な
い
可
能
性
が
あ
り
よ
う
。

Ⅳ
　「
番
号
」
と
「
名
」
を
法
的
に
同
一
視
し
、
類
推
適
用
が
可
能
か
。

以
上
の
検
討
か
ら
、H

anau

が
列
挙
す
る
「
番
号
」
に
つ
い
て
、
そ
も
そ
も
契
約
当
事
者
の
確
定
と
し
て
用
い
ら
れ
る
も
の
（
類
型
甲
）

と
、
既
に
契
約
当
事
者
が
確
定
し
て
い
る
契
約
の
当
事
者
と
同
一
で
あ
る
か
の
同
定
に
用
い
ら
れ
る
も
の
（
類
型
乙
）
と
が
あ
る
こ
と
が

分
か
っ
た
。
そ
し
て
前
者
の
類
型
甲
で
は
、「
番
号
」
が
契
約
当
事
者
の
確
定
に
用
い
ら
れ
て
い
る
と
は
い
え
、「
番
号
」
の
み
で
は
必
ず

し
も
特
定
人
の
人
格
を
表
し
て
い
る
も
の
と
は
い
え
ず
、
付
加
さ
れ
た
情
報
等
に
よ
っ
て
人
格
を
表
し
て
い
る
と
い
え
る
も
の
で
あ
っ
た
。

他
方
で
、「
名
」
を
示
す
こ
と
に
つ
い
て
は
、
必
ず
し
も
本
名
で
あ
る
必
要
は
な
く
、
偽
名
で
あ
っ
た
と
し
て
も
そ
れ
が
継
続
的
に
使
用

さ
れ
、
承
認
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
「
名
」
に
該
当
す
る
こ
と
に
な
る
。

従
っ
て
、
た
と
え
偽
名
で
あ
っ
た
と
し
て
も
そ
れ
が
承
認
さ
れ
特
定
の
人
格
を
表
す
こ
と
が
で
き
れ
ば
「
他
人
の
名
」
と
し
て
扱
う
こ

と
が
で
き
る
以
上
、
偽
名
が
「
番
号
」
の
形
で
現
れ
た
と
し
て
も
そ
の
「
他
人
の
番
号
」
が
特
定
人
の
人
格
を
表
す
よ
う
な
社
会
的
承
認

が
認
め
ら
れ
れ
ば
、
他
人
の
番
号
を
示
す
こ
と
に
よ
っ
て
人
格
の
同
一
性
を
偽
る
こ
と
に
な
り
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
こ
と
と
同
様

の
認
識
を
相
手
方
に
想
起
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
と
い
え
る
。
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ン
ト
を
利
用

し
た
場
合
に
、
そ
れ
が
そ
の
ア
カ
ウ
ン
ト
で
初
め
て
の
取
引
で
あ
れ
ば
、
そ
も
そ
も
な
り
す
ま
し
と
な
ら
な
い
可
能
性
が
あ
り
よ
う
。

Ⅳ
　「
番
号
」
と
「
名
」
を
法
的
に
同
一
視
し
、
類
推
適
用
が
可
能
か
。

以
上
の
検
討
か
ら
、H

anau

が
列
挙
す
る
「
番
号
」
に
つ
い
て
、
そ
も
そ
も
契
約
当
事
者
の
確
定
と
し
て
用
い
ら
れ
る
も
の
（
類
型
甲
）

と
、
既
に
契
約
当
事
者
が
確
定
し
て
い
る
契
約
の
当
事
者
と
同
一
で
あ
る
か
の
同
定
に
用
い
ら
れ
る
も
の
（
類
型
乙
）
と
が
あ
る
こ
と
が

分
か
っ
た
。
そ
し
て
前
者
の
類
型
甲
で
は
、「
番
号
」
が
契
約
当
事
者
の
確
定
に
用
い
ら
れ
て
い
る
と
は
い
え
、「
番
号
」
の
み
で
は
必
ず

し
も
特
定
人
の
人
格
を
表
し
て
い
る
も
の
と
は
い
え
ず
、
付
加
さ
れ
た
情
報
等
に
よ
っ
て
人
格
を
表
し
て
い
る
と
い
え
る
も
の
で
あ
っ
た
。

他
方
で
、「
名
」
を
示
す
こ
と
に
つ
い
て
は
、
必
ず
し
も
本
名
で
あ
る
必
要
は
な
く
、
偽
名
で
あ
っ
た
と
し
て
も
そ
れ
が
継
続
的
に
使
用

さ
れ
、
承
認
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
「
名
」
に
該
当
す
る
こ
と
に
な
る
。

従
っ
て
、
た
と
え
偽
名
で
あ
っ
た
と
し
て
も
そ
れ
が
承
認
さ
れ
特
定
の
人
格
を
表
す
こ
と
が
で
き
れ
ば
「
他
人
の
名
」
と
し
て
扱
う
こ

と
が
で
き
る
以
上
、
偽
名
が
「
番
号
」
の
形
で
現
れ
た
と
し
て
も
そ
の
「
他
人
の
番
号
」
が
特
定
人
の
人
格
を
表
す
よ
う
な
社
会
的
承
認

が
認
め
ら
れ
れ
ば
、
他
人
の
番
号
を
示
す
こ
と
に
よ
っ
て
人
格
の
同
一
性
を
偽
る
こ
と
に
な
り
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
こ
と
と
同
様

の
認
識
を
相
手
方
に
想
起
さ
せ
る
こ
と
に
な
る
と
い
え
る
。

）
六
六
（
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五
〇

そ
し
て
、
こ
の
相
手
方
に
別
の
人
格
を
想
起
さ
せ
る
こ
と
を
契
約
当
事
者
の
確
定
と
い
う
観
点
か
ら
見
れ
ば
、「
他
人
の
番
号
」
を
示

し
た
場
合
に
は
、「
相
手
方
か
ら
認
識
可
能
な
意
思
」
は
、
当
該
「
他
人
」
の
意
思
で
あ
る
と
い
え
、「
番
号
」
の
保
有
者
を
契
約
当
事
者

と
し
て
確
定
す
べ
き
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。
そ
う
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、「
番
号
」
の
保
有
者
と
行
為
者
と
の
人
格
が
異
な
る
こ
と
に

な
り
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
同
じ
当
事
者
関
係
が
生
じ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
代
理
法
理
の
類
推
適
用
を
行
う
上
で
の
前
提
条

件
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

「
他
人
の
名
」
と
同
様
に
扱
う
こ
と
が
で
き
る
の
は
、
類
型
甲
に
該
当
す
る
「
番
号
」
で
か
つ
、
特
定
の
人
格
を
表
し
て
い
る
と
相
手

方
が
認
識
可
能
な
「
番
号
」
に
限
ら
れ
る
と
考
え
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。

反
対
に
オ
ー
ク
シ
ョ
ン
サ
イ
ト
や
通
販
サ
イ
ト
で
の
ア
カ
ウ
ン
ト
は
こ
の
最
も
典
型
的
な
例
で
あ
る
が
、
登
録
し
た
ば
か
り
の
ア
カ
ウ

ン
ト
等
は
、
ア
カ
ウ
ン
ト
設
定
者
と
行
為
者
が
異
な
る
こ
と
も
あ
る
う
え
に
、
そ
も
そ
も
ア
カ
ウ
ン
ト
が
い
ま
だ
成
熟
し
て
お
ら
ず
特
定

の
人
格
を
表
し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
た
め
「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
場
合
と
同
様
の
認
識
を
想
起
す
る
こ
と
に
は
な
ら
な
い
と
考
え
ら

れ
る
。

し
た
が
っ
て
、H

anau

が
そ
の
可
能
性
を
指
摘
す
る
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
法
理
を

類
推
適
用
す
る
に
あ
た
っ
て
は
、
ま
ず
当
事
者
を
「
番
号
」
の
保
有
者
に
確
定
す
る
必
要
が
あ
り
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の

類
型
を
限
定
し
て
類
推
適
用
を
検
討
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

）
七
七
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

五
一

Ⅴ
　
結
語

１
　
ま
と
め

本
稿
の
目
的
は
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
、
代
理
法
理
を
類
推
適
用
す
る
に
あ
た
っ
て
、
当
事
者
確
定
の
観
点
か

ら
果
た
し
て
「
他
人
の
番
号
」
を
示
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
場
合
と
同
様
の
当
事
者
関
係
が
生
じ
る
の
か
、
言
い

換
え
れ
ば
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
場
合
に
相
手
方
が
そ
の
他
人
を
当
事
者
と
認
識
す
る
よ
う
な
こ
と
が
「
他
人
の
番
号
」
を
示
し
た

と
き
に
も
生
じ
う
る
の
か
、
そ
し
て
そ
の
場
合
に
「
番
号
」
の
保
有
者
を
契
約
当
事
者
と
し
て
検
討
を
ス
タ
ー
ト
す
る
こ
と
が
で
き
る
か

を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
こ
の
分
野
の
先
駆
者
で
あ
るH

anau

が
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
「
他
人
の
名

の
下
で
の
行
為
」
の
法
理
を
類
推
適
用
で
き
る
こ
と
を
論
じ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
当
事
者
の
確
定
の
観
点
か
ら
対
象
と
で
き
る
「
番

号
」
を
よ
り
限
定
す
べ
き
で
は
な
い
か
と
の
問
題
意
識
に
基
づ
く
も
の
で
あ
っ
た
。

著
者
は
電
子
商
取
引
に
つ
い
て
は
、
契
約
当
事
者
を
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
と
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
代
理
法
理
を
類
推
適
用
す
る
可
能
性

を
認
め
て
い
る
も
の
で
あ
る
（
76
）

が
、
本
稿
の
検
討
に
よ
り
電
子
商
取
引
以
外
の
取
引
類
型
で
あ
っ
て
も
こ
の
よ
う
に
一
定
の
条
件
を
満
た
し

た
「
番
号
」
で
あ
れ
ば
そ
の
番
号
の
保
有
者
を
契
約
当
事
者
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
の
で
は
な
い
か
。
こ
れ
に

よ
っ
て
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
同
様
の
当
事
者
関
係
が
生
じ
る
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
を
限
定
す
る
こ
と
が
で
き
、

そ
れ
ぞ
れ
の
当
事
者
関
係
に
応
じ
た
検
討
が
今
後
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

本
稿
で
の
検
討
は
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
の
類
型
化
と
一
部
類
型
の
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
の
近
接

性
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
で
あ
り
、
今
後
の
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
を
検
討
し
て
い
く
に
あ
た
っ
て
の
ス
タ
ー
ト
ラ
イ
ン
を
明

）
七
七
七
（
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五
一

Ⅴ
　
結
語

１
　
ま
と
め

本
稿
の
目
的
は
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
、
代
理
法
理
を
類
推
適
用
す
る
に
あ
た
っ
て
、
当
事
者
確
定
の
観
点
か

ら
果
た
し
て
「
他
人
の
番
号
」
を
示
し
た
こ
と
に
よ
っ
て
「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
場
合
と
同
様
の
当
事
者
関
係
が
生
じ
る
の
か
、
言
い

換
え
れ
ば
、「
他
人
の
名
」
を
示
し
た
場
合
に
相
手
方
が
そ
の
他
人
を
当
事
者
と
認
識
す
る
よ
う
な
こ
と
が
「
他
人
の
番
号
」
を
示
し
た

と
き
に
も
生
じ
う
る
の
か
、
そ
し
て
そ
の
場
合
に
「
番
号
」
の
保
有
者
を
契
約
当
事
者
と
し
て
検
討
を
ス
タ
ー
ト
す
る
こ
と
が
で
き
る
か

を
明
ら
か
に
す
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
こ
の
分
野
の
先
駆
者
で
あ
るH

anau

が
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
「
他
人
の
名

の
下
で
の
行
為
」
の
法
理
を
類
推
適
用
で
き
る
こ
と
を
論
じ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
当
事
者
の
確
定
の
観
点
か
ら
対
象
と
で
き
る
「
番

号
」
を
よ
り
限
定
す
べ
き
で
は
な
い
か
と
の
問
題
意
識
に
基
づ
く
も
の
で
あ
っ
た
。

著
者
は
電
子
商
取
引
に
つ
い
て
は
、
契
約
当
事
者
を
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
と
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
代
理
法
理
を
類
推
適
用
す
る
可
能
性

を
認
め
て
い
る
も
の
で
あ
る
（
76
）

が
、
本
稿
の
検
討
に
よ
り
電
子
商
取
引
以
外
の
取
引
類
型
で
あ
っ
て
も
こ
の
よ
う
に
一
定
の
条
件
を
満
た
し

た
「
番
号
」
で
あ
れ
ば
そ
の
番
号
の
保
有
者
を
契
約
当
事
者
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
が
明
ら
か
に
な
っ
た
の
で
は
な
い
か
。
こ
れ
に

よ
っ
て
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
同
様
の
当
事
者
関
係
が
生
じ
る
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
を
限
定
す
る
こ
と
が
で
き
、

そ
れ
ぞ
れ
の
当
事
者
関
係
に
応
じ
た
検
討
が
今
後
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

本
稿
で
の
検
討
は
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
の
類
型
化
と
一
部
類
型
の
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
の
近
接

性
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
で
あ
り
、
今
後
の
「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
を
検
討
し
て
い
く
に
あ
た
っ
て
の
ス
タ
ー
ト
ラ
イ
ン
を
明

）
七
七
七
（
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五
二

確
に
で
き
た
の
で
あ
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

２
　
残
さ
れ
た
課
題

旧
稿
で
、
電
子
商
取
引
に
お
い
て
契
約
当
事
者
を
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
と
す
る
こ
と
で
代
理
法
理
の
類
推
適
用
の
可
能
性
を
肯
定
し
、

本
稿
で
は
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
を
類
型
化
し
、
よ
り
一
般
的
に
代
理
法
理
が
適
用
で
き
る
当
事
者
関
係
を
認
め
る
こ
と
が

で
き
る
類
型
を
明
ら
か
に
し
た
。

も
っ
と
も
、
電
子
商
取
引
に
お
い
て
代
理
法
理
の
適
用
を
肯
定
で
き
る
と
し
て
も
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
の
概
念
は
、
例
え

ば
ド
イ
ツ
法
に
お
け
る
外
見
代
理
や
認
容
代
理
を
含
む
も
の
で
あ
り
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
が
我
が
国
で
も
妥
当
す
る
か
は
慎

重
に
な
る
べ
き
で
あ
る
。
ほ
か
、H

anau
は
わ
が
国
で
は
民
法
四
七
八
条
が
適
用
さ
れ
る
事
例
に
つ
い
て
も
、
代
理
法
理
の
類
推
適
用
を

念
頭
に
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
の
適
用
対
象
と
な
る
事
例
の
範
囲
も
異
な
り
う
る
で
あ
ろ
う
。「
他
人
の

名
の
下
で
の
行
為
」
一
般
が
わ
が
国
で
受
け
入
れ
ら
れ
る
か
を
検
討
す
る
よ
り
も
、
個
々
の
事
例
や
制
度
を
検
討
し
、
そ
の
限
界
を
見
極

め
な
が
ら
そ
の
妥
当
性
を
検
討
す
る
べ
き
で
は
な
い
か
と
考
え
て
い
る
。
ま
た
、
そ
も
そ
も
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
も
、

「
偽
名
の
名
の
下
で
の
行
為 H

andeln unter falschem
 N

am
en

」
と
併
せ
て
、「
不
正
確
な
名
の
下
で
の
行
為 H

andeln unter 

unrichtigem
 N

am
en

」
の
下
位
事
例
（U

nterfall

）
と
す
る
見
解
（
77
）

も
存
在
し
、
概
念
自
体
に
争
い
が
あ
る
。
同
様
に
我
が
国
に
お
け
る
署

名
代
理
も
ま
た
、
議
論
が
十
分
に
な
さ
れ
て
い
な
い
分
野
で
あ
り
、
署
名
代
理
を
ど
の
よ
う
に
考
え
る
べ
き
か
明
ら
か
に
す
る
必
要
も
あ

ろ
う
。

他
方
で
、
電
子
商
取
引
の
事
例
に
目
を
向
け
る
と
、
代
理
法
理
の
適
用
を
肯
定
す
る
と
し
て
も
、
本
人
に
あ
た
る
「
番
号
」
の
保
有
者

）
七
七
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

五
三

に
例
え
ば
表
見
代
理
の
責
任
を
負
わ
せ
る
に
あ
た
っ
て
、
民
法
一
〇
九
条
と
民
法
一
一
〇
条
の
い
ず
れ
が
妥
当
な
の
か
、
保
有
者
の
関
与

と
し
て
パ
ス
ワ
ー
ド
の
意
識
的
な
交
付
が
必
要
な
の
か
、
不
十
分
な
管
理
で
十
分
な
の
か
等
に
つ
い
て
検
討
が
必
要
と
な
る
。
今
回
検
討

し
た
「
他
人
の
名
」
と
「
他
人
の
番
号
」
と
の
比
較
の
観
点
か
ら
は
、
氏
名
の
使
用
許
可
は
可
能
で
あ
る
が
、
ア
カ
ウ
ン
ト
の
譲
渡
の
よ

う
に
氏
名
そ
の
も
の
を
譲
渡
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
差
異
が
影
響
す
る
か
も
興
味
が
湧
く
と
こ
ろ
で
あ
る
。

今
回
の
検
討
で
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
契
約
当
事
者
の
確
定
を
検
討
し
た
こ
と
を
足
掛
か
り
と
し
て
こ
れ
ら
の

検
討
に
つ
な
げ
、
今
後
よ
り
体
系
的
な
検
討
を
行
い
た
い
。

注（
1
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臼
井
豊
『
電
子
取
引
時
代
の
な
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ま
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同
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法
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）
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リ
ス
ク
に
つ
い
て
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
ほ
か
、M

ax U
 H

anau,H
andeln unter frem

der N
um

m
er,2004,S

.6.

（
2
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.1ff

（
3
） 

「
他
人
の
名
の
下
に
す
る
行
為
」
と
す
る
訳
も
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
概
念
は
学
説
に
よ
っ
て
異
な
っ
て
お
り
、
ド
イ
ツ
の
学
説
ご
と
の
相
違
に

つ
い
て
は
小
橋
一
郎
「
他
人
の
名
の
下
に
す
る
行
為
」
民
商
三
六
巻
四
号
（
一
九
五
八
）
四
頁
以
下
、
伊
藤
進
『
代
理
法
理
の
探
求

─
「
代
理
」

行
動
様
式
の
現
代
的
深
化
の
た
め
に
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
一
一
）
四
七
五
頁
以
下
、M

anfred G
eusen,D

as H
andeln unter frem

dem
 

N
am

en im
 Z

ivilrecht,1966,S
.1ff

に
詳
し
い
。
ま
た
清
水
千
尋
「「
他
人
の
名
の
下
に
す
る
行
為
」
に
関
す
る
一
考
察
」
上
智
法
学
論
集
二
一
巻

二
・
三
号
合
併
号
（
一
九
七
七
）
一
〇
四
頁
以
下
で
も
紹
介
さ
れ
て
い
る
。

（
4
） 

日
本
法
に
お
け
る
署
名
代
理
の
事
例
に
類
似
す
る
。

（
5
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.6ff.

（
6
） 

Ｂ
Ｇ
Ｈ
二
〇
一
一
年
五
月
一
一
日
判
決
（V

IP
-L

ounge

事
件
判
決
）（B

G
H

Z

　189,346

）
は
、
こ
の
よ
う
な
他
人
の
Ｉ
Ｄ
を
使
用
し
た
な

）
七
七
七
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

五
三

に
例
え
ば
表
見
代
理
の
責
任
を
負
わ
せ
る
に
あ
た
っ
て
、
民
法
一
〇
九
条
と
民
法
一
一
〇
条
の
い
ず
れ
が
妥
当
な
の
か
、
保
有
者
の
関
与

と
し
て
パ
ス
ワ
ー
ド
の
意
識
的
な
交
付
が
必
要
な
の
か
、
不
十
分
な
管
理
で
十
分
な
の
か
等
に
つ
い
て
検
討
が
必
要
と
な
る
。
今
回
検
討

し
た
「
他
人
の
名
」
と
「
他
人
の
番
号
」
と
の
比
較
の
観
点
か
ら
は
、
氏
名
の
使
用
許
可
は
可
能
で
あ
る
が
、
ア
カ
ウ
ン
ト
の
譲
渡
の
よ

う
に
氏
名
そ
の
も
の
を
譲
渡
す
る
こ
と
は
不
可
能
で
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
差
異
が
影
響
す
る
か
も
興
味
が
湧
く
と
こ
ろ
で
あ
る
。

今
回
の
検
討
で
、「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
に
つ
い
て
契
約
当
事
者
の
確
定
を
検
討
し
た
こ
と
を
足
掛
か
り
と
し
て
こ
れ
ら
の

検
討
に
つ
な
げ
、
今
後
よ
り
体
系
的
な
検
討
を
行
い
た
い
。

注（
1
） 

臼
井
豊
『
電
子
取
引
時
代
の
な
り
す
ま
し
と
「
同
一
性
」
外
観
責
任
』（
法
律
文
化
社
、
二
〇
一
八
）
一
六
頁
以
下
に
電
子
（
商
）
取
引
に
お

け
る
リ
ス
ク
に
つ
い
て
述
べ
ら
れ
て
い
る
。
ほ
か
、M

ax U
 H

anau,H
andeln unter frem

der N
um

m
er,2004,S

.6.

（
2
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.1ff

（
3
） 

「
他
人
の
名
の
下
に
す
る
行
為
」
と
す
る
訳
も
あ
る
。
ま
た
、
こ
の
概
念
は
学
説
に
よ
っ
て
異
な
っ
て
お
り
、
ド
イ
ツ
の
学
説
ご
と
の
相
違
に

つ
い
て
は
小
橋
一
郎
「
他
人
の
名
の
下
に
す
る
行
為
」
民
商
三
六
巻
四
号
（
一
九
五
八
）
四
頁
以
下
、
伊
藤
進
『
代
理
法
理
の
探
求

─
「
代
理
」

行
動
様
式
の
現
代
的
深
化
の
た
め
に
』（
日
本
評
論
社
、
二
〇
一
一
）
四
七
五
頁
以
下
、M

anfred G
eusen,D

as H
andeln unter frem

dem
 

N
am

en im
 Z

ivilrecht,1966,S
.1ff

に
詳
し
い
。
ま
た
清
水
千
尋
「「
他
人
の
名
の
下
に
す
る
行
為
」
に
関
す
る
一
考
察
」
上
智
法
学
論
集
二
一
巻

二
・
三
号
合
併
号
（
一
九
七
七
）
一
〇
四
頁
以
下
で
も
紹
介
さ
れ
て
い
る
。

（
4
） 

日
本
法
に
お
け
る
署
名
代
理
の
事
例
に
類
似
す
る
。

（
5
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.6ff.

（
6
） 

Ｂ
Ｇ
Ｈ
二
〇
一
一
年
五
月
一
一
日
判
決
（V

IP
-L

ounge

事
件
判
決
）（B

G
H

Z
　189,346

）
は
、
こ
の
よ
う
な
他
人
の
Ｉ
Ｄ
を
使
用
し
た
な

）
七
七
七
（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

五
四

り
す
ま
し
の
事
例
で
あ
っ
た
。

（
7
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.14ff.
（
8
） N

iko H
ärting/M

ichael S
trubel,B

B
-K

om
m

entar zu B
G

H
,U

rteil v.11.5.2011, B
B

 2011,S
.2189;M

ichael S
töber,D

ie analoge 

A
nw

endung der §
§

171,172B
G

B
 am

 B
eispiel der unbefugten B

enutzung frem
der Internet-oder T

elekom
m

unikationszugänge,JR
 

H
eft6,S

.228f; Jürgen O
echsler,D

ie B
edeutung des §

172 A
bs.1B

G
B

 beim
 H

andeln unter frem
dem

 N
am

en im
 Internet,A

cP
 

2008,S
.568; G

eorg B
orges,R

echtsscheinhaftung im
 Internet,N

JW
 2011,S

.2402f.

も
っ
と
も
こ
れ
ら
の
見
解
は
必
ず
し
も
「
他
人
の
番
号

の
下
で
の
行
為
」
と
い
う
概
念
を
用
い
て
い
る
わ
け
で
は
な
い
。
こ
の
点
を
指
摘
す
る
我
が
国
の
文
献
と
し
て
臼
井
・
前
掲
注（
１
）七
二
頁
。
こ
の

ほ
か
、
従
来
の
権
利
外
観
と
は
異
な
る
独
自
の
権
利
外
観
と
し
て
扱
う
べ
き
と
す
る
見
解
と
し
て
、F

lorian F
aust,B

G
B

 A
T

:N
utzung eines 

frem
den eB

ay-M
itgliedskontos,Jus 2011,S

.1028; C
arsten H

erresthal,A
nm

erkung zu B
G

H
, U

rteil v.11.5.2011,JZ
 2011,S

.1172; 

M
ichael S

onnentag,V
ertragliche H

aftung bei H
andeln unter F

rem
dem

 N
am

en im
 Intaernet,W

M
 H

eft 34,2012,S
.1616; R

onny 

H
auck,H

andeln unter frem
dem

 N
am

en,Jus 2011,S
.969.

（
9
） M

ichael S
onnentag,a.a.O

.（F
n.8
）,S.1617; F

lorian F
aust,a.a.O

.（F
n.8

）,S.1029

；G
eorg B

orges,a.a.O
.（F

n.8

）,S.2402f.

（
10
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.8f.

（
11
） 

拙
稿
「
電
子
取
引
に
お
け
る
契
約
当
事
者
の
確
定
と
代
理
法
理
の
適
用
─
ド
イ
ツ
の
判
例
及
び
契
約
当
事
者
確
定
論
と
の
比
較
を
通
じ
て
─
」

日
本
法
学
八
八
巻
三
号
（
二
〇
二
三
）
三
〇
一
頁
以
下
。

（
12
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.1.

（
13
） 

拙
稿
・
前
掲
注（
11
）三
二
六
頁
以
下
。
他
方
で
、M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.15f

に
よ
れ
ば
、H

anau

も
一
般
的
に
こ
の
視
点
が
重
要

で
あ
る
と
指
摘
し
つ
つ
も
、
契
約
相
手
の
意
思
が
問
題
と
な
る
と
き
に
は
、
む
し
ろ
解
釈
上
行
為
者
が
認
識
で
き
る
事
情
を
考
慮
の
上
契
約
相
手
を

ど
う
理
解
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
て
い
た
か
が
重
要
で
あ
る
と
す
る
。

（
14
） 

拙
稿
・
前
掲
注（
11
）三
二
九
頁
以
下
、
特
に
は
三
三
三
頁
三
三
四
頁
。
こ
こ
で
は
、「
相
手
方
の
認
識
可
能
な
意
思
」
に
基
づ
い
て
契
約
当
事

者
を
判
断
す
べ
き
と
し
、
実
際
に
ア
カ
ウ
ン
ト
を
操
作
し
て
い
る
行
為
者
で
は
な
く
ア
カ
ウ
ン
ト
保
有
者
を
契
約
当
事
者
と
し
た
。 ）

七
七
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

五
五

（
15
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.17.

（
16
） 

堀
江
亜
以
子
「「
氏
名
」
と
パ
ブ
リ
シ
テ
ィ
権
」
山
内
惟
介
先
生
退
職
記
念
論
文
集
、
法
学
新
法
一
二
三
巻
五
・
六
号
（
二
〇
一
六
）
八
一
一

頁
、
五
十
嵐
清
『
人
格
権
法
概
説
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
三
）
一
四
八
頁
以
下
、
菅
原
崇
「
氏
名
権
の
侵
害
」
竹
田
稔
＝
堀
部
政
男
編
『
新
・
裁
判

実
務
体
系
⑨
：
名
誉
・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
関
係
訴
訟
法
』（
青
林
書
房
、
二
〇
〇
一
）
三
〇
三
頁
、
田
中
通
裕
「
氏
名
権
の
法
理
」
民
商
法
雑
誌

一
二
〇
巻
四
・
五
号
（
一
九
九
九
）
七
〇
二
頁
、
二
宮
周
平
「
氏
名
の
自
己
決
定
権
と
し
て
の
通
称
使
用
の
権
利
」
立
命
館
法
学
二
四
一
号

（
一
九
九
五
）
一
頁
、
大
塚
重
夫
「
氏
名
権
に
つ
い
て
─
判
例
に
よ
る
氏
名
、
芸
名
、
団
体
名
称
の
保
護
─
」
久
留
米
大
学
法
学
一
六
・
一
七
号

（
一
九
九
三
）
九
九
頁
、
川
井
健
「
氏
名
権
の
侵
害
」
伊
藤
正
己
編
「
現
代
損
害
賠
償
法
講
座
②
」（
日
本
評
論
社
、
一
九
七
二
）
二
二
三
頁
等
。
ほ

か
関
連
し
て
、
命
名
権
に
関
す
る
も
の
と
し
て
、
長
友
昭
「
氏
名
権
、
親
の
命
名
権
を
め
ぐ
る
比
較
法
的
考
察
─
日
本
の
実
務
と
中
国
の
指
導
案
令

八
九
号
「
北
雁
雲
依
」
事
件
、
中
国
民
法
典
の
人
格
権
規
定
か
ら
─
」
拓
殖
大
学
論
集.

政
治
・
経
済
・
法
律
研
究
二
三
巻
二
号
（
二
〇
二
一
）
一

頁
。

（
17
） 

こ
の
観
点
を
指
摘
し
て
い
る
も
の
と
し
て
、
升
田
純
「
氏
名
の
名
義
貸
し
の
法
的
な
責
任
」
中
央
ロ
ー
・
ジ
ャ
ー
ナ
ル
五
巻
三
号
（
二
〇
〇
八
）

三
三
頁
等
。

（
18
） 

氏
に
つ
い
て
は
、
民
法
七
五
〇
条
、
七
六
七
条
、
七
九
〇
条
等
に
規
定
が
存
在
す
る
が
、
そ
れ
は
氏
の
選
択
や
変
更
な
ど
で
あ
り
、
異
な
る
場

面
を
想
定
し
て
い
る
。

（
19
） A

natol D
utta,R

eform
 des deutschen N

am
ensrechts,2020,S

.1ff;B
ernhard R

aschauer, N
am

ensrecht : eine system
atische 

D
arstellung des geltenden österreichischen und des geltenden deutschen R

echts,1978,S
.1ff;W

olfgang 

S
iebert,P

ersönlichkeitsrecht N
am

enrecht

・Z
eichenrecht,1959,S

.1ff

等
。
ほ
か
、
我
が
国
の
文
献
に
お
い
て
こ
れ
を
紹
介
す
る
も
の
と
し

て
富
田
哲
「
西
ド
イ
ツ
に
お
け
る
氏
の
規
制
⑴
⑵
⑶
」
名
古
屋
大
学
法
政
論
集
一
〇
六
号
（
一
九
八
五
）
三
二
七
頁
以
下
、
一
〇
八
号

（
一
九
八
五
）
二
〇
九
頁
以
下
、
一
一
一
号
（
一
九
八
六
）
四
八
七
頁
以
下
や
広
渡
清
吾
『
ド
イ
ツ
法
研
究
　
歴
史
・
現
状
・
比
較
』
三
四
五
頁
以

下
、
茶
園
成
樹
「
商
標
法
四
条
一
項
八
号
に
よ
る
人
格
的
利
益
の
保
護
─
氏
名
権
を
中
心
に
─
」
パ
テ
ン
ト
二
〇
一
四
、
六
七
巻
四
号

（
二
〇
一
四
）
四
一
頁
以
下
等
が
存
在
す
る
。

）
七
七
七
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

五
五

（
15
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.17.
（
16
） 

堀
江
亜
以
子
「「
氏
名
」
と
パ
ブ
リ
シ
テ
ィ
権
」
山
内
惟
介
先
生
退
職
記
念
論
文
集
、
法
学
新
法
一
二
三
巻
五
・
六
号
（
二
〇
一
六
）
八
一
一

頁
、
五
十
嵐
清
『
人
格
権
法
概
説
』（
有
斐
閣
、
二
〇
〇
三
）
一
四
八
頁
以
下
、
菅
原
崇
「
氏
名
権
の
侵
害
」
竹
田
稔
＝
堀
部
政
男
編
『
新
・
裁
判

実
務
体
系
⑨
：
名
誉
・
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
保
護
関
係
訴
訟
法
』（
青
林
書
房
、
二
〇
〇
一
）
三
〇
三
頁
、
田
中
通
裕
「
氏
名
権
の
法
理
」
民
商
法
雑
誌

一
二
〇
巻
四
・
五
号
（
一
九
九
九
）
七
〇
二
頁
、
二
宮
周
平
「
氏
名
の
自
己
決
定
権
と
し
て
の
通
称
使
用
の
権
利
」
立
命
館
法
学
二
四
一
号

（
一
九
九
五
）
一
頁
、
大
塚
重
夫
「
氏
名
権
に
つ
い
て
─
判
例
に
よ
る
氏
名
、
芸
名
、
団
体
名
称
の
保
護
─
」
久
留
米
大
学
法
学
一
六
・
一
七
号

（
一
九
九
三
）
九
九
頁
、
川
井
健
「
氏
名
権
の
侵
害
」
伊
藤
正
己
編
「
現
代
損
害
賠
償
法
講
座
②
」（
日
本
評
論
社
、
一
九
七
二
）
二
二
三
頁
等
。
ほ

か
関
連
し
て
、
命
名
権
に
関
す
る
も
の
と
し
て
、
長
友
昭
「
氏
名
権
、
親
の
命
名
権
を
め
ぐ
る
比
較
法
的
考
察
─
日
本
の
実
務
と
中
国
の
指
導
案
令

八
九
号
「
北
雁
雲
依
」
事
件
、
中
国
民
法
典
の
人
格
権
規
定
か
ら
─
」
拓
殖
大
学
論
集.

政
治
・
経
済
・
法
律
研
究
二
三
巻
二
号
（
二
〇
二
一
）
一

頁
。

（
17
） 

こ
の
観
点
を
指
摘
し
て
い
る
も
の
と
し
て
、
升
田
純
「
氏
名
の
名
義
貸
し
の
法
的
な
責
任
」
中
央
ロ
ー
・
ジ
ャ
ー
ナ
ル
五
巻
三
号
（
二
〇
〇
八
）

三
三
頁
等
。

（
18
） 

氏
に
つ
い
て
は
、
民
法
七
五
〇
条
、
七
六
七
条
、
七
九
〇
条
等
に
規
定
が
存
在
す
る
が
、
そ
れ
は
氏
の
選
択
や
変
更
な
ど
で
あ
り
、
異
な
る
場

面
を
想
定
し
て
い
る
。

（
19
） A

natol D
utta,R

eform
 des deutschen N

am
ensrechts,2020,S

.1ff;B
ernhard R

aschauer, N
am

ensrecht : eine system
atische 

D
arstellung des geltenden österreichischen und des geltenden deutschen R

echts,1978,S
.1ff;W

olfgang 

S
iebert,P

ersönlichkeitsrecht N
am

enrecht

・Z
eichenrecht,1959,S

.1ff

等
。
ほ
か
、
我
が
国
の
文
献
に
お
い
て
こ
れ
を
紹
介
す
る
も
の
と
し

て
富
田
哲
「
西
ド
イ
ツ
に
お
け
る
氏
の
規
制
⑴
⑵
⑶
」
名
古
屋
大
学
法
政
論
集
一
〇
六
号
（
一
九
八
五
）
三
二
七
頁
以
下
、
一
〇
八
号

（
一
九
八
五
）
二
〇
九
頁
以
下
、
一
一
一
号
（
一
九
八
六
）
四
八
七
頁
以
下
や
広
渡
清
吾
『
ド
イ
ツ
法
研
究
　
歴
史
・
現
状
・
比
較
』
三
四
五
頁
以

下
、
茶
園
成
樹
「
商
標
法
四
条
一
項
八
号
に
よ
る
人
格
的
利
益
の
保
護
─
氏
名
権
を
中
心
に
─
」
パ
テ
ン
ト
二
〇
一
四
、
六
七
巻
四
号

（
二
〇
一
四
）
四
一
頁
以
下
等
が
存
在
す
る
。

）
七
七
七
（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

五
六

（
20
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.6ff.
（
21
） 

単
純
な
パ
ス
ワ
ー
ド
と
異
な
り
、
暗
証
番
号
に
加
え
て
カ
ー
ド
等
の
端
末
が
必
要
と
な
る
。

（
22
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.1.

（
23
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.1f.

（
24
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.14.

（
25
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.17ff.

（
26
） 

「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
で
は
、
行
為
者
と
は
別
の
人
格
と
さ
れ
る
程
度
に
情
報
が
示
さ
れ
て
い
る
必
要
で
あ
り
、
本
人
を
直
接
特
定
で

き
ず
、
行
為
者
が
示
し
た
偽
名
が
行
為
者
自
身
を
指
す
も
の
と
し
て
扱
わ
れ
る
時
に
は
、「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
は
扱
わ
れ
な
い
。
こ
の

点
に
つ
き
、M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.14f

参
照
。
ま
たH

anau

も
当
然
こ
れ
を
前
提
と
し
て
論
じ
て
お
り
、M

ax U
 H

anau,a.

a.O
.（F

n.1

）,S.19f

参
照
。

（
27
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.17ff.

（
28
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.18f

（
29
） 

川
地
宏
行
「
偽
造
・
盗
難
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
に
よ
る
預
金
の
不
正
引
出
と
責
任
分
担
」
専
修
大
学
法
学
研
究
所
紀
要
二
七
号
『
民
事
法
の
諸

問
題
Ⅻ
』（
二
〇
〇
六
）
五
頁
以
下
。

（
30
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.18f.

（
31
） 

最
判
平
成
一
五
年
四
月
八
日
（
民
集
五
七
巻
四
号
三
三
七
頁
）
等
。

（
32
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.17ff.

（
33
） 

Ｂ
Ｇ
Ｂ
三
七
〇
条
に
受
取
証
書
の
持
参
人
に
対
す
る
給
付
の
規
定
は
存
在
す
る
が
、
こ
れ
は
Ｂ
Ｇ
Ｂ
三
六
八
条
の
受
取
証
書
を
受
け
て
の
規
定

で
あ
り
、
我
が
国
の
民
法
四
七
八
条
ほ
ど
広
い
適
用
範
囲
で
は
な
い
。
高
頭
宏
伸
「
弁
済
供
託
に
関
す
る
理
論
構
成
の
試
み
（
そ
の
３
）」
中
央
学

院
大
学
論
叢
四
巻
二
号
（
一
九
六
九
）
一
〇
七
頁
参
照
。

（
34
） 

預
金
払
戻
の
法
的
構
成
は
本
稿
の
検
討
対
象
で
は
な
い
が
、
川
地
・
前
掲
注（
30
）九
頁
以
下
に
よ
れ
ば
、
我
が
国
で
は
「
預
金
債
務
の
弁
済
」

）
七
七
七
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

五
七

と
す
る
の
に
対
し
て
、
ド
イ
ツ
で
は
預
金
者
が
現
金
引
出
を
指
図
し
、
こ
れ
を
受
け
て
現
金
の
払
戻
し
事
務
処
理
が
行
わ
れ
、
払
戻
金
額
と
同
額
の

事
務
処
理
に
要
し
た
費
用
の
償
還
請
求
権
が
生
じ
、
口
座
か
ら
払
戻
金
額
が
引
き
落
と
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ
の
た
め
、
法
が
適
用
さ
れ
る
前
提

の
法
律
構
成
自
体
が
異
な
っ
て
い
る
。

（
35
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.6ff.

（
36
） 

こ
こ
で
の
名
義
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
番
号
や
有
効
期
限
と
と
も
に
入
力
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
真
正
に
発
行
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
か
ど
う

か
の
判
断
に
用
い
ら
れ
て
い
る
。

（
37
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.6.

（
38
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.7.

（
39
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.7.

（
40
） 

川
地
・
前
掲
注（
30
）五
頁
に
よ
れ
ば
、
我
が
国
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
基
本
的
な
仕
組
み
は
同
様
で
あ
る
と
さ
れ
る
。

（
41
） 

田
中
誠
二
『
新
版
銀
行
取
引
法
　
四
全
訂
版
』（
経
済
法
令
研
究
会
，
一
九
九
〇
）
八
〇
頁
等
。

（
42
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.8.

（
43
） 

川
地
宏
行
「
カ
ー
ド
型
電
子
マ
ネ
ー
の
不
正
使
用
と
責
任
分
担
」
三
重
大
学
法
経
論
叢
一
六
巻
二
号
（
一
九
九
九
年
）
二
九
頁
以
下
。

（
44
） 

例
え
ば
、
東
京
高
判
平
成
二
九
年
一
月
一
八
日
（
判
時
二
三
五
六
号
一
二
一
頁
）
は
、
登
録
型
の
電
子
マ
ネ
ー
が
利
用
さ
れ
た
事
案
で
あ
っ
た
。

（
45
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.8f.

（
46
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.8f

で
は
、H

anau

は
無
料
で
住
む
代
わ
り
に
家
事
を
手
伝
う
少
女
（M

ädchen

）
が
電
話
で
密
か
に
ア
メ
リ

カ
に
電
話
し
た
場
合
を
例
示
し
て
い
る
。

（
47
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.9.

（
48
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.9f.

（
49
） 

判
例
の
事
案
に
関
し
て
は
、
臼
井
・
前
掲
注（
１
）一
三
八
頁
以
下
や
拙
稿
・
前
掲
注（
11
）三
一
〇
頁
以
下
も
参
照
の
こ
と
。

（
50
） 

こ
の
点
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
商
品
を
購
入
す
る
場
合
に
は
ユ
ー
ザ
ー
登
録
が
必
要
で
あ
る
こ
と
も
多
い
が
、「
番
号
」
保
有
者
が
自
身
の

）
七
七
六
（



「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

五
七

と
す
る
の
に
対
し
て
、
ド
イ
ツ
で
は
預
金
者
が
現
金
引
出
を
指
図
し
、
こ
れ
を
受
け
て
現
金
の
払
戻
し
事
務
処
理
が
行
わ
れ
、
払
戻
金
額
と
同
額
の

事
務
処
理
に
要
し
た
費
用
の
償
還
請
求
権
が
生
じ
、
口
座
か
ら
払
戻
金
額
が
引
き
落
と
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
そ
の
た
め
、
法
が
適
用
さ
れ
る
前
提

の
法
律
構
成
自
体
が
異
な
っ
て
い
る
。

（
35
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.6ff.

（
36
） 

こ
こ
で
の
名
義
は
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド
番
号
や
有
効
期
限
と
と
も
に
入
力
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
真
正
に
発
行
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
か
ど
う

か
の
判
断
に
用
い
ら
れ
て
い
る
。

（
37
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.6.

（
38
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.7.

（
39
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1
）,S.7.

（
40
） 

川
地
・
前
掲
注（
30
）五
頁
に
よ
れ
ば
、
我
が
国
の
キ
ャ
ッ
シ
ュ
カ
ー
ド
と
基
本
的
な
仕
組
み
は
同
様
で
あ
る
と
さ
れ
る
。

（
41
） 

田
中
誠
二
『
新
版
銀
行
取
引
法
　
四
全
訂
版
』（
経
済
法
令
研
究
会
，
一
九
九
〇
）
八
〇
頁
等
。

（
42
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.8.

（
43
） 

川
地
宏
行
「
カ
ー
ド
型
電
子
マ
ネ
ー
の
不
正
使
用
と
責
任
分
担
」
三
重
大
学
法
経
論
叢
一
六
巻
二
号
（
一
九
九
九
年
）
二
九
頁
以
下
。

（
44
） 

例
え
ば
、
東
京
高
判
平
成
二
九
年
一
月
一
八
日
（
判
時
二
三
五
六
号
一
二
一
頁
）
は
、
登
録
型
の
電
子
マ
ネ
ー
が
利
用
さ
れ
た
事
案
で
あ
っ
た
。

（
45
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.8f.

（
46
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.8f

で
は
、H

anau

は
無
料
で
住
む
代
わ
り
に
家
事
を
手
伝
う
少
女
（M

ädchen

）
が
電
話
で
密
か
に
ア
メ
リ

カ
に
電
話
し
た
場
合
を
例
示
し
て
い
る
。

（
47
） M
ax U

 H
anau,a.a.O

.（F
n.1

）,S.9.

（
48
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.9f.

（
49
） 

判
例
の
事
案
に
関
し
て
は
、
臼
井
・
前
掲
注（
１
）一
三
八
頁
以
下
や
拙
稿
・
前
掲
注（
11
）三
一
〇
頁
以
下
も
参
照
の
こ
と
。

（
50
） 

こ
の
点
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
上
で
商
品
を
購
入
す
る
場
合
に
は
ユ
ー
ザ
ー
登
録
が
必
要
で
あ
る
こ
と
も
多
い
が
、「
番
号
」
保
有
者
が
自
身
の

）
七
七
六
（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

五
八

希
望
す
る
Ｉ
Ｄ
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
も
多
い
。
し
か
し
同
一
の
Ｉ
Ｄ
が
既
に
存
在
す
る
場
合
に
は
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
管
理
者
側
に
拒

否
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
い
わ
ば
ユ
ー
ザ
ー
か
ら
の
「
番
号
」
の
申
請
を
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
管
理
者
側
が
許
可
し
て
い
る
と
も
い
え
る
。

（
51
） 
拙
稿
・
前
掲
注（
11
）三
二
九
頁
以
下
。

（
52
） 
唄
孝
一
『
氏
の
変
更
』
家
族
法
著
作
選
集
第
二
巻
、
日
本
評
論
社
、
一
九
九
二
年
三
〇
二
頁
等
。

（
53
） 

上
机
美
穂
「
氏
名
と
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
─
氏
名
の
法
的
性
質
と
そ
の
保
護
─
」
札
幌
法
学
二
二
巻
二
号
（
二
〇
一
一
）
一
四
四
頁
は
、「
氏
名
に

は
、
識
別
の
機
能
と
し
て
の
側
面
と
、
個
人
の
人
格
を
構
成
す
る
側
面
と
が
存
在
す
る
」
と
し
て
、
両
側
面
を
指
摘
し
て
い
る
。
升
田
・
前
掲
注

（
18
）三
四
頁
。

（
54
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.6.

清
瀬
信
次
郎
「
氏
名
権
論
」
亜
細
亜
法
学
一
巻
一
号
（
一
九
六
六
）
一
一
八
頁
。

（
55
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.4.

ま
た
木
棚
照
一
「
氏
名
を
め
ぐ
る
傷
害
的
諸
問
題
」
戸
籍
時
報
七
一
四
号
（
二
〇
一
四
）
六
三
頁
は
、

「
氏
名
は
、
言
語
で
表
現
さ
れ
た
人
の
呼
称
で
あ
り
、
人
の
同
一
性
を
表
示
す
る
機
能
を
有
す
る
」
と
し
、
清
瀬
・
前
掲
注（
55
）一
〇
〇
頁
は
、「
氏

名
は
氏
名
帯
有
者
に
専
属
し
、
人
の
人
格
を
表
示
し
、
他
の
人
の
人
格
と
識
別
す
る
た
め
に
用
い
る
文
字
標
章
で
あ
る
」
と
す
る
。

（
56
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.5.

（
57
） 

升
田
・
前
掲
注（
18
）三
三
頁
は
「
氏
名
に
よ
る
人
の
識
別
特
定
機
能
」
と
し
て
お
り
、
ま
た
最
判
昭
和
六
三
年
二
月
一
六
日
民
集
四
二
巻
二
号

二
七
頁
Ｎ
Ｈ
Ｋ
日
本
語
読
み
事
件
に
お
い
て
、
最
高
裁
も
「
氏
名
は
、
社
会
的
に
み
れ
ば
、
個
人
を
他
人
か
ら
識
別
し
特
定
す
る
機
能
を
有
す
る
」

と
し
て
お
り
、
同
様
の
視
点
で
あ
る
。
ま
た
商
標
登
録
の
要
件
に
関
す
る
も
の
で
あ
る
が
、
商
標
法
三
条
一
項
四
号
で
は
識
別
力
を
欠
く
も
の
と
し

て
「
あ
り
ふ
れ
た
氏
又
は
名
称
を
普
通
に
用
い
ら
れ
る
方
法
で
表
示
す
る
標
章
の
み
か
ら
な
る
商
標
」
を
挙
げ
て
い
る
こ
と
も
注
目
さ
れ
る
。
ま
た
、

田
中
・
前
掲
注（
17
）七
四
一
頁
は
、
さ
ら
に
踏
み
込
ん
で
、
氏
名
の
他
人
か
ら
識
別
す
る
機
能
に
対
す
る
侵
害
が
「
個
人
の
他
人
か
ら
正
し
く
識
別

さ
れ
る
利
益
を
侵
害
す
る
も
の
で
あ
る
」
と
し
、
識
別
さ
れ
る
こ
と
を
利
益
と
し
て
構
成
し
て
い
る
。

（
58
） A

natol D
utta,a.a.O

.（F
n.20

）,S.8ff.

こ
れ
ら
の
氏
名
の
機
能
は
潜
在
的
に
は
矛
盾
し
て
い
る
と
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
個
別
化
す

る
こ
と
と
集
団
に
分
類
す
る
こ
と
が
逆
方
向
の
働
き
を
持
つ
た
め
と
考
え
ら
れ
る
。
清
瀬
・
前
掲
注（
55
）一
〇
〇
頁
は
「
氏
は
単
に
人
の
名
称
と
い

う
以
外
に
戸
籍
上
の
家
族
の
名
称
と
も
言
う
べ
き
身
分
的
意
味
も
あ
る
も
の
と
解
す
べ
き
」
と
し
て
お
り
、
こ
れ
は
分
類
機
能
と
し
て
の
氏
の
機
能

）
七
七
六
（

「
他
人
の
番
号
の
下
で
の
行
為
」
の
類
型
化
と
契
約
当
事
者
の
確
定
（
田
中
）

五
九

を
示
し
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

（
59
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.5.

茶
園
・
前
掲
注（
20
）四
一
頁
。

（
60
） A

natol D
utta,a.a.O

.（F
n.20

）,S.8.

（
61
） A

natol D
utta,a.a.O

.（F
n.20

）,S.8f. M
anfred G

eusen,a.a.O
.（F

n.3

）,S.8f.

（
62
） 

升
田
・
前
掲
注（
18
）三
四
頁
。
清
瀬
・
前
掲
注（
55
）一
〇
七
頁
も
同
様
の
指
摘
を
す
る
。

（
63
） 

た
ま
た
ま
同
姓
同
名
と
な
る
場
合
も
あ
れ
ば
、
伝
統
芸
能
な
ど
で
は
襲
名
に
よ
っ
て
同
一
の
氏
名
（
芸
名
）
と
な
る
こ
と
も
あ
る
。

（
64
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.8f.

（
65
） 

升
田
・
前
掲
注（
18
）三
五
頁
は
、「
氏
名
等
」
と
し
て
お
り
、
氏
名
以
外
の
情
報
が
用
い
ら
れ
る
こ
と
を
排
除
し
て
い
な
い
で
は
な
い
か
。

M
anfred G

eusen,a.a.O
.（F

n.3

）,S.8f

は
、
氏
名
以
外
の
職
業
・
年
齢
・
住
所
と
い
っ
た
情
報
が
不
正
確
に
申
し
出
ら
れ
た
場
合
に
、
人
格
混
同

が
生
じ
れ
ば
「
他
人
の
名
の
下
で
の
行
為
」
と
し
て
扱
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
。M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.17f

も
同
旨
。

（
66
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.15.

（
67
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.14f.

（
68
） M

ax U
 H

anau,a.a.O
.（F

n.1

）,S.12.

（
69
） M

ünchener/S
chubert, K

om
m

entar zum
 B

ürgerlichen G
esetzbuch, 9. A

ufl. 

（2021

）, §
 164 R

n.150

に
よ
れ
ば
、
契
約
当
事
者
は

客
観
的
な
受
け
手
の
視
点
（objektiven E

m
pfängerhorizont

）
に
基
づ
い
て
判
断
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
と
さ
れ
て
お
り
、M

ax U
 H

anau,a.

a.O
.（F

n.1

）,S.19ff

に
てH

anau

も
同
様
の
指
摘
を
し
て
い
る
。
な
お
、objektiven E

m
pfängerhorizont

（
70
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.5.

ま
た
、
清
瀬
・
前
掲
注（
55
）一
一
九
頁
。
ほ
か
、
通
称
名
に
つ
い
て
判
断
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
東

京
地
判
平
成
五
年
一
一
月
一
九
日
判
タ
八
三
五
号
五
八
頁
は
、「
通
称
名
で
あ
っ
て
も
、
個
人
が
そ
れ
を
一
定
期
間
専
用
し
続
け
る
こ
と
に
よ
っ
て

当
該
個
人
を
他
人
か
ら
識
別
し
特
定
す
る
機
能
を
有
す
る
よ
う
に
な
れ
ば
、
人
が
個
人
と
し
て
尊
重
さ
れ
る
基
礎
と
な
る
法
的
保
護
の
対
象
た
る
名

称
と
し
て
、
そ
の
個
人
の
人
格
の
象
徴
と
も
な
り
う
る
可
能
性
を
有
す
る
」
と
し
て
い
る
。

（
71
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.8

は
、
第
三
者
に
権
利
の
あ
る
ペ
ン
ネ
ー
ム
を
ペ
ン
ネ
ー
ム
と
し
て
使
用
す
る
場
合
に
も
他
人
の
名
の
下

）
七
七
六
（
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個
人
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象
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（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

六
〇

で
の
行
為
が
存
在
す
る
と
し
て
い
る
。

（
72
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.1

に
よ
れ
ば
、
真
実
の
氏
名
に
誤
っ
た
人
格
的
メ
ル
ク
マ
ー
ル
が
付
加
さ
れ
る
こ
と
が
誤
っ
た
名
の
使
用

と
同
じ
程
度
に
行
為
者
の
人
格
を
偽
る
こ
と
に
な
る
と
し
て
い
る
。

（
73
） 
拙
稿
・
前
掲
注（
11
）三
二
九
頁
以
下
。

（
74
） 

も
ち
ろ
ん
、
業
者
の
場
合
に
は
各
情
報
が
添
付
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
あ
る
。

（
75
） 

拙
稿
・
前
掲
注（
11
）三
二
二
頁
。
前
掲
注（
６
）・
Ｂ
Ｇ
Ｈ
二
〇
一
一
年
五
月
一
一
日
判
決R

n.10

参
照
。
ほ
か
、Jürgen O

echsler,D
ie 

B
edeutung des §

172 A
bs.1B

G
B

 beim
 H

andeln unter frem
dem

 N
am

en im
 Internet,A

cP
 2008,S

.568; G
eorg 

B
orges,R

echtsscheinhaftung im
 Internet,N

JW
 2011,S

.2402f

は
、
パ
ス
ワ
ー
ド
に
よ
る
保
護
に
よ
っ
て
、
ア
カ
ウ
ン
ト
が
そ
の
保
有
者
を

示
し
て
い
る
こ
と
を
指
摘
し
て
い
る
。

（
76
） 

拙
稿
・
前
掲
注（
11
）三
三
三
頁
以
下
。

（
77
） M

anfred G
eusen,a.a.O

.（F
n.3

）,S.17.

）
七
七
七
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

六
一

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式

─
バ
ー
ゲ
ン
・
ア
ン
ド
・
セ
ー
ル
と
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄

─
西
　
　
山
　
　
敏
　
　
夫

１
．
は
じ
め
に

一
六
│
一
九
世
紀
の
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
い
て
、
頻
出
す
る
の
が
、
バ
ー
ゲ
ン
・
ア
ン
ド
・
セ
ー
ル
（bargain and sale

）
で

あ
る
。
バ
ー
ゲ
ン
・
ア
ン
ド
・
セ
ー
ル
（
以
下
、
Ｂ
＆
Ｓ
と
略
す
）
と
い
っ
て
も
、
土
地
の
安
売
り
で
は
な
く
、
中
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
に
お

い
て
独
特
の
起
源
を
持
つ
土
地
の
移
転
方
法
で
あ
る
。
こ
の
用
語
に
は
、「
代
金
債
務
の
履
行
を
伴
う
売
買
契
約
」
の
邦
訳
が
当
て
ら
れ

て
い
る
が
（
１
）

、
単
な
る
「
売
買
契
約
」
で
は
な
い
。
こ
の
Ｂ
＆
Ｓ
は
、
不
動
産
法
の
発
展
に
重
要
な
役
割
を
果
た
し
た
割
に
は
、
そ
の
定
義

は
必
ず
し
も
明
ら
か
で
な
い
。
他
方
、
不
動
産
移
転
、
セ
ト
ル
メ
ン
ト
の
ケ
ー
ス
に
は
頻
出
す
る
し
、
特
に
、
一
五
三
五
年
ユ
ー
ス
法
（
２
）

以

論

　説

）
一
一
一
（
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（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

六
二

降
は
注
目
す
べ
き
発
展
を
し
、
一
七
│
一
九
世
紀
に
お
け
る
不
動
産
移
転
（conveyance

）
に
お
い
て
は
、
Ｂ
＆
Ｓ
に
リ
ー
ス
お
よ
び
そ

の
復
帰
権
放
棄
（lease and release

）
を
付
加
し
た
テ
ク
ニ
カ
ル
な
形
式
が
一
般
的
な
不
動
産
移
転
方
式
と
な
っ
て
い
た
と
伝
え
ら
れ
て

い
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
、
限
ら
れ
た
資
料
に
基
づ
い
て
で
は
あ
る
が
、
こ
の
バ
ー
ゲ
ン
・
ア
ン
ド
・
セ
ー
ル
と
そ
れ
が
主
に
一
七
│

一
九
世
紀
の
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
い
て
果
た
し
た
役
割
を
辿
っ
て
み
た
い
。

２
．
中
世
後
期
の
不
動
産
移
転

ま
ず
、
中
世
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
お
け
る
土
地
移
転
（conveyance （
３
））

の
代
表
的
な
方
式
は
、
公
示
封
土
譲
渡
（feoffm

ent

）
で
あ
っ
た
。

こ
れ
は
、
封
建
制
に
根
差
す
も
の
で
あ
り
、
土
地
を
移
転
す
る
に
は
、
当
事
者
間
の
契
約
の
み
で
は
不
十
分
で
、
領
主
か
ら
与
え
ら
れ
た

シ
ー
ズ
ン
（seisin （
４
））

の
移
転
、
と
そ
れ
に
伴
う
シ
ー
ズ
ン
引
渡
（livery of seisin （
５
））

と
呼
ば
れ
る
儀
式
が
必
要
で
あ
っ
た
。
シ
ー
ズ
ン
と

は
、
封
建
制
に
基
づ
い
て
領
主
か
ら
認
め
ら
れ
た
占
有
の
こ
と
で
あ
る
が
、
こ
れ
が
一
九
世
紀
ま
で
の
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る

土
地
保
有
の
基
本
概
念
で
あ
り
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
お
け
る
土
地
法
は
、
こ
の
概
念
の
上
に
構
成
さ
れ
た
。
シ
ー
ズ
ン
引
渡
は
、
実
際
の

土
地
の
占
有
移
転
と
そ
れ
を
公
に
周
知
さ
せ
る
儀
式
で
あ
り
公
示
封
土
譲
渡
の
不
可
欠
の
要
素
で
あ
っ
た
。
こ
の
手
続
き
に
お
い
て
譲
受

人
は
、
実
際
に
土
地
を
占
有
し
領
主
に
封
建
的
負
担
の
引
継
ぎ
を
告
知
す
る
と
と
も
に
、
一
般
に
も
移
転
を
周
知
さ
せ
る
こ
と
が
必
要
で

あ
っ
た
。
ま
た
、
土
地
移
転
に
関
し
て
紛
争
が
発
生
し
た
場
合
、
そ
の
解
決
に
は
、
シ
ー
ズ
ン
を
基
礎
と
し
た
権
利
令
状
に
基
づ
く
煩
瑣

な
手
続
き
が
必
要
で
あ
っ
た
。

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

六
三

時
代
が
進
む
に
つ
れ
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
基
づ
く
こ
の
移
転
形
式
の
硬
直
性
、
非
効
率
性
が
認
識
さ
れ
、
こ
の
方
式
を
回
避
す
る
方
法

が
模
索
さ
れ
た
。
そ
の
有
力
な
解
決
方
法
の
一
つ
が
、
エ
ク
イ
テ
ィ
の
考
え
方
を
利
用
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
エ
ク
イ
テ
ィ
を
司
る
大
法

官
府
は
、
一
五
世
紀
ご
ろ
か
ら
衡
平
の
見
地
か
ら
、
当
事
者
に
救
済
を
与
え
始
め
た
。
こ
れ
ら
の
内
、
具
体
的
な
も
の
が
、「
捺
印
証
書

に
よ
る
近
親
者
の
た
め
の
ユ
ー
ス
設
定
宣
言
（covenant to stand seised

）」
と
バ
ー
ゲ
ン
・
ア
ン
ド
・
セ
ー
ル
で
あ
っ
た
。
捺
印
証
書
に

よ
る
近
親
者
の
た
め
の
ユ
ー
ス
設
定
宣
言
の
本
質
は
、
近
親
者
間
の
愛
情
（affection

）
を
有
効
な
約
因
（consideration （
６
））

と
捉
え
て
、

近
親
者
に
ユ
ー
ス
を
移
転
す
る
方
法
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
譲
与
者
は
受
託
者
の
役
割
を
果
た
し
、
シ
ー
ズ
ン
を
保
持
す
る
の
で
こ
の
名

称
が
付
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
Ｘ
が
彼
の
娘
Ａ
、
お
よ
び
彼
女
と
結
婚
す
る
Ｂ
へ
の
ユ
ー
ス
を
付
し
て
、
自
身
で
の
シ
ー
ズ
ン
保
有
を
捺
印

証
書
で
宣
言
す
る
よ
う
な
事
例
（X

, in cosideration that B
 m

arried his daughter, covenanted to stand seised to the use of B
 and his 

daughter

）
で
あ
る
（
７
）

。
こ
の
場
合
、
約
因
は
婚
姻
で
あ
り
、
後
の
宣
言
信
託
に
繋
が
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
ユ
ー
ス
の
み
が
移
転

す
る
が
、
こ
の
方
式
は
、
血
縁
関
係
、
も
し
く
は
婚
姻
に
よ
る
約
因
の
範
囲
内
に
該
当
す
る
者
に
対
し
て
行
わ
れ
る
場
合
に
限
ら
れ
て
い

た
。
よ
っ
て
、
家
族
外
の
者
へ
の
移
転
に
つ
い
て
は
他
の
方
式
が
必
要
で
あ
り
、
次
に
述
べ
る
Ｂ
＆
Ｓ
が
用
い
ら
れ
た
。

３
．
バ
ー
ゲ
ン
・
ア
ン
ド
・
セ
ー
ル
（
Ｂ
＆
Ｓ
）

バ
ー
ゲ
ン
（bargain

）
と
は
、
合
意
の
こ
と
で
あ
り
、
セ
ー
ル
（sale

）
と
は
代
金
を
支
払
う
こ
と
と
解
せ
ら
れ
、
直
訳
す
れ
ば
前
記
の

通
り
「
売
買
代
金
支
払
付
売
買
契
約
」
と
な
る
。
元
は
不
動
産
、
動
産
と
も
に
含
む
形
式
で
あ
っ
た
が
、
徐
々
に
不
動
産
の
移
転
に
多
く

使
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
と
さ
れ
て
い
る
。

）
一
一
一
（



近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
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け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）
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が
進
む
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モ
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ロ
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に
基
づ
く
こ
の
移
転
形
式
の
硬
直
性
、
非
効
率
性
が
認
識
さ
れ
、
こ
の
方
式
を
回
避
す
る
方
法

が
模
索
さ
れ
た
。
そ
の
有
力
な
解
決
方
法
の
一
つ
が
、
エ
ク
イ
テ
ィ
の
考
え
方
を
利
用
す
る
こ
と
で
あ
っ
た
。
エ
ク
イ
テ
ィ
を
司
る
大
法

官
府
は
、
一
五
世
紀
ご
ろ
か
ら
衡
平
の
見
地
か
ら
、
当
事
者
に
救
済
を
与
え
始
め
た
。
こ
れ
ら
の
内
、
具
体
的
な
も
の
が
、「
捺
印
証
書

に
よ
る
近
親
者
の
た
め
の
ユ
ー
ス
設
定
宣
言
（covenant to stand seised

）」
と
バ
ー
ゲ
ン
・
ア
ン
ド
・
セ
ー
ル
で
あ
っ
た
。
捺
印
証
書
に

よ
る
近
親
者
の
た
め
の
ユ
ー
ス
設
定
宣
言
の
本
質
は
、
近
親
者
間
の
愛
情
（affection

）
を
有
効
な
約
因
（consideration （
６
））

と
捉
え
て
、

近
親
者
に
ユ
ー
ス
を
移
転
す
る
方
法
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
譲
与
者
は
受
託
者
の
役
割
を
果
た
し
、
シ
ー
ズ
ン
を
保
持
す
る
の
で
こ
の
名

称
が
付
さ
れ
た
。
例
え
ば
、
Ｘ
が
彼
の
娘
Ａ
、
お
よ
び
彼
女
と
結
婚
す
る
Ｂ
へ
の
ユ
ー
ス
を
付
し
て
、
自
身
で
の
シ
ー
ズ
ン
保
有
を
捺
印

証
書
で
宣
言
す
る
よ
う
な
事
例
（X

, in cosideration that B
 m

arried his daughter, covenanted to stand seised to the use of B
 and his 

daughter

）
で
あ
る
（
７
）

。
こ
の
場
合
、
約
因
は
婚
姻
で
あ
り
、
後
の
宣
言
信
託
に
繋
が
る
も
の
で
あ
る
。
こ
の
場
合
、
ユ
ー
ス
の
み
が
移
転

す
る
が
、
こ
の
方
式
は
、
血
縁
関
係
、
も
し
く
は
婚
姻
に
よ
る
約
因
の
範
囲
内
に
該
当
す
る
者
に
対
し
て
行
わ
れ
る
場
合
に
限
ら
れ
て
い

た
。
よ
っ
て
、
家
族
外
の
者
へ
の
移
転
に
つ
い
て
は
他
の
方
式
が
必
要
で
あ
り
、
次
に
述
べ
る
Ｂ
＆
Ｓ
が
用
い
ら
れ
た
。

３
．
バ
ー
ゲ
ン
・
ア
ン
ド
・
セ
ー
ル
（
Ｂ
＆
Ｓ
）

バ
ー
ゲ
ン
（bargain

）
と
は
、
合
意
の
こ
と
で
あ
り
、
セ
ー
ル
（sale
）
と
は
代
金
を
支
払
う
こ
と
と
解
せ
ら
れ
、
直
訳
す
れ
ば
前
記
の

通
り
「
売
買
代
金
支
払
付
売
買
契
約
」
と
な
る
。
元
は
不
動
産
、
動
産
と
も
に
含
む
形
式
で
あ
っ
た
が
、
徐
々
に
不
動
産
の
移
転
に
多
く

使
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
と
さ
れ
て
い
る
。

）
一
一
一
（



日
本
法
学

　第
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十
巻
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（
二
〇
二
四
年
九
月
）

六
四

こ
の
起
源
に
つ
い
て
、
大
法
官
府
裁
判
所
は
、
一
六
世
紀
初
か
ら
売
買
の
合
意
が
な
さ
れ
、
約
因
を
提
供
し
た
に
も
拘
わ
ら
ず
引
渡
し

を
受
け
ら
れ
な
い
譲
受
人
を
救
済
す
る
た
め
、
エ
ク
イ
テ
ィ
の
見
地
か
ら
、
譲
受
人
に
黙
示
の
ユ
ー
ス
（im

plied use

）
を
認
め
る
よ
う

に
な
っ
た
。
留
意
す
べ
き
は
、
エ
ク
イ
テ
ィ
の
性
質
上
、
約
因
が
必
須
条
件
で
あ
っ
た
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
が
始
ま
り
と
な
り
、
Ｂ
＆
Ｓ

は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
正
式
の
土
地
移
転
手
段
（conveyance

）
に
代
わ
っ
て
徐
々
に
利
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
そ
こ
で
、
譲
受

人
が
取
得
す
る
の
は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
「
シ
ー
ズ
ン
」
で
は
な
く
、
エ
ク
イ
テ
ィ
上
の
「
黙
示
ユ
ー
ス
」
で
あ
っ
た
。

４
．
ブ
ラ
ク
ス
ト
ン
と
エ
イ
ム
ズ
の
説
明

Ｂ
＆
Ｓ
に
つ
い
て
の
包
括
的
な
定
義
を
探
し
て
み
て
も
権
威
書
に
は
あ
ま
り
多
く
は
見
当
た
ら
な
い
が
、
数
少
な
い
う
ち
の
一
つ
、
ブ

ラ
ク
ス
ト
ン
（B

lackstone （
８
））

の
「
イ
ギ
リ
ス
法
釈
義
（C

om
m

entaries on T
he L

aw
s of E

ngland

）」
は
、
Ｂ
＆
Ｓ
に
つ
い
て
以
下
の
通
り

説
明
し
て
い
る
（
９
）

。

「
一
三
番
目
の
不
動
産
移
転
は
、
ユ
ー
ス
法
に
よ
っ
て
導
入
さ
れ
た
土
地
の
Ｂ
＆
Ｓ
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
物
的
な
契
約
で
あ
り
、
そ
こ

で
は
、
譲
渡
人
（bargainor

）
が
何
ら
か
の
金
銭
的
約
因
の
た
め
に
、
不
動
産
移
転
契
約
で
あ
る
Ｂ
＆
Ｓ
を
行
う
。
そ
し
て
、
当
該
契
約

に
よ
っ
て
譲
受
人
（bargainee

）
の
た
め
の
ト
ラ
ス
テ
ィ
に
な
る
、
も
し
く
は
譲
受
人
の
ユ
ー
ス
の
た
め
に
占
有
す
る
。
次
い
で
、
ユ
ー

ス
法
が
購
入
を
完
成
す
る
。
的
確
な
表
現
を
す
れ
ば
、
最
初
に
契
約
が
ユ
ー
ス
を
賦
与
し
、
次
い
で
ユ
ー
ス
法
が
占
有
を
賦
与
す
る
の
で

あ
る
。」

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

六
五

ま
た
、
二
〇
世
紀
初
頭
の
ハ
ー
バ
ー
ド
・
ロ
ー
・
ス
ク
ー
ル
の
有
名
教
授
、
エ
イ
ム
ズ
（A

m
es （

10
）

）
は
以
下
の
通
り
説
明
し
て
い
る
（
11
）

。

「
土
地
の
売
却
に
つ
き
合
意
が
あ
り
、
シ
ー
ズ
ン
引
渡
が
な
い
場
合
、
土
地
の
回
復
に
つ
い
て
は
、
動
産
に
お
け
る
動
産
返
還
請
求
訴
訟

（detinue

）
の
よ
う
な
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
救
済
は
な
い
。
し
か
し
、
一
六
世
紀
初
頭
に
は
エ
ク
イ
テ
ィ
は
、
も
し
買
主
が
購
入
代
金

を
支
払
済
み
、
も
し
く
は
支
払
合
意
済
み
で
あ
る
な
ら
、
売
主
は
買
主
の
た
め
に
土
地
を
保
有
す
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
こ
と
に
よ
り
、

コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
欠
陥
を
補
完
し
た
。
買
主
に
土
地
の
ユ
ー
ス
を
与
え
る
点
に
お
い
て
約
因
が
肝
要
で
あ
る
の
は
、
動
産
に
お
い
て
動

産
返
還
請
求
訴
訟
を
維
持
す
る
た
め
に
は
対
価
（quid pro quo

）
が
必
要
な
の
と
同
じ
で
あ
る
。」

５
．
ユ
ー
ス
法
と
の
関
係

こ
の
、
も
と
も
と
エ
ク
イ
テ
ィ
の
考
え
方
か
ら
始
ま
っ
た
Ｂ
＆
Ｓ
は
、
一
五
三
五
年
の
ユ
ー
ス
法
制
定
に
よ
り
大
き
く
変
化
し
た
。

ユ
ー
ス
法
は
、
エ
ク
イ
テ
ィ
上
で
認
め
ら
れ
た
受
益
権
を
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
権
利
に
転
換
し
た
の
で
、
Ｂ
＆
Ｓ
で
認
め
ら
れ
た
黙
示

ユ
ー
ス
が
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
不
動
産
権
に
転
換
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
う
な
る
と
、
前
述
の
ブ
ラ
ク
ス
ト
ン
の
説
明
に
あ
っ
た
通

り
、
土
地
の
移
転
に
お
い
て
、
ま
ず
Ｂ
＆
Ｓ
で
黙
示
ユ
ー
ス
を
移
転
し
、
ユ
ー
ス
法
に
基
づ
き
そ
れ
を
自
由
保
有
権
に
転
換
す
る
こ
と
が

可
能
と
な
っ
た
。
そ
こ
で
問
題
と
な
る
の
が
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
公
示
封
土
譲
渡
と
の
関
係
で
あ
る
。
公
示
の
な
い
土
地
移
転
を
認
め

れ
ば
、
シ
ー
ズ
ン
の
存
在
、
即
ち
封
建
的
義
務
の
負
担
者
の
存
在
が
不
明
確
に
な
り
、
い
わ
ゆ
る
「
公
示
な
き
不
動
産
移
転
（secret 

conveyance

）」
が
発
生
し
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
重
要
原
則
が
崩
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
問
題
は
、
ユ
ー
ス
法
の
制
定
過
程
で
既
に
認
識

さ
れ
、
ユ
ー
ス
法
制
定
と
同
時
期
に
、
次
に
述
べ
る
「
一
五
三
五
年
登
録
法
（S

tatute of E
nrolm

ents （
12
））」

が
制
定
さ
れ
た
。

）
一
一
一
（



近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

六
五

ま
た
、
二
〇
世
紀
初
頭
の
ハ
ー
バ
ー
ド
・
ロ
ー
・
ス
ク
ー
ル
の
有
名
教
授
、
エ
イ
ム
ズ
（A

m
es （

10
）

）
は
以
下
の
通
り
説
明
し
て
い
る
（
11
）

。

「
土
地
の
売
却
に
つ
き
合
意
が
あ
り
、
シ
ー
ズ
ン
引
渡
が
な
い
場
合
、
土
地
の
回
復
に
つ
い
て
は
、
動
産
に
お
け
る
動
産
返
還
請
求
訴
訟

（detinue
）
の
よ
う
な
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
救
済
は
な
い
。
し
か
し
、
一
六
世
紀
初
頭
に
は
エ
ク
イ
テ
ィ
は
、
も
し
買
主
が
購
入
代
金

を
支
払
済
み
、
も
し
く
は
支
払
合
意
済
み
で
あ
る
な
ら
、
売
主
は
買
主
の
た
め
に
土
地
を
保
有
す
る
こ
と
を
義
務
付
け
る
こ
と
に
よ
り
、

コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
欠
陥
を
補
完
し
た
。
買
主
に
土
地
の
ユ
ー
ス
を
与
え
る
点
に
お
い
て
約
因
が
肝
要
で
あ
る
の
は
、
動
産
に
お
い
て
動

産
返
還
請
求
訴
訟
を
維
持
す
る
た
め
に
は
対
価
（quid pro quo

）
が
必
要
な
の
と
同
じ
で
あ
る
。」

５
．
ユ
ー
ス
法
と
の
関
係

こ
の
、
も
と
も
と
エ
ク
イ
テ
ィ
の
考
え
方
か
ら
始
ま
っ
た
Ｂ
＆
Ｓ
は
、
一
五
三
五
年
の
ユ
ー
ス
法
制
定
に
よ
り
大
き
く
変
化
し
た
。

ユ
ー
ス
法
は
、
エ
ク
イ
テ
ィ
上
で
認
め
ら
れ
た
受
益
権
を
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
権
利
に
転
換
し
た
の
で
、
Ｂ
＆
Ｓ
で
認
め
ら
れ
た
黙
示

ユ
ー
ス
が
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
不
動
産
権
に
転
換
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
う
な
る
と
、
前
述
の
ブ
ラ
ク
ス
ト
ン
の
説
明
に
あ
っ
た
通

り
、
土
地
の
移
転
に
お
い
て
、
ま
ず
Ｂ
＆
Ｓ
で
黙
示
ユ
ー
ス
を
移
転
し
、
ユ
ー
ス
法
に
基
づ
き
そ
れ
を
自
由
保
有
権
に
転
換
す
る
こ
と
が

可
能
と
な
っ
た
。
そ
こ
で
問
題
と
な
る
の
が
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
公
示
封
土
譲
渡
と
の
関
係
で
あ
る
。
公
示
の
な
い
土
地
移
転
を
認
め

れ
ば
、
シ
ー
ズ
ン
の
存
在
、
即
ち
封
建
的
義
務
の
負
担
者
の
存
在
が
不
明
確
に
な
り
、
い
わ
ゆ
る
「
公
示
な
き
不
動
産
移
転
（secret 

conveyance

）」
が
発
生
し
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
重
要
原
則
が
崩
れ
る
こ
と
に
な
る
。
こ
の
問
題
は
、
ユ
ー
ス
法
の
制
定
過
程
で
既
に
認
識

さ
れ
、
ユ
ー
ス
法
制
定
と
同
時
期
に
、
次
に
述
べ
る
「
一
五
三
五
年
登
録
法
（S

tatute of E
nrolm

ents （
12
））」

が
制
定
さ
れ
た
。

）
一
一
一
（
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六
六

６
．
一
五
三
五
年
登
録
法

同
法
は
、「
法
定
相
続
不
動
産
（inheritance

）
お
よ
び
自
由
保
有
権
（freehold

）
の
Ｂ
＆
Ｓ
に
お
い
て
、
捺
印
証
書
（indenture

）
を

作
成
後
六
か
月
以
内
に
ロ
ン
ド
ン
・
ウ
ェ
ス
ト
ミ
ン
ス
タ
ー
（W
estm

inster

）
の
裁
判
所
、
も
し
く
は
州
の
治
安
判
事
記
録
所
（custos 

rotulorum

）
に
登
録
（register

）
し
な
け
れ
ば
コ
モ
ン
・
ロ
ー
不
動
産
権
（legal estate

）
は
移
転
し
な
い
（
13
）

」
と
定
め
た
。
す
な
わ
ち
、
登

録
が
な
け
れ
ば
、
Ｂ
＆
Ｓ
に
よ
り
発
生
す
る
ユ
ー
ス
は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
不
動
産
権
に
転
換
さ
れ
な
い
の
で
あ
る
。
同
法
は
、
ユ
ー
ス
法

と
同
じ
議
会
会
期
内
に
定
め
ら
れ
、「
ユ
ー
ス
法
の
但
書
」
と
か
、「
緊
急
立
法
」
と
解
さ
れ
て
き
た
。
同
法
の
目
的
は
、
公
示
封
土
譲
渡

に
よ
る
公
示
を
回
避
す
る
こ
と
に
よ
る
「
公
示
な
き
不
動
産
移
転
」
の
懸
念
を
防
ぐ
た
め
、
と
一
般
に
説
明
さ
れ
て
き
た
。
た
だ
し
、
国

王
の
本
来
の
立
法
目
的
は
、
最
終
的
に
は
封
建
的
収
入
の
確
保
に
あ
る
が
、
そ
の
基
礎
と
し
て
「
ユ
ー
ス
法
が
権
原
の
安
全
性
（security 

of title

）
に
悪
影
響
を
及
ぼ
さ
な
い
た
め
の
手
段
の
必
要
性
（
14
）

」
を
重
視
し
て
い
た
も
の
と
見
ら
れ
る
。
具
体
的
に
は
、
す
べ
て
の
不
動
産

権
移
転
の
登
録
（registration

）
の
義
務
化
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ
り
封
建
的
義
務
の
負
担
者
の
明
確
化
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
制
度

の
創
設
は
、
非
常
に
大
き
な
手
間
、
時
間
を
要
す
る
の
で
現
実
的
に
困
難
で
あ
り
、
多
く
の
反
対
を
受
け
廃
案
と
な
っ
た
。
そ
の
代
わ
り

に
提
出
さ
れ
、
成
立
し
た
の
が
、
登
録
の
範
囲
を
「
自
由
保
有
権
の
Ｂ
＆
Ｓ
」
の
み
に
限
定
し
た
登
録
法
で
あ
っ
た
。

こ
の
「
登
録
」
に
つ
い
て
、
土
地
保
有
者
は
、「
取
引
の
公
示
」
を
望
ま
な
か
っ
た
と
い
う
の
が
通
説
と
な
っ
て
い
る
が
、
中
世
に
お

け
る
不
動
産
移
転
を
専
門
と
す
る
カ
イ
エ
（K

aye

）
教
授
は
、「
一
六
世
紀
に
は
シ
ー
ズ
ン
引
渡
は
変
化
し
て
以
前
ほ
ど
の
負
担
で
な
く
、

む
し
ろ
登
録
手
続
が
負
担
と
な
っ
た
の
で
は
な
い
か
（
15
）

」
と
指
摘
し
て
い
る
。
即
ち
、
登
録
は
、
ロ
ン
ド
ン
の
ウ
ェ
ス
ト
ミ
ン
ス
タ
ー
に
あ

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

六
七

る
裁
判
所
、
お
よ
び
州
の
限
ら
れ
た
記
録
所
に
出
向
か
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
当
時
の
交
通
事
情
か
ら
す
る
と
大
き
な
負
担
で
あ
り
、
ま
た

登
録
の
た
め
の
時
間
も
不
確
実
の
た
め
に
敬
遠
さ
れ
た
と
考
え
ら
れ
る
。

た
だ
し
、
登
録
法
に
お
け
る
規
制
対
象
は
、「
自
由
保
有
権
」
と
あ
る
の
で
、「
期
間
権
（term

 of years

）」
は
対
象
外
と
解
さ
れ
た
。

こ
の
た
め
、
こ
の
登
録
法
の
公
示
要
件
を
回
避
す
る
た
め
の
方
法
が
、
規
制
に
よ
り
不
便
を
被
る
側
の
ロ
ー
ヤ
ー
に
よ
り
直
ち
に
考
え
出

さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、「
自
由
保
有
権
」
の
代
わ
り
に
「
期
間
権
」
を
用
い
る
方
法
で
あ
る
。
期
間
権
は
物
的
な
権
利
で
は
な
い
が
、
同

じ
く
占
有
を
移
転
す
る
こ
と
で
、
一
五
世
紀
の
リ
ト
ル
ト
ン
の
時
代
に
は
、
不
動
産
権
と
し
て
認
知
さ
れ
て
い
た
と
も
言
わ
れ
る
。
そ
れ

な
ら
、
な
ぜ
ダ
イ
レ
ク
ト
に
期
間
権
を
与
え
る
の
で
は
な
く
、
わ
ざ
わ
ざ
「
期
間
権
の
Ｂ
＆
Ｓ
」
を
用
い
る
の
か
と
い
う
疑
問
が
生
じ
る

が
、
そ
の
回
答
は
後
に
説
明
す
る
ユ
ー
ス
法
と
の
繋
が
り
で
あ
る
。

７
．
期
間
権
と
ユ
ー
ス
法

不
動
産
移
転
の
次
の
段
階
は
、
こ
の
「
期
間
権
の
Ｂ
＆
Ｓ
」
に
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
で
既
に
有
効
な
不
動
産
移
転
方
法
と
し
て
認
め
ら
れ

て
い
た
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
（lease and release

）
を
組
み
合
わ
せ
る
こ
と
で
、
単
な
る
期
間
権
で
は
な
く
、
自
由
保
有
権
と
同
等
の

「
不
動
産
権
」
と
し
て
移
転
し
よ
う
と
い
う
画
期
的
な
試
み
で
あ
っ
た
。
こ
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
解
明
の
前
に
、
ま
ず
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の

期
間
権
の
要
件
、
お
よ
び
ユ
ー
ス
法
と
の
関
係
を
整
理
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ
ろ
う
。

）
一
一
一
（
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六
八

①

　コ
モ
ン
・
ロ
ー

期
間
権
は
、
基
本
的
に
契
約
で
あ
り
、
シ
ー
ズ
ン
は
な
い
。
た
だ
し
、
占
有
を
前
提
と
し
て
い
る
の
で
、
動
産
と
不
動
産
の
中
間
的
性

質
を
持
ち
、
物
的
動
産
（chattel real

）
と
呼
ば
れ
る
。
こ
の
場
合
の
「
占
有
」
は
、
概
念
的
な
占
有
と
い
う
よ
り
、
事
実
上
の
「
立
入

り
（entry

）」
を
意
味
す
る
。
コ
モ
ン
・
ロ
ー
で
は
、
こ
の
立
入
り
権
が
重
要
で
あ
り
、
こ
れ
が
な
い
場
合
は
、
将
来
的
賃
借
権

（interessa term
ini

）
と
呼
ば
れ
、「
不
動
産
権
（estate

）」
で
は
な
く
「
権
益
（interest

）」
と
判
断
さ
れ
、
独
自
の
法
理
が
発
展
し
た
。

す
な
わ
ち
、
同
権
益
は
移
転
可
能
で
あ
り
、
賃
借
人
が
「
立
入
り
」
を
行
っ
て
い
な
く
と
も
、
賃
借
し
た
家
屋
敷
や
農
地
を
第
三
者
が
侵

害
す
れ
ば
、
権
益
に
基
づ
き
救
済
を
得
ら
れ
る
可
能
性
は
あ
っ
た
。
し
か
し
、「
立
入
り
」
の
な
い
期
間
権
は
、
正
式
の
権
利
で
は
な
い

の
で
復
帰
権
放
棄
の
基
礎
と
は
な
り
え
な
か
っ
た
。

②

　ユ
ー
ス
法

ユ
ー
ス
法
は
、
自
由
保
有
権
の
シ
ー
ズ
ン
を
中
心
に
し
て
、「
あ
る
者
が
他
人
の
た
め
に
自
由
保
有
権
を
占
有
（seize

）
す
る
な
ら
爾

後
、
そ
の
他
人
が
自
由
保
有
権
を
得
る
」
と
し
て
構
成
さ
れ
て
い
る
。
期
間
権
は
自
由
保
有
権
で
は
な
い
の
で
、
ユ
ー
ス
法
の
適
用
は
な

い
と
一
般
的
に
は
解
さ
れ
て
い
る
の
で
、
な
ぜ
、
期
間
権
に
ユ
ー
ス
法
が
適
用
さ
れ
る
の
か
、
と
い
う
疑
問
が
生
じ
る
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
ユ
ー
ス
法
一
条
の
関
係
部
分
（
16
）

は
、

「
単
純
不
動
産
権
、
限
嗣
不
動
産
権
に
お
い
て
、
生
涯
の
期
間
、
一
定
の
期
間
、
ユ
ー
ス
を
有
す
る
す
べ
て
の
人
は
、
本
法
以
降
、
同

じ
土
地
、
相
続
財
産
に
お
い
て
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
解
釈
上
、
彼
ら
が
同
じ
不
動
産
に
お
い
て
、
ユ
ー
ス
の
中
で
過
去
に
有
し
、
今
後
有

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

六
九

す
る
で
あ
ろ
う
と
同
じ
不
動
産
権
を
保
有
お
よ
び
占
有
（stand and be seized

）
し
、
合
法
的
な
シ
ー
ズ
ン
、
不
動
産
権
、
占
有

（posession

）
を
有
す
る
と
み
な
さ
れ
る
。」、
と
定
め
て
い
る
。

ホ
ウ
ル
ズ
ワ
ー
ス
（
17
）

は
、
こ
の
点
に
つ
い
て
「
ユ
ー
ス
法
は
、A

 is seized to B
’s use for years

と
い
う
設
定
に
は
ユ
ー
ス
法
の
適

用
を
認
め
て
い
る
（
18
）

」
と
説
明
し
て
い
る
。
こ
れ
は
、
当
事
者
間
に
お
い
て
は
占
有
（seize

）
の
対
象
が
期
間
権
と
い
う
動
産
と
い
う
よ
り
、

土
地
自
体
（seized of the land

）
で
あ
る
こ
と
に
よ
る
と
解
釈
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
Ｂ
の
ユ
ー
ス
は
、
ユ
ー
ス
法
の
適
用
を
受
け
。
コ

モ
ン
・
ロ
ー
上
の
権
利
に
転
換
さ
れ
る
。
こ
の
た
め
、「
Ａ
が
土
地
を
Ｂ
に
数
年
間
Ｂ
＆
Ｓ
す
る
（A

 bargained and sold the land for 

years to B

）」
の
設
定
は
、
Ｂ
＆
Ｓ
の
解
釈
に
よ
り
、「
Ａ
が
土
地
を
数
年
間
Ｂ
へ
の
ユ
ー
ス
付
き
で
占
有
す
る
（A

 is seised to B
’s use 

of the land for years

）
と
な
る
。
そ
し
て
ユ
ー
ス
で
は
、
期
間
権
に
立
入
り
は
必
要
と
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
の
で
、
Ｂ
の
ユ
ー
ス
は
、

ユ
ー
ス
法
の
効
果
と
し
て
「
立
入
り
」
を
必
要
と
し
な
い
期
間
権
に
直
ち
に
転
換
さ
れ
た
と
解
釈
さ
れ
た
の
で
あ
る
（
19
）

。

イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
制
史
の
泰
斗
メ
イ
ト
ラ
ン
ド
（M

aitland （
20
））

は
、「
エ
ク
イ
テ
ィ
（E

quity

）」
と
題
す
る
、
ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
大
学
で
の

有
名
な
講
義
に
お
い
て
（
21
）

、
以
下
の
通
り
明
解
に
解
説
し
て
い
る
。

「
リ
ー
ス
権
に
は
、
ユ
ー
ス
法
は
適
用
さ
れ
な
い
と
よ
く
言
わ
れ
る
。
こ
れ
は
正
し
い
が
、
説
明
が
必
要
で
あ
る
。（
中
略
）
単
純
不
動

産
権
の
テ
ナ
ン
ト
で
あ
る
私
が
Ｘ
へ
の
一
、〇
〇
〇
年
間
の
ユ
ー
ス
、
も
し
く
は
ト
ラ
ス
ト
を
付
し
て
土
地
を
Ａ
に
移
転
す
る
場
合
、
こ

れ
は
、
Ｘ
に
与
え
ら
れ
た
期
間
権
が
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
期
間
権
と
な
る
、
と
ユ
ー
ス
法
が
明
示
的
に
定
め
た
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
し
か
し
、

話
を
続
け
る
と
、
期
間
権
を
持
つ
Ｘ
が
そ
れ
を
Ｙ
へ
の
ユ
ー
ス
を
付
し
て
Ｂ
に
譲
渡
す
る
な
ら
、
こ
れ
は
ユ
ー
ス
法
の
適
用
外
で
あ
る
。

）
一
一
一
（
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エ
ク
イ
テ
ィ
（E

quity

）」
と
題
す
る
、
ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
大
学
で
の

有
名
な
講
義
に
お
い
て
（
21
）

、
以
下
の
通
り
明
解
に
解
説
し
て
い
る
。

「
リ
ー
ス
権
に
は
、
ユ
ー
ス
法
は
適
用
さ
れ
な
い
と
よ
く
言
わ
れ
る
。
こ
れ
は
正
し
い
が
、
説
明
が
必
要
で
あ
る
。（
中
略
）
単
純
不
動

産
権
の
テ
ナ
ン
ト
で
あ
る
私
が
Ｘ
へ
の
一
、〇
〇
〇
年
間
の
ユ
ー
ス
、
も
し
く
は
ト
ラ
ス
ト
を
付
し
て
土
地
を
Ａ
に
移
転
す
る
場
合
、
こ

れ
は
、
Ｘ
に
与
え
ら
れ
た
期
間
権
が
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
期
間
権
と
な
る
、
と
ユ
ー
ス
法
が
明
示
的
に
定
め
た
ケ
ー
ス
で
あ
る
。
し
か
し
、

話
を
続
け
る
と
、
期
間
権
を
持
つ
Ｘ
が
そ
れ
を
Ｙ
へ
の
ユ
ー
ス
を
付
し
て
Ｂ
に
譲
渡
す
る
な
ら
、
こ
れ
は
ユ
ー
ス
法
の
適
用
外
で
あ
る
。

）
一
一
一
（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

七
〇

な
ぜ
な
ら
Ｘ
も
Ｂ
も
シ
ー
ズ
ン
を
有
さ
な
い
の
で
、
ユ
ー
ス
法
は
、
Ｙ
へ
の
ユ
ー
ス
の
た
め
に
シ
ー
ズ
ン
を
有
す
る
者
を
見
出
せ
な
い
か

ら
で
あ
る
。
よ
っ
て
、
ユ
ー
ス
法
は
、
一
度
期
間
権
が
創
設
さ
れ
た
後
の
期
間
権
の
移
転
や
譲
渡
に
は
適
用
さ
れ
な
い
と
い
う
の
が
正
し

い
（
22
）

。」ハ
ー
グ
レ
イ
ブ
と
バ
ト
ラ
ー
（H

argrave &
 B

utler

）
は
、「
ク
ッ
ク
・
ア
ポ
ン
・
リ
ト
ル
ト
ン
（C

oke upon L
ittleton

）」
に
対
す
る
詳

細
な
注
釈
の
中
（
23
）

で
、「
占
有
を
取
得
す
る
た
め
の
こ
の
立
入
り
の
必
要
性
は
、
ユ
ー
ス
法
に
よ
り
代
替
さ
れ
不
要
と
さ
れ
た
。
な
ぜ
な
ら
、

同
法
に
よ
っ
て
占
有
は
、
直
ち
に
受
益
者
に
移
転
さ
れ
た
か
ら
で
あ
る
。
よ
っ
て
、
同
法
の
下
で
の
譲
受
人
（bargainee

）
は
、
立
入
り

前
、
も
し
く
は
立
入
り
が
な
く
と
も
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
お
け
る
立
入
り
後
の
賃
借
人
（lessee

）
と
同
じ
占
有
を
有
し
、
復
帰
権
放
棄

が
可
能
と
な
っ
た
。」、
と
解
説
し
て
い
る
。

８
．
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄

次
に
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
お
け
る
期
間
権
と
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
（lease &

 release

）
の
関
係
で
あ
る
。
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
と
は
、

賃
借
人
よ
り
の
権
利
放
棄
（surrender

）
と
並
ん
で
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
不
動
産
移
転
方
式
の
一
つ
と
し
て
古
く
か
ら
認
知
さ
れ
て
い
た
方

法
で
あ
っ
た
。
例
え
ば
、
Ａ
が
単
純
不
動
産
権
を
Ｂ
に
一
〇
年
間
の
リ
ー
ス
を
す
れ
ば
、
Ａ
は
リ
ー
ス
が
終
了
す
る
一
〇
年
後
に
は
完
全

な
単
純
不
動
産
権
を
回
復
す
る
。
こ
の
将
来
権
を
コ
モ
ン
・
ロ
ー
は
「
復
帰
権
（reversion

）」
と
し
て
重
視
し
、
独
立
し
た
「
不
動
産

権
」
と
し
て
取
り
扱
っ
て
い
た
。
Ａ
が
リ
ー
ス
期
間
の
途
中
で
こ
の
復
帰
権
を
放
棄
（release

）
す
れ
ば
、
Ｂ
は
単
純
不
動
産
権
を
取
得

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

七
一

で
き
る
。
復
帰
権
者
が
こ
の
復
帰
権
放
棄
を
行
う
に
は
、
証
書
（deed

）
に
よ
ら
ね
ば
な
ら
な
か
っ
た
。
こ
れ
は
一
見
、
マ
ジ
ッ
ク
の
よ

う
に
も
見
え
る
が
、
占
有
を
重
視
す
る
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
い
て
は
、
既
に
土
地
を
占
有
し
て
い
る
賃
借
人
に
、
復
帰
権
を
放
棄

す
る
こ
と
に
よ
り
自
由
保
有
権
を
与
え
る
こ
と
は
、
そ
れ
ほ
ど
困
難
で
は
な
く
、
逆
方
向
の
即
ち
、
テ
ナ
ン
ト
か
ら
賃
借
権
を
放
棄
す
る

リ
ー
ス
権
放
棄
（surrender

）
と
並
ん
で
古
く
か
ら
用
い
ら
れ
て
い
た
。「
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
と
は
、
テ
ナ
ン
ト
が
土
地
を
占
有
し
、

領
主
が
彼
の
権
利
を
テ
ナ
ン
ト
に
移
転
さ
せ
た
い
時
に
使
用
さ
れ
た
。
そ
れ
は
時
に
は
、
リ
ー
ス
と
そ
の
下
で
の
占
有
に
関
連
し
て
、

シ
ー
ズ
ン
引
渡
を
必
要
と
す
る
公
示
封
土
譲
渡
の
代
替
手
段
と
し
て
使
用
さ
れ
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
お
い
て
不
動
産
権
移
転
の
方
式
の
一

つ
と
し
て
認
知
さ
れ
て
い
た
（
24
）

。」
と
ホ
ウ
ル
ズ
ワ
ー
ス
は
解
説
し
て
い
る
。

た
だ
し
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
で
は
、
復
帰
権
放
棄
を
利
用
す
る
に
は
、
期
間
権
自
体
が
正
式
の
権
利
に
な
っ
て
お
ら
ね
ば
な
ら
ず
、
賃
借

人
の
当
該
土
地
へ
の
立
入
り
（entry

）
が
必
須
の
要
件
と
さ
れ
て
い
た
。
よ
っ
て
、
復
帰
権
放
棄
を
用
い
る
に
は
、
こ
の
ハ
ー
ド
ル
を
ク

リ
ア
ー
し
て
お
く
必
要
が
あ
っ
た
。

９
．
ラ
ト
ウ
ィ
ッ
チ
（L

utw
ich

）
ケ
ー
ス

こ
の
問
題
は
、
一
六
二
〇
年
の
ラ
ト
ウ
ィ
ッ
チ
対
ミ
ト
ン
・
ケ
ー
ス
（L

utw
ich v. M

itton

）
に
お
い
て
、「
期
間
権
の
Ｂ
＆
Ｓ
に
お
い

て
は
、
こ
の
立
入
り
は
、
必
要
で
な
い
」
と
判
示
さ
れ
た
。
三
人
の
有
力
な
コ
モ
ン
・
ロ
ー
裁
判
所
首
席
裁
判
官
で
構
成
さ
れ
る
（
25
）

後
見
裁

判
所
（
26
）

に
よ
る
同
ケ
ー
ス
の
詳
細
な
記
録
は
残
さ
れ
て
い
な
い
が
、
概
要
は
、
以
下
の
通
り
伝
え
ら
れ
て
い
る
（
27
）

。

）
一
一
一
（
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。
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（deed
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。
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、
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、
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に
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た
い
時
に
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た
。
そ
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は
時
に
は
、
リ
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ス
と
そ
の
下
で
の
占
有
に
関
連
し
て
、

シ
ー
ズ
ン
引
渡
を
必
要
と
す
る
公
示
封
土
譲
渡
の
代
替
手
段
と
し
て
使
用
さ
れ
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
お
い
て
不
動
産
権
移
転
の
方
式
の
一

つ
と
し
て
認
知
さ
れ
て
い
た
（
24
）

。」
と
ホ
ウ
ル
ズ
ワ
ー
ス
は
解
説
し
て
い
る
。

た
だ
し
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
で
は
、
復
帰
権
放
棄
を
利
用
す
る
に
は
、
期
間
権
自
体
が
正
式
の
権
利
に
な
っ
て
お
ら
ね
ば
な
ら
ず
、
賃
借

人
の
当
該
土
地
へ
の
立
入
り
（entry

）
が
必
須
の
要
件
と
さ
れ
て
い
た
。
よ
っ
て
、
復
帰
権
放
棄
を
用
い
る
に
は
、
こ
の
ハ
ー
ド
ル
を
ク

リ
ア
ー
し
て
お
く
必
要
が
あ
っ
た
。

９
．
ラ
ト
ウ
ィ
ッ
チ
（L

utw
ich

）
ケ
ー
ス

こ
の
問
題
は
、
一
六
二
〇
年
の
ラ
ト
ウ
ィ
ッ
チ
対
ミ
ト
ン
・
ケ
ー
ス
（L

utw
ich v. M

itton

）
に
お
い
て
、「
期
間
権
の
Ｂ
＆
Ｓ
に
お
い

て
は
、
こ
の
立
入
り
は
、
必
要
で
な
い
」
と
判
示
さ
れ
た
。
三
人
の
有
力
な
コ
モ
ン
・
ロ
ー
裁
判
所
首
席
裁
判
官
で
構
成
さ
れ
る
（
25
）

後
見
裁

判
所
（
26
）

に
よ
る
同
ケ
ー
ス
の
詳
細
な
記
録
は
残
さ
れ
て
い
な
い
が
、
概
要
は
、
以
下
の
通
り
伝
え
ら
れ
て
い
る
（
27
）

。

）
一
一
一
（
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七
二

「
Ａ
が
Ｂ
＆
Ｓ
で
期
間
権
を
Ｂ
に
移
転
し
、
そ
の
後
に
、
復
帰
権
を
Ｃ
に
移
転
し
た
場
合
、
Ｂ
は
立
入
り
し
て
い
な
く
と
も
ユ
ー
ス
法

の
適
用
に
よ
り
、
復
帰
権
か
ら
分
離
さ
れ
た
リ
ー
ス
権
と
い
う
不
動
産
権
（estate

）
を
持
つ
。
本
権
は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
リ
ー
ス

と
異
な
り
、
ユ
ー
ス
法
に
よ
り
不
動
産
権
が
絶
対
的
に
か
つ
現
実
に
付
与
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
立
ち
入
り
、
お
よ
び
現
実
の
占
有
が
な

く
と
も
侵
害
は
生
じ
な
い
。」

同
判
決
は
、
期
間
権
の
Ｂ
＆
Ｓ
に
ユ
ー
ス
法
の
適
用
を
認
め
、
そ
の
場
合
に
限
っ
て
立
入
り
の
な
い
期
間
権
に
不
動
産
権
を
認
め
た
の

で
あ
る
。
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
リ
ー
ス
で
あ
れ
ば
「
立
入
り
」
が
必
要
で
あ
る
が
、
ユ
ー
ス
法
が
介
在
す
れ
ば
そ
れ
を
省
略
で
き
る
と
い

う
意
味
で
、
直
接
の
リ
ー
ス
で
は
な
く
、
Ｂ
＆
Ｓ
を
挿
入
す
る
意
味
が
あ
っ
た
と
言
え
る
。
こ
の
結
論
は
、
前
記
の
ユ
ー
ス
法
の
解
釈
か

ら
導
か
れ
た
も
の
で
あ
る
が
、
同
判
決
は
そ
れ
を
コ
モ
ン
・
ロ
ー
裁
判
所
の
首
席
裁
判
官
た
ち
が
受
け
入
れ
た
こ
と
に
意
味
が
あ
る
と
言

え
よ
う
。

ホ
ウ
ル
ズ
ワ
ー
ス
は
、
こ
の
間
の
事
情
に
つ
き
次
の
通
り
述
べ
て
い
る
。「
ユ
ー
ス
法
の
効
果
は
、
リ
ー
ス
に
基
づ
く
占
有
を
必
要
と

し
な
か
っ
た
。
な
ぜ
な
ら
、
Ｂ
＆
Ｓ
は
、
売
主
が
期
間
権
の
購
入
者
の
た
め
に
ユ
ー
ス
付
で
シ
ー
ズ
ン
を
保
有
す
る
と
い
う
状
況
を
創
り

出
し
、
ユ
ー
ス
法
は
ユ
ー
ス
を
購
入
者
の
占
有
を
必
要
と
し
な
い
現
実
の
占
有
に
転
換
（convert

）
し
た
。
当
該
購
入
者
が
賃
貸
人
か
ら

復
帰
権
放
棄
を
取
得
し
、
よ
っ
て
占
有
な
し
に
自
由
保
有
権
を
取
得
で
き
る
の
は
明
ら
か
で
あ
る
（
28
）

。」

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

七
三

10
．
復
帰
権
放
棄
付
期
間
権
の
Ｂ
＆
Ｓ

か
く
て
、
期
間
権
の
Ｂ
＆
Ｓ
に
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
で
作
用
す
る
復
帰
権
放
棄
を
付
加
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
登
録
の
い
ら
な
い
自
由

保
有
権
を
移
転
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
本
来
エ
ク
イ
テ
ィ
上
の
考
慮
か
ら
生
ま
れ
た
Ｂ
＆
Ｓ
に
よ
り
移
転
さ
れ
た
期

間
権
は
、
ユ
ー
ス
法
に
よ
り
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
期
間
権
と
な
り
、
次
に
復
帰
権
放
棄
に
よ
り
自
由
保
有
権
と
な
っ
た
。「
こ
の
精
妙
な

工
夫
は
、
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大
、
セ
ン
ト
・
ジ
ョ
ー
ン
ズ
・
カ
レ
ッ
ジ
（S

t. Jones C
ollege

）
の
評
議
員
で
あ
り
、
チ
ャ
リ
テ
ィ
ー
・

ユ
ー
ス
の
講
義
で
有
名
な
サ
ー
・
フ
ラ
ン
シ
ス
・
モ
ア
（S

ir F
rancis M

oore ; 1558-1621

）
に
よ
り
お
そ
ら
く
一
七
世
紀
初
頭
に
発
明
さ

れ
た
こ
と
は
、
一
七
世
紀
の
確
立
し
た
言
い
伝
え
で
あ
っ
た
（
29
）

。」
モ
ア
は
、
不
動
産
移
転
、
信
託
に
精
通
し
た
著
名
な
「
不
動
産
移
転
法

廷
弁
護
士
（conveyancing barrister

）」
で
あ
っ
た
（
30
）

。
ユ
ー
ス
法
と
コ
モ
ン
・
ロ
ー
を
都
合
よ
く
組
み
合
わ
せ
る
こ
の
仕
組
み
に
対
し
て

は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
と
エ
ク
イ
テ
ィ
が
競
合
す
る
場
合
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
が
優
先
す
る
の
が
原
則
で
あ
る
と
の
コ
モ
ン
・
ロ
ー
側
か
ら
の

強
い
異
論
も
あ
っ
た
が
、
こ
の
形
式
は
利
便
性
が
高
く
、
徐
々
に
定
着
し
て
い
っ
た
。

11
．
具
体
的
移
転
形
式

こ
の
結
果
、
通
常
の
不
動
産
移
転
に
お
い
て
は
、
ま
ず
名
目
的
な
期
間
権
を
Ｂ
＆
Ｓ
で
移
転
し
、
翌
日
、
別
の
証
書
で
そ
れ
を
復
帰
権

放
棄
す
る
と
い
う
形
式
が
通
例
と
な
っ
た
。
こ
う
す
る
こ
と
に
よ
り
、
二
つ
の
別
の
取
引
で
あ
る
と
い
う
体
裁
が
保
た
れ
た
。
シ
ン
プ
ソ

ン
（S

im
pson

）
教
授
は
、「
Ａ
が
Ｂ
＆
Ｓ
に
よ
り
一
年
の
期
間
権
を
Ｂ
に
移
転
し
、
Ｂ
は
直
ち
に
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
期
間
権
を
取
得
す

）
一
一
一
（
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．
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＆
Ｓ
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＆
Ｓ
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可
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上
の
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れ
た
Ｂ
＆
Ｓ
に
よ
り
移
転
さ
れ
た
期

間
権
は
、
ユ
ー
ス
法
に
よ
り
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
期
間
権
と
な
り
、
次
に
復
帰
権
放
棄
に
よ
り
自
由
保
有
権
と
な
っ
た
。「
こ
の
精
妙
な

工
夫
は
、
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大
、
セ
ン
ト
・
ジ
ョ
ー
ン
ズ
・
カ
レ
ッ
ジ
（S

t. Jones C
ollege

）
の
評
議
員
で
あ
り
、
チ
ャ
リ
テ
ィ
ー
・

ユ
ー
ス
の
講
義
で
有
名
な
サ
ー
・
フ
ラ
ン
シ
ス
・
モ
ア
（S

ir F
rancis M

oore ; 1558-1621

）
に
よ
り
お
そ
ら
く
一
七
世
紀
初
頭
に
発
明
さ

れ
た
こ
と
は
、
一
七
世
紀
の
確
立
し
た
言
い
伝
え
で
あ
っ
た
（
29
）

。」
モ
ア
は
、
不
動
産
移
転
、
信
託
に
精
通
し
た
著
名
な
「
不
動
産
移
転
法

廷
弁
護
士
（conveyancing barrister

）」
で
あ
っ
た
（
30
）

。
ユ
ー
ス
法
と
コ
モ
ン
・
ロ
ー
を
都
合
よ
く
組
み
合
わ
せ
る
こ
の
仕
組
み
に
対
し
て

は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
と
エ
ク
イ
テ
ィ
が
競
合
す
る
場
合
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
が
優
先
す
る
の
が
原
則
で
あ
る
と
の
コ
モ
ン
・
ロ
ー
側
か
ら
の

強
い
異
論
も
あ
っ
た
が
、
こ
の
形
式
は
利
便
性
が
高
く
、
徐
々
に
定
着
し
て
い
っ
た
。

11
．
具
体
的
移
転
形
式

こ
の
結
果
、
通
常
の
不
動
産
移
転
に
お
い
て
は
、
ま
ず
名
目
的
な
期
間
権
を
Ｂ
＆
Ｓ
で
移
転
し
、
翌
日
、
別
の
証
書
で
そ
れ
を
復
帰
権

放
棄
す
る
と
い
う
形
式
が
通
例
と
な
っ
た
。
こ
う
す
る
こ
と
に
よ
り
、
二
つ
の
別
の
取
引
で
あ
る
と
い
う
体
裁
が
保
た
れ
た
。
シ
ン
プ
ソ

ン
（S

im
pson

）
教
授
は
、「
Ａ
が
Ｂ
＆
Ｓ
に
よ
り
一
年
の
期
間
権
を
Ｂ
に
移
転
し
、
Ｂ
は
直
ち
に
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
の
期
間
権
を
取
得
す

）
一
一
一
（
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七
四

る
。
翌
日
、
Ａ
は
、
単
純
不
動
産
権
へ
の
復
帰
権
を
、
Ｂ
の
息
子
へ
の
生
存
中
の
ユ
ー
ス
を
付
し
て
Ｂ
に
放
棄
、
そ
し
て
単
純
不
動
産
権

に
お
け
る
残
余
権
を
孫
に
と
い
う
設
定
を
行
う
こ
と
が
で
き
た
」
と
の
具
体
例
（
31
）

を
挙
げ
て
い
る
。
そ
こ
で
は
、
Ｂ
の
権
利
は
自
由
保
有
権

と
な
り
、
そ
れ
に
基
づ
く
息
子
へ
の
ユ
ー
ス
も
併
せ
設
定
す
る
こ
と
が
で
き
た
。

既
に
テ
ィ
レ
ル
ズ
・
ケ
ー
ス
（
32
）

で
問
題
に
な
っ
た
よ
う
に
、
Ｂ
＆
Ｓ
で
移
転
さ
れ
た
権
利
は
、
黙
示
ユ
ー
ス
で
あ
る
の
で
、
そ
れ
を
基
礎

と
し
て
、
そ
の
後
に
ユ
ー
ス
を
設
定
で
き
な
か
っ
た
（
二
重
ユ
ー
ス
の
禁
止
）。
し
か
し
、
復
帰
権
放
棄
は
、
自
由
保
有
権
で
あ
る
の
で
そ

れ
を
基
礎
に
ユ
ー
ス
の
設
定
が
認
め
ら
れ
、
セ
ト
ル
メ
ン
ト
に
も
利
用
で
き
る
と
解
さ
れ
た
。「
復
帰
権
放
棄
は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
上
で

作
動
し
た
。
そ
れ
は
、
占
有
の
形
態
変
化
（transm

utation of possession

）
を
通
し
て
効
力
を
発
す
る
不
動
産
移
転
で
あ
っ
た
。
ゆ
え
に
、

そ
の
よ
う
に
移
転
さ
れ
た
シ
ー
ズ
ン
上
に
は
ユ
ー
ス
の
設
定
が
可
能
で
あ
り
、
権
利
帰
属
者
指
名
権
（pow

er of appointm
ent （

33
））

も
与
え

ら
れ
る
こ
と
が
で
き
た
（
34
）

。」
よ
っ
て
、
二
重
ユ
ー
ス
や
セ
ト
ル
メ
ン
ト
の
問
題
を
回
避
で
き
る
新
た
な
不
動
産
移
転
方
式
と
捉
え
ら
れ
た
。

12
．
Ｂ
＆
Ｓ
の
そ
の
後
の
発
展

こ
の
新
し
い
方
式
の
不
動
産
移
転
は
、
ラ
ト
ウ
ィ
ッ
チ
対
ミ
ト
ン
・
ケ
ー
ス
の
後
、
一
六
二
九
年
の
ア
イ
サ
ム
対
モ
リ
ス
（Iseham

 v. 

M
orrice

）
ケ
ー
ス
（
35
）

で
も
裁
判
所
に
よ
り
認
め
ら
れ
、
そ
の
有
用
性
に
よ
り
、
高
名
な
不
動
産
移
転
専
門
弁
護
士
、
ブ
リ
ッ
ジ
マ
ン

（B
ridgm

an （
36
））

に
お
い
て
も
採
用
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
一
七
世
紀
の
後
半
に
、
急
速
に
不
動
産
移
転
の
通
常
の
形
式
に
な
っ
て
い
た
。

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

七
五

一
九
世
紀
に
入
る
と
、
イ
ギ
リ
ス
経
済
、
社
会
の
発
展
に
比
し
て
不
動
産
法
の
後
進
性
・
複
雑
さ
が
際
立
ち
、
改
革
の
必
要
性
が
求
め

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
た
め
、
一
八
二
九
年
に
は
、
不
動
産
法
の
改
革
を
議
論
す
る
王
立
委
員
会
（R

oyal C
om

m
ission

）
が
設
立

さ
れ
、
同
委
員
会
は
、
①
す
べ
て
の
不
動
産
権
は
簡
潔
な
譲
渡
証
書
（deed

）
に
よ
っ
て
移
転
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
②
当
該
証
書
は
、

期
間
権
に
お
け
る
権
益
（interest

）
と
同
様
に
、
将
来
の
（in futuro

）
自
由
保
有
権
を
直
接
に
創
設
で
き
る
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
、

と
提
言
し
た
（
37
）

。
そ
の
結
果
い
く
つ
か
の
立
法
が
な
さ
れ
た
。
そ
の
内
で
、
一
八
四
一
年
に
制
定
さ
れ
た
「
復
帰
権
放
棄
に
よ
る
不
動
産
移

転
法
（C

onveyance by R
elease A

ct

）」
は
、
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
を
「
制
定
法
に
よ
る
復
帰
権
放
棄
（statutory release

）」
と
し
て
正

式
の
不
動
産
移
転
の
一
手
段
と
し
て
認
め
、
リ
ー
ス
を
必
要
と
し
な
く
な
っ
た
の
で
、
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
は
そ
の
役
目
を
終
え
た
。
そ

し
て
、
一
八
四
五
年
に
は
、
現
代
の
譲
与
証
書
（deed

）
が
そ
の
復
帰
権
放
棄
を
代
替
し
た
。
も
っ
と
も
、
こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
断
片
的

な
改
革
で
あ
り
、
根
本
的
な
改
革
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

シ
ン
プ
ソ
ン
教
授
は
こ
の
経
緯
に
つ
い
て
、「
有
体
法
定
相
続
財
産
が
譲
渡
証
書
（in grant

）
に
よ
り
移
転
で
き
る
と
す
る
一
八
四
五

年
法
は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
基
本
ル
ー
ル
の
根
本
的
な
変
更
で
あ
る
か
の
よ
う
に
一
見
思
わ
れ
た
。
し
か
し
、
実
際
の
と
こ
ろ
は
、
有
体

法
定
相
続
財
産
が
シ
ー
ズ
ン
引
渡
に
よ
っ
て
移
転
さ
れ
る
と
い
う
古
い
ル
ー
ル
は
、
Ｂ
＆
Ｓ
と
リ
ー
ス
権
放
棄
の
よ
う
な
方
法
に
よ
る

ユ
ー
ス
法
の
下
で
運
用
さ
れ
た
移
転
方
式
に
よ
り
、
既
に
数
世
紀
に
わ
た
っ
て
回
避
さ
れ
て
い
た
。
シ
ー
ズ
ン
引
渡
に
よ
る
公
示
封
土
譲

渡
は
、
一
五
三
六
年
の
ユ
ー
ス
法
制
定
以
降
、
実
務
的
に
は
使
用
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
一
八
四
五
年
法
が
行
っ
た
こ
と
は
、
現
状
を
法

制
化
し
、
そ
れ
を
小
規
模
に
単
純
化
し
た
だ
け
で
あ
っ
た
（
38
）

」
と
鋭
く
指
摘
し
て
い
る
。

）
一
一
一
（



近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
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法
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（
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七
五

一
九
世
紀
に
入
る
と
、
イ
ギ
リ
ス
経
済
、
社
会
の
発
展
に
比
し
て
不
動
産
法
の
後
進
性
・
複
雑
さ
が
際
立
ち
、
改
革
の
必
要
性
が
求
め

ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
こ
の
た
め
、
一
八
二
九
年
に
は
、
不
動
産
法
の
改
革
を
議
論
す
る
王
立
委
員
会
（R

oyal C
om

m
ission

）
が
設
立

さ
れ
、
同
委
員
会
は
、
①
す
べ
て
の
不
動
産
権
は
簡
潔
な
譲
渡
証
書
（deed

）
に
よ
っ
て
移
転
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る
、
②
当
該
証
書
は
、

期
間
権
に
お
け
る
権
益
（interest

）
と
同
様
に
、
将
来
の
（in futuro

）
自
由
保
有
権
を
直
接
に
創
設
で
き
る
よ
う
に
す
べ
き
で
あ
る
、

と
提
言
し
た
（
37
）

。
そ
の
結
果
い
く
つ
か
の
立
法
が
な
さ
れ
た
。
そ
の
内
で
、
一
八
四
一
年
に
制
定
さ
れ
た
「
復
帰
権
放
棄
に
よ
る
不
動
産
移

転
法
（C

onveyance by R
elease A

ct

）」
は
、
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
を
「
制
定
法
に
よ
る
復
帰
権
放
棄
（statutory release

）」
と
し
て
正

式
の
不
動
産
移
転
の
一
手
段
と
し
て
認
め
、
リ
ー
ス
を
必
要
と
し
な
く
な
っ
た
の
で
、
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
は
そ
の
役
目
を
終
え
た
。
そ

し
て
、
一
八
四
五
年
に
は
、
現
代
の
譲
与
証
書
（deed

）
が
そ
の
復
帰
権
放
棄
を
代
替
し
た
。
も
っ
と
も
、
こ
れ
ら
は
い
ず
れ
も
断
片
的

な
改
革
で
あ
り
、
根
本
的
な
改
革
に
は
至
ら
な
か
っ
た
。

シ
ン
プ
ソ
ン
教
授
は
こ
の
経
緯
に
つ
い
て
、「
有
体
法
定
相
続
財
産
が
譲
渡
証
書
（in grant

）
に
よ
り
移
転
で
き
る
と
す
る
一
八
四
五

年
法
は
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
基
本
ル
ー
ル
の
根
本
的
な
変
更
で
あ
る
か
の
よ
う
に
一
見
思
わ
れ
た
。
し
か
し
、
実
際
の
と
こ
ろ
は
、
有
体

法
定
相
続
財
産
が
シ
ー
ズ
ン
引
渡
に
よ
っ
て
移
転
さ
れ
る
と
い
う
古
い
ル
ー
ル
は
、
Ｂ
＆
Ｓ
と
リ
ー
ス
権
放
棄
の
よ
う
な
方
法
に
よ
る

ユ
ー
ス
法
の
下
で
運
用
さ
れ
た
移
転
方
式
に
よ
り
、
既
に
数
世
紀
に
わ
た
っ
て
回
避
さ
れ
て
い
た
。
シ
ー
ズ
ン
引
渡
に
よ
る
公
示
封
土
譲

渡
は
、
一
五
三
六
年
の
ユ
ー
ス
法
制
定
以
降
、
実
務
的
に
は
使
用
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
一
八
四
五
年
法
が
行
っ
た
こ
と
は
、
現
状
を
法

制
化
し
、
そ
れ
を
小
規
模
に
単
純
化
し
た
だ
け
で
あ
っ
た
（
38
）

」
と
鋭
く
指
摘
し
て
い
る
。

）
一
一
一
（
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七
六

こ
れ
ま
で
に
述
べ
た
プ
ロ
セ
ス
を
得
て
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
基
本
で
あ
る
シ
ー
ズ
ン
引
渡
を
ベ
ー
ス
と
す
る
公
示
封
土
譲
渡
は
、
ユ
ー

ス
法
以
降
、
約
三
〇
〇
年
を
経
て
立
法
に
よ
り
解
消
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
た
だ
し
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
不
動
産
法
の
抜
本
的
な
改
革
は
、

一
九
二
五
年
財
産
権
法
（L

aw
 of P

roperty A
ct （

39
））

の
成
立
ま
で
待
た
な
く
て
は
な
ら
な
か
っ
た
。
同
法
は
、「
す
べ
て
の
土
地
の
移
転
は
、

譲
与
捺
印
証
書
（deed of grant

）
に
よ
っ
て
行
わ
れ
ば
な
ら
な
い
。（
同
法
五
一
条
）」
と
定
め
て
い
る
の
で
、
Ｂ
＆
Ｓ
は
公
式
に
廃
止
さ

れ
た
。
他
方
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
は
、
不
動
産
譲
渡
は
コ
モ
ン
・
ロ
ー
を
離
れ
て
、
基
本
的
に
証
書
に
よ
り
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
て

い
た
が
、
不
動
産
法
自
体
は
、
州
法
か
つ
判
例
法
で
あ
る
の
で
一
部
の
州
で
は
Ｂ
＆
Ｓ
が
依
然
有
効
な
方
式
と
し
て
残
っ
て
お
り
、
不
動

産
法
の
教
科
書
に
も
そ
の
痕
跡
が
残
さ
れ
て
い
る
。

13
．
む
す
び
に
か
え
て

イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
の
発
展
過
程
を
見
て
い
る
と
、
そ
れ
が
直
線
的
で
は
な
く
、
む
し
ろ
螺
旋
的
に
発
展
し
て
い
る
こ
と
に
気
づ
か

さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
厳
格
で
保
守
的
な
コ
モ
ン
・
ロ
ー
→
エ
ク
イ
テ
ィ
を
利
用
し
た
回
避
手
段
→
制
定
法
に
よ
る
追
認
、
と
い
う
プ
ロ

セ
ス
で
あ
る
。
そ
の
主
な
理
由
は
、
土
地
法
が
封
建
制
を
基
礎
と
し
た
コ
モ
ン
・
ロ
ー
の
制
約
を
引
き
ず
っ
て
か
な
り
硬
直
的
で
あ
り
、

そ
れ
を
回
避
す
る
歴
史
だ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
本
件
の
例
で
言
う
と
、
元
々
不
動
産
の
移
転
は
契
約
の
み
で
は
不
十
分
で
あ
り
、「
シ
ー

ズ
ン
」
の
移
転
、
公
示
が
必
要
で
あ
っ
た
の
で
、
そ
の
制
約
お
よ
び
煩
瑣
な
手
続
き
を
回
避
す
る
た
め
の
便
法
が
創
造
性
に
富
む
不
動
産

移
転
専
門
弁
護
士
に
よ
り
案
出
さ
れ
た
の
で
あ
る
。
同
様
に
手
続
法
の
分
野
で
も
、
紛
争
解
決
が
容
易
で
あ
る
た
め
、
権
利
訴
訟
よ
り
不

法
行
為
訴
訟
の
一
形
式
で
あ
る
不
動
産
占
有
回
復
訴
訟
（ejectm

ent

）
が
多
用
さ
れ
た
の
が
思
い
起
こ
さ
れ
る
。
そ
し
て
、
同
じ
理
由
か

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

七
七

ら
、
一
七
世
紀
以
降
利
用
さ
れ
た
の
が
、
以
上
で
見
て
き
た
「
期
間
権
の
Ｂ
＆
Ｓ
と
リ
ー
ス
復
帰
権
放
棄
」
と
い
う
方
法
で
あ
る
。
Ｂ
＆

Ｓ
と
復
帰
権
放
棄
に
よ
る
移
転
形
式
は
、
現
在
で
は
な
く
な
っ
て
い
る
が
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
に
お
け
る
土
地
法
の
発
展
過
程
を
如
実
に
表

し
て
い
る
も
の
で
あ
り
、
非
常
に
示
唆
深
い
も
の
が
あ
る
と
言
え
よ
う
。

（
1
） 

田
中
英
夫
編
「
英
米
法
辞
典
」p.90

（
東
大
出
版
会
、
一
九
九
一
年
）

（
2
） 27 H

enry V
III, c.13 

（1535

）

（
3
） 

こ
れ
ら
の
不
動
産
移
転
は
、
二
つ
の
ク
ラ
ス
に
分
類
さ
れ
る
。
す
な
わ
ち
、
①
当
事
者
の
間
の
行
為
に
よ
っ
て
効
力
を
有
す
る
不
動
産
移
転
と
、

②
効
力
を
裁
判
所
の
制
度
に
依
拠
す
る
不
動
産
移
転
で
あ
る
。
①
の
代
表
的
な
も
の
は
、
公
示
封
土
譲
渡
（feoffm

ent

）
と
復
帰
権
放
棄

（release

）
で
あ
り
、
②
の
代
表
例
は
、
土
地
占
有
回
復
訴
訟
（recovery

）
と
和
解
譲
渡
（fine

）
で
あ
る
。

（
4
） 

シ
ー
ズ
ン
（seisin

）：
単
な
る
占
有
（possession

）
と
区
別
す
る
た
め
カ
タ
カ
ナ
表
記
と
す
る
。
あ
え
て
訳
せ
ば
封
建
的
占
有
と
い
う
意
味

の
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
封
建
制
に
お
け
る
土
地
譲
与
の
基
本
概
念
。
領
主
は
臣
下
に
よ
る
奉
仕
（service

）
の
対
価
と
し
て
土
地
を
譲
与
（grant

）
す

る
。
そ
の
場
合
、
認
め
ら
れ
た
占
有
（be seised

）
が
シ
ー
ズ
ン
で
あ
る
。
生
涯
権
に
は
シ
ー
ズ
ン
は
あ
る
が
期
間
権
に
は
な
い
と
さ
れ
て
い
る

が
、
本
文
で
指
定
し
た
よ
う
に
正
確
に
読
む
こ
と
が
必
要
。

（
5
） T

horn, L
ivery of S

eisin, 52 L
aw

 Q
uarterly R

eview
 345

（1936

）

（
6
） 

約
因
（consideration

） ;

一
般
に
は
交
換
主
義
を
と
る
英
米
契
約
法
の
基
本
概
念
と
さ
れ
る
が
、
本
件
で
は
エ
ク
イ
テ
ィ
の
分
野
で
使
用
さ

れ
て
い
る
の
が
興
味
深
い
。
原
義
は
「in consideration of

」
で
「
対
価
」
よ
り
広
い
意
味
を
も
つ
。
本
件
で
は
「
家
族
の
愛
情
（affection

）」

は
経
済
的
な
価
値
（value

）
は
な
く
と
も
有
益
（good

）
な
約
因
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
た
。

（
7
） H

oldsw
orth, A

 H
istorical In

trod
u

ction
 to T

h
e L

an
d

 L
aw

, p.292, O
xford 

（1927

）

（
8
） W

illiam
 B

lackstone ; 

（1723-1780

）.

勅
撰
弁
護
士
を
経
て
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大
学
教
授
に
。
一
七
五
八
年
、
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大
学

で
初
め
て
の
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
講
義
を
行
っ
た
。
そ
の
際
の
講
義
を
基
に
し
た
、「
イ
ギ
リ
ス
法
釈
義
」
は
、
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
の
も
っ
と
も
権
威

）
一
一
一
（
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日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

七
八

あ
る
概
説
書
、
権
威
書
と
し
て
多
く
の
版
を
重
ね
広
く
読
ま
れ
た
。

（
9
） B

lackstone, C
om

m
en

taries on
 T

h
e L

aw
s of E

n
glan

d, B
ook II-338, O

xford 

（1766

）.
（
10
） Jam

es A
m

es 

（1846-1910

）.

ハ
ー
バ
ー
ド
・
ロ
ー
・
ス
ク
ー
ル
教
授
、
学
部
長
。L

angdell

が
始
め
た
ケ
ー
ス
・
メ
ソ
ッ
ド
を
充
実
さ
せ
る

と
と
も
に
、
法
制
史
に
精
通
し
、
同
ロ
ー
・
ス
ク
ー
ル
の
地
位
確
立
に
貢
献
し
た
。

（
11
） A

m
es, L

ectu
res on

 L
egal H

istory, p.78, n2, H
arvard, 

（1913

）

（
12
） 27 H

enry V
III, c.16

（
13
） B

aker &
 M

ilsom
, S

ou
rces of E

n
glish

 L
egal H

istory, 2
n

d ed. p.135, O
xford 

（2010

）.

（
14
） K

aye, A
 N

ote on T
he S

tatute of E
nrolm

ents, 104 L
aw

 Q
uarterly R

eview
 619, 

（1995

）

（
15
） K

aye, supra note 14 at 631

（
16
） 27 H

enry V
III, c.13 

§ 1

（
17
） W

illiam
 H

oldsw
orth ; 

（1871-1944
）
バ
リ
ス
タ
ー
を
経
て
、
オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大
学
教
授
。
全
一
七
巻
の
大
著
、A

 H
istory of 

E
nglish L

aw
,

で
有
名
。
同
全
集
の
不
動
産
法
の
部
分
を
取
り
出
し
、
時
系
列
的
に
並
べ
た
の
が
本
論
文
で
引
用
し
て
い
る
、A

n
 H

istorical 

In
trod

u
ction

 to T
h

e L
an

d
 L

aw
,

で
あ
る
。

（
18
） H

oldsw
orth, supra note 7 at 156

（
19
） M

ilsom
, H

istorical F
ou

n
d

ation
 of C

om
m

on
 L

aw
, 2

n
d. ed. p.224, B

utterw
orths 

（1981

）

（
20
） F

rederic M
aitland ; 

（1850-1906

）
バ
リ
ス
タ
ー
を
経
て
ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
大
学
教
授
。
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
法
の
古
い
原
史
料
に
精
通
し
た
だ
け

で
な
く
、
大
陸
法
と
の
比
較
の
視
点
も
持
ち
高
い
評
価
を
得
た
。P

ollock

と
の
共
著
、H

istory of E
n

glish
 L

aw
 before E

d
w

ard
 I,

を
始
め

多
く
の
著
書
を
残
し
た
。

（
21
） 

一
九
〇
六
年
ま
で
の
ケ
ン
ブ
リ
ッ
ジ
大
学
に
お
け
る
講
義
原
稿
、
自
身
の
注
釈
ノ
ー
ト
ブ
ッ
ク
に
聴
講
生
の
記
録
をC

haytor, W
hittaker

ら
の
弟
子
た
ち
が
編
集
し
、
メ
イ
ト
ラ
ン
ド
の
死
後
に
公
刊
さ
れ
た
書
籍
。

（
22
） M

aitland, “E
qu

ity ”, p.37 

（C
am

bridge 1909

）

）
一
一
一
（

近
世
イ
ン
グ
ラ
ン
ド
土
地
法
に
お
け
る
土
地
移
転
方
式
（
西
山
）

七
九

（
23
） H

argrave &
 B

utler, C
oke u

pon
 L

ittleton, V
ol.II, 272.a.vi. 2 

（1823

）.

（
正
式
に
は
、F

irst P
art of T

h
e In

stitu
tes of T

h
e L

aw
s 

of E
n

glan
d

で
ク
ッ
ク
の
リ
ト
ル
ト
ン
へ
の
評
釈
）。H

argrave

とB
utler

は
、L

incoln ’s Inn

所
属
の
ロ
ー
ヤ
ー
で
あ
る
が
、
彼
ら
の
注
釈
は
、

そ
れ
自
体
で
一
冊
の
本
に
な
る
ほ
ど
大
部
、
詳
細
な
も
の
で
あ
る
）

（
24
） H

oldsw
orth, supra note 7 at 115

（
25
） 

三
人
の
裁
判
官
と
は
、
三
つ
の
コ
モ
ン
・
ロ
ー
裁
判
所
の
長
た
ち
で
、
王
座
裁
判
所
首
席
判
事
、H

enry M
ontagu

（1563-1642

）、
民
訴
裁

判
所
首
席
判
事
、H

enry H
obart

（1560-1625

）、
財
務
府
裁
判
所
首
席
判
事
、L

aw
rence T

anfield

（1551-1625

）
で
あ
る
。

（
26
） 

後
見
裁
判
所
（C

ourt of W
ards and L

iveries

）：
後
見
権
、
相
続
料
等
の
国
王
へ
の
封
建
的
義
務
履
行
を
監
督
す
る
た
め
に
一
五
四
〇
年

に
ヘ
ン
リ
ー
八
世
に
よ
り
新
設
さ
れ
た
裁
判
所
。
シ
ー
ズ
ン
に
基
づ
く
封
建
的
土
地
法
の
維
持
、
監
督
に
中
心
的
な
役
割
を
果
た
し
た
。
革
命
時
の

一
六
四
五
年
に
廃
止
さ
れ
、
王
政
復
古
後
の
一
六
六
〇
年
に
廃
止
が
確
認
さ
れ
た

（
27
） C

ro. Jac. 604 

（C
roke ’s K

ings B
ench R

eport tem
pore Jam

es I

の
略
）

（
28
） H

oldsw
orth, supra. note 7 at 294

（
29
） Ibid.

（
30
） 

当
時
の
不
動
産
移
転
は
、
個
別
取
引
ご
と
に
裁
判
所
と
の
密
接
な
交
渉
が
必
要
で
あ
り
、
法
廷
弁
護
士
（barrister

）
の
領
域
で
あ
っ
た
。
後

に
、
不
動
産
移
転
が
増
加
、
一
般
化
し
、
事
務
弁
護
士
（solicitor

）
の
参
入
が
認
め
ら
れ
、
徐
々
に
主
流
と
な
っ
た
。（A

nderson, L
aw

yer 

an
d

 th
e M

akin
g of E

n
glish

 L
an

d
 L

aw
 1832-1940 p.22, H

oldsw
orth, H

istory of E
n

glish
 L

aw
 III p. 219, p.253

）

（
31
） S

im
pson, A

 H
istory of T

h
e L

an
d

 L
aw

, 2
n

d. ed. p. 190, O
xford 

（1990

）

（
32
） D

yer 155, in the C
ourt of W

ards ; 

Ｂ
＆
Ｓ
で
作
ら
れ
た
黙
示
ユ
ー
ス
の
後
に
ユ
ー
ス
を
設
定
す
る
の
は
、
無
効
で
あ
る
と
判
示
さ
れ
た
。

（
二
重
ユ
ー
ス
は
無
効
）

（
33
） 

権
利
帰
属
者
指
名
権
（pow

er of appointm
ent

） ; 

「pow
ers

」
の
通
常
の
意
味
は
、「
あ
る
人
に
与
え
ら
れ
た
、
自
分
の
も
の
で
な
い
財
産
権

を
処
分
す
る
権
限
」
で
あ
る
。（M

egarry &
 W

ade, “T
h

e L
aw

 of R
eal P

roperty ” 6
th ed. p.576

）
本
来
は
、
エ
ク
イ
テ
ィ
の
概
念
で
あ
る
が
、

遺
言
執
行
者
（executor

）
の
役
割
を
通
じ
て
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
も
徐
々
に
浸
透
し
た
。「
権
利
帰
属
者
指
名
（pow

er of appointm
ent

）」
と
は
、

）
一
一
一
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istory of E
n

glish
 L

aw
 III p. 219, p.253

）

（
31
） S

im
pson, A

 H
istory of T

h
e L

an
d

 L
aw

, 2
n

d. ed. p. 190, O
xford 

（1990

）

（
32
） D

yer 155, in the C
ourt of W

ards ; 

Ｂ
＆
Ｓ
で
作
ら
れ
た
黙
示
ユ
ー
ス
の
後
に
ユ
ー
ス
を
設
定
す
る
の
は
、
無
効
で
あ
る
と
判
示
さ
れ
た
。

（
二
重
ユ
ー
ス
は
無
効
）

（
33
） 

権
利
帰
属
者
指
名
権
（pow

er of appointm
ent

） ; 

「pow
ers

」
の
通
常
の
意
味
は
、「
あ
る
人
に
与
え
ら
れ
た
、
自
分
の
も
の
で
な
い
財
産
権

を
処
分
す
る
権
限
」
で
あ
る
。（M

egarry &
 W

ade, “T
h

e L
aw

 of R
eal P

roperty ” 6
th ed. p.576

）
本
来
は
、
エ
ク
イ
テ
ィ
の
概
念
で
あ
る
が
、

遺
言
執
行
者
（executor

）
の
役
割
を
通
じ
て
、
コ
モ
ン
・
ロ
ー
に
も
徐
々
に
浸
透
し
た
。「
権
利
帰
属
者
指
名
（pow

er of appointm
ent

）」
と
は
、

）
一
一
一
（



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

八
〇

処
分
権
限
を
与
え
ら
れ
た
者
が
新
た
な
権
利
を
創
設
し
、
受
取
人
を
指
名
す
る
こ
と
を
言
う
。
例
え
ば
、
セ
ト
ル
メ
ン
ト
に
お
い
て
、
生
涯
権
者
が

彼
の
権
限
を
拡
張
す
る
た
め
に
、
彼
の
権
限
以
上
の
権
利
を
創
設
し
、
そ
の
受
領
者
を
指
名
す
る
、
と
い
う
形
式
で
あ
る
。

（
34
） H

oldsw
orth, supra note 7 at 295

（
35
） 

Iseh
am

 v.M
orrice, 

「
あ
る
者
が
期
間
権
を
Ｂ
＆
Ｓ
を
し
、
そ
の
後
復
帰
権
を
譲
与
す
る
場
合
、
仮
に
Ｂ
＆
Ｓ
を
受
け
た
者
が
立
ち
入
り
を

行
っ
て
い
な
く
と
も
、
復
帰
権
の
被
譲
与
者
を
新
し
い
権
利
者
と
し
て
承
認
す
る
な
ら
、
復
帰
権
の
譲
与
は
有
効
で
あ
る
。」（C

ro. C
ar. 109

）

（
36
） O

rlando B
ridgm

an 

（1606-1674

）：
民
訴
裁
判
所
首
席
裁
判
官
、
国
璽
尚
書
を
務
め
た
高
名
な
法
律
家
。
セ
ト
ル
メ
ン
ト
の
基
本
形
式
は
彼

が
作
成
し
た
も
の
で
あ
る
し
、
ノ
ー
フ
ォ
ー
ク
公
爵
ケ
ー
ス
で
問
題
と
な
っ
た
セ
ト
ル
メ
ン
ト
も
彼
の
手
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

（
37
） B

ordw
ell, T

he R
epeal of T

he S
tatute of U

ses, 39 H
arvard L

aw
 R

eview
 477

（1926

）

（
38
） S

im
pson, supra note 31 at 280

（
39
） L

aw
 of P

roperty A
ct of 1925, 1925 c. 20 

（R
egnal. 15 and 16 G

eo 5

）.
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ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
へ
の
立
候
補
と
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
（
高
畑
）

八
三

１
．
事
件
の
概
要

一
八
六
八
年
に
採
択
さ
れ
た
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
は

「
欠
格
条
項
」
と
呼
ば
れ
、
次
の
よ
う
に
規
定
す
る
。

「
連
邦
議
会
の
議
員
、
合
衆
国
の
公
務
員
、
州
議
会
の
議
員
、

も
し
く
は
州
の
執
行
府
ま
た
は
司
法
府
の
職
員
と
し
て
、
合
衆

国
憲
法
を
支
持
す
る
宣
誓
を
し
な
が
ら
、
そ
の
後
合
衆
国
に
対

す
る
反
逆
あ
る
い
は
反
乱
に
加
わ
り
、
ま
た
は
合
衆
国
の
敵
に

援
助
も
し
く
は
便
宜
を
与
え
た
者
は
、
連
邦
議
会
の
上
院
ま
た

は
下
院
の
議
員
、
大
統
領
及
び
副
大
統
領
の
選
挙
人
、
文
官
、

武
官
を
問
わ
ず
合
衆
国
も
し
く
は
州
の
官
職
に
就
く
こ
と
は
で

き
な
い
。
た
だ
し
、
連
邦
議
会
は
、
各
議
院
の
三
分
の
二
の
投

票
で
、
そ
の
よ
う
な
欠
格
を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
（
１
）
」。

こ
の
条
項
は
、
南
北
戦
争
後
に
南
軍
側
の
関
係
者
が
連
邦
政
府

や
州
政
府
の
議
員
や
公
務
員
に
復
職
す
る
こ
と
を
制
限
す
る
た
め

に
規
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
り
（
２
）
、
合
衆
国
憲
法
（
以
下
「
憲
法
」
と

い
う
）
を
支
持
す
る
と
宣
誓
し
た
公
務
員
が
、
後
に
（
一
）
合
衆

国
に
対
す
る
反
逆
や
反
乱
に
関
与
し
た
場
合
、
あ
る
い
は
（
二
）

ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
へ
の
立
候
補
と
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節

─T
rum

p v. A
nderson, 601 U

.S
. 100

（2024

）

─高

　
　畑

　
　英
一
郎

判
例
研
究

）
三
三
三
（
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が
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す
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と
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が
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に
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日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

八
四

有
罪
票
が
あ
っ
た
も
の
の
、
解
職
に
必
要
な
三
分
の
二
の
多
数
に

は
達
せ
ず
、
有
罪
判
決
は
成
立
し
な
か
っ
た
（
６
）
。

ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領
は
二
〇
二
二
年
一
一
月
に
次
期
大
統
領
選

挙
へ
の
正
式
な
立
候
補
を
表
明
し
た
。
コ
ロ
ラ
ド
州
の
有
権
者
数

名
が
二
〇
二
三
年
九
月
に
、
前
大
統
領
は
憲
法
の
下
、
大
統
領
職

に
就
く
資
格
が
な
く
、
二
〇
二
四
年
の
コ
ロ
ラ
ド
州
共
和
党
予
備

選
挙
の
投
票
用
紙
に
そ
の
氏
名
を
記
載
す
べ
き
で
は
な
い
と
し
て
、

州
地
方
裁
判
所
に
訴
訟
を
起
こ
し
た
。
二
〇
二
三
年
一
一
月
一
七

日
に
同
裁
判
所
は
、
連
邦
議
会
襲
撃
事
件
に
関
す
る
連
邦
議
会
の

報
告
書
の
証
明
力
を
認
め
、
前
大
統
領
の
行
為
は
「
反
逆
」
に
当

た
る
と
認
定
し
つ
つ
も
、
大
統
領
は
「
公
務
員
」
で
は
な
い
と
判

示
し
て
請
求
を
棄
却
し
た
（
７
）
。「
公
務
員
」
に
大
統
領
が
含
ま
れ
な

い
理
由
と
し
て
、
修
正
一
四
条
三
節
の
条
文
に
「
大
統
領
」
の
文

言
が
な
く
、
ま
た
「
公
務
員
」
と
い
う
語
が
大
統
領
を
含
む
包
括

的
な
表
現
で
は
な
い
こ
と
、
さ
ら
に
条
文
の
制
定
過
程
で
「
大
統

領
」
の
語
が
削
除
さ
れ
た
経
緯
が
強
調
さ
れ
た
（
８
）
。

上
訴
を
受
理
し
た
コ
ロ
ラ
ド
州
最
高
裁
は
、
一
二
月
一
九
日
に
、

前
大
統
領
の
行
為
は
欠
格
条
項
に
該
当
し
、
共
和
党
予
備
選
挙
で

の
立
候
補
を
制
限
す
る
と
の
判
決
を
下
し
た
（
９
）
。
州
最
高
裁
は
、

「
公
務
員
」
と
い
う
言
葉
の
一
般
的
な
意
味
に
大
統
領
は
含
ま
れ

合
衆
国
の
敵
に
援
助
や
便
宜
を
与
え
た
場
合
、
議
会
の
超
党
派
が

「
そ
の
よ
う
な
欠
格
を
解
除
す
る
」
場
合
を
除
き
、
官
職
就
任
の

欠
格
条
項
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
を
意
味
す
る
（
３
）
。

ド
ナ
ル
ド
・
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
（
当
時
）
は
、
二
〇
二
〇
年
の

大
統
領
選
挙
で
敗
北
し
た
後
に
選
挙
不
正
が
あ
っ
た
と
支
持
者
に

訴
え
、
憲
法
や
連
邦
法
に
基
づ
き
連
邦
議
会
の
上
下
両
院
の
合
同

会
議
で
大
統
領
選
挙
の
選
挙
人
投
票
結
果
を
確
認
す
る
作
業
が
行

わ
れ
る
二
〇
二
一
年
一
月
六
日
に
、
連
邦
議
会
議
事
堂
近
く
で
集

会
を
開
催
し
た
。
そ
の
集
会
で
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
は
「
み
ん
な
で

議
会
に
向
け
て
行
進
し
よ
う
。
こ
の
国
を
取
り
戻
す
た
め
に
は
強

さ
を
見
せ
、
議
員
ら
に
正
し
い
こ
と
を
す
る
よ
う
要
求
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
」
な
ど
と
参
加
者
に
呼
び
か
け
た
。
参
加
者
た
ち
は

こ
れ
に
呼
応
し
て
連
邦
議
会
議
事
堂
へ
向
か
い
、
確
認
作
業
に
抗

議
す
る
と
と
も
に
、
警
備
の
警
官
を
振
り
切
っ
て
議
事
堂
内
に
侵

入
し
た
。
暴
徒
た
ち
は
四
時
間
近
く
議
事
堂
内
に
と
ど
ま
っ
た
が
、

最
終
的
に
警
察
に
よ
っ
て
排
除
さ
れ
た
（
４
）
。
ト
ラ
ン
プ
大
統
領
自
身

は
議
事
堂
襲
撃
事
件
へ
の
関
与
を
否
定
し
た
が
、
連
邦
議
会
下
院

は
大
統
領
の
発
言
が
反
逆
の
扇
動
に
当
た
る
と
し
、
二
〇
二
一
年

一
月
一
三
日
に
弾
劾
訴
追
の
議
決
を
し
た
（
５
）
。
上
院
の
弾
劾
評
決
は

ト
ラ
ン
プ
大
統
領
退
任
後
の
二
月
一
三
日
に
行
わ
れ
、
五
七
票
の

）
三
三
一
（

ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
へ
の
立
候
補
と
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
（
高
畑
）

八
五

を
受
理
し
た
（
17
）
。

２
．
判
旨

パ
ー
キ
ュ
ラ
イ
ム
（
破
棄
自
判
）

一
八
六
八
年
に
採
択
さ
れ
た
修
正
一
四
条
は
、
州
の
自
治
権
を

削
減
し
て
連
邦
の
権
限
を
拡
大
し
、
憲
法
の
定
め
る
州
と
連
邦
の

権
限
バ
ラ
ン
ス
を
変
更
し
た
。
同
条
五
節
は
、
連
邦
議
会
に
修
正

一
四
条
の
規
定
を
法
律
で
執
行
す
る
こ
と
を
認
め
た
。
同
条
三
節

も
州
の
権
限
を
制
限
す
る
も
の
で
あ
り
、
南
北
戦
争
後
に
南
軍
関

係
者
が
連
邦
の
公
職
に
復
権
す
る
の
を
阻
止
し
て
、
連
邦
の
永
続

性
を
確
保
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
同
節
に
は
、
憲
法
を
支

持
す
る
宣
誓
を
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
後
反
乱
に
関
わ
っ

た
者
た
ち
を
公
職
か
ら
排
除
す
る
こ
と
で
復
権
す
る
の
を
阻
止
す

る
目
的
が
あ
る
（
18
）
。

≪

修
正
一
四
条
三
節
の
自
動
執
行
性
に
つ
い
て≫

三
節
に
は
す
べ
て
の
者
に
権
利
を
付
与
す
る
と
い
う
性
質
は
な

く
、
特
定
の
個
人
に
公
職
就
任
の
資
格
を
剥
奪
す
る
と
い
う
予
防

的
か
つ
峻
厳
な
制
裁
を
与
え
る
こ
と
で
作
用
す
る
も
の
で
あ
る
。

る
と
解
釈
し
（
10
）
、
条
項
の
制
定
者
も
同
様
に
理
解
し
て
い
た
と
説
示

し
た
（
11
）
。
ま
た
、
そ
の
解
釈
は
欠
格
条
項
の
目
的
に
も
合
致
す
る
と

述
べ
て
（
12
）
、
大
統
領
の
「
公
務
員
」
該
当
性
を
肯
定
し
た
。
さ
ら

に
、
修
正
一
三
条
・
一
四
条
・
一
五
条
の
南
部
再
建
条
項
は
全
体

と
し
て
理
解
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
連
邦
最
高
裁
が
修
正
一
三
条

や
修
正
一
四
条
一
節
・
二
節
、
修
正
一
五
条
を
自
動
執
行
規
定
と

解
釈
し
て
い
る
の
と
同
様
に
、
修
正
一
四
条
三
節
の
欠
格
条
項
も

自
動
執
行
規
定
で
あ
る
と
し
た
（
13
）
。
そ
し
て
、
反
逆
と
は
「
合
衆
国

政
府
の
平
和
的
な
権
力
移
譲
に
必
要
な
行
動
を
妨
げ
た
り
阻
止
し

た
り
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
集
団
が
力
や
武
力
に
よ
る
脅
し

を
用
い
る
共
同
的
か
つ
公
然
な
行
為
を
含
む
（
14
）
」
も
の
で
あ
っ
て
、

前
大
統
領
の
行
為
は
反
逆
の
扇
動
に
当
た
り
、
副
大
統
領
や
議
員

た
ち
に
結
果
確
認
作
業
を
や
め
る
よ
う
働
き
か
け
た
こ
と
は
反
逆

へ
の
加
担
で
あ
る
と
判
示
し
た
（
15
）
。
州
最
高
裁
は
ま
た
、
憲
法
二
条

一
節
二
項
の
大
統
領
選
挙
に
関
す
る
規
定
を
根
拠
に
、
今
日
有
権

者
は
個
々
の
選
挙
人
で
は
な
く
大
統
領
候
補
に
投
票
し
て
い
る
の

だ
か
ら
、
州
は
選
挙
人
の
選
任
だ
け
で
な
く
、
大
統
領
候
補
の
氏

名
を
投
票
用
紙
に
記
載
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
も
管
理
で
き
る
と

し
、
憲
法
上
欠
格
な
候
補
者
を
選
挙
か
ら
排
除
で
き
る
と
説
示
し

た
（
16
）
。
こ
れ
に
対
し
て
、
連
邦
最
高
裁
は
前
大
統
領
側
の
裁
量
上
訴

）
三
三
一
（
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メ
リ
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八
五

を
受
理
し
た
（
17
）
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２
．
判
旨

パ
ー
キ
ュ
ラ
イ
ム
（
破
棄
自
判
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一
八
六
八
年
に
採
択
さ
れ
た
修
正
一
四
条
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、
州
の
自
治
権
を

削
減
し
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連
邦
の
権
限
を
拡
大
し
、
憲
法
の
定
め
る
州
と
連
邦
の

権
限
バ
ラ
ン
ス
を
変
更
し
た
。
同
条
五
節
は
、
連
邦
議
会
に
修
正

一
四
条
の
規
定
を
法
律
で
執
行
す
る
こ
と
を
認
め
た
。
同
条
三
節

も
州
の
権
限
を
制
限
す
る
も
の
で
あ
り
、
南
北
戦
争
後
に
南
軍
関

係
者
が
連
邦
の
公
職
に
復
権
す
る
の
を
阻
止
し
て
、
連
邦
の
永
続

性
を
確
保
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
る
。
同
節
に
は
、
憲
法
を
支

持
す
る
宣
誓
を
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
の
後
反
乱
に
関
わ
っ

た
者
た
ち
を
公
職
か
ら
排
除
す
る
こ
と
で
復
権
す
る
の
を
阻
止
す

る
目
的
が
あ
る
（
18
）
。
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修
正
一
四
条
三
節
の
自
動
執
行
性
に
つ
い
て≫

三
節
に
は
す
べ
て
の
者
に
権
利
を
付
与
す
る
と
い
う
性
質
は
な

く
、
特
定
の
個
人
に
公
職
就
任
の
資
格
を
剥
奪
す
る
と
い
う
予
防

的
か
つ
峻
厳
な
制
裁
を
与
え
る
こ
と
で
作
用
す
る
も
の
で
あ
る
。

る
と
解
釈
し
（
10
）
、
条
項
の
制
定
者
も
同
様
に
理
解
し
て
い
た
と
説
示

し
た
（
11
）
。
ま
た
、
そ
の
解
釈
は
欠
格
条
項
の
目
的
に
も
合
致
す
る
と

述
べ
て
（
12
）
、
大
統
領
の
「
公
務
員
」
該
当
性
を
肯
定
し
た
。
さ
ら

に
、
修
正
一
三
条
・
一
四
条
・
一
五
条
の
南
部
再
建
条
項
は
全
体

と
し
て
理
解
さ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
連
邦
最
高
裁
が
修
正
一
三
条

や
修
正
一
四
条
一
節
・
二
節
、
修
正
一
五
条
を
自
動
執
行
規
定
と

解
釈
し
て
い
る
の
と
同
様
に
、
修
正
一
四
条
三
節
の
欠
格
条
項
も

自
動
執
行
規
定
で
あ
る
と
し
た
（
13
）
。
そ
し
て
、
反
逆
と
は
「
合
衆
国

政
府
の
平
和
的
な
権
力
移
譲
に
必
要
な
行
動
を
妨
げ
た
り
阻
止
し

た
り
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
集
団
が
力
や
武
力
に
よ
る
脅
し

を
用
い
る
共
同
的
か
つ
公
然
な
行
為
を
含
む
（
14
）
」
も
の
で
あ
っ
て
、

前
大
統
領
の
行
為
は
反
逆
の
扇
動
に
当
た
り
、
副
大
統
領
や
議
員

た
ち
に
結
果
確
認
作
業
を
や
め
る
よ
う
働
き
か
け
た
こ
と
は
反
逆

へ
の
加
担
で
あ
る
と
判
示
し
た
（
15
）
。
州
最
高
裁
は
ま
た
、
憲
法
二
条

一
節
二
項
の
大
統
領
選
挙
に
関
す
る
規
定
を
根
拠
に
、
今
日
有
権

者
は
個
々
の
選
挙
人
で
は
な
く
大
統
領
候
補
に
投
票
し
て
い
る
の

だ
か
ら
、
州
は
選
挙
人
の
選
任
だ
け
で
な
く
、
大
統
領
候
補
の
氏

名
を
投
票
用
紙
に
記
載
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
も
管
理
で
き
る
と

し
、
憲
法
上
欠
格
な
候
補
者
を
選
挙
か
ら
排
除
で
き
る
と
説
示
し

た
（
16
）
。
こ
れ
に
対
し
て
、
連
邦
最
高
裁
は
前
大
統
領
側
の
裁
量
上
訴

）
三
三
一
（
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八
六

有
の
権
限
が
あ
り
、
修
正
一
四
条
は
そ
の
権
限
を
制
約
し
な
い
。

し
か
し
、
こ
の
州
の
権
限
は
、
連
邦
の
公
職
に
就
く
者

（offi
ceholders

）
と
そ
の
候
補
者
に
及
ぶ
も
の
で
は
な
い
。
連
邦

の
公
務
員
の
存
在
と
職
務
は
、
一
部
の
国
民
で
は
な
く
、
国
民
全

体
の
一
致
し
た
見
解
に
責
任
を
負
う
の
で
、
こ
れ
ら
の
公
務
員
の

選
挙
と
適
格
性
に
関
す
る
権
限
は
州
に
固
有
の
も
の
で
は
な
く
、

州
が
そ
れ
を
行
使
す
る
に
は
授
権
が
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
し

て
憲
法
は
、
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
や
そ
の
候
補
者
に
つ
い
て
三

節
を
執
行
す
る
権
限
を
州
に
授
権
し
て
い
な
い
の
で
あ
る
。
被
上

訴
人
は
、
三
節
に
違
反
し
た
可
能
性
の
あ
る
連
邦
の
公
職
に
在
任

中
の
者
を
罷
免
す
る
権
限
を
憲
法
は
州
に
委
ね
た
と
は
主
張
し
て

い
な
い
。
そ
の
よ
う
な
権
限
は
「
各
々
の
州
の
い
か
な
る
支
配
も

受
け
な
い
全
国
政
府
の
完
全
な
る
独
立
性
を
憲
法
は
保
障
す
る
」

と
い
う
原
則
を
無
視
す
る
も
の
で
あ
る
。
実
際
に
こ
の
原
則
の
下
、

州
は
連
邦
公
務
員
に
対
す
る
職
務
執
行
令
状
の
発
布
や
、
連
邦
機

関
の
拘
束
下
に
あ
る
者
へ
の
人
身
保
護
令
状
の
発
布
と
い
っ
た
、

よ
り
威
力
の
少
な
い
権
限
を
も
欠
い
て
い
る
の
で
あ
る
。
被
上
訴

人
は
、
州
は
三
節
の
執
行
を
連
邦
職
の
候
補
者
に
及
ぼ
す
こ
と
が

で
き
る
と
主
張
す
る
が
、
修
正
一
四
条
の
文
言
は
そ
の
よ
う
な
権

限
を
州
に
明
示
的
に
授
権
し
て
い
な
い
。
同
条
は
、
五
節
を
通
じ

グ
リ
フ
ィ
ン
判
決
で
チ
ェ
イ
ス
連
邦
最
高
裁
長
官
が
述
べ
た
よ
う

に
、
こ
の
規
定
の
対
象
と
な
る
人
物
を
確
定
す
る
必
要
が
あ
り
、

こ
の
確
認
作
業
を
実
施
す
る
た
め
に
は
、
あ
る
程
度
正
式
な
手
続
、

証
拠
、
判
決
、
判
決
の
執
行
が
不
可
欠
で
あ
る
。
憲
法
は
こ
の
よ

う
な
確
定
の
権
限
を
、
同
条
五
節
に
基
づ
き
、
連
邦
議
会
に
付
与

し
て
い
る
。

修
正
一
四
条
三
節
に
関
し
て
は
、
同
条
五
節
が
定
め
る
連
邦
議

会
の
権
限
は
重
要
で
あ
る
。
同
条
成
立
の
直
後
、
憲
法
は
三
節
を

執
行
す
る
手
段
を
規
定
し
て
い
な
い
こ
と
が
認
識
さ
れ
、
そ
の
執

行
を
定
め
る
法
律
の
必
要
性
が
理
解
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
っ
て
、

そ
の
後
五
節
に
基
づ
き
、
三
節
を
執
行
す
る
規
定
が
一
八
七
〇
年

市
民
的
権
利
法
の
一
部
と
し
て
制
定
さ
れ
た
（
19
）
。

≪

州
に
よ
る
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
や
そ
の
候
補
者
に
対
す
る

修
正
一
四
条
三
節
の
適
用
に
つ
い
て≫

本
件
で
は
、
州
も
連
邦
議
会
と
と
も
に
修
正
一
四
条
三
節
を
執

行
で
き
る
の
か
が
争
点
と
な
っ
て
い
る
。
州
の
公
職
に
関
し
て
は

州
も
三
節
の
執
行
権
限
を
有
す
る
が
、
連
邦
の
公
職
、
特
に
大
統

領
職
に
つ
い
て
は
、
そ
の
権
限
は
な
い
。
州
に
は
憲
法
に
反
し
な

い
限
り
で
自
州
の
公
務
員
資
格
と
そ
の
選
挙
方
法
を
決
定
す
る
固

）
三
三
一
（

ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
へ
の
立
候
補
と
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
（
高
畑
）

八
七

邦
の
公
職
の
候
補
者
に
関
す
る
連
邦
議
会
の
権
限
に
そ
う
し
た
負

荷
を
与
え
る
権
限
を
憲
法
が
州
に
積
極
的
に
委
任
し
て
い
る
と
想

定
す
る
の
に
は
無
理
が
あ
る
。

被
上
訴
人
は
、
修
正
一
四
条
の
採
択
後
の
数
年
間
に
、
連
邦
の

公
職
に
就
く
者
や
そ
の
候
補
者
に
対
し
て
州
が
同
条
三
節
を
執
行

し
た
実
績
を
指
摘
し
て
い
な
い
。
こ
う
し
た
先
例
の
欠
如
は
、
主

張
さ
れ
る
権
限
に
「
深
刻
な
憲
法
上
の
欠
損
」
が
あ
る
こ
と
を

「
示
唆
」
す
る
も
の
だ
。
州
は
修
正
一
四
条
の
採
択
後
に
州
の
公

職
就
任
で
欠
格
に
し
た
こ
と
が
あ
り
、
連
邦
で
は
な
く
州
の
公
職

に
対
す
る
欠
格
と
い
う
パ
タ
ー
ン
は
、
州
が
連
邦
の
公
職
に
対
し

て
執
行
権
限
を
欠
い
て
い
た
と
い
う
「
一
般
的
理
解
が
あ
っ
た
こ

と
の
説
得
力
の
あ
る
証
拠
」
と
な
る
（
20
）
。

≪

修
正
一
四
条
三
節
の
執
行
に
お
け
る
連
邦
議
会
の
役
割
に
つ

い
て≫

連
邦
の
公
職
に
就
く
者
や
そ
の
候
補
者
に
対
し
て
、
修
正
一
四

条
三
節
を
長
く
効
力
の
あ
る
も
の
に
し
て
き
た
の
は
連
邦
議
会
で

あ
る
。
連
邦
議
会
は
一
八
七
〇
年
市
民
的
権
利
法
を
制
定
し
、
連

邦
検
事
に
対
し
て
、
三
節
に
違
反
す
る
連
邦
お
よ
び
州
の
非
民
選

公
務
員
の
解
職
請
求
を
連
邦
裁
判
所
に
民
事
訴
訟
と
し
て
提
起
す

て
執
行
権
限
を
連
邦
議
会
に
認
め
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
の
だ
。

修
正
一
四
条
の
本
質
は
、
州
権
の
制
約
に
あ
る
。
ま
た
同
条
は
、

そ
の
条
項
を
州
に
対
し
て
執
行
す
る
新
し
い
権
限
を
連
邦
議
会
に

付
与
し
た
。
こ
の
よ
う
な
特
殊
な
条
項
が
黙
示
で
あ
れ
連
邦
職
の

候
補
者
を
欠
格
に
す
る
権
限
を
州
に
認
め
て
い
る
と
理
解
す
る
の

は
不
自
然
で
あ
る
。

憲
法
は
選
挙
条
項
（
一
条
四
節
一
項
）
お
よ
び
選
挙
人
条
項

（
二
条
一
節
二
項
）
で
、
連
邦
議
会
議
員
と
大
統
領
の
選
挙
を
州

が
管
理
し
実
施
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
規
定
が

修
正
一
四
条
三
節
に
関
し
て
州
に
対
す
る
授
権
を
黙
示
的
に
認
め

る
根
拠
に
な
る
と
認
め
る
理
由
は
存
在
し
な
い
。
こ
の
よ
う
な
州

へ
の
授
権
は
、
修
正
一
四
条
が
定
め
た
連
邦
と
州
の
権
限
上
の
バ

ラ
ン
ス
を
大
き
く
変
更
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

修
正
一
四
条
三
節
の
文
言
も
、
こ
の
見
解
を
補
強
す
る
。
三
節

は
連
邦
議
会
に
よ
る
欠
格
の
解
除
を
規
定
し
て
い
る
が
、
こ
の
解

除
権
限
に
制
限
は
な
く
、
連
邦
議
会
は
い
つ
で
も
行
使
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
そ
も
そ
も
州
が
こ
の
三
節
を
立
候
補
制
限
と
し
て
自

由
に
執
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
な
ら
、
連
邦
議
会
は
そ
の
決
定

の
影
響
を
現
在
の
選
挙
サ
イ
ク
ル
に
及
ぼ
し
た
い
場
合
、
投
票
が

始
ま
る
前
に
解
除
権
を
行
使
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
る
。
だ
が
、
連
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一
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大
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選
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補
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国
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正
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三
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（
高
畑
）

八
七

邦
の
公
職
の
候
補
者
に
関
す
る
連
邦
議
会
の
権
限
に
そ
う
し
た
負

荷
を
与
え
る
権
限
を
憲
法
が
州
に
積
極
的
に
委
任
し
て
い
る
と
想

定
す
る
の
に
は
無
理
が
あ
る
。

被
上
訴
人
は
、
修
正
一
四
条
の
採
択
後
の
数
年
間
に
、
連
邦
の

公
職
に
就
く
者
や
そ
の
候
補
者
に
対
し
て
州
が
同
条
三
節
を
執
行

し
た
実
績
を
指
摘
し
て
い
な
い
。
こ
う
し
た
先
例
の
欠
如
は
、
主

張
さ
れ
る
権
限
に
「
深
刻
な
憲
法
上
の
欠
損
」
が
あ
る
こ
と
を

「
示
唆
」
す
る
も
の
だ
。
州
は
修
正
一
四
条
の
採
択
後
に
州
の
公

職
就
任
で
欠
格
に
し
た
こ
と
が
あ
り
、
連
邦
で
は
な
く
州
の
公
職

に
対
す
る
欠
格
と
い
う
パ
タ
ー
ン
は
、
州
が
連
邦
の
公
職
に
対
し

て
執
行
権
限
を
欠
い
て
い
た
と
い
う
「
一
般
的
理
解
が
あ
っ
た
こ

と
の
説
得
力
の
あ
る
証
拠
」
と
な
る
（
20
）
。

≪

修
正
一
四
条
三
節
の
執
行
に
お
け
る
連
邦
議
会
の
役
割
に
つ

い
て≫

連
邦
の
公
職
に
就
く
者
や
そ
の
候
補
者
に
対
し
て
、
修
正
一
四

条
三
節
を
長
く
効
力
の
あ
る
も
の
に
し
て
き
た
の
は
連
邦
議
会
で

あ
る
。
連
邦
議
会
は
一
八
七
〇
年
市
民
的
権
利
法
を
制
定
し
、
連

邦
検
事
に
対
し
て
、
三
節
に
違
反
す
る
連
邦
お
よ
び
州
の
非
民
選

公
務
員
の
解
職
請
求
を
連
邦
裁
判
所
に
民
事
訴
訟
と
し
て
提
起
す

て
執
行
権
限
を
連
邦
議
会
に
認
め
て
い
る
に
す
ぎ
な
い
の
だ
。

修
正
一
四
条
の
本
質
は
、
州
権
の
制
約
に
あ
る
。
ま
た
同
条
は
、

そ
の
条
項
を
州
に
対
し
て
執
行
す
る
新
し
い
権
限
を
連
邦
議
会
に

付
与
し
た
。
こ
の
よ
う
な
特
殊
な
条
項
が
黙
示
で
あ
れ
連
邦
職
の

候
補
者
を
欠
格
に
す
る
権
限
を
州
に
認
め
て
い
る
と
理
解
す
る
の

は
不
自
然
で
あ
る
。

憲
法
は
選
挙
条
項
（
一
条
四
節
一
項
）
お
よ
び
選
挙
人
条
項

（
二
条
一
節
二
項
）
で
、
連
邦
議
会
議
員
と
大
統
領
の
選
挙
を
州

が
管
理
し
実
施
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
規
定
が

修
正
一
四
条
三
節
に
関
し
て
州
に
対
す
る
授
権
を
黙
示
的
に
認
め

る
根
拠
に
な
る
と
認
め
る
理
由
は
存
在
し
な
い
。
こ
の
よ
う
な
州

へ
の
授
権
は
、
修
正
一
四
条
が
定
め
た
連
邦
と
州
の
権
限
上
の
バ

ラ
ン
ス
を
大
き
く
変
更
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。

修
正
一
四
条
三
節
の
文
言
も
、
こ
の
見
解
を
補
強
す
る
。
三
節

は
連
邦
議
会
に
よ
る
欠
格
の
解
除
を
規
定
し
て
い
る
が
、
こ
の
解

除
権
限
に
制
限
は
な
く
、
連
邦
議
会
は
い
つ
で
も
行
使
す
る
こ
と

が
で
き
る
。
そ
も
そ
も
州
が
こ
の
三
節
を
立
候
補
制
限
と
し
て
自

由
に
執
行
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
な
ら
、
連
邦
議
会
は
そ
の
決
定

の
影
響
を
現
在
の
選
挙
サ
イ
ク
ル
に
及
ぼ
し
た
い
場
合
、
投
票
が

始
ま
る
前
に
解
除
権
を
行
使
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
る
。
だ
が
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八
八

合
性
お
よ
び
比
例
性
を
反
映
す
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

連
邦
議
会
は
〔
一
八
六
二
年
没
収
法
と
一
八
七
〇
年
市
民
的
権

利
法
の
〕
ほ
か
に
、
修
正
一
四
条
三
節
を
執
行
す
る
法
律
を
制
定

し
て
い
な
い
（
22
）
。

≪

大
統
領
選
挙
に
お
け
る
州
の
修
正
一
四
条
三
節
執
行
の
不
能

性
に
つ
い
て≫

連
邦
の
公
職
に
就
く
者
や
そ
の
候
補
者
に
対
す
る
州
の
修
正

一
四
条
三
節
を
執
行
す
る
権
限
は
、
同
条
五
節
に
基
づ
く
こ
と
は

な
い
。
だ
か
ら
こ
そ
逆
に
、
州
の
こ
の
権
限
は
適
用
範
囲
が
広
い

と
主
張
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
が
、
連
邦
の
公
職
に
関
し
て
憲
法
が

連
邦
よ
り
広
い
権
限
を
州
に
認
め
て
い
る
と
は
考
え
に
く
い
。

ま
た
大
統
領
職
に
関
し
て
、
州
の
三
節
執
行
に
は
よ
り
大
き
な

懸
念
が
あ
る
。「
大
統
領
選
挙
に
州
が
課
す
制
限
に
は
、
独
特
の

全
国
的
な
重
要
利
益
が
関
係
す
る
の
で
あ
る
」。
大
統
領
選
挙
の

候
補
者
が
三
節
に
よ
り
欠
格
に
な
る
の
か
に
つ
い
て
各
州
が
そ
れ

ぞ
れ
判
断
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
で
は
、「
大
統
領
は
全
国
の

す
べ
て
の
有
権
者
を
代
表
す
る
」
と
い
う
基
本
原
理
と
合
致
す
る

統
一
的
な
判
断
が
下
さ
れ
る
可
能
性
は
極
め
て
低
い
だ
ろ
う
。
州

ご
と
に
本
案
に
対
す
る
判
断
が
異
な
る
だ
け
で
な
く
、
訴
訟
手
続

る
権
限
を
与
え
、
同
節
に
反
し
て
公
職
に
就
き
ま
た
は
就
こ
う
と

す
る
こ
と
を
連
邦
犯
罪
と
し
た
。
連
邦
議
会
の
上
院
と
下
院
は
、

憲
法
一
条
に
基
づ
く
独
自
の
権
限
か
ら
、
連
邦
議
会
議
員
や
そ
の

当
選
者
を
修
正
一
四
条
三
節
に
違
反
す
る
の
か
と
い
う
点
か
ら
裁

い
た
こ
と
が
あ
る
。
さ
ら
に
反
逆
反
乱
へ
の
関
与
を
連
邦
犯
罪
に

し
て
公
務
就
任
の
欠
格
事
由
と
し
た
一
八
六
二
年
没
収
法
は
、
欠

格
を
執
行
す
る
追
加
的
手
続
を
規
定
し
て
い
た
（
21
）
。

≪

修
正
一
四
条
三
節
を
執
行
す
る
法
律
に
求
め
ら
れ
る
内
容≫

修
正
一
四
条
五
節
の
定
め
る
連
邦
議
会
の
権
限
は
厳
密
に
「
救

済
的
な
」
法
律
の
制
定
で
あ
る
た
め
、
同
条
三
節
を
執
行
す
る
連

邦
議
会
の
法
律
制
定
権
限
は
五
節
に
よ
り
限
定
さ
れ
る
。
こ
の
限

定
に
対
応
す
る
た
め
、
連
邦
議
会
は
立
法
が
修
正
一
四
条
の
禁
止

す
る
特
定
行
為
に
対
す
る
救
済
的
予
防
的
な
内
容
に
な
る
よ
う
入

念
に
調
整
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

修
正
一
四
条
三
節
は
、
同
条
の
他
の
条
項
と
は
異
な
り
、
個
人

の
行
為
を
禁
止
す
る
も
の
で
、
憲
法
遵
守
宣
誓
の
後
に
合
衆
国
に

対
す
る
反
逆
反
乱
に
参
加
し
た
者
の
公
務
就
任
を
禁
止
す
る
に
す

ぎ
な
い
。
同
節
を
執
行
す
る
連
邦
法
は
、
当
該
行
為
に
対
す
る
予

防
性
・
救
済
性
と
目
的
達
成
の
た
め
に
用
い
ら
れ
る
手
段
と
の
整
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三
一
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ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
へ
の
立
候
補
と
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
（
高
畑
）

八
九

≪

結
論
の
全
員
一
致
の
強
調≫

連
邦
最
高
裁
の
九
名
の
判
事
全
員
が
こ
の
結
論
に
同
意
し
て
い

る
。
四
名
の
判
事
は
、
修
正
一
四
条
三
節
の
作
用
に
関
す
る
特
徴

や
、
同
条
五
節
に
基
づ
く
連
邦
議
会
の
三
節
執
行
と
い
う
点
に
反

対
し
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
点
は
州
が
三
節
を
執
行
す
る
権
限
を

欠
い
て
い
る
こ
と
の
唯
一
の
理
由
で
は
な
い
。
当
該
法
廷
意
見
の

多
様
な
点
が
結
び
つ
い
て
こ
の
結
論
に
至
っ
て
い
る
の
で
あ
り
、

そ
れ
ら
は
こ
の
全
員
一
致
の
判
決
に
不
可
欠
な
の
で
あ
る
（
24
）
。

バ
レ
ッ
ト
判
事
一
部
同
意
・
一
部
結
論
同
意
意
見

州
は
大
統
領
選
挙
の
候
補
者
に
対
し
て
修
正
一
四
条
三
節
を
執

行
す
る
権
限
を
も
た
な
い
と
す
る
点
に
つ
き
、
法
廷
意
見
に
同
意

す
る
。
本
件
を
解
決
す
る
に
は
こ
の
原
則
で
十
分
で
あ
り
、
そ
れ

以
上
に
つ
い
て
は
判
断
し
な
い
。

本
件
で
は
連
邦
議
会
の
立
法
が
三
節
を
執
行
す
る
唯
一
の
手
段

な
の
か
と
い
う
複
雑
な
問
題
を
検
討
す
る
必
要
は
な
い
の
だ
が
、

法
廷
意
見
が
そ
れ
を
検
討
し
て
し
ま
っ
た
。
思
う
に
、
い
ま
は
声

高
に
違
い
を
強
調
す
る
時
で
は
な
い
。
当
裁
判
所
は
大
統
領
選
挙

が
実
施
さ
れ
る
不
安
定
な
時
期
に
、
政
治
的
緊
迫
度
の
高
い
問
題

を
決
着
し
た
の
だ
。
こ
う
し
た
状
況
で
は
、
本
判
決
に
対
す
る
評

に
関
す
る
法
も
異
な
る
こ
と
が
、
大
統
領
選
の
同
一
候
補
者
の
欠

格
性
に
対
す
る
各
州
の
判
定
が
食
い
違
う
理
由
と
な
ろ
う
。
州
ご

と
に
、
立
証
の
際
に
求
め
ら
れ
る
厳
密
性
の
程
度
も
異
な
る
う
え

に
、
伝
聞
証
拠
の
証
明
力
の
認
定
に
も
差
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
に

同
一
の
行
為
を
審
理
の
対
象
に
し
て
も
、
あ
る
州
で
は
候
補
者
が

適
格
に
な
る
一
方
で
、
別
の
州
で
は
欠
格
に
な
る
事
態
が
発
生
し

う
る
の
で
あ
る
。

州
が
修
正
一
四
条
三
節
を
執
行
し
た
結
果
生
じ
う
る
「
不
統

一
」
は
、
連
邦
政
府
と
国
民
全
体
と
の
直
接
的
な
結
び
つ
き
を
切

断
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
大
統
領
選
挙
で
は
「
各
州
で
の
投
票
の

イ
ン
パ
ク
ト
は
、
他
の
州
で
様
々
な
候
補
者
に
投
じ
ら
れ
た
票
の

影
響
を
受
け
る
の
で
あ
る
」。
投
票
後
に
三
節
の
欠
格
が
主
張
さ

れ
た
場
合
、
深
刻
な
混
乱
が
発
生
し
、
選
挙
結
果
は
変
更
さ
れ
る

か
も
し
れ
な
い
。
憲
法
は
、
こ
の
よ
う
な
、
い
つ
発
生
し
て
も
不

思
議
で
は
な
い
混
乱
に
耐
え
る
こ
と
を
国
民
に
求
め
て
は
い
な
い

の
だ
。

連
邦
の
公
職
に
就
く
者
と
そ
の
候
補
者
に
対
す
る
三
節
の
執
行

は
連
邦
議
会
の
権
限
で
あ
り
、
州
の
権
限
で
は
な
い
。
コ
ロ
ラ
ド

州
最
高
裁
の
判
決
は
こ
の
結
論
と
合
致
し
な
い
（
23
）
。
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結
論
の
全
員
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の
強
調≫

連
邦
最
高
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の
九
名
の
判
事
全
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が
こ
の
結
論
に
同
意
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て
い

る
。
四
名
の
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は
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正
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四
条
三
節
の
作
用
に
関
す
る
特
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や
、
同
条
五
節
に
基
づ
く
連
邦
議
会
の
三
節
執
行
と
い
う
点
に
反

対
し
て
い
る
が
、
こ
れ
ら
の
点
は
州
が
三
節
を
執
行
す
る
権
限
を

欠
い
て
い
る
こ
と
の
唯
一
の
理
由
で
は
な
い
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当
該
法
廷
意
見
の

多
様
な
点
が
結
び
つ
い
て
こ
の
結
論
に
至
っ
て
い
る
の
で
あ
り
、

そ
れ
ら
は
こ
の
全
員
一
致
の
判
決
に
不
可
欠
な
の
で
あ
る
（
24
）
。
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事
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同
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・
一
部
結
論
同
意
意
見

州
は
大
統
領
選
挙
の
候
補
者
に
対
し
て
修
正
一
四
条
三
節
を
執

行
す
る
権
限
を
も
た
な
い
と
す
る
点
に
つ
き
、
法
廷
意
見
に
同
意

す
る
。
本
件
を
解
決
す
る
に
は
こ
の
原
則
で
十
分
で
あ
り
、
そ
れ

以
上
に
つ
い
て
は
判
断
し
な
い
。

本
件
で
は
連
邦
議
会
の
立
法
が
三
節
を
執
行
す
る
唯
一
の
手
段

な
の
か
と
い
う
複
雑
な
問
題
を
検
討
す
る
必
要
は
な
い
の
だ
が
、

法
廷
意
見
が
そ
れ
を
検
討
し
て
し
ま
っ
た
。
思
う
に
、
い
ま
は
声

高
に
違
い
を
強
調
す
る
時
で
は
な
い
。
当
裁
判
所
は
大
統
領
選
挙

が
実
施
さ
れ
る
不
安
定
な
時
期
に
、
政
治
的
緊
迫
度
の
高
い
問
題

を
決
着
し
た
の
だ
。
こ
う
し
た
状
況
で
は
、
本
判
決
に
対
す
る
評

に
関
す
る
法
も
異
な
る
こ
と
が
、
大
統
領
選
の
同
一
候
補
者
の
欠

格
性
に
対
す
る
各
州
の
判
定
が
食
い
違
う
理
由
と
な
ろ
う
。
州
ご

と
に
、
立
証
の
際
に
求
め
ら
れ
る
厳
密
性
の
程
度
も
異
な
る
う
え

に
、
伝
聞
証
拠
の
証
明
力
の
認
定
に
も
差
が
あ
る
。
こ
の
よ
う
に

同
一
の
行
為
を
審
理
の
対
象
に
し
て
も
、
あ
る
州
で
は
候
補
者
が

適
格
に
な
る
一
方
で
、
別
の
州
で
は
欠
格
に
な
る
事
態
が
発
生
し

う
る
の
で
あ
る
。

州
が
修
正
一
四
条
三
節
を
執
行
し
た
結
果
生
じ
う
る
「
不
統

一
」
は
、
連
邦
政
府
と
国
民
全
体
と
の
直
接
的
な
結
び
つ
き
を
切

断
す
る
こ
と
に
な
ろ
う
。
大
統
領
選
挙
で
は
「
各
州
で
の
投
票
の

イ
ン
パ
ク
ト
は
、
他
の
州
で
様
々
な
候
補
者
に
投
じ
ら
れ
た
票
の

影
響
を
受
け
る
の
で
あ
る
」。
投
票
後
に
三
節
の
欠
格
が
主
張
さ

れ
た
場
合
、
深
刻
な
混
乱
が
発
生
し
、
選
挙
結
果
は
変
更
さ
れ
る

か
も
し
れ
な
い
。
憲
法
は
、
こ
の
よ
う
な
、
い
つ
発
生
し
て
も
不

思
議
で
は
な
い
混
乱
に
耐
え
る
こ
と
を
国
民
に
求
め
て
は
い
な
い

の
だ
。

連
邦
の
公
職
に
就
く
者
と
そ
の
候
補
者
に
対
す
る
三
節
の
執
行

は
連
邦
議
会
の
権
限
で
あ
り
、
州
の
権
限
で
は
な
い
。
コ
ロ
ラ
ド

州
最
高
裁
の
判
決
は
こ
の
結
論
と
合
致
し
な
い
（
23
）
。

）
三
三
一
（
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九
〇

い
、
州
ご
と
の
不
統
一
と
い
う
混
乱
を
引
き
起
こ
す
だ
ろ
う
と
判

決
し
た
。
本
件
の
解
決
に
は
こ
れ
で
十
分
だ
が
、
法
廷
意
見
は
そ

の
先
に
進
ん
で
し
ま
っ
た
。
将
来
の
議
論
か
ら
当
裁
判
所
と
上
訴

人
を
切
り
離
す
た
め
に
、
法
廷
意
見
は
ま
っ
た
く
新
し
い
憲
法
問

題
、
す
な
わ
ち
ど
の
連
邦
機
関
が
修
正
一
四
条
三
節
を
執
行
す
る

権
限
を
も
つ
の
か
、
そ
し
て
そ
の
執
行
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
と
い

う
問
題
に
つ
い
て
判
断
し
、
同
条
五
節
に
基
づ
い
て
連
邦
議
会
が

連
邦
法
を
制
定
し
た
場
合
に
限
り
反
逆
に
よ
る
欠
格
を
裁
定
で
き

る
と
判
決
し
て
し
ま
っ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
別
の
連
邦
機
関
が
三

節
を
執
行
す
る
可
能
性
は
な
く
な
っ
た
。
そ
う
し
た
意
見
に
は
同

意
で
き
な
い
。

憲
法
構
造
に
組
み
込
ま
れ
た
連
邦
制
の
原
則
が
本
件
を
解
決
す

る
。
州
は
連
邦
制
の
弱
体
化
を
狙
っ
て
、
選
挙
を
管
理
す
る
権
限

を
行
使
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
。
そ
の
よ
う
な
危
険
は
、
大
統
領

選
挙
で
は
い
っ
そ
う
深
刻
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
局
面
で
の
州
の

規
制
に
は
、
州
の
境
界
を
越
え
て
「
独
特
の
全
国
的
な
重
要
利
益

が
関
係
す
る
」。
州
は
大
統
領
選
挙
に
対
し
て
重
要
な
権
限
を
も

つ
の
は
間
違
い
な
い
が
、
連
邦
制
を
含
む
他
の
憲
法
規
定
に
よ
っ

て
制
約
さ
れ
る
の
で
あ
る
。

い
く
つ
か
の
州
の
一
部
の
幹
部
が
次
期
大
統
領
を
決
定
す
る
と

価
は
国
民
の
熱
気
を
高
め
る
も
の
で
は
な
く
冷
ま
す
も
の
で
あ
る

べ
き
だ
。
そ
の
意
味
で
、
我
々
の
間
の
意
見
が
一
致
し
た
こ
と
の

方
が
そ
の
相
違
よ
り
も
は
る
か
に
重
要
で
あ
る
。
九
名
の
判
事
全

員
が
本
判
決
の
結
論
に
同
意
し
た
の
で
あ
り
、
こ
れ
が
ア
メ
リ
カ

の
人
々
が
納
得
す
べ
き
メ
ッ
セ
ー
ジ
な
の
で
あ
る
（
25
）
。

ソ
ト
マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事
結
論
同
意
意
見
（
ケ
イ
ガ
ン
判
事
、

ジ
ャ
ク
ソ
ン
判
事
同
調
）

「
必
要
が
な
い
の
に
踏
み
込
ん
だ
判
決
を
す
る
べ
き
で
は
な
い
」

と
い
う
司
法
の
自
己
抑
制
は
、
建
国
以
来
の
原
則
で
あ
る
。「
ル
ー

ル
を
特
定
の
事
案
に
適
用
す
る
者
は
必
然
的
に
そ
の
ル
ー
ル
を
説

明
し
て
解
釈
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
か
ら
こ
そ
、
当
裁
判
所
は

「
法
が
何
で
あ
る
の
か
を
述
べ
る
こ
と
」
が
認
め
ら
れ
て
い
る
の

だ
。本

判
決
は
こ
の
非
常
に
重
要
な
原
則
か
ら
逸
脱
し
、
本
件
だ
け

で
な
く
将
来
生
じ
う
る
課
題
に
つ
い
て
も
判
断
を
下
し
た
。
本
件

で
当
裁
判
所
は
、
州
が
修
正
一
四
条
三
節
の
下
で
大
統
領
選
挙
の

候
補
者
を
予
備
選
挙
の
投
票
用
紙
か
ら
除
外
す
る
こ
と
が
で
き
る

の
か
に
つ
い
て
判
断
す
る
は
ず
だ
っ
た
。
そ
し
て
、
コ
ロ
ラ
ド
州

に
そ
れ
を
認
め
る
こ
と
は
、
ア
メ
リ
カ
の
連
邦
主
義
と
相
容
れ
な

）
三
一
一
（

ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
へ
の
立
候
補
と
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
（
高
畑
）

九
一

節
の
明
白
な
禁
止
規
定
に
は
、
同
条
五
節
に
基
づ
い
て
制
定
さ
れ

た
法
律
に
よ
る
執
行
が
必
須
で
あ
る
と
は
明
記
さ
れ
て
な
い
。
三

節
自
体
は
そ
の
逆
を
示
し
て
い
る
の
で
あ
り
、
連
邦
議
会
に
よ
る

欠
格
の
解
除
を
規
定
し
て
い
る
。
連
邦
議
会
の
過
半
数
が
執
行
法

を
廃
止
し
制
定
し
な
い
こ
と
で
三
節
の
運
用
を
無
に
で
き
る
の
な

ら
、
憲
法
が
欠
格
の
解
除
に
な
ぜ
三
分
の
二
の
多
数
を
要
求
し
た

の
か
理
解
で
き
な
い
。

修
正
一
四
条
の
別
の
条
項
も
法
廷
意
見
の
見
解
を
支
持
す
る
も

の
で
は
な
い
。
五
節
は
、
連
邦
議
会
に
法
律
に
よ
る
修
正
一
四
条

の
執
行
権
限
を
与
え
た
。
し
か
し
、
い
か
な
る
種
の
救
済
的
立
法

も
不
要
で
あ
る
。
南
部
再
建
期
の
修
正
条
項
は
す
べ
て
自
動
執
行

で
あ
っ
て
、
立
法
を
必
要
と
し
な
い
。
大
統
領
の
欠
格
に
関
す
る

別
の
規
定
も
、
法
律
に
よ
る
執
行
を
必
要
と
し
て
な
い
の
で
あ
る
。

法
廷
意
見
は
、
三
節
の
欠
格
に
関
す
る
特
別
の
ル
ー
ル
を
創
設
し

た
だ
け
な
の
だ
。

三
節
の
欠
格
は
そ
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
制
定
さ
れ
た
法

律
に
基
づ
く
の
で
な
い
限
り
行
わ
れ
な
い
と
い
う
要
請
を
裏
づ
け

る
根
拠
を
、
法
廷
意
見
は
何
も
示
し
て
い
な
い
。
グ
リ
フ
ィ
ン
判

決
を
引
用
す
る
が
、
そ
れ
に
は
先
例
と
し
て
の
効
力
が
な
い
。
法

廷
意
見
は
、
三
節
に
関
す
る
未
解
決
の
問
題
に
判
断
を
下
し
、
裁

い
う
の
は
、
三
節
の
関
係
か
ら
み
れ
ば
驚
く
べ
き
結
論
で
あ
る
。

南
部
再
建
期
の
憲
法
修
正
条
項
は
連
邦
の
権
限
拡
大
と
州
の
権
限

制
約
を
意
図
し
た
も
の
で
あ
り
、
修
正
一
四
条
三
節
は
州
が
自
ら

の
公
務
員
を
選
任
す
る
権
限
に
憲
法
上
の
制
限
を
加
え
よ
う
と
し

た
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
州
に
次
期
大
統
領
を
決
定
す
る

新
し
い
権
限
を
付
与
し
た
と
い
う
主
張
は
、
三
節
の
論
理
に
反
す

る
。こ

こ
ま
で
の
説
示
で
、
本
件
を
解
決
す
る
確
実
か
つ
充
分
な
根

拠
は
示
さ
れ
て
い
る
。
コ
ロ
ラ
ド
州
に
三
節
を
執
行
す
る
権
限
を

認
め
る
こ
と
は
、「
国
民
に
直
接
責
任
を
負
う
連
邦
制
」
と
い
う

起
草
者
た
ち
の
想
定
を
危
う
く
す
る
の
で
あ
る
。
当
裁
判
所
は
こ

の
結
論
を
説
示
す
る
こ
と
か
ら
始
め
て
、
そ
し
て
終
え
る
べ
き

だ
っ
た
（
26
）
。

≪

法
廷
意
見
に
対
す
る
批
判≫

本
件
は
連
邦
政
府
が
当
事
者
で
は
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
法

廷
意
見
は
連
邦
に
よ
る
修
正
一
四
条
三
節
の
執
行
は
ど
の
よ
う
に

進
め
ら
れ
る
べ
き
な
の
か
に
つ
い
て
触
れ
、
そ
の
執
行
に
際
し
て

連
邦
議
会
は
法
律
を
制
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
判
示
し
た
。

こ
の
よ
う
な
想
定
は
三
節
の
条
文
に
基
づ
く
も
の
で
は
な
い
。
同

）
三
一
三
（



ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
へ
の
立
候
補
と
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
（
高
畑
）

九
一

節
の
明
白
な
禁
止
規
定
に
は
、
同
条
五
節
に
基
づ
い
て
制
定
さ
れ

た
法
律
に
よ
る
執
行
が
必
須
で
あ
る
と
は
明
記
さ
れ
て
な
い
。
三

節
自
体
は
そ
の
逆
を
示
し
て
い
る
の
で
あ
り
、
連
邦
議
会
に
よ
る

欠
格
の
解
除
を
規
定
し
て
い
る
。
連
邦
議
会
の
過
半
数
が
執
行
法

を
廃
止
し
制
定
し
な
い
こ
と
で
三
節
の
運
用
を
無
に
で
き
る
の
な

ら
、
憲
法
が
欠
格
の
解
除
に
な
ぜ
三
分
の
二
の
多
数
を
要
求
し
た

の
か
理
解
で
き
な
い
。

修
正
一
四
条
の
別
の
条
項
も
法
廷
意
見
の
見
解
を
支
持
す
る
も

の
で
は
な
い
。
五
節
は
、
連
邦
議
会
に
法
律
に
よ
る
修
正
一
四
条

の
執
行
権
限
を
与
え
た
。
し
か
し
、
い
か
な
る
種
の
救
済
的
立
法

も
不
要
で
あ
る
。
南
部
再
建
期
の
修
正
条
項
は
す
べ
て
自
動
執
行

で
あ
っ
て
、
立
法
を
必
要
と
し
な
い
。
大
統
領
の
欠
格
に
関
す
る

別
の
規
定
も
、
法
律
に
よ
る
執
行
を
必
要
と
し
て
な
い
の
で
あ
る
。

法
廷
意
見
は
、
三
節
の
欠
格
に
関
す
る
特
別
の
ル
ー
ル
を
創
設
し

た
だ
け
な
の
だ
。

三
節
の
欠
格
は
そ
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
制
定
さ
れ
た
法

律
に
基
づ
く
の
で
な
い
限
り
行
わ
れ
な
い
と
い
う
要
請
を
裏
づ
け

る
根
拠
を
、
法
廷
意
見
は
何
も
示
し
て
い
な
い
。
グ
リ
フ
ィ
ン
判

決
を
引
用
す
る
が
、
そ
れ
に
は
先
例
と
し
て
の
効
力
が
な
い
。
法

廷
意
見
は
、
三
節
に
関
す
る
未
解
決
の
問
題
に
判
断
を
下
し
、
裁

い
う
の
は
、
三
節
の
関
係
か
ら
み
れ
ば
驚
く
べ
き
結
論
で
あ
る
。

南
部
再
建
期
の
憲
法
修
正
条
項
は
連
邦
の
権
限
拡
大
と
州
の
権
限

制
約
を
意
図
し
た
も
の
で
あ
り
、
修
正
一
四
条
三
節
は
州
が
自
ら

の
公
務
員
を
選
任
す
る
権
限
に
憲
法
上
の
制
限
を
加
え
よ
う
と
し

た
も
の
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
州
に
次
期
大
統
領
を
決
定
す
る

新
し
い
権
限
を
付
与
し
た
と
い
う
主
張
は
、
三
節
の
論
理
に
反
す

る
。こ

こ
ま
で
の
説
示
で
、
本
件
を
解
決
す
る
確
実
か
つ
充
分
な
根

拠
は
示
さ
れ
て
い
る
。
コ
ロ
ラ
ド
州
に
三
節
を
執
行
す
る
権
限
を

認
め
る
こ
と
は
、「
国
民
に
直
接
責
任
を
負
う
連
邦
制
」
と
い
う

起
草
者
た
ち
の
想
定
を
危
う
く
す
る
の
で
あ
る
。
当
裁
判
所
は
こ

の
結
論
を
説
示
す
る
こ
と
か
ら
始
め
て
、
そ
し
て
終
え
る
べ
き

だ
っ
た
（
26
）
。

≪

法
廷
意
見
に
対
す
る
批
判≫

本
件
は
連
邦
政
府
が
当
事
者
で
は
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
法

廷
意
見
は
連
邦
に
よ
る
修
正
一
四
条
三
節
の
執
行
は
ど
の
よ
う
に

進
め
ら
れ
る
べ
き
な
の
か
に
つ
い
て
触
れ
、
そ
の
執
行
に
際
し
て

連
邦
議
会
は
法
律
を
制
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
判
示
し
た
。

こ
の
よ
う
な
想
定
は
三
節
の
条
文
に
基
づ
く
も
の
で
は
な
い
。
同

）
三
一
三
（
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九
二

Ｂ
．
州
に
よ
る
欠
格
条
項
の
執
行

本
件
で
の
争
点
は
、
州
が
大
統
領
選
挙
の
候
補
者
に
つ
い
て
修

正
一
四
条
三
節
を
執
行
し
、
そ
の
欠
格
を
認
定
す
る
こ
と
が
で
き

る
の
か
と
い
う
こ
と
で
あ
っ
た
。
連
邦
最
高
裁
は
全
員
一
致
で
、

州
は
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
と
そ
の
候
補
者
に
関
し
て
欠
格
条
項

を
執
行
す
る
権
限
は
な
い
と
の
判
決
を
下
し
た
。

法
廷
意
見
は
、
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
の
職
務
は
国
民
全
体
に

責
任
を
負
う
も
の
で
あ
り
、
そ
の
適
格
性
を
審
査
す
る
権
限
は
原

則
と
し
て
連
邦
政
府
に
属
し
、
憲
法
や
法
律
の
授
権
が
な
い
限
り

州
は
行
使
で
き
な
い
と
し
て
、
憲
法
自
体
は
そ
の
よ
う
な
授
権
を

明
示
的
に
は
し
て
い
な
い
と
説
示
す
る
。
ま
た
、
修
正
一
四
条
を

含
む
南
北
戦
争
に
伴
っ
て
制
定
さ
れ
た
憲
法
修
正
が
州
の
権
限
削

減
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
強
調
し
て
、
当
該
権
限
の

黙
示
の
授
権
を
認
め
る
こ
と
は
で
き
な
い
と
し
た
。
加
え
て
、
欠

格
条
項
に
基
づ
き
州
が
単
独
で
連
邦
の
公
務
員
の
地
位
を
は
く
奪

し
た
歴
史
的
事
実
が
欠
如
し
て
い
る
こ
と
に
注
目
し
て
、
こ
の
こ

と
は
州
の
同
条
項
の
執
行
権
限
は
連
邦
に
は
及
ば
な
い
と
い
う
一

般
的
理
解
が
制
定
当
時
か
ら
存
在
し
て
い
た
こ
と
を
強
く
推
認
さ

せ
る
と
指
摘
し
た
。
確
か
に
憲
法
は
選
挙
条
項
（
一
条
四
節
一

項
）
お
よ
び
選
挙
人
条
項
（
二
条
一
節
二
項
）
に
お
い
て
、
連
邦

判
所
の
三
節
の
執
行
の
可
能
性
を
閉
ざ
し
て
し
ま
っ
た
。
さ
ら
に
、

三
節
を
執
行
す
る
法
律
は
そ
れ
に
適
合
す
る
よ
う
調
整
さ
れ
た
手

続
を
定
め
て
お
く
必
要
が
あ
る
と
説
示
し
て
、
連
邦
政
府
に
遵
守

を
求
め
る
連
邦
の
一
般
法
に
よ
る
執
行
を
排
除
し
て
し
ま
っ
た
。

こ
う
す
る
こ
と
で
、
法
廷
意
見
は
反
逆
者
と
目
さ
れ
る
人
物
を
欠

格
に
か
か
る
将
来
の
訴
え
か
ら
保
護
し
た
の
で
あ
る
（
27
）
。

３
．
検
討

Ａ
．
欠
格
条
項
の
歴
史
性

前
述
の
よ
う
に
、
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
は
南
北
戦
争
後
に
南

軍
関
係
者
が
連
邦
の
公
職
に
復
帰
す
る
の
を
阻
止
す
る
た
め
に
制

定
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
そ
の
た
め
、
こ
の
条
項
を
そ
の
目
的
に

限
定
し
て
理
解
す
る
こ
と
は
あ
り
得
る
の
で
あ
っ
て
、
実
際
に
そ

う
し
た
主
張
も
な
さ
れ
て
い
る
（
28
）
。
本
判
決
で
は
ど
の
判
事
も
、
欠

格
条
項
が
南
北
戦
争
に
関
連
す
る
規
定
で
あ
り
、
現
代
的
意
義
は

な
い
と
の
立
場
を
と
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
連
邦
最
高
裁
は
同
条

項
を
歴
史
的
規
定
と
は
解
釈
せ
ず
、
現
在
も
適
用
可
能
な
規
範
と

判
断
し
た
の
で
あ
る
。
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九
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Ｃ
．
欠
格
条
項
の
自
動
執
行
性

法
廷
意
見
の
中
で
四
名
の
判
事
が
不
要
だ
と
す
る
と
こ
ろ
は
、

欠
格
条
項
の
執
行
に
は
連
邦
法
の
存
在
が
必
要
で
あ
る
と
認
定
し

た
箇
所
と
、
そ
の
執
行
法
の
内
容
に
関
す
る
部
分
で
あ
る
。
そ
こ

で
ま
ず
、
欠
格
条
項
の
執
行
に
は
連
邦
法
の
存
在
が
必
要
な
の
か

と
い
う
問
題
、
す
な
わ
ち
欠
格
条
項
の
自
動
執
行
性
に
つ
い
て
検

討
す
る
。

こ
こ
で
い
う
自
動
執
行
と
は
、
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
と
そ
の

候
補
者
に
対
し
て
修
正
一
四
条
三
節
の
要
件
を
充
足
す
る
こ
と
が

認
定
さ
れ
た
場
合
、
即
座
に
欠
格
条
項
の
効
力
が
発
生
す
る
こ
と

を
い
う
（
30
）
。
欠
格
条
項
の
自
動
執
行
性
を
肯
定
す
る
立
場
は
、
憲
法

に
は
当
該
条
項
の
ほ
か
に
大
統
領
の
欠
格
に
関
す
る
規
定
（
31
）
が
あ
る

が
、
そ
れ
は
自
動
執
行
規
定
な
の
だ
か
ら
修
正
一
四
条
三
節
も
同

様
に
自
動
執
行
規
定
で
あ
る
と
主
張
し
て
い
た
（
32
）
。

法
廷
意
見
は
、
欠
格
条
項
成
立
直
後
に
チ
ェ
イ
ス
連
邦
最
高
裁

長
官
が
下
級
審
裁
判
官
と
し
て
欠
格
条
項
の
自
動
執
行
性
を
否
定

し
、
連
邦
法
の
制
定
を
要
求
し
た
グ
リ
フ
ィ
ン
判
決
（
33
）
に
言
及
し

て
、
欠
格
条
項
の
適
用
対
象
者
を
確
定
す
る
た
め
の
手
続
が
必
要

で
あ
り
、
修
正
一
四
条
五
節
に
基
づ
き
連
邦
議
会
に
そ
の
よ
う
な

手
続
規
定
を
制
定
す
る
権
限
が
付
与
さ
れ
る
と
指
摘
し
た
。
そ
し

議
会
議
員
の
選
挙
と
大
統
領
選
の
選
挙
人
の
選
出
を
州
が
管
理
し

実
施
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
が
、「
大
統
領
選
挙
に
州
が
課
す

制
限
に
は
、
独
特
の
全
国
的
な
重
要
利
益
が
関
係
す
る
（
29
）
」
た
め
、

州
に
対
し
て
一
定
の
制
約
が
及
ぶ
と
し
た
。
法
廷
意
見
は
さ
ら
に
、

各
州
で
立
証
の
際
に
求
め
ら
れ
る
厳
密
性
の
程
度
や
伝
聞
証
拠
の

証
明
力
の
認
定
に
差
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
州
の
欠
格
条
項
の
執
行

は
統
一
性
を
欠
き
、
州
ご
と
に
候
補
者
の
適
格
性
が
変
動
す
る
事

態
と
な
る
が
、
そ
う
し
た
「
不
統
一
」
は
連
邦
政
府
と
国
民
全
体

と
の
直
接
的
な
結
び
つ
き
を
切
断
す
る
こ
と
に
な
る
と
説
示
し
た
。

こ
の
よ
う
に
法
廷
意
見
は
、
連
邦
制
の
構
造
と
修
正
一
四
条
の

制
定
目
的
か
ら
、
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
と
そ
の
候
補
者
に
対
す

る
州
の
欠
格
条
項
の
執
行
権
限
を
否
定
し
た
。
法
廷
意
見
に
同
意

し
な
か
っ
た
四
名
の
判
事
も
こ
の
点
に
つ
い
て
は
同
意
し
、
ソ
ト

マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事
結
論
同
意
意
見
は
法
廷
意
見
と
同
じ
理
由
を
再

述
す
る
と
と
も
に
憲
法
の
規
定
す
る
連
邦
制
を
強
調
し
た
。
し
か

し
こ
の
四
名
の
判
事
は
法
廷
意
見
の
こ
の
説
示
の
み
で
本
件
を
解

決
す
る
に
は
十
分
と
考
え
、
よ
り
踏
み
込
ん
だ
判
決
を
下
し
た
法

廷
意
見
に
与
す
る
こ
と
は
な
か
っ
た
。
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、
欠
格
条
項
の
執
行
に
は
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必
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の
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の
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に
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こ
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で
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執
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は
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に
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と
そ
の
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対
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の
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を
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、
即
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に
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の
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発
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と

を
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（
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。
欠
格
条
項
の
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を
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場
は
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憲
法

に
は
当
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の
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に
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の
欠
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に
関
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る
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（
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が
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が
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そ
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は
自
動
執
行
規
定
な
の
だ
か
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修
正
一
四
条
三
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も
同

様
に
自
動
執
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規
定
で
あ
る
と
主
張
し
て
い
た
（
32
）
。

法
廷
意
見
は
、
欠
格
条
項
成
立
直
後
に
チ
ェ
イ
ス
連
邦
最
高
裁

長
官
が
下
級
審
裁
判
官
と
し
て
欠
格
条
項
の
自
動
執
行
性
を
否
定

し
、
連
邦
法
の
制
定
を
要
求
し
た
グ
リ
フ
ィ
ン
判
決
（
33
）
に
言
及
し

て
、
欠
格
条
項
の
適
用
対
象
者
を
確
定
す
る
た
め
の
手
続
が
必
要

で
あ
り
、
修
正
一
四
条
五
節
に
基
づ
き
連
邦
議
会
に
そ
の
よ
う
な

手
続
規
定
を
制
定
す
る
権
限
が
付
与
さ
れ
る
と
指
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し
た
。
そ
し

議
会
議
員
の
選
挙
と
大
統
領
選
の
選
挙
人
の
選
出
を
州
が
管
理
し

実
施
す
る
こ
と
を
認
め
て
い
る
が
、「
大
統
領
選
挙
に
州
が
課
す

制
限
に
は
、
独
特
の
全
国
的
な
重
要
利
益
が
関
係
す
る
（
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）
」
た
め
、
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に
対
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一
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の
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が
及
ぶ
と
し
た
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廷
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は
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に
、

各
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で
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の
際
に
求
め
ら
れ
る
厳
密
性
の
程
度
や
伝
聞
証
拠
の

証
明
力
の
認
定
に
差
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
州
の
欠
格
条
項
の
執
行

は
統
一
性
を
欠
き
、
州
ご
と
に
候
補
者
の
適
格
性
が
変
動
す
る
事

態
と
な
る
が
、
そ
う
し
た
「
不
統
一
」
は
連
邦
政
府
と
国
民
全
体

と
の
直
接
的
な
結
び
つ
き
を
切
断
す
る
こ
と
に
な
る
と
説
示
し
た
。

こ
の
よ
う
に
法
廷
意
見
は
、
連
邦
制
の
構
造
と
修
正
一
四
条
の

制
定
目
的
か
ら
、
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
と
そ
の
候
補
者
に
対
す

る
州
の
欠
格
条
項
の
執
行
権
限
を
否
定
し
た
。
法
廷
意
見
に
同
意

し
な
か
っ
た
四
名
の
判
事
も
こ
の
点
に
つ
い
て
は
同
意
し
、
ソ
ト

マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事
結
論
同
意
意
見
は
法
廷
意
見
と
同
じ
理
由
を
再

述
す
る
と
と
も
に
憲
法
の
規
定
す
る
連
邦
制
を
強
調
し
た
。
し
か

し
こ
の
四
名
の
判
事
は
法
廷
意
見
の
こ
の
説
示
の
み
で
本
件
を
解

決
す
る
に
は
十
分
と
考
え
、
よ
り
踏
み
込
ん
だ
判
決
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し
た
法
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に
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す
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。
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法
廷
意
見
の
理
解
は
、
修
正
一
四
条
の
従
来
の
解
釈
か
ら
逸
脱

し
て
い
る
と
い
え
る
だ
ろ
う
。
結
論
同
意
意
見
が
指
摘
す
る
よ
う

に
、
連
邦
最
高
裁
は
平
等
保
護
条
項
や
デ
ュ
ー
プ
ロ
セ
ス
条
項
の

執
行
に
関
し
て
連
邦
法
の
存
在
を
求
め
て
こ
な
か
っ
た
。
こ
れ
に

つ
い
て
、
法
廷
意
見
は
三
節
が
個
人
の
行
為
を
禁
止
し
て
い
る
点

で
、
政
府
行
為
を
対
象
と
す
る
修
正
一
四
条
の
他
の
条
項
と
は
異

な
る
こ
と
を
強
調
す
る
が
（
36
）
、
個
人
の
行
為
を
特
定
す
る
こ
と
が
特

別
の
執
行
法
の
必
要
性
を
正
当
化
す
る
こ
と
に
な
る
の
か
疑
義
が

あ
る
。
三
節
を
自
動
執
行
と
理
解
し
、
そ
の
上
で
当
該
行
為
の
三

節
該
当
性
を
裁
判
過
程
に
お
い
て
も
確
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
と

思
わ
れ
る
か
ら
だ
。
ま
た
三
節
の
規
定
す
る
連
邦
議
会
の
欠
格
解

除
権
限
は
、
同
節
の
自
動
執
行
を
強
く
示
唆
し
て
い
る
（
37
）
。
法
廷
意

見
が
当
時
の
連
邦
議
会
や
連
邦
最
高
裁
長
官
の
理
解
だ
け
を
根
拠

に
自
動
執
行
性
を
否
定
し
た
の
は
、
欠
格
条
項
の
原
意
や
「
歴
史

と
伝
統
」
に
基
づ
か
な
い
論
拠
に
乏
し
い
判
断
と
思
わ
れ
よ
う
（
38
）
。

法
廷
意
見
は
連
邦
法
の
必
要
性
を
論
じ
る
際
、
各
州
で
欠
格
条
項

を
自
州
の
公
務
員
に
執
行
す
る
と
き
に
個
別
の
州
法
の
存
在
を
前

提
と
し
て
い
た
の
か
に
つ
い
て
論
及
し
て
い
な
い
。
連
邦
最
高
裁

が
近
年
憲
法
解
釈
に
お
い
て
、
そ
の
条
項
の
運
用
に
お
け
る
「
歴

史
と
伝
統
」
を
重
視
し
て
き
た
こ
と
を
踏
ま
え
る
な
ら
（
39
）
、
そ
し
て

て
、
欠
格
条
項
の
制
定
当
時
の
連
邦
議
会
は
執
行
手
続
の
必
要
性

を
理
解
し
て
お
り
、
そ
の
結
果
と
し
て
一
八
七
〇
年
市
民
的
権
利

法
（
34
）
の
一
部
に
規
定
さ
れ
た
こ
と
を
強
調
し
た
（
さ
ら
に
憲
法
一
条

に
基
づ
く
議
院
自
律
権
に
よ
る
議
員
の
資
格
争
訟
や
、
修
正
一
四

条
制
定
以
前
の
法
律
で
あ
る
一
八
六
二
年
没
収
法
が
欠
格
を
執
行

す
る
追
加
的
手
続
を
規
定
し
て
い
た
（
35
）
こ
と
に
も
言
及
し
た
）。
法

廷
意
見
は
、
修
正
一
四
条
制
定
直
後
の
連
邦
議
会
や
連
邦
最
高
裁

長
官
の
理
解
（
そ
れ
が
欠
格
条
項
の
「
原
意
」
で
あ
る
の
か
ど
う

か
に
関
わ
ら
ず
）
に
準
拠
し
、
欠
格
条
項
の
自
動
執
行
性
を
否
定

し
て
、
そ
の
執
行
に
は
連
邦
法
（
あ
る
い
は
少
な
く
と
も
連
邦
議

会
の
意
思
）
が
必
要
で
あ
る
と
判
示
し
た
の
で
あ
る
。

こ
れ
に
対
し
て
ソ
ト
マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事
結
論
同
意
意
見
は
、
法

廷
意
見
の
見
解
に
は
条
文
上
の
根
拠
が
な
く
、
三
節
の
文
言
自
体

と
も
矛
盾
す
る
と
批
判
し
た
。
ま
た
、
修
正
一
四
条
の
別
の
条
項

に
関
し
て
自
動
執
行
と
理
解
す
る
従
来
の
解
釈
と
も
合
致
せ
ず
、

大
統
領
職
へ
の
就
任
要
件
を
規
定
し
た
他
の
憲
法
規
定
（
二
条
一

節
五
項
）
と
も
整
合
し
な
い
と
述
べ
た
。
ソ
ト
マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事

は
、
法
廷
意
見
が
根
拠
の
一
つ
と
し
た
グ
リ
フ
ィ
ン
判
決
は
先
例

と
し
て
の
拘
束
力
に
欠
け
る
と
も
述
べ
、
憲
法
は
欠
格
条
項
の
執

行
に
お
い
て
連
邦
法
の
存
在
を
必
要
と
し
て
い
な
い
と
論
じ
た
。
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ア
メ
リ
カ
大
統
領
選
へ
の
立
候
補
と
合
衆
国
憲
法
修
正
一
四
条
三
節
（
高
畑
）

九
五

の
公
務
就
任
に
対
す
る
予
防
性
・
救
済
性
と
整
合
し
比
例
す
る
よ

う
入
念
に
調
整
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
べ
き
と
説
示
し
た
。
そ
し
て

反
逆
罪
（
42
）
以
外
に
は
欠
格
条
項
を
執
行
す
る
法
律
は
な
く
、
現
時
点

で
同
条
項
を
執
行
す
る
余
地
は
相
当
限
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
示

唆
し
た
。

ソ
ト
マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事
結
論
同
意
意
見
は
、
法
廷
意
見
の
立
場

で
は
、
欠
格
条
項
を
執
行
す
る
法
律
は
、
そ
の
目
的
を
も
つ
特
別

な
も
の
で
あ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
、
他
の
一
般
的
な
法
律
で
の
執

行
は
認
め
ら
れ
な
く
な
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
う
し
た
解
釈
を
採

用
す
る
根
拠
が
何
ら
示
さ
れ
て
い
な
い
と
批
判
す
る
。
そ
し
て
、

既
存
の
法
律
を
活
用
し
て
裁
判
所
が
欠
格
条
項
を
執
行
す
る
可
能

性
を
否
定
し
て
し
ま
っ
た
と
指
摘
す
る
の
で
あ
る
。

修
正
一
四
条
三
節
と
五
節
の
関
係
は
、
法
廷
意
見
が
述
べ
る
ほ

ど
整
合
的
で
は
な
い
。
五
節
に
関
す
る
判
例
は
連
邦
議
会
に
修
正

一
四
条
違
反
の
救
済
法
の
制
定
を
認
め
る
が
（
43
）
、
そ
の
主
対
象
は
差

別
禁
止
や
自
由
の
保
護
で
あ
る
と
こ
ろ
、
三
節
が
禁
止
す
る
内
容

は
合
衆
国
へ
の
反
逆
反
乱
の
加
担
者
の
官
職
就
任
で
あ
っ
て
、
性

質
が
異
な
る
と
考
え
ら
れ
る
か
ら
だ
（
44
）
。
く
わ
え
て
、
欠
格
条
項
の

執
行
に
関
し
て
、
そ
れ
を
可
能
に
す
る
と
解
釈
で
き
る
一
般
法
に

準
拠
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
、
そ
し
て
裁
判
所
が
そ
の
よ
う
な

連
邦
の
公
職
に
関
係
す
る
先
例
が
乏
し
い
場
合
に
、
州
に
お
け
る

執
行
法
の
有
無
に
つ
い
て
の
実
例
は
重
要
な
参
考
事
例
に
な
ろ

う
（
40
）
。
ま
た
、
修
正
一
四
条
五
節
に
基
づ
い
て
制
定
さ
れ
る
連
邦
法

だ
け
が
同
条
違
反
の
救
済
手
段
で
あ
る
と
理
解
さ
れ
て
き
た
わ
け

で
は
な
い
（
41
）
。
以
上
の
点
を
踏
ま
え
る
な
ら
、
法
廷
意
見
の
立
場
は

修
正
一
四
条
の
適
用
に
関
す
る
「
伝
統
」
と
合
致
し
な
い
可
能
性

が
高
い
。

Ｄ
．
執
行
法
の
内
容

法
廷
意
見
は
さ
ら
に
、
連
邦
議
会
が
定
め
る
執
行
法
の
内
容
に

ま
で
言
及
し
、
修
正
一
四
条
五
節
に
基
づ
い
て
制
定
さ
れ
る
執
行

法
は
同
節
が
連
邦
議
会
に
付
与
し
た
権
限
の
枠
内
に
収
ま
る
も
の

で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
述
べ
た
。
五
節
が
授
権
す
る
連
邦
議
会

の
権
限
は
修
正
一
四
条
違
反
を
厳
密
に
予
防
し
そ
の
侵
害
を
救
済

す
る
法
律
の
制
定
権
限
で
あ
る
の
で
、
欠
格
条
項
の
執
行
法
も
予

防
的
救
済
的
な
性
質
を
帯
び
て
い
る
必
要
が
あ
る
。
さ
ら
に
合
衆

国
に
対
す
る
反
逆
反
乱
に
参
加
し
た
者
の
公
務
就
任
の
禁
止
と
い

う
目
的
を
達
成
す
る
法
律
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
し
て
、
執
行

法
は
三
節
に
特
化
し
た
も
の
で
あ
る
こ
と
を
要
請
す
る
。
ま
た
そ

の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
用
い
ら
れ
る
手
段
は
、
そ
う
し
た
者
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に
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は
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の
救
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が
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が
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の
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、
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有
無
に
つ
い
て
の
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、
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は
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の
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に
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る
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伝
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」
と
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し
な
い
可
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性

が
高
い
。
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に
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に
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で
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五
節
に
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て
制
定
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る
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同
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が
連
邦
議
会
に
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与
し
た
権
限
の
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内
に
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る
も
の

で
な
け
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ば
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な
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と
述
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た
。
五
節
が
授
権
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る
連
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会

の
権
限
は
修
正
一
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違
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を
厳
密
に
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し
そ
の
侵
害
を
救
済
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る
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の
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定
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で
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る
の
で
、
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の
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も
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的
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な
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で
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、
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節
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を
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す
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ら
れ
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日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

九
六

遵
守
宣
誓
を
し
た
合
衆
国
の
「
公
務
員
」
に
該
当
す
る
の
か
が
争

点
と
な
っ
て
い
た
。
実
際
に
本
件
の
下
級
審
で
あ
る
コ
ロ
ラ
ド
州

地
方
裁
判
所
が
大
統
領
は
「
公
務
員
」
で
は
な
い
と
判
決
し
た
よ

う
に
、
こ
の
論
点
は
欠
格
条
項
を
大
統
領
お
よ
び
そ
の
候
補
者
に

適
用
す
る
こ
と
を
否
定
す
る
論
拠
と
な
り
得
る
。
も
っ
と
も
、
大

統
領
は
「
公
務
員
」
該
当
し
な
い
と
の
立
場
に
は
国
民
的
な
理
解

を
得
ら
れ
な
い
だ
ろ
う
と
の
懸
念
が
示
さ
れ
て
い
た
（
48
）
。

こ
の
点
に
つ
い
て
、
法
廷
意
見
は
直
接
の
検
討
を
行
っ
て
い
な

い
（
49
）
。
し
か
し
、「
公
務
員
（O

ffi
cer

）」
と
い
う
言
葉
は
使
わ
ず
に

「
公
職
に
就
く
者
（O

ffi
ceholder

）」
と
言
い
換
え
、
そ
の
者
に

欠
格
条
項
が
及
ぶ
だ
け
で
な
く
、
大
統
領
も
そ
の
言
葉
に
含
ま
れ

る
こ
と
を
前
提
に
議
論
を
進
め
た
。
一
般
に
「
公
務
員

（O
ffi

cer

）」
と
「
公
職
に
就
く
者
（O

ffi
ceholder

）」
は
互
換
性

が
あ
る
と
理
解
さ
れ
て
い
る
た
め
、
法
廷
意
見
は
間
接
的
に
で
は

あ
る
が
、
欠
格
条
項
の
い
う
「
公
務
員
」
に
大
統
領
は
該
当
す
る

と
の
立
場
を
と
っ
た
と
理
解
す
る
こ
と
は
可
能
で
あ
ろ
う
（
た
だ

し
、
ソ
ト
マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事
結
論
同
意
意
見
が
こ
の
理
解
を
支
持

し
て
い
る
か
は
定
か
で
は
な
い
）。

一
般
法
を
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
の
か
と
い
う
問
題
は
、
同
条

項
の
適
用
の
機
会
に
か
か
る
重
要
な
問
題
と
な
る
。
ア
メ
リ
カ
で

は
、
公
的
か
私
的
か
に
か
か
わ
ら
ず
権
力
を
行
使
す
る
者
が
適
正

な
権
限
に
基
づ
い
て
い
る
か
を
問
う
権
限
開
示
令
状
（Q

uo 
W

arranto （45
））
が
広
く
活
用
さ
れ
て
い
る
。
裁
判
所
は
申
立
て
に

基
づ
き
、
適
正
な
権
限
の
有
無
を
審
理
す
る
が
、
そ
の
際
欠
格
条

項
を
適
用
し
て
判
断
す
る
こ
と
が
許
さ
れ
て
い
る
。
実
際
、
州
で

は
こ
の
手
続
に
よ
り
一
月
六
日
の
事
件
の
参
加
者
が
公
職
か
ら
排

除
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
（
46
）
。
ソ
ト
マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事
が
指
摘
す
る

よ
う
に
、
法
廷
意
見
は
三
節
に
特
化
し
た
執
行
法
の
制
定
を
要
請

す
る
こ
と
に
よ
り
、
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
に
対
し
て
、
国
民
が

連
邦
裁
判
所
で
権
限
開
示
令
状
を
申
し
立
て
て
、
欠
格
条
項
を
適

用
す
る
途
を
閉
ざ
し
て
し
ま
っ
た
と
い
え
る
だ
ろ
う
（
47
）
。

Ｅ
．
大
統
領
の
「
公
務
員
」
該
当
性

欠
格
条
項
は
、
憲
法
を
支
持
す
る
宣
誓
を
し
た
連
邦
議
会
の
議

員
、
合
衆
国
の
公
務
員
、
州
議
会
の
議
員
、
も
し
く
は
州
の
執
行

府
ま
た
は
司
法
府
の
職
員
が
反
逆
な
ど
を
行
っ
た
場
合
に
官
職
就

任
を
認
め
な
い
と
す
る
規
定
で
あ
る
。
こ
の
条
項
に
は
「
大
統

領
」
と
い
う
文
言
は
明
記
さ
れ
て
い
な
い
の
で
、
大
統
領
は
憲
法
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九
七

者
に
対
し
て
欠
格
条
項
を
執
行
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
い
う
結

論
は
、
ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領
の
立
候
補
資
格
を
州
ご
と
に
判
定
す

る
こ
と
は
で
き
な
い
こ
と
を
明
確
に
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
前
大

統
領
が
一
月
六
日
に
反
逆
行
為
に
加
担
し
た
の
か
ど
う
か
と
い
う

問
題
（
50
）
は
、
彼
が
次
期
大
統
領
に
適
任
で
あ
る
の
か
の
判
断
に
包
含

さ
れ
て
、
二
〇
二
四
年
一
一
月
の
大
統
領
選
挙
で
国
民
が
決
定
す

る
こ
と
と
な
っ
た
。
本
判
決
は
ま
た
、
大
統
領
以
外
の
連
邦
職
の

公
務
員
に
対
し
て
も
、
州
は
修
正
一
四
条
三
節
を
執
行
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
こ
と
を
確
定
さ
せ
た
。

法
廷
意
見
は
、
現
在
欠
格
条
項
を
執
行
す
る
法
律
は
反
逆
反
乱

の
罪
が
確
定
し
た
場
合
に
連
邦
の
公
職
を
欠
格
と
す
る
規
定
（
51
）
に
限

ら
れ
る
と
認
定
し
た
。
従
来
の
州
に
お
け
る
三
節
執
行
で
は
、
対

象
者
の
反
逆
反
乱
罪
で
の
有
罪
確
定
を
前
提
と
せ
ず
、
議
会
や
裁

判
所
が
欠
格
を
宣
言
で
き
る
と
理
解
さ
れ
て
き
た
（
52
）
。
し
か
し
、
本

判
決
に
よ
り
連
邦
公
務
員
と
そ
の
候
補
者
に
対
し
て
は
、
新
法
を

制
定
し
な
い
限
り
、
連
邦
の
反
逆
反
乱
罪
で
の
有
罪
確
定
が
三
節

執
行
の
前
提
と
な
る
こ
と
に
な
っ
た
。
法
廷
意
見
の
い
う
「
連
邦

公
務
員
の
職
務
」
の
特
殊
性
（
全
国
民
に
対
す
る
責
任
）
が
、
か

か
る
連
邦
公
務
員
と
州
公
務
員
の
別
異
取
扱
い
を
正
当
化
す
る
の

か
定
か
で
は
な
い
。

Ｆ
．
バ
レ
ッ
ト
判
事
一
部
同
意
意
見
に
つ
い
て

バ
レ
ッ
ト
判
事
は
、
法
廷
意
見
の
欠
格
条
項
の
執
行
に
は
連
邦

法
の
存
在
が
必
要
で
あ
る
と
認
定
し
た
箇
所
と
そ
の
執
行
法
の
内

容
に
関
す
る
部
分
に
は
同
意
せ
ず
、
さ
ら
に
ソ
ト
マ
イ
ヨ
ー
ル
判

事
の
結
論
同
意
意
見
に
も
参
加
し
な
か
っ
た
。
バ
レ
ッ
ト
判
事
が

そ
の
短
い
個
別
意
見
で
強
調
し
た
か
っ
た
の
は
、
憲
法
が
規
定
す

る
連
邦
主
義
の
観
点
か
ら
、
州
は
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
や
そ
の

候
補
者
に
対
し
て
欠
格
条
項
を
執
行
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
と
い

う
点
に
つ
い
て
は
、
連
邦
最
高
裁
の
判
事
全
員
が
同
意
し
て
い
る

と
い
う
こ
と
だ
。
同
判
事
は
、
こ
の
結
論
に
全
員
が
同
意
し
て
い

る
こ
と
を
ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領
の
立
候
補
資
格
に
関
わ
る
政
治
性

の
強
い
こ
の
裁
判
で
国
民
に
提
示
す
る
意
義
は
大
き
く
、
だ
か
ら

こ
そ
全
員
が
同
意
で
き
る
理
由
に
限
定
し
て
判
決
す
べ
き
だ
っ
た

と
考
え
て
い
た
。
そ
れ
ゆ
え
、
法
廷
意
見
を
批
判
す
る
部
分
を
含

む
ソ
ト
マ
イ
ヨ
ー
ル
判
事
結
論
同
意
意
見
に
同
調
し
な
か
っ
た
の

で
あ
る
。
本
判
決
が
政
治
的
に
持
つ
意
味
を
考
慮
す
る
な
ら
ば
、

バ
レ
ッ
ト
判
事
の
見
解
は
尊
重
さ
れ
る
べ
き
だ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。

Ｇ
．
本
判
決
の
影
響

本
判
決
が
示
し
た
、
州
は
連
邦
の
公
職
に
就
く
者
や
そ
の
候
補

）
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一
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欠
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項
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執
行
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こ
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い
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結
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、
ト
ラ
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大
統
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立
候
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資
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州
ご
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に
判
定
す
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こ
と
は
で
き
な
い
こ
と
を
明
確
に
し
た
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し
た
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っ
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前
大

統
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反
逆
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か
と
い
う

問
題
（
50
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、
彼
が
次
期
大
統
領
に
適
任
で
あ
る
の
か
の
判
断
に
包
含
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て
、
二
〇
二
四
年
一
一
月
の
大
統
領
選
挙
で
国
民
が
決
定
す

る
こ
と
と
な
っ
た
。
本
判
決
は
ま
た
、
大
統
領
以
外
の
連
邦
職
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公
務
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に
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し
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も
、
州
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修
正
一
四
条
三
節
を
執
行
す
る
こ
と
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で
き
な
い
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と
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確
定
さ
せ
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。

法
廷
意
見
は
、
現
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欠
格
条
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を
執
行
す
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法
律
は
反
逆
反
乱
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罪
が
確
定
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た
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連
邦
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限
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反
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さ
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ist. 
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ov. 17, 2023
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Id. at *43-46.

（
9
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nderson v. G
risw

old, 543 P
.3d 283 

（C
o. S

up. C
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2023
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（
10
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S
ee id, at 323.

（
11
） 

S
ee id.

（
12
） 

S
ee id. at 324.

（
13
） 

S
ee id. at 131-134.

本
判
決
の
結
果
、
ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領
の
公
職
就
任
資
格
に
つ

い
て
、
連
邦
議
会
が
執
行
法
を
制
定
し
た
後
に
判
定
さ
れ
る
余
地

が
残
さ
れ
た
。
現
在
の
ア
メ
リ
カ
の
政
治
状
況
を
踏
ま
え
る
な
ら

考
え
に
く
い
こ
と
で
は
あ
る
が
、
仮
に
一
一
月
の
選
挙
で
連
邦
議

会
の
上
下
両
院
で
民
主
党
が
議
席
の
過
半
数
を
獲
得
し
た
場
合
、

そ
し
て
ト
ラ
ン
プ
前
大
統
領
が
大
統
領
に
当
選
し
た
な
ら
ば
、
連

邦
議
会
が
三
節
の
執
行
法
を
制
定
し
て
、
欠
格
条
項
に
基
づ
き
そ

の
資
格
を
判
定
す
る
可
能
性
を
想
定
す
る
こ
と
は
で
き
よ
う
。
選

挙
後
の
新
し
い
連
邦
議
会
は
二
〇
二
五
年
一
月
三
日
に
招
集
さ

れ
（
53
）
、
新
大
統
領
の
当
選
確
定
は
一
月
六
日
に
行
わ
れ
る
が
（
54
）
、
こ
の

間
に
民
主
党
優
勢
の
連
邦
議
会
が
修
正
一
四
条
三
節
を
執
行
す
る

法
律
を
制
定
し
、
新
大
統
領
の
就
任
資
格
を
審
査
す
る
（
55
）
こ
と
は
あ

り
え
な
く
は
な
い
（
56
）
。
こ
う
し
た
可
能
性
に
対
し
て
、
法
廷
意
見
は

「
投
票
後
に
三
節
の
欠
格
が
主
張
さ
れ
た
場
合
、
深
刻
な
混
乱
が

発
生
し
、
選
挙
結
果
は
変
更
さ
れ
る
か
も
し
れ
な
い
。
憲
法
は
、

こ
の
よ
う
な
、
い
つ
発
生
し
て
も
不
思
議
で
は
な
い
混
乱
に
耐
え

る
こ
と
を
国
民
に
求
め
て
は
い
な
い
の
だ
（
57
）
」
と
説
示
し
た
が
、
そ

の
立
場
を
貫
徹
す
る
の
な
ら
、
大
統
領
は
欠
格
条
項
の
適
用
対
象

外
で
あ
る
と
判
決
す
る
（
58
）
な
ど
、
国
民
の
投
票
の
結
果
を
い
っ
そ
う

強
く
保
証
す
る
判
断
を
示
す
べ
き
だ
っ
た
と
思
わ
れ
る
。
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訴
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メ
リ
カ
憲
法
」

有
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ー
ジ
ャ
ー
ナ
ル
¶
〇
一
五-
〇
一
七

（
二
〇
二
四
年
）（Y

O
L

J-L
2402001

）
参
照
。

（
31
） 

憲
法
二
条
一
節
五
項
は
出
生
時
に
ア
メ
リ
カ
国
籍
を
取
得
し

て
い
る
こ
と
、
三
五
歳
以
上
で
あ
る
こ
と
、
国
内
に
一
四
年
以
上

居
住
し
て
い
る
こ
と
を
大
統
領
の
就
任
要
件
と
し
、
修
正
二
二
条

一
節
は
三
期
目
の
選
出
を
禁
止
し
て
い
る
。

（
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）. 

こ
の
裁
判
は
、
白
人
女
性
に
道
を
譲
ら
な
か
っ
た
黒
人
が

女
性
の
息
子
か
ら
の
暴
行
に
反
撃
し
て
息
子
に
発
砲
し
た
事
件
に

つ
い
て
、
被
告
人
の
黒
人
が
有
罪
判
決
を
下
し
た
州
裁
判
所
の
判

事
が
南
軍
関
係
者
で
あ
り
修
正
一
四
条
三
節
に
よ
り
欠
格
で
あ
る

と
主
張
し
て
人
身
保
護
令
状
を
連
邦
裁
判
所
に
請
求
し
た
事
件
で

あ
る
。
チ
ェ
イ
ス
長
官
は
、
ヴ
ァ
ー
ジ
ニ
ア
の
連
邦
控
訴
裁
判
所

の
裁
判
官
と
し
て
、
本
文
に
あ
る
説
示
を
行
っ
た
。S
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（27）	 永井和之「役員責任保険の塡補の範囲はどこまでか」取締役の法務
１994年１0月号（１994年）１00-１02頁。

（28）	 木村健登「本件判批」金融・商事判例１66１号（2023年）4１頁。
（29）	 尾崎・前掲注（１8）2１4頁は、「（本判決が）不正な会計処理の『指示』
をしていることを指摘している以上、『法令に違反することを認識しなが
ら行った行為』であるとの評価は容易にできよう」と述べる。

（30）	 江頭・前掲注（ 2）499頁。田中・前掲注（ 2）283頁。
（3１）	 最判平成22年 7 月１5日判時209１号90頁
（32）	 田中・前掲注（ 2）287頁。
（33）	 このような見解を示すものとして、伊藤・前掲注（１7）１１7頁。また、
法令違反行為に出ざるを得なかった場合を検討するものとして、山田・前
掲注（１3）493-494頁。
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（１）8１-82頁［洲崎博史］）。なお、伊藤雄司「本件判批」法教502号（2022
年）１１7頁は、本件免責条項について、「本質的には私人間の契約上の義務
に過ぎない善管注意義務を遵守させることを公序の観点から適切に説明で
きるかは疑問もある」としながらも、「早い段階から、善管注意義務も法
令上の義務に含まれるという理解を前提とした議論がなされており……こ
のような解釈は今となってはなかなか動かしがたいところがある」と述べ
る。

（１8）	 この点につき、尾崎悠三「本件判批」損害保険研究84巻 １ 号（2022
年）206頁は、「高裁判決による修正の意図は必ずしも明らかではないもの
の……従来の解釈論においても、善管注意義務違反について本件免責条項
の『法令に違反』に該当しないと考える余地はないのであるから、不用意
に実質的な判断を伴う公序政策的見地に言及する解釈論をすることを回避
するという判断であろうか」と述べる。

（１9）	 山田・前掲注（１3）495頁は、「本件免責条項のもとでは、取締役が自己
の行為により損害が発生することを認識・認容していても、法令違反の認
識がなければ保険てん補の対象となる。このように、故意免責と本件免責
条項とでは、免責の範囲も異なる。したがって、原審が『法令違反の故
意』と説示した点は、故意免責との混同を招く点で不適当と解される」と
指摘する。

（20）	 山下・前掲注（ １）87頁［洲崎博史］。
（2１）	 嶋寺＝澤井・前掲注（ １）１52-１53頁。
（22）	 嶋寺＝澤井・前掲注（ １）１53頁。もっとも、実際に「法令」を認識し
ていないとしても、違反した法令が自己の業務に関連するものである場合
には、括弧書の「（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合）」
に該当すると判断されることが少なくないと考えられている（山下・前掲
注（ １）87頁［洲崎博史］）。

（23）	 山下・前掲注（ １）88-89頁［洲崎博史］。嶋寺＝澤井・前掲注（ １）１52-
１53頁。

（24）	 山田・前掲注（１3）497頁。また、原審判決が示した判断枠組について、
尾崎・前掲注（１8）207-208頁は、「原審判示はその解釈・適用を趣旨に照ら
して判断しようと試みるものであると評価できるものの、このような判示
からは『法令違反の認識の有無』についてどのような判断枠組で判断しよ
うとしているかは必ずしも明らかではない」とし、「『認識しながら（認識
していたと判断できる合理的な理由がある場合を含む。）』の要件が充足さ
れているかどうかを、公序政策的見地から、法令違反行為を助長すること
を防止するという趣旨に照らして判断すること……は現実的ではない」と
指摘する。

（25）	 山下・前掲注（ 6）１60頁。なお、本件免責条項の適用と重過失に関し
て、本判決は「Ｂは、単に本件無断融資への対処を過失又は重過失により
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免責は、今やＤ＆Ｏ保険固有の規定でなく、他人の財物損壊・身体障害と
いった物理的な事故（いわゆる損害事故）を伴わない被保険者の行為に起
因して、他人に純粋経済的損害（Pure	Financial	Loss）を与え、そのため
に損害賠償請求を受けることを保険金給付事由とする保険において、共通
する約款規定となりつつあるといわれる（天野泰隆「本件判批」共催と保
険768号（2023年）4１頁）。

（ 8）	 山下・前掲注（ １）77頁［洲崎博史］。
（ 9）	 洲崎博史「会社役員賠償責任保険と取締役の法令違反」龍田節先生還
暦記念『企業の健全性確保と取締役の責任』（有斐閣、１997年）384頁。な
お、米国の不誠実免責条項の発展および最近の状況については、内藤和美
「Ｄ＆Ｏ保険の免責条項に関する検討」保険学雑誌6１6号（20１2年）１89-
１9１頁。また、米国の先端的Ｄ＆Ｏ保険については、山越誠司『先端的Ｄ
＆Ｏ保険の実効性と限界』（保険毎日新聞社、2023年）に詳しい。

（１0）	 嶋寺＝澤井・前掲注（ １）１5１-１52頁。
（１１）	 洲崎・前掲注（ 9）387頁。
（１2）	 山下・前掲注（ 6）１60頁。山下典孝「本件判批」新・判例解説
Watch3１号（2022年）１65頁は、「本件免責条項の趣旨が法令違反行為を助
長することの防止という公序政策的見地による点に関し異論はない」と述
べる。本件免責条項の趣旨については、山下・前掲注（ １）78-79頁［洲崎
博史］に詳しい。

（１3）	 山田拓広「本件判批」立命館法学40１号（2022年）489頁。
（１4）	 会社法は、取締役の責任に関する規律を大幅に整理しており、平成１7
年改正前商法266条 １ 項 5 号に相当する規定は、任務懈怠という表現を用
いた規定に改められた（会社法423条 １ 項）。

（１5）	 山下・前掲注（ １）8１頁［洲崎博史］。
（１6）	 また、この解釈は、会社法423条 １ 項の「任務懈怠」の解釈にも妥当
すると考えられる（前田庸『会社法入門（第１3版）』（有斐閣、20１8年）
453頁）。さらに、取締役の任務と法令との関係については、取締役が法令
を遵守して職務を遂行する義務を定めた会社法355条が存在するところ、
本条にいう「法令」にもすべての法令が該当する（江頭・前掲注（ 2）498
頁）。

（１7）	 嶋寺＝澤井・前掲注（ １）１52頁。ただし、手続違反の行為については、
本件免責条項の法令違反には当たらないとの解釈を示唆するものもあり、
本件免責条項の趣旨が法令違反行為の助長を防止することにあるというこ
とからすれば、かかる手続違反については故意の行為に対して保険金を支
払うこととしても、この趣旨には反しないという考え方もあり得る。しか
し、このような考え方を貫くと、本件免責条項にいう法令には、遵守すべ
き法令と遵守しなくてもよい法令が存在することになりかねず、そのよう
な区別をすることは困難であり、正当でないと指摘される（山下・前掲注
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暦記念『企業の健全性確保と取締役の責任』（有斐閣、１997年）384頁。な
お、米国の不誠実免責条項の発展および最近の状況については、内藤和美
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（１１）	 洲崎・前掲注（ 9）387頁。
（１2）	 山下・前掲注（ 6）１60頁。山下典孝「本件判批」新・判例解説
Watch3１号（2022年）１65頁は、「本件免責条項の趣旨が法令違反行為を助
長することの防止という公序政策的見地による点に関し異論はない」と述
べる。本件免責条項の趣旨については、山下・前掲注（ １）78-79頁［洲崎
博史］に詳しい。

（１3）	 山田拓広「本件判批」立命館法学40１号（2022年）489頁。
（１4）	 会社法は、取締役の責任に関する規律を大幅に整理しており、平成１7
年改正前商法266条 １ 項 5 号に相当する規定は、任務懈怠という表現を用
いた規定に改められた（会社法423条 １ 項）。

（１5）	 山下・前掲注（ １）8１頁［洲崎博史］。
（１6）	 また、この解釈は、会社法423条 １ 項の「任務懈怠」の解釈にも妥当
すると考えられる（前田庸『会社法入門（第１3版）』（有斐閣、20１8年）
453頁）。さらに、取締役の任務と法令との関係については、取締役が法令
を遵守して職務を遂行する義務を定めた会社法355条が存在するところ、
本条にいう「法令」にもすべての法令が該当する（江頭・前掲注（ 2）498
頁）。

（１7）	 嶋寺＝澤井・前掲注（ １）１52頁。ただし、手続違反の行為については、
本件免責条項の法令違反には当たらないとの解釈を示唆するものもあり、
本件免責条項の趣旨が法令違反行為の助長を防止することにあるというこ
とからすれば、かかる手続違反については故意の行為に対して保険金を支
払うこととしても、この趣旨には反しないという考え方もあり得る。しか
し、このような考え方を貫くと、本件免責条項にいう法令には、遵守すべ
き法令と遵守しなくてもよい法令が存在することになりかねず、そのよう
な区別をすることは困難であり、正当でないと指摘される（山下・前掲注
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だけでなく、本件免責条項の適用についての適切な説明が求められる

と考える。

なお、上述してきた通り、本件免責条項の適用を肯定し、Ｘ 2の保

険金請求を棄却した本判決の結論は妥当であると考える。

（ １）	 山下友信編著『逐条Ｄ＆Ｏ保険約款』（商事法務、2005年） １頁。嶋
寺基＝澤井俊之『Ｄ＆Ｏ保険の実務』（商事法務、20１7年） １頁。

（ 2）	 江頭憲治郎『株式会社法（第 9版）』（有斐閣、2024年）493-494頁。
田中亘『会社法（第 4版）』（東京大学出版会、2023年）392-393頁。

（ 3）	 なお、公開会社は、役員等賠償責任保険契約に関する三定の事項を事
業報告中で開示しなければならない（会社法施行規則１１9条 2 号の 2・１2１
条の 2）。事業報告において開示すべき事項は、①被保険者の範囲、②保
険契約の内容の概要（被保険者が実質的に保険料を負担している場合には
その負担割合、保険事故の概要等）である。保険金額・保険料、当該契約
について行われた保険給付の金額等は、開示事項に含まれない（江頭・前
掲注（ 2）495頁）。

（ 4）	 近藤光男『最新株式会社法（第 9版）』（中央経済社、2020年）386頁。
（ 5）	 ただし、保険契約においてどのような事由を免責事由とするかは、
個々の商品性にかかわる問題であるため、本条の規定は任意規定である
（萩本修『三問三答保険法』（商事法務、2009年）１20頁）。
（ 6）	 この場合の故意とは、自己の行為が保険事故を生じさせることを知り
ながら当該行為をなすことを意味し、行為者が結果の発生を意欲する場合
のほか、結果の発生を意欲しないが、結果の発生を認容する場合も含まれ
ると解される（落合誠三監修・編著『保険法コンメンタール（損害保険・
傷害疾病保険）』（損害保険事業総合研究所、2009年）53頁）。なお、損害
保険契約では、三般的には故意または重過失が免責事由とされるので、故
意の意義を厳密に確定しないで問題が処理される傾向があるが、例外的に
責任保険では重過失が免責事由からはずされているので故意の意義を確定
することが極めて重要な意味をもつと指摘される（山下友信『保険法
（下）』（有斐閣、2022年）46頁）。
（ 7）	 新しい賠償責任保険には、固有の普通保険約款をもち、Ｄ＆Ｏ保険と
同様の免責規定を定めるものがある。三例として、保険仲立人賠償責任保
険普通保険約款には故意免責条項はなく、認識のある法令違反行為免責条
項が定められている。さらに、包括職業賠償責任保険普通保険約款に特約
を付す約款構成で、サイバー・セキュリティ保険や雇用慣行賠償責任保険
が販売されているが、この普通保険約款にも故意免責条項はなく、認識の
ある法令違反行為免責が規定されることがある。認識のある法令違反行為
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⑸　おわりに

本件は、Ｄ＆Ｏ保険の被保険者であった取締役の善管注意義務違反

による損害賠償請求に基づき、保険金請求がなされ、認識のある法令

違反免責条項の適用が争われた事案であるが、最後に本件免責条項と

経営判断原則について触れておく。

取締役は、その善管注意義務違反の業務執行行為により生じた損害

を賠償する責任を負うが、取締役の業務執行はリスクを必然的に伴う

ものであるから、経営判断の結果として会社に損害が発生したからと

いって、取締役の義務違反が容易に認められてしまうと、経営の萎縮

や取締役のなり手不足に繋がりかねない（30）。そこで、会社経営が委縮

するのを防止したり、有能な人材の確保を容易にしたりするためにＤ

＆Ｏ保険が存在するところではあるが、そもそも、経営判断について

は取締役に広い裁量が認められるべきであり、その判断の過程、内容

に著しく不合理な点がない限り、取締役としての善管注意義務に違反

するものではないと理解されている（3１）（経営判断原則）。そのため、法令

違反をした取締役の任務懈怠責任が認められた事例において、そのほ

とんどは、取締役が法令違反を認識していた事例であると指摘されて

いる（32）。したがって、取締役の善管注意義務違反が認められるのは意

思決定の過程や内容に著しく不合理な点がある場合であり、それらの

事例の多くは取締役が法令違反を認識していたとされる三方で、本件

免責条項の存在により善管注意義務に違反することを認識しながら

（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合を含む）行った行為に起

因する損害については、保険者が免責されることとなり、保険金は支

払われないため、Ｄ＆Ｏ保険契約において保険金を受け取ることがで

きるのはかなり限定的な場面になるのではないかと思われる（33）。もっ

とも、取締役の任務懈怠責任（善管注意義務違反）に基づく事例におい

ても、本保険の保険金支払い対象となる場合も存在するため、商品設

計としての問題を指摘するわけではない。しかし、本保険の販売にあ

たり、取締役を取り巻くリスクを殊更に強調し、保険の有用性を示す
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⑸　おわりに

本件は、Ｄ＆Ｏ保険の被保険者であった取締役の善管注意義務違反

による損害賠償請求に基づき、保険金請求がなされ、認識のある法令

違反免責条項の適用が争われた事案であるが、最後に本件免責条項と

経営判断原則について触れておく。

取締役は、その善管注意義務違反の業務執行行為により生じた損害

を賠償する責任を負うが、取締役の業務執行はリスクを必然的に伴う

ものであるから、経営判断の結果として会社に損害が発生したからと

いって、取締役の義務違反が容易に認められてしまうと、経営の萎縮

や取締役のなり手不足に繋がりかねない（30）。そこで、会社経営が委縮

するのを防止したり、有能な人材の確保を容易にしたりするためにＤ

＆Ｏ保険が存在するところではあるが、そもそも、経営判断について

は取締役に広い裁量が認められるべきであり、その判断の過程、内容

に著しく不合理な点がない限り、取締役としての善管注意義務に違反

するものではないと理解されている（3１）（経営判断原則）。そのため、法令

違反をした取締役の任務懈怠責任が認められた事例において、そのほ

とんどは、取締役が法令違反を認識していた事例であると指摘されて

いる（32）。したがって、取締役の善管注意義務違反が認められるのは意

思決定の過程や内容に著しく不合理な点がある場合であり、それらの

事例の多くは取締役が法令違反を認識していたとされる三方で、本件

免責条項の存在により善管注意義務に違反することを認識しながら

（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合を含む）行った行為に起

因する損害については、保険者が免責されることとなり、保険金は支

払われないため、Ｄ＆Ｏ保険契約において保険金を受け取ることがで

きるのはかなり限定的な場面になるのではないかと思われる（33）。もっ

とも、取締役の任務懈怠責任（善管注意義務違反）に基づく事例におい

ても、本保険の保険金支払い対象となる場合も存在するため、商品設

計としての問題を指摘するわけではない。しかし、本保険の販売にあ

たり、取締役を取り巻くリスクを殊更に強調し、保険の有用性を示す
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めたものではないと解される（25）。このように解せば、括弧書部分への

言及の有無が異なる、原審判決と本判決との差異はあまり注目すべき

ものではないようにも考えられる（26）。しかし、括弧書部分の文言によ

り、取締役の善管注意義務違反や監視義務違反が問題とされる場合に

おいて免責範囲が拡張される可能性があるという見解（27）も存在するた

め、本判決は原審判決の補正を通じて括弧書部分への言及を差し控え

ることで、当該部分の射程をめぐる論点を意図的に回避したものと解

釈される（28）。

改めて、本件では、Ｂが善管注意義務に違反することを認識してい

たといえるのかということが問題とされるところ、これを肯定するＢ

の行為としては、①本件無断融資・本件無断保証につき事実関係の調

査、関係者の処分や責任追及を行わなかったこと、②不正な会計処理

を指示し、有価証券報告書等の虚偽記載を認識しながら隠ぺい工作を

図ろうとしたことが示されている。①に関し、事実関係をどこまで調

査するのか、どのような再発防止策を講じるのか、関係者に対しどの

ような処分を行うのかなどについては、取締役が三定の裁量を有して

おり、「善管注意義務に違反することを認識しながら」という点に該当

するか否かを慎重に判断する必要があると考える。なお、本判決にお

いては、Ｂが社内調査室の設置や社印等の管理を明文化したことを

もって、自分なりの調査行為や再発防止措置をしていると認識してい

たとの主張が原告側からなされたものの、これらの措置は善管注意義

務を尽くしたものといえないと判示されている。それに対して、②は

典型的な法律違反行為であるため、「善管注意義務に違反することを認

識しながら」という点に直結しやすいものであると思われる。した

がって、本件は①の点に触れずとも②のみで保険者免責を肯定しうる

事案であったのではないかと考えられる（29）。いずれにせよ、本件にお

いて、Ｂは自らの行為が何らかの法令に違反することを認識している

と評価できるため、本判決が「Ｂが善管注意義務に違反することを認

識していた」と判断したのは、適切であると考える。
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本件において、Ｂが「法令に違反すること」を「認識」していたと

いえるかについて、原審判決は、「法令違反の認識の有無は、〔公序政

策的見地から、法令違反行為を助長することを防止することにあると

いう〕趣旨に照らして判断されるべき」とした。その上で、原審判決

は、Ｂが本件無断融資及び本件無断保証を把握しながらも何ら具体的

な対策を講じなかったことや、有価証券報告書等の虚偽記載を把握し

ながら、隠ぺい工作を図ろうとした事実を認定し、Ｂが善管注意義務

に違反することを認識しながらこれに違反したと認定した。そのため、

「Ｂは、〔Ｄ社訴訟 / 本件株主代表訴訟〕に関して認定判断された善管

注意義務違反につき認識していたか、又は認識していたと合理的に認

められる」と判示された。これに対し、本判決は、原審判決による認

定事実の多くを引用しながら、本件においてＡ社が被った損害は「Ｂ

が善管注意義務に違反することを認識しながら行った行為に起因する

損害である」と判示した。

本判決における原審判決からの主要な補正点としては、まず、「法令

違反の認識の有無は……趣旨に照らして判断されるべき」とした部分

を削除したことが挙げられる。原審判決が示した、法令違反の認識の

有無を本件免責条項の趣旨に照らして判断するという判断枠組は、基

準として不明確である旨が指摘されている（24）。そのため、原審判決が

示した判断枠組を補正により削除し、認定事実に即して法令違反の認

識の有無を判断した本判決は、妥当であると考える。

また、原審判決が本件免責条項の括弧書部分について言及したのに

対し、本判決はこの点を改め、本件においてＢが「善管注意義務に違

反することを認識」していたとのみ判示し、括弧書部分（認識していた

と判断できる合理的な理由がある場合を含む）について言及しなかったこと

も主要な補正点であると思われる。本件免責条項において、認識して

いたと判断できる合理的な理由がある場合も免責の対象範囲に含んで

いるのは、被保険者が法令違反の認識を否認するだけで免責条項を適

用できなくなることを防止しようとする趣旨であり、重過失免責を定
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本件において、Ｂが「法令に違反すること」を「認識」していたと

いえるかについて、原審判決は、「法令違反の認識の有無は、〔公序政

策的見地から、法令違反行為を助長することを防止することにあると

いう〕趣旨に照らして判断されるべき」とした。その上で、原審判決

は、Ｂが本件無断融資及び本件無断保証を把握しながらも何ら具体的

な対策を講じなかったことや、有価証券報告書等の虚偽記載を把握し

ながら、隠ぺい工作を図ろうとした事実を認定し、Ｂが善管注意義務

に違反することを認識しながらこれに違反したと認定した。そのため、

「Ｂは、〔Ｄ社訴訟 / 本件株主代表訴訟〕に関して認定判断された善管

注意義務違反につき認識していたか、又は認識していたと合理的に認

められる」と判示された。これに対し、本判決は、原審判決による認

定事実の多くを引用しながら、本件においてＡ社が被った損害は「Ｂ

が善管注意義務に違反することを認識しながら行った行為に起因する

損害である」と判示した。

本判決における原審判決からの主要な補正点としては、まず、「法令

違反の認識の有無は……趣旨に照らして判断されるべき」とした部分

を削除したことが挙げられる。原審判決が示した、法令違反の認識の

有無を本件免責条項の趣旨に照らして判断するという判断枠組は、基

準として不明確である旨が指摘されている（24）。そのため、原審判決が

示した判断枠組を補正により削除し、認定事実に即して法令違反の認

識の有無を判断した本判決は、妥当であると考える。

また、原審判決が本件免責条項の括弧書部分について言及したのに

対し、本判決はこの点を改め、本件においてＢが「善管注意義務に違

反することを認識」していたとのみ判示し、括弧書部分（認識していた

と判断できる合理的な理由がある場合を含む）について言及しなかったこと

も主要な補正点であると思われる。本件免責条項において、認識して

いたと判断できる合理的な理由がある場合も免責の対象範囲に含んで

いるのは、被保険者が法令違反の認識を否認するだけで免責条項を適

用できなくなることを防止しようとする趣旨であり、重過失免責を定
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項にいう「法令」から除外する理由がないと判示し、形式的な判断と

なっている（１8）。本判決の通り、本件免責条項の趣旨に言及せずとも、

会社法330条及び民法644条の存在により、善管注意義務の法令該当性

は容易に判断可能であり、取締役の善管注意義務が本件免責条項でい

う「法令」に該当することへの異論がない現況下において、本判決は

明解かつ妥当な判断であると評価できる。

また、原審判決は冒頭部分で、本件免責条項が「役員に法令違反の

故意がある場合に限らず、認識があれば適用される」と述べているが、

この「法令違反に対する故意」という文言については、故意免責と混

同を招く点で不適当であると指摘されている（１9）。なお、この部分につ

いても、本判決の補正により削除されている。

⑷�　本件免責条項における「認識しながら（認識していたと判断で

きる合理的な理由がある場合を含む）」の解釈・適用について

善管注意義務違反が本件免責条項における法令違反に含まれるとし

ても、被保険者である取締役が法令違反を認識していなければ、本件

免責条項の保険者免責事由には該当しない（20）。

被保険者が法令違反を認識したといえるためには、「被保険者が法令

自体の存在を知っていること」及び「問題の行為が法令違反に該当す

ると認識していたこと」が必要であると考えられる（2１）。まず、「被保

険者が法令自体を知っている」というためには、ある具体的な法令の

特定の条文に違反している認識が求められるのではなく、何らかの法

令に違反すると認識していれば足りると考えられている。反対に、被

保険者が違反の対象となる法令の存在を知らないために、結果として

法令に違反することとなった場合は、法令違反の認識がないため、免

責事由には該当しないことになる（22）。次に、「問題の行為が法令違反

に該当すると認識していた」ということついては、法令の存在を知っ

ているが、問題の行為がその法令における違反の要件に該当しないと

思っていた場合には（その判断が企業人の判断として到底合理的とはいえな

い場合を除き）、法令違反の認識がないことになると考えられている（23）。
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取締役の受任者としての義務を三般的に定める商法254条 3 項（民法644

条）、商法254条の 3の規定及び取締役がその職務遂行に際して遵守す

べき義務を個別的に定める規定のほか、会社を名あて人とし、会社が

その業務を行うに際して遵守すべきすべての規定が含まれる旨を判示

した。したがって、平成１7年改正前商法266条 １ 項 5 号にいう「法令」

には、善管注意義務・忠実義務を含む、あらゆる法令を含むと解され

る（１6）。そして、このような解釈は、本件免責条項でいう「法令」にお

いても同様に妥当すると考えられており、役員の会社に対する善管注

意義務・忠実義務に関する規定（会社法330条及び民法644条、会社法355条）

も法令に含まれることから、役員がこれらの義務に違反することを認

識して行為をする場合は本免責事由に該当すると考えられている（１7）。

本件免責条項にいう「法令に違反すること」に、会社法上の善管注

意義務に違反することが含まれるかという点につき、原審判決は、本

件免責条項が「役員に法令違反の故意がある場合に限らず、認識があ

れば適用される」とし、その趣旨について「法令違反行為を助長する

ことを防止するという、公序政策的見地にある」とする。そして、「会

社法上の善管注意義務に違反する場合であっても、公序政策的見地か

ら保険金の支払が免除されるべき場合はあるのであるから、『法令に違

反』には、会社法上の善管注意義務違反（会社法330条、民法644条）も含

まれると解するのが相当である」と判示した。三方、本判決は、取締

役が会社に対して負う善管注意義務は、法令上の義務であると解され、

本件免責条項にいう『法令』からこれを除外する理由は見当たらない。

したがって、本件免責条項にいう『法令に違反すること』には、取締

役としての善管注意義務に違反することも含まれると解するのが相当

である」と判示している。

上記の通り原審判決は、本件免責条項の趣旨に照らして、善管注意

義務違反が法令違反に含まれるか否かを判断したものと思われる。し

かし、本判決は、この部分を補正により削除し、本件免責条項の趣旨

に触れることなく、善管注意義務が法令上の義務であって本件免責条
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取締役の受任者としての義務を三般的に定める商法254条 3 項（民法644

条）、商法254条の 3の規定及び取締役がその職務遂行に際して遵守す

べき義務を個別的に定める規定のほか、会社を名あて人とし、会社が

その業務を行うに際して遵守すべきすべての規定が含まれる旨を判示

した。したがって、平成１7年改正前商法266条 １ 項 5 号にいう「法令」

には、善管注意義務・忠実義務を含む、あらゆる法令を含むと解され

る（１6）。そして、このような解釈は、本件免責条項でいう「法令」にお

いても同様に妥当すると考えられており、役員の会社に対する善管注

意義務・忠実義務に関する規定（会社法330条及び民法644条、会社法355条）

も法令に含まれることから、役員がこれらの義務に違反することを認

識して行為をする場合は本免責事由に該当すると考えられている（１7）。

本件免責条項にいう「法令に違反すること」に、会社法上の善管注

意義務に違反することが含まれるかという点につき、原審判決は、本

件免責条項が「役員に法令違反の故意がある場合に限らず、認識があ

れば適用される」とし、その趣旨について「法令違反行為を助長する

ことを防止するという、公序政策的見地にある」とする。そして、「会

社法上の善管注意義務に違反する場合であっても、公序政策的見地か

ら保険金の支払が免除されるべき場合はあるのであるから、『法令に違

反』には、会社法上の善管注意義務違反（会社法330条、民法644条）も含

まれると解するのが相当である」と判示した。三方、本判決は、取締

役が会社に対して負う善管注意義務は、法令上の義務であると解され、

本件免責条項にいう『法令』からこれを除外する理由は見当たらない。

したがって、本件免責条項にいう『法令に違反すること』には、取締

役としての善管注意義務に違反することも含まれると解するのが相当

である」と判示している。

上記の通り原審判決は、本件免責条項の趣旨に照らして、善管注意

義務違反が法令違反に含まれるか否かを判断したものと思われる。し

かし、本判決は、この部分を補正により削除し、本件免責条項の趣旨

に触れることなく、善管注意義務が法令上の義務であって本件免責条
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あっても、役員が法令違反を認識していた場合には、判断ミスとはい

えず、これに対して保険保護を与えることは法令違反行為を助長する

可能性があると考えられている（１0）。また、取締役の会社に対する責任

が追及されるのはたいてい善管注意義務違反ないし忠実義務違反があ

る場合であり、その場合には注意義務違反（法令違反）があることから、

会社役員賠償責任保険が有意味なものであるためには、法令違反行為

を免責事由とするものであってはならず、むしろ法令違反に基づく損

害賠償責任について保険者がてん補することは、法令違反行為の助長

につながりかねない（取締役は民事責任に関する限りは後顧の憂いなく違法

行為をなしうることになる）ことから、本件免責条項には合理性があると

説明される（１１）。このような趣旨に照らして、本件免責条項は故意免責

と同じく公序良俗及び信義則に基づくものと考えられている（１2）。ここ

で、故意免責規定も公序良俗の維持をその趣旨の三つとするものであ

るから、本件免責条項の性質が故意免責と異質なのか同質なのかが問

題となる。この点については、少なくとも故意という文言上は直ちに

違法性の認識が必要であると解することはできないため、本件免責条

項は、故意免責と異なる規定であり、違法性の認識を要求することで、

故意免責とは異なる範囲の行為を引き受けリスクから除外（免責）した

ものと理解するのが相当であるとされる（１3）。このように、Ｄ＆Ｏ保険

においては、故意に損害を生じさせたかという物差しでは対処できな

い取締役等の責任の特質を踏まえて、本件免責条項が設けられている

のである。

⑶　本件免責条項における「法令」の意義について

本件免責条項における「法令」の意義については、取締役の会社に

対する責任を定める平成１7年改正前商法266条 １ 項 5 号（「法令定款に違

反する行為」をした取締役は会社に対して損害賠償責任負う旨を規定）（１4）にお

ける「法令」の意義と関連してこれまで議論がなされてきた（１5）。この

「法令」の意義について判例（最大判平成１2年 7 月 7 日民集54巻 6 号１767頁）

は、商法266条 １ 項 5 号にいう「法令」には、取締役を名あて人とし、
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違反すること」を「認識」していたといえるか、という点について判

断された事案であるところ、Ｄ＆Ｏ保険における法令違反免責条項の

適用が争われた初めての公刊裁判例として意義を有する。

⑵　本件免責条項について

保険法は、１7条（保険者の免責） １項前段において、保険契約の当事

者である保険契約者や保険給付を受けることになる被保険者が故意又

は重過失により保険事故を招致する場合に保険者の免責を認める三方

で、 2項において、責任保険では免責事由を故意のみとしている（5）。

三般的な責任保険契約においては、被保険者の故意によって生じた損

害賠償責任を免責事由とするのが通例となっている（6）。

しかし、Ｄ＆Ｏ保険契約においては、約款上、故意免責条項は設け

られておらず、それに代わって「法令に違反することを被保険者が認

識しながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合を含む）

行った行為に起因する損害賠償請求」を免責事由としている（7）。

本件免責条項は、沿革的には、平成 5年に認可されたＤ＆Ｏ保険の

和文約款が作成された際に設けられたものであり、平成 2年に認可さ

れた英文約款では、この免責事由に相当する英文の文言はなく、かわ

りに「dishonest	act」（不誠実行為）が免責事由に掲げられていた（8）。

この文言の改定については、英文約款と和文約款とで全く異なる文言

を採用しているため、これらの間に連続性はないものと考えられてお

り、英文約款の「dishonest	act」というあいまいな文言から（単なる言

葉の変更ではなく）実質的な意味での改正がなされたものと考えられて

いる（9）。

本件免責条項の特徴は、「損害賠償を受けることに対する認識」では

なく、「法令違反に対する認識」に対して保険保護を否定する態度を

とっている点にある。Ｄ＆Ｏ保険は役員の経営判断の誤りに対して保

険保護を与えることにその主眼があるため、将来損害賠償請求を受け

る可能性がある行為を経営判断として行ったとしても直ちに免責とな

るわけではない。これに対し、会社の利益になると信じていた場合で
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違反すること」を「認識」していたといえるか、という点について判

断された事案であるところ、Ｄ＆Ｏ保険における法令違反免責条項の

適用が争われた初めての公刊裁判例として意義を有する。

⑵　本件免責条項について

保険法は、１7条（保険者の免責） １項前段において、保険契約の当事

者である保険契約者や保険給付を受けることになる被保険者が故意又

は重過失により保険事故を招致する場合に保険者の免責を認める三方

で、 2項において、責任保険では免責事由を故意のみとしている（5）。

三般的な責任保険契約においては、被保険者の故意によって生じた損

害賠償責任を免責事由とするのが通例となっている（6）。

しかし、Ｄ＆Ｏ保険契約においては、約款上、故意免責条項は設け

られておらず、それに代わって「法令に違反することを被保険者が認

識しながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合を含む）

行った行為に起因する損害賠償請求」を免責事由としている（7）。

本件免責条項は、沿革的には、平成 5年に認可されたＤ＆Ｏ保険の

和文約款が作成された際に設けられたものであり、平成 2年に認可さ

れた英文約款では、この免責事由に相当する英文の文言はなく、かわ

りに「dishonest	act」（不誠実行為）が免責事由に掲げられていた（8）。

この文言の改定については、英文約款と和文約款とで全く異なる文言

を採用しているため、これらの間に連続性はないものと考えられてお

り、英文約款の「dishonest	act」というあいまいな文言から（単なる言

葉の変更ではなく）実質的な意味での改正がなされたものと考えられて

いる（9）。

本件免責条項の特徴は、「損害賠償を受けることに対する認識」では

なく、「法令違反に対する認識」に対して保険保護を否定する態度を

とっている点にある。Ｄ＆Ｏ保険は役員の経営判断の誤りに対して保

険保護を与えることにその主眼があるため、将来損害賠償請求を受け

る可能性がある行為を経営判断として行ったとしても直ちに免責とな

るわけではない。これに対し、会社の利益になると信じていた場合で
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の適用の可否が判断された事例である。このＤ＆Ｏ保険（Directors	and	

Officers	Liability	Insurance）とは、米国で初めて取引が行われ、その後、

欧米諸国やわが国などにおいても普及されるに至ったものであり、会

社が保険契約者となり、取締役その他の役員を被保険者として保険契

約が締結され、役員がその業務につき行った行為を理由に損害賠償請

求を受けたことによる損害（訴訟のための弁護士費用や敗訴した場合の損害

賠償金等）をてん補する保険である（１）。Ｄ＆Ｏ保険は、損害保険契約

（保険法 2条 6号）の下位類型である責任保険契約（保険法１7条 2 項括弧

書）の三種であり、複数の個人被保険者が存在する第一者のためにす

る保険契約であるという特徴がある。

Ｄ＆Ｏ保険についての会社法の規律は、令和元年会社法改正で新設

されたものであるが、会社法は、役員等賠償責任保険契約を「株式会

社が、保険者との間で締結する保険契約のうち役員等がその職務の執

行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けること

によって生ずることのある損害を保険者が塡補することを約するもの

であって、役員等を被保険者とするもの」として定義する（会社法430

条の 3第 １項）。しかし、Ｄ＆Ｏ保険は、会社が保険者に対して保険料

を支払い、取締役が損害のてん補を受けることから、利益相反性があ

り、Ｄ＆Ｏ保険の販売が認可されて以来、特に取締役の会社に対する

損害賠償責任をてん補する部分の保険料負担の法律関係をめぐって学

説上の対立が生じていた（2）。この点については、令和元年改正によっ

て、会社が役員等賠償責任保険契約を締結するには、株主総会（取締役

会設置会社にあっては取締役会）の決議により、契約内容を決定しなけれ

ばならないと規定された（会社法430条の 3第 １項）（ 3）。したがって、Ｄ

＆Ｏ保険契約は、株主総会又は取締役会決議によって内容が決定され

ることから、利益相反取引の規制を及ぼす必要はないとされている（4）。

本件は、①本件Ｄ＆Ｏ保険契約の普通保険約款の免責条項にいう

「法令に違反すること」に会社法上の善管注意義務（会社法330条、民法

644条）に違反することが含まれるか、②Ｂが「法令（善管注意義務）に
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社にとって不利益となる不正な行為を助長したものといえる。」

「Ｂは、本件無断保証について、代表取締役として、善管注意義務に

基づき、その経緯を調査し、関係者の責任を問う措置をとるべきで

あったのに、Ｄ社の利益確保のため、意図的にそのような措置をとら

ず、その後のＤ社に対する迂回融資であるＨ社案件についても、事実

を隠ぺいし、監査法人に対しても自ら虚偽の説明を行うなどしたので

あり、Ｂは、これらの自らの行為が善管注意義務に反するものである

ことを認識していたものと認められ、さらに、これらの行為のために、

第一者委員会を設置する必要性が格段に高まり、Ｄ社に対する不正な

金融支援について調査をする特別調査委員会及び不正な金融支援の関

係者に対する損害賠償請求の要否等について諮問するための責任追及

委員会を設置することとなったのであるから、Ａ社が上記各委員会に

係る費用を支出したことは、Ｂが善管注意義務に違反することを認識

しながら行った行為に起因する損害であると認められる。」

「Ｂは、善管注意義務に反することを認識しながら、Ｈ社案件につい

て不正な会計処理を指示したものであり、そのため、第 2次決算訂正

をし、有価証券報告書の虚偽記載を指摘されるに至ったのであるから、

Ａ社が東京証券取引所に対する違約金及び金融庁に対する課徴金を支

出し、監査法人に対する報酬を支出したことは、Ｂが善管注意義務に

違反することを認識しながら行った行為に起因する損害であると認め

られる。」

「以上のとおりであるから、Ｙ社は、本件免責条項に基づき、保険金

の支払を免れる。」

3．研究

⑴　はじめに

本件は、Ｄ＆Ｏ保険の被保険者であった者の任務懈怠による損害賠

償請求が認められたことに基づき、保険金が請求され、本件免責条項
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社にとって不利益となる不正な行為を助長したものといえる。」

「Ｂは、本件無断保証について、代表取締役として、善管注意義務に

基づき、その経緯を調査し、関係者の責任を問う措置をとるべきで

あったのに、Ｄ社の利益確保のため、意図的にそのような措置をとら

ず、その後のＤ社に対する迂回融資であるＨ社案件についても、事実

を隠ぺいし、監査法人に対しても自ら虚偽の説明を行うなどしたので

あり、Ｂは、これらの自らの行為が善管注意義務に反するものである

ことを認識していたものと認められ、さらに、これらの行為のために、

第一者委員会を設置する必要性が格段に高まり、Ｄ社に対する不正な

金融支援について調査をする特別調査委員会及び不正な金融支援の関

係者に対する損害賠償請求の要否等について諮問するための責任追及

委員会を設置することとなったのであるから、Ａ社が上記各委員会に

係る費用を支出したことは、Ｂが善管注意義務に違反することを認識

しながら行った行為に起因する損害であると認められる。」

「Ｂは、善管注意義務に反することを認識しながら、Ｈ社案件につい

て不正な会計処理を指示したものであり、そのため、第 2次決算訂正

をし、有価証券報告書の虚偽記載を指摘されるに至ったのであるから、

Ａ社が東京証券取引所に対する違約金及び金融庁に対する課徴金を支

出し、監査法人に対する報酬を支出したことは、Ｂが善管注意義務に

違反することを認識しながら行った行為に起因する損害であると認め

られる。」

「以上のとおりであるから、Ｙ社は、本件免責条項に基づき、保険金

の支払を免れる。」

3．研究

⑴　はじめに

本件は、Ｄ＆Ｏ保険の被保険者であった者の任務懈怠による損害賠

償請求が認められたことに基づき、保険金が請求され、本件免責条項
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2．判旨

控訴棄却（確定）

「会社法330条により、株式会社と役員との関係は委任に関する規定

に従うとされ、民法644条は、委任に係る受任者の注意義務として、受

任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務

を処理する義務を負うと定めている（いわゆる善管注意義務）から、取締

役が会社に対して負う善管注意義務は、法令上の義務であると解され、

本件免責条項にいう『法令』からこれを除外する理由は見当たらない。

したがって、本件免責条項にいう『法令に違反すること』には、取締

役としての善管注意義務に違反することも含まれると解するのが相当

である。」

「本件免責条項により、被保険者に対する損害賠償請求の原因となっ

た被保険者の行為について、被保険者が善管注意義務に違反すること

を認識しながら行った場合又は被保険者がそのように認識していたと

判断することができる合理的な理由がある場合には、保険者が免責さ

れることになるものと解される。」

「Ｂは、平成１7年 9 月29日の取締役会の頃までに本件無断融資が存在

していたことを把握していたにもかかわらず、本件無断融資がＤ社に

とって有利なものであったことから追認することを企図した上、通常

の会社であれば極めて重く受け止められる行為〔ママ〕べきＧの行為

に対する処分を、厳重注意という極めて軽いものにとどめた上、その

後も、本件無断融資に対して何ら追及しなかったと認めるのが相当で

ある。そうすると、Ｂは、単に本件無断融資への対処を過失又は重過

失により怠ったのではなく、対処しなければ善管注意義務に反するこ

ととなることを認識しつつ、Ｄ社の利益確保のため、意図的に対処し

なかったものと認められる。そうすると、Ｂは、善管注意義務違反の

状況にあることを認識しつつ、あえて善管注意義務を果たさなかった

（不作為）ものであるから、Ｂには法令違反の認識があったといえ、会
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理が引き続き隠蔽されたことにより第 2次決算訂正を行うに至ったこ

とを理由として、東京証券取引所に対して違約金１000万円を支払い、

同年 9月、金融庁に対して課徴金１8１6万9998円を納付した。

以上の事実関係の下、Ｄ社訴訟の第三審判決では、Ｂが適正な調査

を行い、有効な再発防止措置を講じる義務を意図的に怠っていたこと

を理由に、Ｂの任務懈怠責任が肯定され、Ｂは会社法423条 １ 項に基づ

きＡ社に対する損害賠償金等の支払いを命じられ、控訴審判決におい

ても、Ｂの任務懈怠責任は肯定された。また、本件株主代表訴訟の第

三審判決では、第 2次決算訂正に関するＢの善管注意義務違反が認め

られ、Ｂは上場違約金、監査報酬、金融庁の課徴金の合計3342万9284

円等の支払いを命じられた。

そして、ＢからＤ社訴訟及び本件株主代表訴訟に関する訴訟委任を

受けていた弁護士法人Ｘ １法律事務所（以下「Ｘ １事務所」という）は、

Ｂに対する弁護士報酬債権を取得し、これを保全するため債権者代位

権に基づいて本件訴訟を提起した。しかし、Ｂは破産手続開始決定を

受けたため、Ｂの破産管財人であるＸ 2が本件訴訟を受継した。本件

訴訟において、Ｘ 2はＹ社に対し、本件Ｄ＆Ｏ保険契約に基づく保険

金として、①Ａ社が設置した特別調査委員会及び責任追及委員会に係

る費用として3１7１万4945円及び遅延損害金１260万7776円の合計4432万

272１円、②Ａ社の第 2次決算訂正のために生じた違約金、課徴金等の

合計3342万9284円及び遅延損害金１１39万3432円の合計4482万27１6円、

③Ｂが訴訟追行をＸ １事務所に委任したことにより支払った弁護士費

用457万2750円、④ＢのＸ １事務所に対する未払弁護士費用2005万１250

円、以上①ないし④の合計 １億１376万9437円の支払いを求めた。原審

（東京地判令和 2年 3月１9日金判１628号20頁）は、本件免責条項の適用を認

め、Ｘ 2の請求を棄却したため、Ｘ 2が控訴した。）
三
一
一
（
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理が引き続き隠蔽されたことにより第 2次決算訂正を行うに至ったこ

とを理由として、東京証券取引所に対して違約金１000万円を支払い、

同年 9月、金融庁に対して課徴金１8１6万9998円を納付した。

以上の事実関係の下、Ｄ社訴訟の第三審判決では、Ｂが適正な調査

を行い、有効な再発防止措置を講じる義務を意図的に怠っていたこと

を理由に、Ｂの任務懈怠責任が肯定され、Ｂは会社法423条 １ 項に基づ

きＡ社に対する損害賠償金等の支払いを命じられ、控訴審判決におい

ても、Ｂの任務懈怠責任は肯定された。また、本件株主代表訴訟の第

三審判決では、第 2次決算訂正に関するＢの善管注意義務違反が認め

られ、Ｂは上場違約金、監査報酬、金融庁の課徴金の合計3342万9284

円等の支払いを命じられた。

そして、ＢからＤ社訴訟及び本件株主代表訴訟に関する訴訟委任を

受けていた弁護士法人Ｘ １法律事務所（以下「Ｘ １事務所」という）は、

Ｂに対する弁護士報酬債権を取得し、これを保全するため債権者代位

権に基づいて本件訴訟を提起した。しかし、Ｂは破産手続開始決定を

受けたため、Ｂの破産管財人であるＸ 2が本件訴訟を受継した。本件

訴訟において、Ｘ 2はＹ社に対し、本件Ｄ＆Ｏ保険契約に基づく保険

金として、①Ａ社が設置した特別調査委員会及び責任追及委員会に係

る費用として3１7１万4945円及び遅延損害金１260万7776円の合計4432万

272１円、②Ａ社の第 2次決算訂正のために生じた違約金、課徴金等の

合計3342万9284円及び遅延損害金１１39万3432円の合計4482万27１6円、

③Ｂが訴訟追行をＸ １事務所に委任したことにより支払った弁護士費

用457万2750円、④ＢのＸ １事務所に対する未払弁護士費用2005万１250

円、以上①ないし④の合計 １億１376万9437円の支払いを求めた。原審

（東京地判令和 2年 3月１9日金判１628号20頁）は、本件免責条項の適用を認

め、Ｘ 2の請求を棄却したため、Ｘ 2が控訴した。）
三
一
一
（

56



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

一
一
八

示を全く行わなかった。さらに、Ｆ及びＧは、本件無断保証を解消す

るため、取締役会の承認を経ずにＡ社名義の約束手形（額面総額１5億円）

を振り出した。その後の取締役会において監査役から、なぜこのよう

な事態になったのか事情を明らかにしてほしい、などと発言がなされ

たものの、Ｂはよく検討した上で次回に報告すると返答し、審議の結

果、本件無断保証について承認がなされた。しかし、その後の取締役

会においても、Ｇから１5億円の約束手形の件について報告はなく、Ｇ

の処分に関しても検討されなかった。

約束手形の最初の決済日までにＤ社が返済資金を準備できなかった

ため、ＦはＡ社から訴外Ｈ社を経由して、平成20年 4 月28日に金型代

金等の名目で１4億9700万円を送金した（以下、この不正融資を「Ｈ社案件」

という）。その後、ＢはＨ社に対して金型名目で支払われた１4億9700万

円の金銭の名目を、Ｈ社と同様の装置の開発を行っている訴外Ｉ社へ

の開発費に振り替えるという会計処理の方法を指示した。そしてＢは、

偽装のための稟議書等を作成することを指示して作成させた上、監査

法人の調査に対しＨ社への支払はＤ社に流れたものではなく、Ｉ社に

おける開発に関する支払であるとの虚偽の説明をした。

平成20年１2月25日、Ａ社は、建設仮勘定の本勘定への振替漏れ等を

理由として、平成１6年 3 月期から平成20年 3 月期までの有価証券報告

書等につき、三部訂正を行い（第 １次決算訂正）、平成2１年 4 月 2 日、Ｄ

社に対する不正な金融支援についての特別調査委員会を設置した。ま

た、Ａ社の取締役会は、同年 5月１4日、不正な金融支援の関係者に対

する損害賠償請求の要否及び内容等について諮問するため責任追及委

員会を設置した。そして、Ａ社は、平成2１年 6 月１6日、平成１8年 3 月

期から平成20年 3 月期までの有価証券報告書等につき、Ｈ社案件に関

する合計１4億9700万円の建設仮勘定としての計上を回収困難な貸付と

して貸倒損失に、Ｄ社を連結子会社に訂正した（第 2次決算訂正）。

平成2１年 7 月、Ａ社は、第 １次決算訂正後、Ａ社の株式が監理銘柄

であったにもかかわらず、社内調査が不十分であり、不適切な経理処

）
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融資金相当額等（１4億9000万円及び約１87万米ドル）の損害賠償の支払を求

める訴訟を提起した。Ａ社の株主であった訴外Ｅは、平成25年、当該

訴訟に共同訴訟参加し、Ｂ及びＣを被告として、上記損害賠償に加え、

特別調査委員会及び責任追及委員会に関する報酬相当額をＡ社に賠償

するよう求めた（以下、これらの訴訟を総合して「Ｄ社訴訟」という）。

また、Ｅは、平成23年１１月１6日、Ｂを含むＡ社の取締役、元取締役、

監査役及び元監査役を被告として、株主代表訴訟を提起した（以下「本

件株主代表訴訟」という）。本件株主代表訴訟の概要は、Ａ社がＤ社に対

して不正な金融支援を行ったこと及び有価証券報告書等に虚偽記載が

あったとして三部訂正を行ったことに関し、上記取締役らに任務懈怠

責任があるとして、監査費用、社外調査委員への報酬、金融庁の課徴

金及び証券取引所への上場契約違約金等合計約30億円につき、Ａ社に

損害を賠償するよう求めるものであった。

上記Ｄ社訴訟及び本件株主代表訴訟の発端となった、Ｄ社に対する

不正金融支援の内容等は、以下の通りである。平成１7年 8 月30日、Ａ

社の経理部参与であった訴外Ｆ及び経理部担当取締役であった訴外Ｇ

は、Ａ社の取締役会の承認を得ることなく、Ａ社からＤ社に １億5000

万円を送金した（以下「本件無断融資」という）。そして、監査法人が本

件無断融資の事実を把握し、同年 9月29日に開催された取締役会にて

Ａ社の監査役は、Ｇの行為を厳しく非難するとともに、厳正な処分を

科すよう求めたが、Ｂは本件無断融資に関する事実関係についての詳

細な調査や原因の究明、再発防止策の策定に取り組むことはなかった。

その後も、Ｆ及びＧは無断で、平成１7年 9 月30日から平成１9年 9 月

5 日の間にＤ社へ計 9億円の送金を行った。さらに、平成１9年 9 月28

日にＤ社が行った銀行からの 7億円の借入れにつき、取締役会の承認

を経ずにＢ社をしてこれを保証させた（以下「本件無断保証」という）。

Ｆ及びＧは、同年１１月に、Ｂに対し本件無断保証を報告したが、Ｂは

次回の取締役会において報告・謝罪の上、事後承認を求めるよう指示

したのみで、本件無断保証がされた経緯や原因の究明等についての指
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融資金相当額等（１4億9000万円及び約１87万米ドル）の損害賠償の支払を求

める訴訟を提起した。Ａ社の株主であった訴外Ｅは、平成25年、当該

訴訟に共同訴訟参加し、Ｂ及びＣを被告として、上記損害賠償に加え、

特別調査委員会及び責任追及委員会に関する報酬相当額をＡ社に賠償

するよう求めた（以下、これらの訴訟を総合して「Ｄ社訴訟」という）。

また、Ｅは、平成23年１１月１6日、Ｂを含むＡ社の取締役、元取締役、

監査役及び元監査役を被告として、株主代表訴訟を提起した（以下「本

件株主代表訴訟」という）。本件株主代表訴訟の概要は、Ａ社がＤ社に対

して不正な金融支援を行ったこと及び有価証券報告書等に虚偽記載が

あったとして三部訂正を行ったことに関し、上記取締役らに任務懈怠

責任があるとして、監査費用、社外調査委員への報酬、金融庁の課徴

金及び証券取引所への上場契約違約金等合計約30億円につき、Ａ社に

損害を賠償するよう求めるものであった。

上記Ｄ社訴訟及び本件株主代表訴訟の発端となった、Ｄ社に対する

不正金融支援の内容等は、以下の通りである。平成１7年 8 月30日、Ａ

社の経理部参与であった訴外Ｆ及び経理部担当取締役であった訴外Ｇ

は、Ａ社の取締役会の承認を得ることなく、Ａ社からＤ社に １億5000

万円を送金した（以下「本件無断融資」という）。そして、監査法人が本

件無断融資の事実を把握し、同年 9月29日に開催された取締役会にて

Ａ社の監査役は、Ｇの行為を厳しく非難するとともに、厳正な処分を

科すよう求めたが、Ｂは本件無断融資に関する事実関係についての詳

細な調査や原因の究明、再発防止策の策定に取り組むことはなかった。

その後も、Ｆ及びＧは無断で、平成１7年 9 月30日から平成１9年 9 月

5 日の間にＤ社へ計 9億円の送金を行った。さらに、平成１9年 9 月28

日にＤ社が行った銀行からの 7億円の借入れにつき、取締役会の承認

を経ずにＢ社をしてこれを保証させた（以下「本件無断保証」という）。

Ｆ及びＧは、同年１１月に、Ｂに対し本件無断保証を報告したが、Ｂは

次回の取締役会において報告・謝罪の上、事後承認を求めるよう指示

したのみで、本件無断保証がされた経緯や原因の究明等についての指
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取締役の善管注意義務違反と役員賠償責任保険
における認識のある法令違反行為免責

東京高裁令和 2年１2月１7日判決　令和 2年（ネ）第2309号　
保険金請求控訴事件　金判１628号１2頁

黒　田　佳　祐

１ ．事実の概要

損害保険業等を業とするＹ株式会社（被告、被控訴人、以下「Ｙ社」と

いう）は、訴外Ａ株式会社（以下「Ａ社」という）との間で、Ａ社の代表

取締役であった訴外Ｂを被保険者とする会社役員損害賠償責任保険契

約（以下「本件Ｄ＆Ｏ保険契約」という）を締結していた。本件Ｄ＆Ｏ保

険契約には、役員が破産した場合にはその者とその破産管財人を同三

の被保険者とみなす旨の特約及び株主代表訴訟補償特約が付されてい

た。Ｙ社が保険金を支払う損害は、①法律上の損害賠償金、②争訟費

用、のいずれかに該当するものを被保険者が負担することによって生

じる損害に限る、とされていた。三方で、法令に違反することを被保

険者が認識しながら（認識していたと判断できる合理的な理由がある場合を

含む）行った行為に起因する損害賠償請求については、これに起因する

損害に対して保険金を支払わない旨の免責条項（以下「本件免責条項」と

いう）が置かれていた。

Ａ社は、Ｂ及びＡ社の取締役であった訴外Ｃを被告として、平成2１

年頃、会社法423条 １ 項に基づき、回収不能となった訴外Ｄ社に対する

判例研究
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者に修補を依頼したために高額の費用を要した場合、買主に損害軽減義務
違反が認められることもあろう。この点について、CISG 諮問会議の意見
書を紹介する松井・前掲注（98）124頁を参照。

（112）	萩原・前掲注（98）117頁参照。
（113）	買主自身の追完と費用賠償の問題について、買主は「追完ととともに
する損害賠償」（415条 1 項）を根拠に賠償請求が可能とした上で、損害賠
償の範囲を416条によって相当な範囲に限定する見解として、渡邉・前掲
注（102）12頁。

（114）	原田剛『債権各論講義』（成文堂、2021年）134頁は、買主が自動車を
高速道路で走行中に契約不適合が原因で走行不能となり、買主が売主に修
理のための催告を要求せず、即時に JAF などに連絡して、修理をしても
らった事例をあげる。

（115）	高田淳「履行に代わる損害賠償（填補賠償）の識別」原田剛ほか編著
『民法の展開と構成	小賀野晶一先生古稀祝賀』（成文堂、2023年）278頁及
び同頁脚注29。

（116）	高田・前掲注（115）278頁は、履行に代わる損害賠償における催告要件
制度の趣旨についてこのように指摘する。

（117）	高田・前掲注（115）278頁。古谷・前掲注（56）334頁は、売主の追完利
益を否定すると、買主の機会主義的行動を誘発する（例えば、契約不適合
とは別の理由による解除の）可能性があることや、買主の即時解除権が認
められると重大な経済的不利益が売主に生じることを指摘する。

（118）	古谷・前掲注（56）338頁。萩原・前掲注（98）118頁も「当事者双方の利
益を衡平に調整する」という観点から検討した上でウ説を支持する。

（119）	山本敬三・前掲注（ 4）『公序良俗論の再構成』235頁は、原理及び価値
の衡量を通じて、「何をどのように問題とすべきかという枠組みをあきら
かにすることによって、判断に一定の方向づけをあたえ、それぞれの判断
について合理的な審査可能性を作りだすこと」が可能になると指摘する。
さらに、法的正当化の構造と方法のかなめとしての原理の衡量について、
同・前掲注（83）「法的思考の構造と特質」249頁以下も参照。

）
一
七
一
（

52



民
法
に
お
け
る
分
配
的
解
決
（
山
田
）

一
二
一

者に修補を依頼したために高額の費用を要した場合、買主に損害軽減義務
違反が認められることもあろう。この点について、CISG 諮問会議の意見
書を紹介する松井・前掲注（98）124頁を参照。

（112）	萩原・前掲注（98）117頁参照。
（113）	買主自身の追完と費用賠償の問題について、買主は「追完ととともに
する損害賠償」（415条 1 項）を根拠に賠償請求が可能とした上で、損害賠
償の範囲を416条によって相当な範囲に限定する見解として、渡邉・前掲
注（102）12頁。

（114）	原田剛『債権各論講義』（成文堂、2021年）134頁は、買主が自動車を
高速道路で走行中に契約不適合が原因で走行不能となり、買主が売主に修
理のための催告を要求せず、即時に JAF などに連絡して、修理をしても
らった事例をあげる。

（115）	高田淳「履行に代わる損害賠償（填補賠償）の識別」原田剛ほか編著
『民法の展開と構成	小賀野晶一先生古稀祝賀』（成文堂、2023年）278頁及
び同頁脚注29。

（116）	高田・前掲注（115）278頁は、履行に代わる損害賠償における催告要件
制度の趣旨についてこのように指摘する。

（117）	高田・前掲注（115）278頁。古谷・前掲注（56）334頁は、売主の追完利
益を否定すると、買主の機会主義的行動を誘発する（例えば、契約不適合
とは別の理由による解除の）可能性があることや、買主の即時解除権が認
められると重大な経済的不利益が売主に生じることを指摘する。

（118）	古谷・前掲注（56）338頁。萩原・前掲注（98）118頁も「当事者双方の利
益を衡平に調整する」という観点から検討した上でウ説を支持する。

（119）	山本敬三・前掲注（ 4）『公序良俗論の再構成』235頁は、原理及び価値
の衡量を通じて、「何をどのように問題とすべきかという枠組みをあきら
かにすることによって、判断に一定の方向づけをあたえ、それぞれの判断
について合理的な審査可能性を作りだすこと」が可能になると指摘する。
さらに、法的正当化の構造と方法のかなめとしての原理の衡量について、
同・前掲注（83）「法的思考の構造と特質」249頁以下も参照。
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2019年）323〜324頁〔岡正晶発言〕。一方、追完に代わる損害賠償請求権
を履行に代わる損害賠償請求権とは異なる救済手段とみた上で、民法415
条 2 項の「法意」が適用されるとする見解（潮見・前掲注（85）『新債権総
論Ⅰ』483頁、前掲注（100）『新債権各論Ⅰ』164〜165頁）や、追完請求権
の優位性を認める民法563条が類推適用されるとの見解がある（田中洋
「改正民法における『追完に代わる損害賠償』」⑶ NBL	No.1176（2020年）
34頁、浦川道太郎ほか『民法Ⅳ─債権各論〔第 5版〕』（有斐閣、2023年）
103頁は民法563条 1 項の法意）。条文上の根拠は明らかではないが、売主
の追完の機会を保障すべきと説く見解として、山本豊ほか『民法 5契約』
（有斐閣、2018年）157〜159頁〔北居功執筆〕など。
（102）	渡邉拓「追完請求権を巡る実務上の諸問題についての総合的考察」判
時2535号（2022年）12頁は、追完請求権の優位性とは、追完によって契約
不適合状態を回復させることが本筋であるという趣旨に理解すべきであり、
「売主の追完権ないしは追完利益を保障したものとみるべきではない」と
評する。

（103）	筒井＝村松・前掲注（88）341頁（注 2）。請負契約に関する記述ではあ
るが、鎌田薫ほか『重要論点	実務	民法（債権関係）改正』（商事法務、
2019年）317頁〔内田貴執筆〕。そのほか、森田宏樹・前掲注（85）285頁以下、
道垣内＝中井・前掲注（101）325頁、曽野裕夫ほか『民法Ⅳ	契約』（有斐閣、
2021年）183頁など。

（104）	田中宏治・前掲注（98）418頁以下は、追完を催告しないで自ら修補し
た買主は、「追完請求権を正当に放棄した」と捉える。北居・前掲注（101）
159頁は、売主が免れた出費の「償還すらも請求できない」と述べている
ことからすれば、事務管理や不当利得の請求も否定する趣旨であろうか。

（105）	奥田昌道＝佐々木茂美『新版	債権総論	上巻』（判例タイムズ社、2020
年）222頁。奥田＝佐々木説の要約として、原田・前掲注（98）183頁以下参
照。

（106）	萩原基裕「買主自身による追完と売主に対する費用賠償請求の可否を
めぐる問題の検討」大東法学28巻 2 号（2019年）115頁。

（107）	渡邉・前掲注（102）12頁。
（108）	原田・前掲注（98）188頁は、田中宏治教授の見解に対して、「理論的・
体系的観点からしても、『追完請求権の放棄』と解釈することは形式的に
過ぎ、説得力を欠く」と批判する。

（109）	論者自身の見解ではないが、そのように学説を整理する見解として、
潮見・前掲注（101）『新債権各論Ⅰ』162〜163頁。

（110）	萩原・前掲注（98）113頁以下（117頁では不当利得説）、古谷・前掲注
（56）338頁（536条 2 項の類推適用及び不当利得）。潮見・前掲注（100）『新
債権各論Ⅰ』167頁（事務管理及び不当利得）。

（111）	なお、買主が売主に修補を依頼すれば安価な費用で済んだのに、第三

）
一
七
一
（

51

民
法
に
お
け
る
分
配
的
解
決
（
山
田
）

一
二
三

づけることは、上記の強行規定を通じて「クーリング・オフ権を実質的に
保障しようとした」法の趣旨や目的に反するため、原則として認められな
い。ただし、当該趣旨・目的を逸脱して消費者が故意に商品を滅失・毀損
させた場合には、消費者が価額償還義務を負う余地はある。以上について、
後藤巻則ほか『条解	消費者三法〔第 2版〕』（弘文堂、2021年）513頁〔齊
藤雅弘執筆〕を参照。

（98）	 青野博之「売買目的物に瑕疵がある場合における買主による瑕疵除去
─ドイツ民法における追完請求権」駒澤法曹 1号（2005年）27頁以下、
田中宏治『ドイツ売買論集』（信山社、2021年）415頁以下〔該当部分の初
出は2005年〕、岡孝「ドイツ契約法の最前線」加藤雅信ほか編『一一世紀	
判例契約法の最前線	野村豊弘先生還暦記念論文集』（判例タイムズ社、
2006年）538頁以下、ペーター・フーバー（益井公司訳）「新ドイツ売買法
における履行と損害賠償の関係に関する近時の諸問題」日本法学74巻 1 号
（2008年）220頁以下、円谷峻「ドイツにおける瑕疵責任の展開」横浜国際
経済法学17巻 3 号（2009年）37頁以下、半田吉信『ドイツ新債務法と民法
改正』（信山社、2009年）203頁以下、渡辺達徳「ドイツ民法における売主
の瑕疵責任」野澤正充編著『瑕疵担保責任と債務不履行責任』（日本評論
社、2009年）80頁、古谷・前掲注（56）150頁以下、磯村保「売買契約法の
改正─「担保責任」規定を中心として─」Law＆ Practice	No.10（2016年）
72頁以下（ただし、買主が催告をしているか否かが明確ではない）、萩原
基裕「買主自身による追完と売主に対する費用賠償請求の可否をめぐる問
題の検討」大東法学28巻 2 号（2019年）93頁以下、原田剛「買主による修
補の場合の費用償還請求権─2017年民法改正と追完請求権の史的展開の
一断面」法学新報129巻 8 ・ 9 号（2023年）161頁以下、山本宣之「買主が
自己追完した場合に関するドイツ法の議論」産大法学57巻 2 号（2023年）
255頁以下、北居功「買主の性急な自力追完：追完請求権の優位原則の強
度」慶應法学52号（2024年）51頁以下。ドイツ法に加え、CISG の状況を
紹介する論稿として、松井和彦「ウィーン国際物品売買条約における売主
の契約不適合追完権と買主の修補費用相当額の賠償請求」滝沢昌彦ほか編
『社会の多様化と私法の展開─小野秀誠先生古稀記念論文集』（法律文化
社、2024年）112頁以下。

（99）	 BGH に批判的な見解として、例えば Stephan	Lorenz 教授の見解があ
げられる。この主張内容については、原田・前掲注（98）174頁以下や北
居・前掲注（98）54頁以下を参照。

（100）	潮見佳男『新契約各論Ⅰ』（信山社、2021年）166頁、田中宏治・前掲
注（98）418頁以下。

（101）	この立場の中には、追完に代わる損害賠償請求権は、履行に代わる損
害賠償請求権の一種とみたうえで民法415条 2 項の適用を示唆する見解が
ある（道垣内弘人＝中井康之編著『債権法改正と実務上の課題』（有斐閣、
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づけることは、上記の強行規定を通じて「クーリング・オフ権を実質的に
保障しようとした」法の趣旨や目的に反するため、原則として認められな
い。ただし、当該趣旨・目的を逸脱して消費者が故意に商品を滅失・毀損
させた場合には、消費者が価額償還義務を負う余地はある。以上について、
後藤巻則ほか『条解	消費者三法〔第 2版〕』（弘文堂、2021年）513頁〔齊
藤雅弘執筆〕を参照。

（98）	 青野博之「売買目的物に瑕疵がある場合における買主による瑕疵除去
─ドイツ民法における追完請求権」駒澤法曹 1号（2005年）27頁以下、
田中宏治『ドイツ売買論集』（信山社、2021年）415頁以下〔該当部分の初
出は2005年〕、岡孝「ドイツ契約法の最前線」加藤雅信ほか編『一一世紀	
判例契約法の最前線	野村豊弘先生還暦記念論文集』（判例タイムズ社、
2006年）538頁以下、ペーター・フーバー（益井公司訳）「新ドイツ売買法
における履行と損害賠償の関係に関する近時の諸問題」日本法学74巻 1 号
（2008年）220頁以下、円谷峻「ドイツにおける瑕疵責任の展開」横浜国際
経済法学17巻 3 号（2009年）37頁以下、半田吉信『ドイツ新債務法と民法
改正』（信山社、2009年）203頁以下、渡辺達徳「ドイツ民法における売主
の瑕疵責任」野澤正充編著『瑕疵担保責任と債務不履行責任』（日本評論
社、2009年）80頁、古谷・前掲注（56）150頁以下、磯村保「売買契約法の
改正─「担保責任」規定を中心として─」Law＆ Practice	No.10（2016年）
72頁以下（ただし、買主が催告をしているか否かが明確ではない）、萩原
基裕「買主自身による追完と売主に対する費用賠償請求の可否をめぐる問
題の検討」大東法学28巻 2 号（2019年）93頁以下、原田剛「買主による修
補の場合の費用償還請求権─2017年民法改正と追完請求権の史的展開の
一断面」法学新報129巻 8 ・ 9 号（2023年）161頁以下、山本宣之「買主が
自己追完した場合に関するドイツ法の議論」産大法学57巻 2 号（2023年）
255頁以下、北居功「買主の性急な自力追完：追完請求権の優位原則の強
度」慶應法学52号（2024年）51頁以下。ドイツ法に加え、CISG の状況を
紹介する論稿として、松井和彦「ウィーン国際物品売買条約における売主
の契約不適合追完権と買主の修補費用相当額の賠償請求」滝沢昌彦ほか編
『社会の多様化と私法の展開─小野秀誠先生古稀記念論文集』（法律文化
社、2024年）112頁以下。

（99）	 BGH に批判的な見解として、例えば Stephan	Lorenz 教授の見解があ
げられる。この主張内容については、原田・前掲注（98）174頁以下や北
居・前掲注（98）54頁以下を参照。

（100）	潮見佳男『新契約各論Ⅰ』（信山社、2021年）166頁、田中宏治・前掲
注（98）418頁以下。

（101）	この立場の中には、追完に代わる損害賠償請求権は、履行に代わる損
害賠償請求権の一種とみたうえで民法415条 2 項の適用を示唆する見解が
ある（道垣内弘人＝中井康之編著『債権法改正と実務上の課題』（有斐閣、
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能法の形成と発展』（有斐閣、2024年）215頁以下〔該当部分の初出は2018
年〕は、「債権者の受ける利益に比して債務者の履行に過大の費用を要す
るときは、債権者の履行請求権は権利濫用を理由に認められないと解する
余地がある」とした上で、この例外則を「民法412条の 2第 1項の枠内で
認めることは、適切ではない」と指摘する。このほか、田中宏治『代償請
求権と履行不能』（信山社、2018年）445頁は、「通常は、契約その他の債
務の発生原因の解釈としてそもそも、給付のためにそのような費用を現実
に支出するべきという債務が発生していない」とみて、著しく不相当な費
用による給付困難を履行不能の下で捉えることに反対する。

（90）	 売主の追完拒絶が認められるための判断基準については、注（69）を
参照。古谷・前掲注（56）326頁は、ドイツ法の学説や判例の基準が日本法
の追完請求権の限界を考える際の 1つの判断基準を示すものとして参考に
なると指摘する。

（91）	 青野・前掲注（64）96頁、古積健三郎『実践演習民法	予備試験問題を
素材にして』（弘文堂、2021年）101頁。山田・前掲注（64）114頁。改正前
民法634条 1 項ただし書における請負契約の修補に代わる損害賠償に関し
て、修補費用そのものを認めると請負人の責任を限定した趣旨が没却され
ることから、瑕疵のある物と正常な物との差額が賠償額になると指摘する
ものとして、小野秀誠「判批」（最判昭和58年 1 月20日判時1076号56頁）
ジュリ820号（1984年）84頁。

（92）	 山本弘明・前掲注（50）34頁。
（93）	 現行法の説明として、中田邦博＝鹿野菜穂子『基本講義消費者法〔第
5版〕』（日本評論社、2022年）153〜154頁。一方、SNS や動画配信サイ
トの広告、ターゲティング広告により消費者に熟慮の余裕を与えずに取引
させる現状があることから現行法制の検討の必要性を示唆する見解として、
大澤彩『消費者法』（商事法務、2023年）189頁。

（94）	 松岡久和「消費者撤回権と民法法理」現消No.16（2012年）62〜63頁。
（95）	 松岡・前掲注（94）63頁。
（96）	 将来的には EU指令を国内法化した EU加盟国のように、返品権を強
行規定の性格をもつものとして位置づけることも検討されるべきであろう。
山本弘明・前掲注（50）34頁も参照。

（97）	 なお、クーリング・オフの場合には以上の検討とは異なる。例えば、
特定商取引法では消費者によるクーリング・オフの行使が認められた場合、
事業者は消費者に損害賠償を請求できない（特商法 9条 3項等）。さらに、
商品返還のための費用は事業者負担である（同条 4項）。消費者は商品使
用に伴って得た利益に相当する金銭や役務提供の対価などの金銭も支払う
必要はない（同条 5項等）。これらの規定は消費者保護の観点から強行規
定であり、それに反する当事者間の合意は無効である。したがって、クー
リング・オフ権の行使前に商品を滅失・毀損した消費者に価額償還を義務
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（79）	 山本敬三・前掲注（ 4）特に193頁以下。放送法64条 1 項に基づく締約
強制が、国家による私人（受信者）の契約締結の自由の制限を意味するこ
とから、当該制限が許容されるか否かを判断する枠組みとして比例原則の
有用性を指摘する見解として、谷江陽介『締約強制の理論─契約自由と
その限界』（成文堂、2016年）141頁。

（80）	 山本敬三・前掲注（ 4）218頁以下を参照。
（81）	 山本敬三・前掲注（ 4）222頁によれば、必要性の原則の定義によって
は一部無効が認められる場合の審査を均衡性の問題として理解することも
可能とされる。

（82）	 瀬川信久「利益衡量・比例原則の新たな広がりと課題─日仏の比較
検討」日本學士院紀要76巻 1 号（2021年）55頁以下。

（83）	 山本敬三・前掲注（ 4）230頁。原理間衡量の方法と正当化の枠組みに
ついては、山本敬三「法的思考の構造と特質─自己理解の現況と課題」
岩村正彦編『岩波講座現代の法15』（岩波書店、1997年）231頁、特に253
頁以下を参照。

（84）	 ドイツ法ではあるが、追完請求権を本来的履行請求権と同一と解した
うえで、瑕疵ある物の給付の場合の売主の義務の範囲が合意によって確定
されるとするスカメルの見解を紹介するものとして、原田・前掲注（56）
194頁以下。日本法の議論の概要につき、平野裕之『新債権法の論点と解
釈〔第 2版〕』（慶應義塾大学出版会、2021年）409〜411頁。

（85）	 追完請求権を履行請求権とは異なる救済手段とみる見解として、例え
ば、潮見佳男『新債権総論Ⅰ』（信山社、2017年）329頁以下、森田宏樹
「売買における契約責任─契約不適合に基づく担保責任の意義」瀬川信
久ほか『民事責任法のフロンティア』（有斐閣、2019年）281頁以下、田中
洋『売買における買主の追完請求権の基礎づけと内容確定』（商事法務、
2019年）303頁以下、古谷・前掲注（56）322頁以下など。

（86）	 古谷・前掲注（56）323頁。
（87）	 古谷・前掲注（56）323頁以下。本稿では検討の対象としないが、ドイ
ツ（BGH）では特定物売買において代替物の引渡し請求が認められている
（BGH,	Beschluss	vom.8.1.2019-VIII	ZR	225/17）。このことは、同質説か
らは正当化できないとの見解がある。

（88）	 潮見・前掲注（85）『新債権総論Ⅰ』287頁脚注31、潮見佳男ほか編著
『Before/After 民法改正』（弘文堂、2017年）111頁〔松井和彦〕、筒井健夫
＝村松秀樹編著『一問一答	民法（債権関係）改正』（商事法務、2018年）
341頁、田中洋・前掲注（85）275頁〜276頁、中田裕康『債権総論』（岩波書
店、2020年）99頁、磯村保編『新注釈民法⑻債権⑴』（有斐閣、2022年）
265〜266頁〔潮見佳男〕など。

（89）	 山田孝紀「比例原則を基礎とする給付拒絶の根拠─ドイツにおける
判例・学説の検討」法と政治67巻 4 号（2017年）183頁、坂口甲『履行不
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（79）	 山本敬三・前掲注（ 4）特に193頁以下。放送法64条 1 項に基づく締約
強制が、国家による私人（受信者）の契約締結の自由の制限を意味するこ
とから、当該制限が許容されるか否かを判断する枠組みとして比例原則の
有用性を指摘する見解として、谷江陽介『締約強制の理論─契約自由と
その限界』（成文堂、2016年）141頁。

（80）	 山本敬三・前掲注（ 4）218頁以下を参照。
（81）	 山本敬三・前掲注（ 4）222頁によれば、必要性の原則の定義によって
は一部無効が認められる場合の審査を均衡性の問題として理解することも
可能とされる。

（82）	 瀬川信久「利益衡量・比例原則の新たな広がりと課題─日仏の比較
検討」日本學士院紀要76巻 1 号（2021年）55頁以下。

（83）	 山本敬三・前掲注（ 4）230頁。原理間衡量の方法と正当化の枠組みに
ついては、山本敬三「法的思考の構造と特質─自己理解の現況と課題」
岩村正彦編『岩波講座現代の法15』（岩波書店、1997年）231頁、特に253
頁以下を参照。

（84）	 ドイツ法ではあるが、追完請求権を本来的履行請求権と同一と解した
うえで、瑕疵ある物の給付の場合の売主の義務の範囲が合意によって確定
されるとするスカメルの見解を紹介するものとして、原田・前掲注（56）
194頁以下。日本法の議論の概要につき、平野裕之『新債権法の論点と解
釈〔第 2版〕』（慶應義塾大学出版会、2021年）409〜411頁。

（85）	 追完請求権を履行請求権とは異なる救済手段とみる見解として、例え
ば、潮見佳男『新債権総論Ⅰ』（信山社、2017年）329頁以下、森田宏樹
「売買における契約責任─契約不適合に基づく担保責任の意義」瀬川信
久ほか『民事責任法のフロンティア』（有斐閣、2019年）281頁以下、田中
洋『売買における買主の追完請求権の基礎づけと内容確定』（商事法務、
2019年）303頁以下、古谷・前掲注（56）322頁以下など。

（86）	 古谷・前掲注（56）323頁。
（87）	 古谷・前掲注（56）323頁以下。本稿では検討の対象としないが、ドイ
ツ（BGH）では特定物売買において代替物の引渡し請求が認められている
（BGH,	Beschluss	vom.8.1.2019-VIII	ZR	225/17）。このことは、同質説か
らは正当化できないとの見解がある。

（88）	 潮見・前掲注（85）『新債権総論Ⅰ』287頁脚注31、潮見佳男ほか編著
『Before/After 民法改正』（弘文堂、2017年）111頁〔松井和彦〕、筒井健夫
＝村松秀樹編著『一問一答	民法（債権関係）改正』（商事法務、2018年）
341頁、田中洋・前掲注（85）275頁〜276頁、中田裕康『債権総論』（岩波書
店、2020年）99頁、磯村保編『新注釈民法⑻債権⑴』（有斐閣、2022年）
265〜266頁〔潮見佳男〕など。

（89）	 山田孝紀「比例原則を基礎とする給付拒絶の根拠─ドイツにおける
判例・学説の検討」法と政治67巻 4 号（2017年）183頁、坂口甲『履行不
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vom.14.1.2009–VIII	ZR	70/08,	NJW	2009,1660. 追完に代わる損害賠償につ
いても一定の限界がある。BGH（BGHZ	200,	350）によれば、不動産の売
買契約では、瑕疵除去費用が瑕疵のない状態における不動産の流通価格又
は瑕疵を原因とする減少価格の200％を上回る場合に不相当と判断される。

（70）	 BT-Drucks.18/8486,	S.43.
（71）	「事業者は、BGB275条 1 項に基づいて追完の一方の方法が排除される
場合又は当該事業者が BGB275条 2 項・ 3項もしくは439条 4 項 1 文に基
づいて他の追完方法を拒絶できる場合において、不相当な費用がかかるこ
とを理由に、BGB439条 4 項に基づき他の追完方法を拒絶することができ
ない。当該事業者は、439条 2 項又は 3項 1文に基づき費用の額が不相当
であるとき、費用賠償を相当な額に制限することができる。この額の算定
については、特に瑕疵のない状態の物の価値及び瑕疵の程度が考慮されな
ければならない。」

（72）	 BT-Drucks.19/27424,	S.1. 新たな指令の目的は、「特にデジタル要素
を含む物品の事業者と消費者間の売買契約に関する一定の要件について共
通のルールを定めることにより、デジタル単一市場が適切に機能すること
に資するともに、消費者保護を高水準で確保すること」にある。同指令に
関して古谷貴之「物品の売買契約に関する新たな EU指令の分析」産大法
学54巻 1 号（2020年）127頁以下を参照。

（73）	 BT-Drucks.19/27424,	S.29.
（74）	 以下の理由は、Beckmann	in:	Staudinger	Kommentar,	Eckpfeiler	des	
Zivilrechts,	8.Aufl,	2022,	N.153ff. による。

（75）	 商品売買指令13条
⑴契約違反の際には、消費者は、この条項に挙げられた条件の下で、契
約に適合した状態での商品の修復、代金の一部の減額又は契約の解除を求
める権利を有する。
⑵商品の契約に適合した状態の修復のために、消費者は、修繕又は代物
給付を選ぶことができる。ただし、選択された追完が不能である場合、あ
るいは、特に以下のようなすべての事情の考慮の下で、他の救済可能性と
比較して売主に不相当に高い費用を生じさせる場合を除く。
⒜商品が契約に適合していたならば有していたであろう価値⒝契約違反
の重大性及び⒞消費者にとって著しい不都合なく他の救済を行うことがで
きるかどうかという事情
⑶売主は、修繕又は代物給付が 2項⒜⒝に挙げられた事情を含めたすべ

ての事情の考慮の下で不能又は不相当な費用を生じさせるであろうときに
は、商品の契約に適合した状態の修復を拒むことができる。

（76）	 Stürner,	a.a.O.（Fn.8）,	S.319ff.
（77）	 中西優美子『法学叢書EU法』（新世社、2012年）109頁。
（78）	 Stürner,	a.a.O.（Fn.8）,	S.325.
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れる。
（58）	 JUDGMENT	OF	THE	COURT	（First	Chamber）	16	June	2011,	 In	
Joined	Cases	C-65/09	and	C-87/09,Case	C-65/09. 欧州司法裁判所では、
瑕疵ある食器洗い機の取外し及び取付け義務が争われた Putz 判決（C-
87/09）と併合して審理された。Putz 判決の概要は、原田・前掲注（56）77
頁以下を参照。そのため、Weber/Putz 判決と呼ばれることもある。なお、
判旨の①〜③のナンバリングも後述の判例の整理のために筆者が付したも
のである。

（59）	 BGH,Urteil	vom.21.12.2011-VIII	ZR	70/08,	BGHZ	192,148. 原田・前
掲注（56）90頁以下・145頁以下、古谷・前掲注（56）169頁以下・176頁以下
を参照。

（60）	 Cauffman,	supra	note	33	at	85-90. なお、Stark は Weber 判決にも比
例原則が表れているとするが、その内容を論じてはいない（Stark,	supra	
note	27	at	132	note57）。

（61）	 Cauffman,	supra	note	33	at	88.
（62）	 Cauffman,	supra	note	33	at	88では ”proportionate	in	the	strict	sense”
との表現を使用しており、相当性の原則を意味するとみられる。

（63）	 BGH,Urteil	vom.17.10.2012-VIII	ZR	226/11,	BGHZ	195,135. 原田・前
掲注（56）151頁以下、古谷・前掲注（56）169頁以下参照。

（64）	 このとき、買主は追完に代わる損害賠償請求権を行使しうる。ただし、
その額は追完費用相当額ではない。BGHによれば、BGB251条 2 項 1 文を
準用して、買主の損害賠償請求権は瑕疵を原因とする売買目的物の減少価
値の賠償に制限される。BGH,Urteil	vom.4.4.2014-V	ZR	275/12,BGHZ200,350.
青野博之「追完費用が過分である場合における注文者及び買主の損害賠償
請求─ドイツ請負法及び売買法」駒澤法曹12号（2016年）87頁以降、山
田孝紀「売買契約・請負契約の給付に代わる仮定的損害賠償─ドイツ法
における近時の展開」日本法学87巻 3 号（2021年）82頁〜83頁。

（65）	 古谷・前掲注（56）274頁参照。
（66）	 改正経緯については、原田・前掲注（56）274頁以下及び古谷・前掲注
（56）274頁以下参照。
（67）	 BT-Drucks.18/8486,	S.39.	買主が事業者の場合にも、瑕疵ある物の取
外し及び瑕疵のない物の取付けの費用を負担した売主は、当該物の供給者
に求償を請求できる規定（BGB-E445条）も設けられた。BT-Drucks.	
18/8486,	S.41.

（68）	 古谷・前掲注（56）299頁〜300頁参照。
（69）	 学説の見解及び判例によれば、「売主に責めに帰すべき事由がない場
合、追完費用が瑕疵のない状態の目的物の価値の150％又は瑕疵を原因と
する物の減少価値の200％を上回っている場合」に追完拒絶が認められる。
この点について、Bitter/Meidt,	ZIP	2001,	2114,	2121.;	BGH,	Beschluss	
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れる。
（58）	 JUDGMENT	OF	THE	COURT	（First	Chamber）	16	June	2011,	 In	
Joined	Cases	C-65/09	and	C-87/09,Case	C-65/09. 欧州司法裁判所では、
瑕疵ある食器洗い機の取外し及び取付け義務が争われた Putz 判決（C-
87/09）と併合して審理された。Putz 判決の概要は、原田・前掲注（56）77
頁以下を参照。そのため、Weber/Putz 判決と呼ばれることもある。なお、
判旨の①〜③のナンバリングも後述の判例の整理のために筆者が付したも
のである。

（59）	 BGH,Urteil	vom.21.12.2011-VIII	ZR	70/08,	BGHZ	192,148. 原田・前
掲注（56）90頁以下・145頁以下、古谷・前掲注（56）169頁以下・176頁以下
を参照。

（60）	 Cauffman,	supra	note	33	at	85-90. なお、Stark は Weber 判決にも比
例原則が表れているとするが、その内容を論じてはいない（Stark,	supra	
note	27	at	132	note57）。

（61）	 Cauffman,	supra	note	33	at	88.
（62）	 Cauffman,	supra	note	33	at	88では ”proportionate	in	the	strict	sense”
との表現を使用しており、相当性の原則を意味するとみられる。

（63）	 BGH,Urteil	vom.17.10.2012-VIII	ZR	226/11,	BGHZ	195,135. 原田・前
掲注（56）151頁以下、古谷・前掲注（56）169頁以下参照。

（64）	 このとき、買主は追完に代わる損害賠償請求権を行使しうる。ただし、
その額は追完費用相当額ではない。BGHによれば、BGB251条 2 項 1 文を
準用して、買主の損害賠償請求権は瑕疵を原因とする売買目的物の減少価
値の賠償に制限される。BGH,Urteil	vom.4.4.2014-V	ZR	275/12,BGHZ200,350.
青野博之「追完費用が過分である場合における注文者及び買主の損害賠償
請求─ドイツ請負法及び売買法」駒澤法曹12号（2016年）87頁以降、山
田孝紀「売買契約・請負契約の給付に代わる仮定的損害賠償─ドイツ法
における近時の展開」日本法学87巻 3 号（2021年）82頁〜83頁。

（65）	 古谷・前掲注（56）274頁参照。
（66）	 改正経緯については、原田・前掲注（56）274頁以下及び古谷・前掲注
（56）274頁以下参照。
（67）	 BT-Drucks.18/8486,	S.39.	買主が事業者の場合にも、瑕疵ある物の取
外し及び瑕疵のない物の取付けの費用を負担した売主は、当該物の供給者
に求償を請求できる規定（BGB-E445条）も設けられた。BT-Drucks.	
18/8486,	S.41.

（68）	 古谷・前掲注（56）299頁〜300頁参照。
（69）	 学説の見解及び判例によれば、「売主に責めに帰すべき事由がない場
合、追完費用が瑕疵のない状態の目的物の価値の150％又は瑕疵を原因と
する物の減少価値の200％を上回っている場合」に追完拒絶が認められる。
この点について、Bitter/Meidt,	ZIP	2001,	2114,	2121.;	BGH,	Beschluss	
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について通常の検査の範囲を超えた使用をした場合は、その価値減少につ
いて償還しなければならない」判時2438号（2020年）124頁。

（45）	 カライスコス・前掲注（44）125頁によれば、旧法に関して、「撤回権に
ついて事業者が消費者に対して行う教示に関する法定の従来のモデル様式
では、検査の範囲が店舗におけるものを超える場合には、価値補償が必要
となる旨が示されていた」とされる。

（46）	 BGHZ212,	248,	Rn.28
（47）	 Koch	 in:	Erman	BGB,	Kommentar,	17.	Auflage	2023,	§	357a	BGB,	
Rn.3

（48）	 DIRECTIVE	2011/83/EU	OF	THE	EUROPEAN	PARLIAMENT	
AND	OF	THE	COUNCIL	of	25	October	2011,	L	304/64. 同司令の翻訳と
して、寺川永＝馬場圭太＝原田昌和訳「2011年10月25日の消費者の権利に
関する欧州議会及び理事会指令」関法62巻 3 号（2012年）436頁を参照。

（49）	 L	304/70	（47）.
（50）	 消費者の権利指令のドイツ国内法化に関する改正経緯及び内容につい
ては、クリスティアン・フェルスター（寺川永訳）「ドイツ法における撤
回権の現在─EU 消費者権利指令の国内法化」関法65巻 3 号（2015年）
336頁以下に詳しい。山本弘明「消費者撤回権の制限法理」成城大学法学
会編『変動する社会と法・政治・文化』（信山社、2019年）34頁は、「EU
指令の国内法化により、消費者法に関わる法制度が平準化されている欧米
諸国では、返品制度はクーリング・オフ同様に強行法的性格を与えられて
いる」と指摘する。

（51）	 カライスコス・前掲注（44）125頁は、撤回権の教示に関するモデルが
変更されたことから、先の BGH の 2つの判決が現行法に当然に当てはま
るものではないと指摘する。

（52）	 Proposal	for	a	DIRECTIVE	OF	THE	EUROPEAN	PARLIAMENT	
AND	OF	THE	COUNCIL,	COM/2018/185	final,	28.

（53）	 COM	（2018）	185	final,	15.
（54）	 COM	（2018）	185	final,	16.	Stark,	supra	note	27	at	130. はこの消費者
の権利と事業者の義務の均衡に比例原則が表れているとみる。

（55）	 COM	（2018）	184	final,	OJ	C440/71,	s	3.14
（56）	 BGH,	EuGH-Vorlage	vom.14.1.2009–VIII	ZR	70/08.Weber 事件を紹介
する邦語文献として、原田剛『売買・請負における履行・追完義務』（成
文堂、2017年）76頁以下〔初出2012年〕・同115頁以下〔初出2013年〕、古
谷貴之『民法改正と売買における契約不適合給付』（法律文化社、2020年）
167頁以下・175頁以下〔初出2013年に加筆〕参照。

（57）	 消費用動産売買指令 3条 3項によれば、救済手段の不相当性を判断す
る際には、商品が有するであろう価値、不適合の重大性及び消費者に著し
い不便をかけることなく代わりの救済措置を行うことができたかが考慮さ
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（28）	 Stark,	supra	note	27	at	127.
（29）	 Stark,	supra	note	27	at	129-133.
（30）	 その例として、消費者が試用の範囲を超えて目的物を必要以上に使用
した場合における消費者撤回権のはく奪を提案する欧州委員会の改正提案
（Ⅱ 3⑶）があげられる。Stark,	supra	note	27	at	130.
（31）	 Stark,	supra	note	27	at	132-133.
（32）	 Stark,	supra	note	27	at	133.
（33）	 Caroline	Cauffman,	 ‘The	Principle	of	Proportionality	and	European	
Contract	Law’	 in	Jacobien	Rutgers	and	Pietro	Sirena（eds）,	Rules and 
Principles in European Contract Law	（Intersentia,	2015）	at	81.

（34）	 Cauffman は適合性・必要性の原則が表れている例として、EUの反差
別指令 2条 2項ｂ号をあげる（Cauffman,	supra	note	33	at	73）。同条では、
「間接差別は、一見中立的な規定、基準、又は慣行が、人種的又は民族的
出自を持つ人を他の人と比べて特別に不利な立場に置く場合に存在するも
のとする。ただし、その規定、基準、又は慣行が正当な目的によって客観
的に正当化され、その目的を達成する手段が適切かつ必要である場合は除
く」と定められる。具体例は、茂木明奈「ドイツ法における不利益処遇の
正当化：危険の予防・損害の防止及び個人的安全の保護の意義を中心に」
白鷗法学22巻 2 号（2016年）138頁注13を参照。

（35）	 Cauffman,	supra	note	33	at	82-85.
（36）	 Cauffman,	supra	note	33	at	70,	84.
（37）	 Cauffman,	supra	note	33	at	84.
（38）	 Cauffman,	supra	note	33	at	84-85. なお、判旨の①－③のナンバリン
グもCauffman の見解の整理のために筆者が付したものである。

（39）	 Cauffman,	supra	note	33	at	84は、Messner 判決を例に、ここでは「消
費者の権利と義務の範囲を決定する手段としての比例原則の機能は、EU
と加盟国の権限を明確にするという公法上の機能と結びついている」と評
する。

（40）	 廣瀬・前掲注（10）116頁参照。
（41）	 Messner 判決以外に後述するウォーターベッド判決の影響もあるとみ
られる。

（42）	 BT-Drucks	17/5097,	S.17.	なお、Messner 判決の趣旨を反映すべく、
商品の劣化が商品の確認に必要でなかった事情によって生じたかどうかの
立証責任は、消費者から事業者に移されている。

（43）	 BGH,	Urteil	vom.3.11.2010-VIII	ZR	337/09.（ウォーターベッド判決）
（44）	 BGH,	Urteil	vom.12.10.2016-VIII	ZR	55/15,	BGHZ	212,	248. 同判決で
は、2014年 6 月12日まで適用されていた旧法を対象とする。同判決及び学
説を紹介するものとして、カライスコス・アントニオス「物品の通信販売
契約について撤回権（クーリングオフ権）を行使した消費者は、その物品
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費者の権利と義務の範囲を決定する手段としての比例原則の機能は、EU
と加盟国の権限を明確にするという公法上の機能と結びついている」と評
する。

（40）	 廣瀬・前掲注（10）116頁参照。
（41）	 Messner 判決以外に後述するウォーターベッド判決の影響もあるとみ
られる。

（42）	 BT-Drucks	17/5097,	S.17.	なお、Messner 判決の趣旨を反映すべく、
商品の劣化が商品の確認に必要でなかった事情によって生じたかどうかの
立証責任は、消費者から事業者に移されている。

（43）	 BGH,	Urteil	vom.3.11.2010-VIII	ZR	337/09.（ウォーターベッド判決）
（44）	 BGH,	Urteil	vom.12.10.2016-VIII	ZR	55/15,	BGHZ	212,	248. 同判決で
は、2014年 6 月12日まで適用されていた旧法を対象とする。同判決及び学
説を紹介するものとして、カライスコス・アントニオス「物品の通信販売
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（15）	 通信販売指令（97/ 7 /EC）
6 条 1 項「いかなる通信販売契約でも、消費者は、違約金なしに、理由

を述べることなく、少なくとも 7 営業日以内に契約を撤回することができ
る。撤回権の行使を理由として消費者に課せられうる唯一の費用は、商品
の返送にかかる直接的な費用のみである。」

6 条 2 項「本条に基づき消費者が撤回権を行使した場合、事業者は、消
費者によって支払われた金額を無償で払い戻す義務を負うものとする。撤
回権の行使により消費者に請求できるのは、商品の返送にかかる直接的な
費用のみである。（以下、略）」

（16）	 BGB 旧357条 1 項「別段の定めがない限り、撤回権及び返還権には、
法定解除に関する規定が準用される。（以下、略）」

（17）	 判旨の①・②・③は、学説による判例の分析を整理するために筆者が
付したナンバリングである。

（18）	 前掲注（ 6 ）の文献を参照。
（19）	 以下では「相当性＝均衡性」という理解のもと、相当性の用語を用い

る。
（20）	 Lothar	 Hirschberg,	 Der	 Grundsatz	 der	 Verhältnismäßigkeit,	

Göttingen,	1981,	S.50ff.BVerfGE	19,330. など。
（21）	 Hirschberg,	a.a.O.	（Fn.20）,	S.56ff.	BVerfGE	20,292.;	25,1. など。詳細

は、前掲注（ 6 ）の文献を参照。民法領域でも必要性の原則を用いる見解と
して、例えば Jürgen	Schmidt,	 in:	Staudinger	Kommentar	zum	BGB	13.	
Bearb.	1995,	§242,	Rn.779ff.

（22）	 BGH,	Urteil	 vom.1.2.2005-X	ZR	10/04,	NJW	2005,1774.;	Andreas	
Fuchs,	 in:	AGB-Recht,	Kommentar	 zu	den	§§305-310	BGB	und	zum	
UKlag,	Ulmer/Brandner/Hensen	（Hrsg.）,	12.	neubearb.	Aufl.	2016,	§307	
BGB,	Rn.105. など。これらの判例・学説の詳細は、山田孝紀「約款条項
の不当性判断と比例原則─ドイツ法の検討と日本法への示唆」法と政治
68巻 3 号（2017年）80頁以下・91頁以下を参照。

（23）	 Claus-Wilhelm	Canaris,	Kreditkündigung	 und	Kreditverweigerung	
gegenüber	sanierungsbedürftigen	Bankkunden,	ZHR	1979,	S.113,128ff.

（24）	 前 掲 注（ 8 ）の 文 献 の ほ か、Dieter	Medicus,	Der	Grundsatz	der	
Verhältnismäßigkeit	im	Privatrecht,	AcP192	（1992）,	S.35.

（25）	 Bieder,	a.a.O.	（Fn.8）,	S.5.
（26）	 BGH,	Urteil	vom.11.02.1987-IVa	ZR	194/85.
（27）	 Johanna	Stark,	 ‘Rights	and	 their	Boundaries	 in	European	Contract	

Law:	Abuse,	Proportionality,	or	Both?	’	in	Proportionality	in	Private	Law,	
supra	note	5	at	127. ただし、Stark は公法と私法上の比例原則には「重複
する部分があり、すべてのケースにおいて明確な区別を維持することは容
易ではない」とも述べる。
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証に関する規律の交差─比例原則と警告義務との関係を中心に」田井義
信編『民法典の現在と近未来』（法律文化社、2012年）154頁以下、山野目
章夫「フランス個人保証法における比例原則の考え方」中小商工業研究
117号（2013年）110頁など。

（ 8）	 ドイツ法の学説では、比例原則の対象（名宛人）が「私人」の場合と
「国家」の場合を区別し、その根拠や意義・機能を区別して分析する手法
が採用されている。例えば、Ulrich	Preis,	Verhältnismäßigkeit	und	
Privatrechtsordnung,	 in:	FS	 für	Thomas	Dieterich	zum	65.Geburtstag,	
C.H.Beck,	 1999,	 S.429ff. ;	 Marcus	 Bieder,	 Das	 ungeschriebene	
Verhältnismäßigkeitsprinzip	 als	Schranke	 privater	Rechtsausübung,	
C.H.Beck,	2007.;	Michael	Stürner,	Der	Grundsatz	der	Verhältnismäßigkeit	
im	Schuldvertragsrecht	 :	Zur	Dogmatik	 einer	privatrechtsimmanenten	
Begrenzung	von	vertraglichen	Rechten	und	Pflichten,	Mohr	Siebeck,	2009.
などがある。

（ 9）	 山田孝紀「契約法における比例原則─契約の内容形成・権利行使の
制限」 1 -201頁〔関西学院大学レポジトリ・博士論文〕（2019年）。同論文
では、ドイツ民法の議論状況を整理した上で、日本法においても比例原則
が権利行使の制限機能を果たすことや信義則などの一般条項の解釈の指針
となりうることなどを示した。

（10）	 Judgment	of	the	Court	of	3.9.2009,	CASE	C-489/07.	邦語文献として
山本弘明「通信取引契約の撤回と使用利益の賠償」今野裕之編『判例 EU
私法』（信山社、2022年）242頁以下〔初出2010年〕、廣瀬孝壽「ドイツに
おける通信販売契約撤回に関する消費者保護の動向─撤回期間における検
査と使用─」北一州工業高等専門学校研究報告第45号（2012年）115頁以
下を参照。

（11）	 原語はWertersatz であり、「価格賠償」の訳が適切かもしれない。し
かし、その用語は日本法では共有物分割請求の場面で用いられること、
「賠償」という用語は損害賠償の場面で用いられることから、本稿では
「価額償還」と訳した。
（12）	 BGB 旧312d 条 1 項「消費者には、通信販売契約の際に BGB355条に
基づく撤回権が認められる。」
BGB 旧355条 1 項「法律により消費者に同条に基づく撤回権が認められ
る場合において消費者が期間内に撤回したとき、契約の締結に向けられた
意思表示に拘束されない。」
2項「撤回には理由は不要であり、文書の形式又は 2週間以内に商品を

返送することによって事業者に表明（erklären）されなければならない。」
（13）	 AG	Lahr,	Beschluss	vom	26.10.2007–5	C	138/07.
（14）	 BGB 旧312条 2 項では、情報提供義務が履行される前には撤回期間が
進行しないと定められていた。
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となりうることなどを示した。

（10）	 Judgment	of	the	Court	of	3.9.2009,	CASE	C-489/07.	邦語文献として
山本弘明「通信取引契約の撤回と使用利益の賠償」今野裕之編『判例 EU
私法』（信山社、2022年）242頁以下〔初出2010年〕、廣瀬孝壽「ドイツに
おける通信販売契約撤回に関する消費者保護の動向─撤回期間における検
査と使用─」北一州工業高等専門学校研究報告第45号（2012年）115頁以
下を参照。

（11）	 原語はWertersatz であり、「価格賠償」の訳が適切かもしれない。し
かし、その用語は日本法では共有物分割請求の場面で用いられること、
「賠償」という用語は損害賠償の場面で用いられることから、本稿では
「価額償還」と訳した。
（12）	 BGB 旧312d 条 1 項「消費者には、通信販売契約の際に BGB355条に
基づく撤回権が認められる。」
BGB 旧355条 1 項「法律により消費者に同条に基づく撤回権が認められ
る場合において消費者が期間内に撤回したとき、契約の締結に向けられた
意思表示に拘束されない。」
2項「撤回には理由は不要であり、文書の形式又は 2週間以内に商品を

返送することによって事業者に表明（erklären）されなければならない。」
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ないし衡平の観念に照らして直ちに是認し難いとし、通話料の支払い限度
を通話料全額の 5割に制限した判例として、最判平成13年 3 月27日民集55
巻 2 号434頁（ダイヤルＱ 2事件）。長崎地判佐世保支判平成20年 4 月24日
（カード会員の家族による不正利用についてカード会社の請求を全部棄却
した事例）に対して「原告の請求が全部棄却されるのはバランスを欠」き、
信義則・衡平の観念から、原告には 5割を超えない程度の請求が認められ
ても良いとする見解として、尾島茂樹「家族によるクレジット・カードの
不正使用と会員の責任」クレ研41号（2009年）208頁。

（ 4）	 詳細については、大村敦志『公序良俗と契約正義』（有斐閣、1995年）、
椿寿夫『公序良俗違反の研究』（日本評論社、1995年）、山本敬三『公序良
俗論の再構成』（有斐閣、2000年）、酒巻修也『一部無効の多層的構造』（日
本評論社、2020年）などの日本法の議論状況を参照。

（ 5）	 シンポジウムの講演をまとめた書籍として、Proportionality	in	Private	
Law,	Edited	by	Franz	Bauer	and	Ben	Köhler,	Mohr	Siebeck,	2023.

（ 6 ）	 例えば、山下義昭「『比例原則』は法的コントロールの基準たりうる
か─ドイツにおける『比例原則』論の検討を通して（一）─（三）」福
岡大学法学論叢36巻 1 ・ 2 ・ 3 号（1991年）139頁・同38巻 2 ・ 3 ・ 4 号
（1994年）189頁・同39巻 2 号（1995年）243頁以下、須藤陽子『比例原則
の現代的意義と機能』（法律文化社、2010年）、柴田憲司「憲法上の比例原
則について（ 1）－（ 2・完）─ドイツにおけるその法的根拠・基礎づ
けをめぐる議論を中心に」法学新報116巻 9 ・10号183頁、116巻11・12号
185頁（2010年）以下など。

（ 7）	 山本敬三・前掲注（ 4）218頁以下（この主張についてはⅣ章 2⑴を参
照）。山野目章夫編『新注釈民法（ 1）総則（ 1）』（有斐閣、2018年）157
頁〔吉政知広執筆〕は、信義則において、「形式的・外形的に存在する権
利・法的地位」の主張が、「権利者が得る利益と比べて著しく大きな不利
益を相手方に生じさせる」場合には認められないとする。そして、その根
拠は、「法律上の権利行使が権利の目的を達するために必要な手段であり、
目的と手段が均衡を失していないことを要請する比例原則」に求められる
という。この視点はドイツ法に着想を得たものとみられる。ドイツ民法典
（BGB）275条 2 項の履行請求権の排除は、「法律上の権利行使が他者に対
して著しく不均衡な負担を課すことになってはならないという比例原則か
ら正当化される」とする（吉政知広『事情変更法理と契約規範』（有斐閣、
2014年）254頁〔初出2004年〕。
民法（債権法）改正論議では、フランス保証法の比例原則にも注目が集
まった。能登真規子「保証人の『過大な責任』─フランス保証法におけ
る比例原則」法政論集227号（2008年）371頁以下、大澤慎太郎「フランス
における保証人の保護に関する規定の生成と展開⑴－⑵」比較法学42巻 2
号47頁・42巻 3 号25頁以下（2009年）、同「フランス法における過剰な保
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最後に、分配的解決において比例原則が有しうる意義について述べ

ておく。確かに、比例原則による判断枠組みから直ちに事案の結論が

導かれるわけではない。問題となっている法規範・制度が重視すべき

目的が何か、裁判所による判断によって私人に不相当な不利益が生じ

るのはどのような場合なのかを個別の問題に即して検討しなければな

らない。しかし、このような枠組みを設定することは、当事者間のリ

スクを公平（衡平）に分配する解決を行う際の判断過程を明らかにし、

その判断の合理性を担保する意義を有すると考えられる（119）。そのこと

は、通信販売における消費者撤回権と価額償還義務や（Ⅳ 4参照）、債

権者自身の追完と費用償還の問題を例に示したように、一方当事者に

全面的にリスクを負担させるオール・オア・ナッシングの解決策を見

直すことにもつながるのではないだろうか。

Ⅰ章で触れた通り、ドイツ法をはじめとするヨーロッパ法では私

法・民法上の比例原則への注目が集まりつつある。本稿でとりあげた

EU法の学説は、近時の研究成果の一部にすぎないため、その評価も含

めて今後の議論動向を注視する必要がある。また、本稿では日本法の

分配的解決の展開可能性を示す際にいくつかの事例をとりあげたにと

どまるため、今後はそれら以外の事例検討を通して比例原則による分

配的解決の意義や必要性をより明確化していきたい。

＊	付記：本稿は、JSPS 科研費20K13380の助成を受けた研究成果の一

部です。

（ 1）	 野上誠一「契約責任や法定責任等における割合的解決（中間的解決）
の可能性─裁判上の和解における解決内容への正当性付与という視点も考
慮しつつ─」名古屋ロー・レビュー第 4号（2012年）23頁。

（ 2）	 例えば、窪田充見『過失相殺の法理』（有斐閣、1994年）、石橋秀起
『不法行為法における割合的責任の法理』（法律文化社、2014年）を参照。
裁判例の分析については野上・前掲注（ 1）24頁以下を参照。

（ 3）	 例えば、加入契約者に発生した通話料の全部を負担させるのは信義則
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適用されるのか、さらに必要性の原則の意義について不一致がみられ

た。そこで、判断枠組みを次のように整理した。すなわち、①ある判

断を下すことが法規範の達成すべき目的（例：当事者Ａの権利保護）に適

合的か否か、②上記①の判断により認められた私人の権利行使が必要

以上でないか（Ａの権利行使により相手方Ｂに過大な不利益が生じていない

か）、③上記②の審査に違反する場合に下される別の判断によって、私

人（Ａ）に不相当な不利益が生じていないか、という判断枠組みである

（Ⅳ 1・ 2）。

Ⅳ章では、上記判断枠組みが日本法に妥当しうると想定した上で以

下の 3つの個別問題について分配的解決の適用可能性を検討した。

第 1に、契約不適合給付における売主の追完義務の範囲と買主の救

済手段のあり方を検討した。契約に適合しない給付において、売主は

原則として物の取外し及び取付け義務を負う一方、追完費用が過大と

なる場合、買主の追完請求権が制限される。このとき、買主の救済は、

追完に代わる損害賠償や代金減額、解除を通じて図られる。本稿は、

このような当事者の利益調整に比例原則による分配的解決が反映され

ていることを示した（Ⅳ 3）。

第 2に、消費者撤回権と価額償還義務のあり方に関しては、通信販

売において試用の範囲を超えて商品を使用した消費者には撤回権の行

使が認められる一方、価額償還が義務づけられる場合があることを主

張した。このような方向性は EU 消費者権利指令やそれを国内法化し

たBGB357a 条とも一致するものであり、あるべき解釈や将来の立法に

向けて本稿が紹介した EU 法・ドイツ法の議論状況が参考になると考

えられる（Ⅳ 4）。

第 3に、契約に適合しない給付を受けた債権者自身の追完と費用償

還の問題に関しては、売主の追完機会の確保と買主の救済の双方の目

的を考慮する必要性を示した上で、買主の救済に必要な限度で、買主

に支出した費用の償還請求権を認めることにより両当事者のリスク分

配が図られることを指摘した（Ⅳ 5）。
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催告を不要とすることは、売主の追完機会を保障することで売主が得

られる利益（反対給付請求権の確保、弁済準備費用の無価値化の防止）を失

わせる手段となると考えられる。

以上の通り、この問題への対応としては契約不適合に対する買主の

救済という目的を達成しつつ、売主の追完機会の確保という目的も同

時に達成する手段が要請される。こうした双方の目的を考慮して、買

主の救済に必要な限度で費用賠償請求権を認めることにより両当事者

のリスクを分配することができる点でウ説が妥当であると評価するこ

とができる。すでに「追完制度の趣旨や売主の追完利益を損なうこと

なく…公平な解決を導くことができる」との観点からウ説を支持する

見解が示されているところ（118）、比例原則による判断枠組みはこのよう

な公平（衡平）に適った解決を支える考え方として機能しうると考えら

れる。

Ⅴ　結論

本稿は、当事者間でリスクを分配する解決（分配的解決）を行ってい

る EU 法・ドイツ法の議論状況について比例原則の観点から分析する

見解を整理・検討した。その上で、日本法の議論状況に関して一定の

検討を加えた。以上の結果は、次のようにまとめられる。

欧州司法裁判所では、一方当事者Ａの権利行使を認めつつ、当該権

利行使が相手方Ｂに必要以上の不利益を与える場合には、Ｂの負担を

軽減するために、Ａに別の措置を課したり、Ａの権利行使を縮減した

りする解決策がとられていた（Ⅱ 1・Ⅲ 1）。こうした判決の影響に

よって当事者間のリスクを分配する立法も制定されている（Ⅱ 3・Ⅲ

3）。

EU法の学説では、欧州司法裁判所による分配的解決を支える考え方

として比例原則が機能していると指摘される（Ⅱ 2・Ⅲ 2）。学説では、

比例原則を構成する適合性・必要性・相当性の原則の中でどの原則が
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る（110）。

もっとも、イ説・ウ説のように費用を支出した買主の保護を図る立

場であっても、買主の救済という目的に対して必要以上の権利行使、

すなわち売主に過大な不利益を与える権利行使は認められない。そこ

で、イ説からは、買主が支出した費用のうち、民法416条 1 項の「通常

損害」の範囲に含まれる損害のみが賠償額として認められることにな

ろう（111）。またウ説からは、買主による費用償還請求権の範囲は、有益

な費用（702条 1 項）や売主が自ら修補をしていれば支出したであろう

追完費用（703条以下）（112）が認められると解される（113）。このような限定

を付すことで、売主が負う損害賠償額や費用償還の額の点では両説と

も結論に差異は生じないと考えられる。

では、どちらの立場が妥当であるのか。ここで催告を要することに

よる買主と売主の利益・不利益に着目して考えてみたい。まず、買主

に催告を課すことが不利益をもたらすか。確かに、イ説が指摘する通

り、高速道路を走行中の自動車の故障など買主が即時に修補する必要

があり、買主への「催告の要求が明らかに不合理な場合」（114）も想定さ

れる。しかし、そのような場面が常に生じるとは限らない。例えば、

買主に給付された時計に契約不適合があったとき、通常であれば買主

は当該時計の契約不適合について売主に催告することが可能であり、

そのことによる買主の負担は大きいとはいえないであろう（115）。次に、

催告による売主の利益・不利益を考えるために催告の制度趣旨に着目

すると、その趣旨は債務者が不適合給付の追完を行うことで「賠償責

任・原状回復義務を免れる機会を確保・強化する」ことにあると理解

されている。また催告期間の要件までに債務者が給付を行うと、「弁済

準備に投下した費用・時間の無価値化を防ぎ、かつ、契約の効力（とく

に反対給付請求権）を維持する機会」が保障される（116）。その一方、催告

制度を不要として買主による損害賠償が直ちに認められると、弁済準

備費用が無駄になるほか、反対給付請求権も消滅する不利益が債務者

に生じうる（117）。こうした催告制度の趣旨を重視すると、イ説のように
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この問題を考えるにあたっても出発点として考えなければならない

のは、当該事案において法規範が達成すべき目的である。ここで売主

の追完利益を重視すべき目的に据えたとする。この場合、当該目的を

達成するための手段として買主には催告が要求される。したがって、

売主の追完機会を奪った買主は追完に代わる損害賠償請求権を行使す

ることができない。このとき、買主は別の手段によって負担した費用

を売主に請求できるか。上記立場の中には、ドイツ法の議論から示唆

を得て、ア民法536条 2 項類推適用及び不当利得の適用を否定し、買主

の費用償還請求権も否定する見解がある（104）。

この見解の妥当性を考える際には、当該手段が買主に不相当な不利

益を与えるか否かも考慮しなければならない。この点に関して、催告

不要説は、ア説に対して「契約不適合物の売主が修補費用の賠償請求

を免れる」ことが不都合な結果を招くことがあると指摘する（105）。さら

に、催告必要説もア説に対して、買主から売主に対する費用負担を否

定することは買主の利益を不当に限定するとの懸念を示す（106）。これら

の批判が示しているように、そもそも債務者が契約に適合した給付を

していれば生じなかったリスクについて、催告を怠ったことのみを

もって買主に全面的に負担させる帰結は妥当ではない（107）。つまり、ア

説のように、契約不適合のリスクが買主に全面的に転嫁されるオー

ル・オア・ナッシングの結果は、買主に不相当な不利益が生じる手段

となるため認められるべきではない（108）。

一方、買主の利益の回復を重視した場合、イ催告不要説からは─

追完に代わる損害賠償請求権を履行に代わる損害賠償請求権の一種と

考えた場合でも、異なる救済手段とみた場合でも─「不適合給付を

した売主に対して追完を求めることは、一般に、買主にとって期待し

がたいことであるという論拠から」（109）、追完に代わる損害賠償（民法

415条 1 項）が認められることになる。他方で、ウ催告必要説の立場か

らは、追完に代わる損害賠償請求権ではなく、事務管理、不当利得等

に基づいて買主の費用償還請求権を認めるという方法も提案されてい
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この問題を考えるにあたっても出発点として考えなければならない

のは、当該事案において法規範が達成すべき目的である。ここで売主
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ることができない。このとき、買主は別の手段によって負担した費用

を売主に請求できるか。上記立場の中には、ドイツ法の議論から示唆

を得て、ア民法536条 2 項類推適用及び不当利得の適用を否定し、買主
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らは、追完に代わる損害賠償請求権ではなく、事務管理、不当利得等

に基づいて買主の費用償還請求権を認めるという方法も提案されてい
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５ �　分配的解決の展開可能性②─債権者自身の追完と費用償還請

求の可否

上記 3・ 4では、EU法・ドイツ法において議論されていた問題につ

いて日本法の観点から検討を加えた。それらの場面以外の分配的解決

の展開可能性を探るために、債権者自身の追完と費用償還請求権の可

否をめぐる問題を検討したい。例えば、次のような事例である。

【例】買主が売主から購入した物に契約不適合があった。売主を信用
できなくなった買主は催告をせずに、第三者に当該物の修補を依頼し
た。その後、買主は、第三者による修補に要した費用として200万円の
賠償を売主に求めた。これに対して、売主は、買主が修補の前に売主
への催告を行うべきであり、100万円の修補費用で済んだと反論してい
る。

この問題はドイツ法などの諸外国において議論の蓄積があり、その

議論状況が既に紹介されている（98）。BGHによれば、売主の追完権又は

第一の提供権を保障するために、買主が追完に代わる損害賠償請求権

を行使するためには催告が必要とされる。BGH では、追完の優位性を

保障するために、売主が出費を免れた瑕疵除去費用について、BGB326

条 2 項後段・ 4項又は不当利得に基づく買主の費用償還請求権も否定

されている。これに対して、学説ではBGHに批判的な見解が主張され

ている（99）。

では、日本法においてこの問題をどのように考えるべきか。大別す

ると 2つの立場がある。 1つは、上記BGHの立場と同様に、売主の追

完機会の確保を重視し（100）、買主が追完に代わる損害賠償を請求するた

めには追完の催告が必要と理解する立場である（以下、「催告必要説」と

する）（101）。もう 1つは、契約に適合しない給付を受けた買主の利益の

回復を重視し（102）、買主は催告なくして追完に代わる損害賠償を請求で

きるとする立場である（以下、「催告不要説」とする）（103）。
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①まず原則として、消費者の負担を返送費用や目的物の現存利益の

返還義務のみに限定することは、消費者に撤回権を与えた目的・趣旨

に適合的である。

②しかし、消費者が撤回権を行使することによって事業者に必要以

上の（不相当な）不利益を生じさせることがある。そこで、試用の範囲

を超えて商品を必要以上に使うことによってその価値を毀損させたよ

うな例外的な場面に限り、当該事業者の負担を軽減するという判断を

下すことが考えられる。

③ここで、当該場面において商品の価値を毀損させた消費者には撤

回権がはく奪されるとの判断を採ることができるか。実際、欧州委員

会では事業者保護のためにこのような内容の改正提案を示していた

（Ⅱ 3⑶参照）。しかし、立法者又は裁判所の判断によって消費者に不相

当な不利益が生じる結果となってはならない。欧州経済社会評議会が

批判するように、消費者撤回権をはく奪することはむしろ消費者の利

益を必要以上に制限するラディカルな手段であろう。そのような手段

によらずとも、事業者を保護するためには消費者に不利益の少ない手

段である価額償還義務を課す方法で足りる。

EUの「消費者の権利指令」14条 2 項やそれを国内法化したドイツ法

において、必要な範囲を超える商品の使用等に関して消費者への価額

償還義務が定められていることは、事業者に全面的にリスクを転嫁さ

せることの問題を示す点で示唆に富む。日本法においても、消費者が

試用の範囲を超えて商品を使用した場合には、消費者の返還責任を限

定せずにその商品の価値の減少額相当の価額償還を義務づけることに

よって両当事者のリスク配分を図る方向性が検討に値する。その際、

解釈論としては当該場面を消費者契約法 6条の 2の適用対象外とする

ことで対応し、立法論としてはドイツ法を参照して新たな規定を創設

する方向性も考えられる（97）。
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定せずにその商品の価値の減少額相当の価額償還を義務づけることに

よって両当事者のリスク配分を図る方向性が検討に値する。その際、
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しては、消費者は現存利益の返還義務のみを負う（消費者契約法 6条の

2）。

では、通信販売において返品がなされるまでの間に消費者による必

要な範囲を超えた商品の使用がされた場合のリスクを当事者間でどの

ように分配するべきか。BGHの事例を参考にして考えてみる。

【例】通信販売によって消費者が事業者から排気ガス浄化装置（以下、
甲とする）を購入し、車に取り付けた。その後、消費者は甲の売買契約
に関して撤回権を行使した。この撤回までの間に消費者は車を運転し、
甲を劣化させた。このとき消費者は排気ガス浄化装置の減価分の価額
償還義務を負うか。

目的物の使用に伴う劣化分の価額償還に関して、学説では次の見解

がみられる。「撤回前の使用による商品の減価分は、消費者が価値返還

する義務を負うことになりそう」である。しかし、「使用による減価が

著しい商品については、事業者は返品権の適切な制限を約款に規律す

ることで自衛すればよい。そのような措置をとっていない場合の法定

撤回権では、…消費者の返還責任を限定するほうが、約款による適切

な返品権の規律を促すことになってよい」との見解が示される（94）。

もっとも、同見解は、2012年当時の諸外国の法状況が流動的であるこ

とをふまえて、「制度を固定的に捉えず…法改正により柔軟に対応する

必要がある」ことも付言する（95）。

確かに、現行の法制度では返品権が任意規定である以上、消費者に

減価分の価額償還を命じる旨の約款も有効であろう（96）。他方では、約

款がない場合のリスク分配のあり方として、消費者の返還責任を限定

することは事業者に全面的にリスクを転嫁させることになる。しかし、

この結果は、事業者に過大な不利益を与えるとの見解も想定されよう。

ここで比例原則に基づく判断枠組みを用いると、次のように分配的解

決を図ることが考えられる。
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利濫用（89）に基づき、例外的に売主が追完義務を免れることになろう（90）。

③②のように売主が追完義務を果たさない場合に他の救済手段がな

ければ買主の利益を空洞化する結果を招く。そこで考えられる救済手

段が追完に代わる損害賠償である。もっとも、追完請求権の限界事由

が認められる場合に、買主に追完費用相当額の賠償を認めると売主の

追完拒絶を認めた意味が失われる。そのため、買主の損害賠償請求権

は契約不適合を理由とする目的物の減少額の賠償に限定されると解さ

れる（91）。このほかに、買主には代金減額請求権や契約の解除の要件を

みたすと各救済手段が認められる。

以上の判断枠組みは、現在のドイツ法の売主の追完拒絶と買主の救

済手段との調整方法（Ⅲ 3⑵）と同様の状況にある。ここでは、比例原

則による分配的解決が反映されているとみることができる。

４ �　分配的解決の展開可能性①─消費者撤回権の行使と価額償還

義務

次に、比例原則の視点からみると分配的解決を新たに導入しうる場

面を検討していきたい。ここで検討を加えるのは、EU法・ドイツ法で

議論がみられた通信販売における消費者撤回権の行使と価額償還義務

の問題である。消費者撤回権とは、クーリング・オフ及び通信販売に

おける返品制度を合わせた用語と理解されている（92）。以下の検討では

通信販売を対象とするため、ここでの消費者撤回権は返品制度のこと

を意味する。

通信販売では、訪問販売や電話勧誘販売のように事業者からの不意

打ち的な勧誘により、自由な意思形成が阻害されたわけではないとの

理由からクーリング・オフは認められていない（93）。しかし、商品が消

費者の手元に届いてからでないとその内容を確認できないことなどか

ら、返品制度が設けられている。ただし、返品制度は任意規定である

ため、同制度を排除する旨の特約も有効である。返品のための費用は

消費者が負担する（特商法15条の 3第 2項）。通常の原状回復の範囲に関
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解釈によっては契約に適合しない物の取外し及び契約に適合した新た

な物の取付けも追完義務に含まれる（84）。

他方では、追完請求権と履行請求権を異なる権利とみる立場（85）から

は、追完義務の範囲は「必ずしも当初契約で定まった給付内容に限定

されない」（86）。この場合、民法562条の拡大解釈によって物の取外し及

び取付け義務も肯定されることになる。より実質的な理由としては、

「契約不適合のリスクを売主に負わせる」ことが消費者保護に資するこ

とや、売主や売主に対して目的物を引き渡す製造業者に注意を払わせ

るインセンティブを与えることが望ましいとの指摘がなされる（87）。

もっとも、売主が物の取外し・取付け義務を負う場合でも追完義務

の範囲には限界がある。その際の買主・売主のリスク分配について比

例原則の判断枠組みから考えてみたい。

上記例において最初に検討すべきことは、①当該法規範において達

成すべき目的である。その目的は、追完により得られる買主の利益の

確保にあると解される。売主の追完義務の範囲は、この目的との関係

で決定されなければならない。もし売主の追完義務の範囲には目的物

の取外し及び取付け義務を含まないとした場合でも、買主には損害賠

償や代金減額、契約の解除による救済手段が認められる。しかしなが

ら、これらの手段では買主に追完がなされたのと同様の利益状態を確

保するという目的を達成することができない。つまり、買主の追完利

益の確保という目的の達成にとって、売主に目的物の取外し及び取付

け義務を肯定することが適合的である。こうした買主保護の観点に加

え、上記見解が提示するように売主や製造業者にインセンティブを与

える観点からもこの方向性が支持される。

②しかしながら、売主に当該追完義務を認めることで過大な不利益

が生じることがある。このとき、消費用動産売買指令 3条 3項のよう

に売主の追完拒絶を認めないとの判断を日本法の解釈論として採りえ

ない。この場合、日本法ではドイツ法のように債務者の追完拒絶に関

して規定がないため、民法412条の 2第 1項の不能（88）又は信義則・権
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他方では、Cauffman の見解のように、相手方に過大な不利益を与える

一方当事者の権利行使を認めることは裁判所による必要以上の権限行

使と考えられるからである。なお、先に指摘した通り、必要以上か否

かの判断は、相手方に与える不利益の大きさ（不相当性）の判断と重な

る。

③上記②の審査に違反する場合、Ｂの不利益を軽減すべく、裁判所

による別の判断βによってＡに負担が課せられたり、Ａの権利行使の

範囲が縮減されたりする。しかしながら、判断βによりＡに不相当な

不利益が生じる結果となってはならない。

以下ではこのような比例原則に基づく判断枠組みを参照して日本法

の下での分配的解決の可能性を検討していきたい。

３ �　分配的解決の採用例─過大な追完費用に基づく売主の追完拒

絶と買主の救済手段

Ⅱ・Ⅲ章で議論されていた事例を日本法の観点からみたとき、EU

法・ドイツ法と同様に分配的解決が採用されているとみうる場面があ

る。それが過大な追完費用に基づく売主の追完拒絶と買主の救済手段

の問題である。

【例】売主によって契約に適合しない目的物の給付がなされた。しか
し、買主はそれに気づかずに当該物をその使用目的に従って別の物に
取り付けた。このとき、物の修補は不能であった。そこで、買主は売
主に対して代物請求権を行使したが、当該追完には過大な費用が生じ
た。

上記例において、売主はどこまでの追完義務を負うのか。この問題

を考える際には、追完請求権の法的性質が問題となる。一方では、追

完請求権が履行請求権と同質であるとする立場からは、追完義務の範

囲は履行義務の範囲と同一と理解される。この立場では、履行義務の

）
一
一
三
（

30



民
法
に
お
け
る
分
配
的
解
決
（
山
田
）

一
四
三

他方では、Cauffman の見解のように、相手方に過大な不利益を与える

一方当事者の権利行使を認めることは裁判所による必要以上の権限行

使と考えられるからである。なお、先に指摘した通り、必要以上か否

かの判断は、相手方に与える不利益の大きさ（不相当性）の判断と重な

る。

③上記②の審査に違反する場合、Ｂの不利益を軽減すべく、裁判所

による別の判断βによってＡに負担が課せられたり、Ａの権利行使の

範囲が縮減されたりする。しかしながら、判断βによりＡに不相当な

不利益が生じる結果となってはならない。

以下ではこのような比例原則に基づく判断枠組みを参照して日本法

の下での分配的解決の可能性を検討していきたい。

３ �　分配的解決の採用例─過大な追完費用に基づく売主の追完拒

絶と買主の救済手段

Ⅱ・Ⅲ章で議論されていた事例を日本法の観点からみたとき、EU

法・ドイツ法と同様に分配的解決が採用されているとみうる場面があ

る。それが過大な追完費用に基づく売主の追完拒絶と買主の救済手段

の問題である。

【例】売主によって契約に適合しない目的物の給付がなされた。しか
し、買主はそれに気づかずに当該物をその使用目的に従って別の物に
取り付けた。このとき、物の修補は不能であった。そこで、買主は売
主に対して代物請求権を行使したが、当該追完には過大な費用が生じ
た。

上記例において、売主はどこまでの追完義務を負うのか。この問題

を考える際には、追完請求権の法的性質が問題となる。一方では、追

完請求権が履行請求権と同質であるとする立場からは、追完義務の範

囲は履行義務の範囲と同一と理解される。この立場では、履行義務の
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で締結した競業禁止特約に違反したため、Ｂから違約金・損害賠償額

の予定を請求されているとする。このとき、民法90条により契約を無

効とすることがＡの基本権の保護に適しているかが判断される（適合

性）。その上で、同条に基づき全部無効にすることがＡを必要以上に保

護する場合には、適正な賠償額を超える限度での違約金・損害賠償額

の予定を無効とすれば足りるとする（必要性）（81）。この一部無効の判断

枠組みは、一般条項に基づく判断過程を明確にする点で示唆に富む。

さらに、瀬川信久博士により、利益衡量論・比例原則による裁判を認

めるフランス法の検討に基づき日本法においても当事者の広範な諸利

益の衡量が行われていることが指摘されている（82）。

そもそも比例原則とは、「原理と原理が衝突する場合の衡量一般に妥

当する基準」（83）であるとされ、その適用場面は民法一般に及ぶと理解

される。Ⅱ章以下で示した当事者間でのリスクを分配する解決はその

例にほかならない。

⑵　比例原則による判断枠組みの定立
では、日本の民法領域において比例原則が妥当する場合にどのよう

な判断枠組みを設定するべきか。上記Ⅳ 1⑵の学説をふまえて検討す

る。

①まず、適合性の原則を通じて、裁判所による判断αが達成すべき

法規範の目的（当事者Ａの権利保護）に適合的であるかどうかが審査さ

れる。この原則は、目的達成にとって適合的な手段を用いることによ

り、あるいは不適合な手段を排除することにより当事者Ａの権利を保

護する役割を果たす。

②次に、Ａによる権利行使が必要以上であるかどうかが審査される。

その際には、Ａの権利行使によって相手方Ｂが被る不利益の程度が重

要である。この審査を設定する意味は、 2つの観点からの説明が可能

である。一方では、Stark の見解のように、一方当事者に対して相手方

への過大な権利行使をしてはならないとの制約が課されるためである。
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場合に、Ａに別の措置を課したり（例：価額償還義務）、Ａの権利行使が

縮減されることになる（例：追完に要する相当な費用賠償請求権）。ここで

の相当性の原則は、Ａに不相当な不利益が生じないように裁判所の判

断に制約を課す機能をもつ。

以上のように Cauffman は、適合性・必要性・相当性の原則から成る

比例原則を通じて両当事者の利益調整を図ることを試みる。

２ 　日本法における比例原則に基づく分配的解決の検討

⑴　比例原則の適用可能性─問題状況の類似性
上記の学説をふまえて、日本法における比例原則に基づく分配的解

決のあり方をどのように考えるべきか。日本の民法領域では分配的解

決の手法として比例原則が一般的に採用されているわけではないため、

その適用可能性が問題となる。確かに、日本の民法領域では欧州連合

基本条約のように比例原則を命じる規定はない。欧州司法裁判所で争

点とされた加盟国の国内法規が EU 指令に反するか否かという問題自

体も日本法の下では生じない。

他方で、Cauffman の見解を参照して欧州司法裁判所の判決を別の視

点から捉えると、そこで問題とされているのは、裁判所による法形成

においてある判断を下すことが当事者に不相当な不利益を与えないか

否かという点である。同様の問題状況は、日本法でも生じうる。すな

わち、日本法においても、裁判所による法形成が当事者の利益を過剰

に侵害しないように基準を設け、当事者の利益調整を図る必要がある。

このような問題状況の共通性に鑑みれば、日本法における当事者間の

利益調整の手段として比例原則を活用できる可能性がある。

実際、日本法においても裁判所の介入によって当事者の基本権が過

剰に侵害されることを防ぐ手段として比例原則を用いる試みがすでに

提唱されている（79）。その見解では、国家機関である裁判所による判断

が当事者の基本権への過剰介入となることを防止し、当事者間の基本

権を衡量する手段として比例原則を用いる（80）。例えば、ＡがＢとの間
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場合に、Ａに別の措置を課したり（例：価額償還義務）、Ａの権利行使が

縮減されることになる（例：追完に要する相当な費用賠償請求権）。ここで

の相当性の原則は、Ａに不相当な不利益が生じないように裁判所の判

断に制約を課す機能をもつ。

以上のように Cauffman は、適合性・必要性・相当性の原則から成る

比例原則を通じて両当事者の利益調整を図ることを試みる。

２ 　日本法における比例原則に基づく分配的解決の検討

⑴　比例原則の適用可能性─問題状況の類似性
上記の学説をふまえて、日本法における比例原則に基づく分配的解

決のあり方をどのように考えるべきか。日本の民法領域では分配的解

決の手法として比例原則が一般的に採用されているわけではないため、

その適用可能性が問題となる。確かに、日本の民法領域では欧州連合

基本条約のように比例原則を命じる規定はない。欧州司法裁判所で争

点とされた加盟国の国内法規が EU 指令に反するか否かという問題自

体も日本法の下では生じない。

他方で、Cauffman の見解を参照して欧州司法裁判所の判決を別の視

点から捉えると、そこで問題とされているのは、裁判所による法形成

においてある判断を下すことが当事者に不相当な不利益を与えないか

否かという点である。同様の問題状況は、日本法でも生じうる。すな

わち、日本法においても、裁判所による法形成が当事者の利益を過剰

に侵害しないように基準を設け、当事者の利益調整を図る必要がある。

このような問題状況の共通性に鑑みれば、日本法における当事者間の

利益調整の手段として比例原則を活用できる可能性がある。

実際、日本法においても裁判所の介入によって当事者の基本権が過

剰に侵害されることを防ぐ手段として比例原則を用いる試みがすでに

提唱されている（79）。その見解では、国家機関である裁判所による判断

が当事者の基本権への過剰介入となることを防止し、当事者間の基本

権を衡量する手段として比例原則を用いる（80）。例えば、ＡがＢとの間

）
一
一
一
（

28



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

一
四
六

Ａの権利保護）に適合的か否かを審査する。確かに、欧州連合条約 5条

4項には適合性の原則を要請する文言はない。しかし、欧州司法裁判

所によれば、比例原則とは「共同体規定を通じて実施される措置が追

求する合法的な目的を達成するために適当であり、かつそれらを達成

するのに必要なものを超えてはならない」という意味で理解されてい

る（77）。つまり、適合性の原則は、必要性の原則の前段階として要求さ

れることになる（78）。

②次に、必要性の原則について Cauffman の見解ではその意義にずれ

がみられた。一方では、必要性の原則は、ア）当事者の権利行使が当

該目的の達成にとって必要という意味で用いられることがある。

Weber 判決の分析では、代金減額や解除では履行と同レベルの消費者

保護を確保できず、追完を認める必要性があると示されていた。この

意味での必要性の原則は、Ⅳ 1⑴①の段階において権利行使を認める

機能を果たす。もっとも、ア）の意味での必要性の原則は、Messner

判決では登場しておらず、比例原則の構成要素として不可欠でないと

みられる。

他方では、イ）必要性の原則は一方当事者の権利行使が「目的達成

のために必要以上」という意味でも用いられる。例えば、Messner 判

決では、消費者撤回権の行使は目的達成に必要な範囲に限定されると

いう文脈で同原則が用いられていた。この意味での必要性の原則は、

Ⅳ 1⑴②の段階において一方当事者の権利行使を制約する機能を果た

す。先の欧州連合条約 5条 4項の文言から導かれる必要性の原則は、

この意味であると考えられる。イ）の必要性の原則は、相当性の原則

と重なる。例えば、Cauffman の Weber 判決の分析では（Ⅲ 2⑴）、「相

当性の原則」の下で消費者の追完請求権の行使が事業者に不相当な不

利益となるか否かを考慮していたが、この判断は一方当事者の権利行

使が「必要以上か否か」の判断と一致するといえよう。

③相当性の原則は、Ⅳ 1⑴③の段階でも作用する。②の審査により、

一方当事者Ａの権利行使から生じる相手方Ｂへの不利益が過大である
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れる（Ⅱ 2⑵参照）。両者の違いについて、ドイツ法の学説では、民法、

特に契約法領域における私人に比例原則が課せられる際には相当性の

原則のみが適用されるとの見解がある。その見解によれば、適合性や

（相手方の利益を最も侵害しない必要最小限度の意味での）必要性の原則を私

人に要求することは、私的自治の原則に反するという（76）。なぜなら、

契約法領域では私的自治の原則に基づき、当事者がいかなる目的を設

定し、どのような手段を選択するのかは自由であるからである。した

がって、Stark は Messner 判決を私人に比例原則が課される場面と捉

える結果、相当性の原則のみを適用している可能性がある。

以上の Stark の見解では、相当性の原則を意味する比例原則が上記

Ⅳ 1⑴②・③の段階で登場し、消費者撤回権の行使による生じうる事

業者の不利益と消費者に価額償還を課すことによる消費者の不利益と

の均衡が図られる。この見解によれば、比例原則は権利行使の「結果」

の不均衡を調整する役割を担っているとみうる。

⒝　Cauffman の見解
Cauffman も契約法では原則として相当性の原則のみが適用されると

する。しかし、欧州司法裁判所による判断の指令適合的解釈が問題と

なる際には、適合性・必要性・相当性の原則からなる比例原則が適用

されるとする。その根拠となるのが、欧州連合条約 5条 4項である。

同条によれば、EUの「行動の内容及び形式は、条約の目的を達成する

ために必要な範囲を超えてはならない」（Ⅱ 2⑶参照）。その結果、裁判

所の判断が①当該条約の達成に適合的か、②一方当事者の権利行使を

認めるとしても必要以上でないか（相手方に過大な不利益を与えていない

か）が問われる。さらに、③一方当事者の権利行使が過大である場合

に当該権利行使を制約するとしても、その制約の程度が不相当なもの

であってはならない。その内容を敷衍すると、以下の通りである。

①適合性の原則は、上記Ⅳ 1⑴の判例整理の①の段階で登場する。

この原則は、裁判所による判断が指令の達成すべき目的（例えば当事者
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れる（Ⅱ 2⑵参照）。両者の違いについて、ドイツ法の学説では、民法、

特に契約法領域における私人に比例原則が課せられる際には相当性の

原則のみが適用されるとの見解がある。その見解によれば、適合性や

（相手方の利益を最も侵害しない必要最小限度の意味での）必要性の原則を私

人に要求することは、私的自治の原則に反するという（76）。なぜなら、

契約法領域では私的自治の原則に基づき、当事者がいかなる目的を設

定し、どのような手段を選択するのかは自由であるからである。した

がって、Stark は Messner 判決を私人に比例原則が課される場面と捉

える結果、相当性の原則のみを適用している可能性がある。

以上の Stark の見解では、相当性の原則を意味する比例原則が上記

Ⅳ 1⑴②・③の段階で登場し、消費者撤回権の行使による生じうる事

業者の不利益と消費者に価額償還を課すことによる消費者の不利益と

の均衡が図られる。この見解によれば、比例原則は権利行使の「結果」

の不均衡を調整する役割を担っているとみうる。

⒝　Cauffman の見解
Cauffman も契約法では原則として相当性の原則のみが適用されると

する。しかし、欧州司法裁判所による判断の指令適合的解釈が問題と

なる際には、適合性・必要性・相当性の原則からなる比例原則が適用

されるとする。その根拠となるのが、欧州連合条約 5条 4項である。

同条によれば、EUの「行動の内容及び形式は、条約の目的を達成する

ために必要な範囲を超えてはならない」（Ⅱ 2⑶参照）。その結果、裁判

所の判断が①当該条約の達成に適合的か、②一方当事者の権利行使を

認めるとしても必要以上でないか（相手方に過大な不利益を与えていない

か）が問われる。さらに、③一方当事者の権利行使が過大である場合

に当該権利行使を制約するとしても、その制約の程度が不相当なもの

であってはならない。その内容を敷衍すると、以下の通りである。

①適合性の原則は、上記Ⅳ 1⑴の判例整理の①の段階で登場する。

この原則は、裁判所による判断が指令の達成すべき目的（例えば当事者
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Messner 判決では、①返送費用以外の負担を消費者に課すことが消

費者に撤回権を付与した指令の目的に適合的か否かを判断する。②次

に、消費者撤回権の行使を認めた場合に生じる事業者への過大な不利

益を考慮し、例外的に消費者に価額償還を義務づける。③しかし、商

品の価値に対して不相当な価額償還義務を消費者に負わせることは認

められない。

Weber 判決も次の 3段階の構造に整理することができる。①まず、

契約に適合しない給付をした事業者に追完拒絶を認めないことが、契

約の履行により高水準の消費者保護を目指す指令の目的に適合的か否

かを審査する。②しかし、事業者の追完拒絶を認めない場合、事業者

の正当な利益に配慮する目的を達成することができない。そこで、消

費者の権利が契約に適合しない給付の取外し及び新たな給付の取付け

にかかる相当な費用賠償請求権に縮減される。③もっとも、消費者の

権利の縮減により消費者の権利が空洞化されないように、消費者には

代金減額や解除が認められる。

⑵　比例原則に関する学説の分析
学説では、上記の判決が分配的解決を図る際には比例原則が機能し

ているとの指摘がみられた。もっとも、学説では比例原則の内容の理

解には相違点が存在した。そこで、両見解の相違点が生じる要因や比

例原則が果たす機能について検討する。

⒜　Stark の見解
Stark は、主に Messner 判決について言及する（Ⅱ 2⑵）。その見解

では、比例原則を構成する原則のうち適合性・必要性の原則への言及

がなく、相当性の原則のみを適用しているとみられる。では、なぜこ

の見解は適合性や必要性の原則に言及しないのか。この点を推測する

と、Stark は、Messner 判決では公法上の比例原則ではなく、私法・民

法上の比例原則が適用されると理解していることに起因すると考えら
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以上の法改正の結果、Weber 判決の結論とは異なり、事業者と消費

者との契約においても事業者は過大な費用を理由に追完を拒絶できる

こととなる。その結果、事業者と消費者との売買契約における追完義

務とその制限のあり方は、通常の売買契約と同様になる。大別すると

3つの段階に分けられる。

①契約に適合しない給付があった場合、買主は売主に対して原則と

して修補又は代物給付による追完を請求することができる。これらの

追完方法の一方（α）が不能又は不相当な費用を要するとき、売主は当

該追完を拒絶しうる。その結果、買主は他の追完方法（β）を請求でき

る。②しかし、その追完（β）に不相当な費用がかかる場合がある。こ

のとき、売主は例外的に当該追完方法も拒絶することができる。③こ

こで売主の追完拒絶が認められると、追完により実現されるべき買主

の利益を確保することができない。そこで、買主は追完に代わる損害

賠償を請求できる。さらに、買主には代金減額や契約の解除という一

次的救済手段が認められる。ここでは売主の追完拒絶を例外的に認め

つつ、買主に他の救済手段を確保することによって売主と買主のリス

クを分配する解決が行われているといえる。

Ⅳ　EU法・ドイツ法の議論の整理と日本法の検討

本章では、以上の EU 法・ドイツ法の状況を整理した上で、日本法

の個別の問題に即して民法における比例原則に基づく分配的解決の展

開可能性を探っていくことを目的とする。

１ 　EU法・ドイツ法における分配的解決の構造と比例原則

⑴　欧州司法裁判所の ２つの判決
Ⅱ章・Ⅲ章の欧州司法裁判所の判決をまとめると、当事者間のリス

クを分配する際に次の①〜③の順序で判断が下されていた。
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務とその制限のあり方は、通常の売買契約と同様になる。大別すると

3つの段階に分けられる。

①契約に適合しない給付があった場合、買主は売主に対して原則と

して修補又は代物給付による追完を請求することができる。これらの

追完方法の一方（α）が不能又は不相当な費用を要するとき、売主は当

該追完を拒絶しうる。その結果、買主は他の追完方法（β）を請求でき

る。②しかし、その追完（β）に不相当な費用がかかる場合がある。こ

のとき、売主は例外的に当該追完方法も拒絶することができる。③こ

こで売主の追完拒絶が認められると、追完により実現されるべき買主

の利益を確保することができない。そこで、買主は追完に代わる損害

賠償を請求できる。さらに、買主には代金減額や契約の解除という一

次的救済手段が認められる。ここでは売主の追完拒絶を例外的に認め

つつ、買主に他の救済手段を確保することによって売主と買主のリス

クを分配する解決が行われているといえる。

Ⅳ　EU法・ドイツ法の議論の整理と日本法の検討

本章では、以上の EU 法・ドイツ法の状況を整理した上で、日本法

の個別の問題に即して民法における比例原則に基づく分配的解決の展

開可能性を探っていくことを目的とする。

１ 　EU法・ドイツ法における分配的解決の構造と比例原則

⑴　欧州司法裁判所の ２つの判決
Ⅱ章・Ⅲ章の欧州司法裁判所の判決をまとめると、当事者間のリス

クを分配する際に次の①〜③の順序で判断が下されていた。

）
一
一
一
（

24



日
本
法
学

　第
九
十
巻
第
二
号
（
二
〇
二
四
年
九
月
）

一
五
〇

る（BGB439条 4 項）（69）。

⑵　事業者－消費者間契約
次に、事業者と消費者との消費用動産売買を対象とする契約につい

て確認する。

2016年 5 月18日のドイツ連邦政府改正草案では、過大な費用を理由

とする事業者の追完拒絶権を認めない一方で、消費者の費用賠償請求

権を制限する旨の規定が設けられた（70）（BGB-E475条 4 項）。

その後、2018年 1 月 1 日の法改正では、BGB475条 4 項において

Weber 判決の内容が反映した規定が設けられた（71）。ところが、数年後

の2022年 1 月 1 日の法改正により上記規定が削除された。改正の契機

は、消費用動産売買指令（1999/44/EG）が、物品の売買の特定の側面に

関する2019年 5 月20日の欧州議会及び理事会のEU指令2019/771（商品

売買指令）によって置き換えられたことにある（72）。この指令を2021年

7 月 1 日までに国内法化する必要に迫られ、ドイツ民法典の改正作業

が行われた。

当時のBGB475条 4 項の削除に関する立法理由は、次の通りである。

「物品の売買指令においては、従来の法状況は引き継がれない。売主

に不相当な給付の調達を義務づけることは正当化できないと考えられ

たからである。取外し及び取付けとその他の費用との区別に対しては

異論が出された。追完の 2つの方法が不相当である事例において、消

費者にはその他の補償が必要であるとは考えられない。なぜなら、消

費者は契約の解除又は代金減額を請求できるからである。」（73）

この法改正は、学説では好意的に受け止められている（74）。第 1に、

商品売買指令13条（75）3 項の内容と一致するためである。第 2に、消費

用動産売買において事業者の追完拒絶を認めないことは事業者への過

度な負担となるためである。第 3に、当時の BGB475条 4 項に基づく

消費者の費用賠償請求権の「相当な額」の算定には不明確さが指摘さ

れていたところ（Ⅲ 2⑵参照）、その問題が解消されることとなったか
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BGB2012年10月17日判決（63）では Weber 判決の射程は、消費用動産

売買に限定されることが明らかにされた。なぜなら、指令に適合した

解釈を他の売買契約に拡張することは、ドイツ立法者の意思と合致し

ないと考えられたからである。その結果、当事者が対等な立場にある

場面での売買契約では、売主は過大な費用を理由とする追完拒絶が可

能となる（64）。もっとも、当時の BGB439条の下で売主の追完義務の範

囲及び追完拒絶の可否が当事者によって変わることは透明性を欠くこ

とになる（65）。こうした背景などから法改正が行われた（66）。

2016年 5 月18日のドイツ連邦政府改正草案は、BGH2012年判決とは

異なり、すべての売買契約において売主が動産の取外し及び取付けに

かかる費用を賠償する義務を負うことを明記した（BGB-E439条）。この

転換の意図は、請負人や製造業者の保護にあった。注文者に瑕疵ある

物を交付した請負人らは、瑕疵ある物の取外し及び瑕疵のない物の取

付け義務を負う。その費用は、請負人らの報酬をはるかに上回ること

もある。請負人らが瑕疵ある物を事業者である売主から購入していた

とき、売主に帰責事由がなければ損害賠償を請求できない。このとき、

請負人らは取付け・取外しの費用を負担しなければならない。そこで、

請負人に目的物を供給した売主（事業者）にも追完義務を負わせること

が請負人らの負担の軽減につながると考えられた（67）。

その後、2018年 1 月 1 日に BGB439条 3 項が施行された。同条では、

「売主は、買主が瑕疵ある物をその種類及び使用目的に従って他の物に

組み込んだとき又は他の物に取り付けたときは、追完により、瑕疵あ

る物を取り外し、修補した物又は引き渡した瑕疵のない物を組み込む

か又は取り付けるために要する費用を賠償する義務を負う。（以下、略）」。

BGB439条 3 項は費用賠償義務に関する規定を置くにとどまり、売主

の追完義務の範囲に瑕疵ある物の取外し及び瑕疵のない物の取付け義

務が含まれるか否かが明確ではない（68）。もっとも、当該義務が追完の

範囲に含まれる場合でも売主は不相当な費用を要する追完を拒絶しう
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BGB2012年10月17日判決（63）では Weber 判決の射程は、消費用動産

売買に限定されることが明らかにされた。なぜなら、指令に適合した

解釈を他の売買契約に拡張することは、ドイツ立法者の意思と合致し

ないと考えられたからである。その結果、当事者が対等な立場にある

場面での売買契約では、売主は過大な費用を理由とする追完拒絶が可

能となる（64）。もっとも、当時の BGB439条の下で売主の追完義務の範

囲及び追完拒絶の可否が当事者によって変わることは透明性を欠くこ

とになる（65）。こうした背景などから法改正が行われた（66）。

2016年 5 月18日のドイツ連邦政府改正草案は、BGH2012年判決とは

異なり、すべての売買契約において売主が動産の取外し及び取付けに

かかる費用を賠償する義務を負うことを明記した（BGB-E439条）。この

転換の意図は、請負人や製造業者の保護にあった。注文者に瑕疵ある

物を交付した請負人らは、瑕疵ある物の取外し及び瑕疵のない物の取

付け義務を負う。その費用は、請負人らの報酬をはるかに上回ること

もある。請負人らが瑕疵ある物を事業者である売主から購入していた

とき、売主に帰責事由がなければ損害賠償を請求できない。このとき、

請負人らは取付け・取外しの費用を負担しなければならない。そこで、

請負人に目的物を供給した売主（事業者）にも追完義務を負わせること

が請負人らの負担の軽減につながると考えられた（67）。

その後、2018年 1 月 1 日に BGB439条 3 項が施行された。同条では、

「売主は、買主が瑕疵ある物をその種類及び使用目的に従って他の物に

組み込んだとき又は他の物に取り付けたときは、追完により、瑕疵あ

る物を取り外し、修補した物又は引き渡した瑕疵のない物を組み込む

か又は取り付けるために要する費用を賠償する義務を負う。（以下、略）」。

BGB439条 3 項は費用賠償義務に関する規定を置くにとどまり、売主

の追完義務の範囲に瑕疵ある物の取外し及び瑕疵のない物の取付け義

務が含まれるか否かが明確ではない（68）。もっとも、当該義務が追完の

範囲に含まれる場合でも売主は不相当な費用を要する追完を拒絶しう
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断する際に登場している。

次に、必要性の原則も判旨①の段階で登場している。解除や代金減

額では履行と同じレベルの消費者保護を確保することができないため、

消費者の追完請求権の行使を認める必要性があるとする。この意味で

の必要性の原則は、「目的達成のために必要」という意味で用いられ、

消費者による権利行使を認める段階で機能していると捉える。一方、

Messner 判決では（Ⅱ 2⑶）、消費者撤回権の行使が「必要以上」か否

か、つまり「ある手段が目的達成のために必要以上」か否かという意

味で必要性の原則が用いられていた。そこでは、必要性の原則が消費

者の権利行使を制約する機能を有していたとみうる。このように必要

性の原則の意義が異なっている点に注意が必要である。

相当性の原則は、 2つの場面で登場している。まず、②追完請求権

が認められた場合に生じうる事業者の不利益を軽減する段階である。

ここでは、相当性の原則による調整を通じて消費者の費用賠償請求権

が相当な額に限定されることになる。さらに、相当性の原則は、③消

費者の権利が縮減されることにより消費者に不相当な結果が生じない

ように調整する段階でも登場している。なお、Cauffman は、費用賠償

請求権の相当な額への引下げにあたって商品が契約に適合していた場

合の価値を基準とすると、事業者の責任が限定されるために妥当でな

いと指摘する。

以上のWeber 判決は、売主の追完拒絶を否定する一方、消費者の費

用賠償請求権を縮減する形で当事者の利益調整を図った。その後、同

判決の内容は条文化されたものの、ほどなくして削除されるに至った。

そこではWeber 判決とは異なる方法での分配的解決が試みられている。

以下ではこうした議論状況を確認していこう。

３ 　Weber 判決後の状況

⑴　事業者間契約・消費者間契約
まず、事業者同士又は消費者同士の契約に関する追完拒絶の状況を
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の権利を、契約不適合がなかった場合に商品が有するであろう価値及

び適合性の欠如の重大性に比例する金額に制限することによって、不

適合商品を交換する売主の義務が軽減されうる。国内の立法府が売主

に追完拒絶権を与えることを禁じることは比例性のテスト（審査）に不

合格となるため、売主の義務を軽減することでこの結果を回避できる。

③しかし、売主の経済的利益を保護するために、契約に適合した商

品の取外し及び取付けにかかる消費者の費用賠償請求権が縮減される

ことで消費者に不相当な結果が生じてはならない。消費者が商品の契

約不適合が明らかになる前に、善意で当該商品をその性質と目的に合

致した方法で取り付けた場合に、消費者の費用賠償請求権がいつ空洞

化するのかが問題である。この点、裁判所は、消費者の権利の縮減が

重大な不都合となるため、代金の適切な減額又は契約の解除を請求で

きるとする。しかし、これが常に消費者の利益を十分に考慮した解決

策となるかどうかは定かではない。商品の撤去と再設置に対する売主

の責任を、不適合の重要性だけでなく、商品の価値に比例する金額に

制限することが正当化されるかどうかは疑問である。撤去と再設置の

費用は、不適合がない場合の商品の価値と釣り合う必要はなく、欠陥

品の撤去と代替品の設置を含む不適合品の交換を得るという消費者の

利益と釣り合う必要がある。契約不適合の重大性を考慮すると、売主

が商品の価格を持ち出すことによって自らの責任を限定することは正

当化できない。

⑵　比例原則の適用方法の相違
上記Cauffman の見解では、Weber 判決に比例原則の 3つの要素が表

れているとする。ここでは注意が必要なのは、比例原則（特に必要性の

原則）の適用方法がMessner 判決（Ⅱ）の分析と異なっているという点

である。

まず、適合性の原則は、Weber 判決の①消費者による追完請求権の

行使を認めることが指令の達成すべき目的に適合しているか否かを判
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の権利を、契約不適合がなかった場合に商品が有するであろう価値及

び適合性の欠如の重大性に比例する金額に制限することによって、不
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という事情は、消費者にとって重大な不都合を意味するからである。」

Weber 判決に基づき、BGH2011年12月21日判決（59）では、 1つしかな

い追完方法について売主の追完拒絶を認めることが消費用動産売買指

令 3条 3項と矛盾すると示された。そして、「不相当な費用を理由に代

物給付の形態での追完を拒絶する売主の権利は、瑕疵ある目的物の取

外し及び代物として給付された売買目的物の取付けに関して、買主に

相当な額への費用の支払いを指示する権利」に制限された。その結果、

買主は控訴審判決までに得た金額と併せて、600€ の費用支払請求権を

有すると結論づけられた。

２ 　学説によるWeber 判決の評価─比例原則の視点から
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学説では、Cauffman が上記の判決（以下、「Weber 判決」とする）にも

適合性・必要性・相当性の 3つの原則が表れていると述べる（61）。この

見解は、次のように説明する。

まず、上記判旨①では、消費用動産売買指令 3条 3項に基づき売主

の追完拒絶を認めないとの判断に至った。同指令は、修補が不可能な

場合に残された代物給付が「絶対的」に不相当であることを理由に、

売主に拒絶権を認めることを各国の立法者に禁止している。そのこと

は、当事者の利益のために解除や代金減額よりも契約の履行を優先さ

せるという指令の目的を達成するのに適している（適合性の原則）。さら

に、解除や代金減額という救済手段では履行と同じレベルの消費者保

護を確保できないところ、ここには履行を認める必要性（必要性の原則）

が表れている。

②その一方、売主の正当な利益を保護する対抗手段がなければ比例

性（相当性の原則）（62）が危うくなりうる。そこで、消費用動産売買指令

が 4条・ 5条に加えて、同 3条 3項により売主の正当な経済的利益を

効果的に保護することを認めている。つまり、必要に応じて、欠陥の

ある商品を撤去し、交換商品を設置する費用の支払いを受ける消費者
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事者の利益のために、契約の解除や売買代金の減額よりも最初に規定

された 2つの救済手段のいずれかによる契約の履行を支持していると

いう事実に基づいている。この判断は、後者の 2つの一次的救済手段

（筆者補足：解除、代金減額）が契約の履行と同レベルの消費者保護を保

証する（gewährleisten）ものではないという事実からも説明される。」

②追完を拒絶できない売主の経済的利益は、追完請求権の期間が 2

年間へ制限されること（指令 5条 1項）、同一の契約連鎖における最後の

売主が責任を負う製造業者や前の売主に求償権を有することによって

保護される。これらに加えて、指令 3条 3項は、「売主の正当な金銭的

利益の効果的な保護を可能にする」。「同条 3項は、契約に適合しない

消費用動産を取り外し、必要であれば代わりの動産を取り付ける費用

の支払いを求める消費者の権利を、契約に適合していたならば消費用

動産が有していたであろう価値や契約違反の重大性（Bedeutung）に相

当する金額に制限することを妨げるものではない」。「同条は、弱い契

約当事者としての消費者に、売主が契約上の義務を不完全に履行した

場合の包括的かつ効果的な保護を与えると同時に、売主により主張さ

れた経済的配慮を考慮することを認めることで、消費者の利益と売主

の利益の正当な調整の確立を意図している。」

③したがって、「不適合商品の取外しと代替商品の取付けに要する費

用の償還に対する消費者の権利を縮減しなければならないかどうかを

検討する際には、一方では、商品が契約に適合していれば有していた

であろう価値と契約違反の重大性、他方では、高水準の消費者保護を

確保するという指令の目的が考慮されなければならない。その目的に

応じてこのような縮減を行うことにより、費用の支払いを受ける消費

者の権利を実質的に空洞化する効果をもたらしてはならない。上記権

利が縮減された場合、消費者には指令 3条 5項に基づき売買代金の相

当な減額又は契約の解除を求める可能性が認められなければならない。

なぜなら、消費者が費用の一部を自ら負担することによってのみ瑕疵

のある消費用動産の契約に適合した状態の回復を求めることができる
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して期待不可能となる費用を事業者に生じさせるであろう場合には不

相当なものとみなされる（57）。つまり、同指令 3条 3項によれば、修補

と代物給付のうち、一方の追完方法の拒絶しか認められていない。そ

こで事件が欧州司法裁判所へ付託された。

⑵　欧州司法裁判所の判旨（58）

①売主は、消費用動産の取外し及び取付け義務を負う。「指令の 3条

2項及び 3項の体系からは、同条に言及されている契約に適合した状

態を確立するための 2つの方法により同レベルの消費者保護の確保が

意図されていることが明らかとなる。契約に適合しない消費用動産の

修繕は、一般には欠陥が発生した当時の状況の消費用動産に対して行

われる。その結果、確実なことは、消費者が取外しと再設置の費用を

負担することはないということである。また指令 3条 3項によれば、

契約に適合しない消費用動産の修繕と交換は無償でなければならない

だけでなく、相当な時間内に、かつ消費者に著しい不便をかけずに実

施されなければならないことも指摘しなければならない。この 3つの

必要性には、効果的な消費者保護を確保するための EU 立法者の明白

な意図が表れている」。さらに、消費用動産の取外し及び代物の取付け

にかかる費用を売主に義務づけることは、「高水準の消費者保護を確保

することを意図している指令の目的に合致している」。「このような解

釈が不当な結果を招かないことを強調すべきである。たとえ消費用動

産の契約違反が売主の過失によらなかったとしても、売主は売買契約

で定めた義務を適切に履行していないため、不完全履行の結果を負担

しなければならない。」

指令の文言や立法者の意思に基づくと、指令 3条 3項による売主の

追完拒絶は 2つの救済措置（修補、代物給付）の比較に限定されている。

すなわち、「 2つの救済措置のうち 1つだけが可能であると証明された

場合、売主は、消費用動産の契約に適した状態を回復することができ

る唯一の救済手段を拒否できない」。「この判断は、指令が契約の両当
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題材に、買主と売主のリスクがどのように分配されているのかをみる。

まずは問題となった判例をみていこう。

１ 　Weber 判決（５6）

⑴　事案の概要と争点
【事案の概要】Wittmer 氏（Ｘ）は、事業者Weber 氏（Ｙ）から床タ

イルを1,382.27€ で購入した。Ｘは、タイルの 2 / 3 を自宅に敷設した

後、肉眼で見えるほどのタイルの陰影に気が付いた。BGB439条 1 項に

よれば、買主は瑕疵の除去又は瑕疵のない物の引渡しを請求できる。

しかし、専門家の鑑定によれば、タイルの陰影は除去できなかったた

め、Ｘは唯一の解決策としてＹにタイルの完全な交換を求めた。Ｘが

取り付けたタイルの取外し及び取付けにかかる費用が5,830.57€ と算定

された。

【争点】Ｘの代物請求に要する費用が不相当に高額である場合、Ｙは

この請求を拒絶することができるのか。この問題に関して、BGB 旧

439条 3 項（現 4項）は次のように規定する。

「売主は、買主によって選択された追完の方法が不相当な費用によっ

てのみ可能である場合には、BGB275条 2 項及び 3項に関わりなく、当

該追完を拒絶することができる。その際には、特に瑕疵のない状態に

おける物の価値、瑕疵の重大性、買主に著しい不便をかけることなく

他の救済を利用できるかどうかが考慮されうる。この場合において買

主の請求権は、他の追完方法に制限される。； 1項（追完請求権）の要

件のもとで拒絶する売主の権利は、妨げられない。」

上記の BGB 旧439条 3 項に基づくと、売主が唯一の救済方法である

代物給付を不相当な費用を理由に拒絶できる可能性がある。しかし、

この帰結は、消費用動産売買指令 3条 3項（1999/44/EC）と矛盾する。

同指令では、契約に適合しない給付がなされた場合、消費者の救済手

段として事業者に対する商品の修補又は交換請求が認められる（同条 2

項）。ただし、同条 3項では、一方の救済手段が、他の救済手段と比較
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⑶　欧州委員会によるEU指令の改正提案をめぐる動向
ところで、2018年 4 月12日の欧州委員会では消費者の権利に関する

EU指令の改正提案が示された。同提案では、消費者による「商品の不
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険性がある。」
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というオール・オア・ナッシングの解決策はラディカルであることが

示唆される。それに対して、消費者撤回権の行使を認めつつも、例外

的に消費者に価額償還を義務づけることが穏当な解決策として受けら

れているように思われる。

Ⅲ	　過大な追完費用による売主の追完拒絶と買主の相当な費
用賠償

本章では、契約に適合しない給付がなされた場合に買主が追完請求

権を行使したとき、売主が追完義務を拒絶できるか否かという問題を
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6条 1項・ 2項と同様に、「消費者は、物品を返送するために直接かか

る費用のみを負担する」と規定された。その上で、同指令14条 2 項で

は次の規定が設けられた。

「消費者は、商品の性質、特徴及び機能を確認するために必要な範囲

を超える商品の取扱いから生じた商品の価値の減少について責任を負

うものとする。事業者が 6条 1項ｈに従って撤回権の通知を行わな

かった場合には、消費者はいかなる場合にも商品の価値の減少につい

て責任を負わないものとする。」

上記規定の趣旨は、次の通りである。「商品の性質、特性、機能を確

認するために、消費者は店頭で行うことが認められるのと同じ方法で

商品を取り扱い、検査するものとする。例えば、消費者は衣服を試着

するのみで、それを着用すべきではない。そのため、消費者は撤回期

間中、十分な注意を払って商品を取り扱い、検査する必要がある。」（49）

2014年 6 月には「消費者の権利指令」のドイツでの国内法化が行わ

れた（50）。その結果、撤回権の行使に伴う消費者の価額償還義務に関す

る規定が BGB357条 7 項（2014年 6 月13日－2022年 5 月27日）に新設され

た。もっとも、当該規定自体は2011年 8 月 4 日の法改正と文言の違い

はあるものの、内容面での大きな変更はない（51）。以下の通りである。

BGB357条【金融サービス給付の契約を除く営業所外契約及び通信販

売契約で締結された契約の撤回の法的効果としての価額償還】

7項：消費者は、次の場合には価値の損失について価額償還義務を

負う。

1．価値の損失が、商品の性質、特徴及び機能の確認のために必要

ではなかった商品の取扱いに起因した場合」

このように Messner 判決後、EU 指令やドイツ法では通信販売にお

いて例外的に消費者に価額償還義務を課す規定を設けることで事業者

の利益にも配慮したリスク分配が行われている。なお、2022年 5 月28

日にそれまでの BGB357条 7 項は BGB357a 条 1 項へと移行したが、規

定の内容は変更されていない。
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うなものであった。消費者が通信販売契約で売主からウォーターベッ

ドを購入した。消費者は、ベッドに水を注入して使用した 3日後に契

約を撤回した。事業者は、Ｅメールのキャンセルポリシーにおいて、

水の注入後は商品が劣化するため、もはや新品ではなくなることを指

摘していた。この事案において、BGH はベッドの組立てと水の注入は

単なる商品のテストにすぎないとして消費者の価額償還義務を否定し

た。

一方、消費者が価額償還義務を負うことを判示した判決がある（44）。

同判決の事案では、消費者が通信販売で排気ガス浄化装置（触媒コン

バーター）を購入し、車に取り付けた後に（短い）試験走行を行い、浄

化装置を劣化させた場合に消費者が価額償還義務を負うか否かが争わ

れた。BGH は、当時の BGB357条 3 項が対面取引で使用可能な情報の

機会の喪失を補償するために設けられた規定であると説く（45）。そして、

こうした対面取引における検査との比較は、Messner 判決と矛盾しな

いとする（46）。その結果、排気ガス装置の取付けは対面取引でも認めら

れておらず、商品のテストに必要な範囲を超えると判断された。なお、

学説によれば、消費者が価額償還義務を負う場合、当該商品の当初の

市場価値と給付返還時の市場価値との差額（減価）を事業者に支払うこ

とになるとされる（47）。

対面取引の場合、消費者は店頭でウォーターベッドを試用し、その

品質や特徴、機能を確認できる。このような機会が通信販売契約にお

いても消費者に付与されることから、ベッドの組立てと水の注入はテ

ストの範囲になる。その一方、車への排気ガス除去装置の取付けは店

頭販売でも認められていない。したがって、この事案では消費者の価

額償還義務が肯定されたと考えられる。

⑵　消費者の権利に関するEU指令とドイツ法における国内法化
2011年10月25日には EU指令（以下、「消費者の権利指令」とする）14条

が設けられた（48）。消費者の権利指令14条 1 項では、先の通信販売指令
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３ �　消費者撤回権と価額償還義務をめぐる EU 指令及びドイツ民法

の改正

⑴　Messner 判決の法改正への影響
先の Messner 判決では、消費者が撤回権の目的を超えて商品を必要

以上に使用した場合に限り、加盟国の規定に基づき、当該消費者は価

額償還義務を負う旨が示された。この加盟国の規定の 1つであるドイ

ツ民法典は、2002年の債務法改正前から価額償還に関する規定を置い

ていた。当時の BGB357条 3 項では、「消費者は、BGB346条 2 項 1 文

3 号にかかわらず、遅くとも契約締結時にこの法的効果及びこれを回

避する方法を文書形式で知らされていた場合には、商品の使用目的に

応じて生じた劣化について価額償還義務を負わなければならない」と

定めつつ、「当該劣化が物のテスト（Prüfung）に起因するときはこの限

りでない」との例外を設けていた（40）。この文言によれば、価額償還と

は商品の使用利益ではなく、減価を意味すると解される。

その後、Messner 判決などの影響を承けて（41）、2011年 8 月 4 日に

BGB357条 3 項 1 文が改正された（2014年 6 月12日まで施行）。

「消費者は、BGB346条 2 項 1 号 3 文にかかわらず、以下の場合、商

品の劣化に対して価額償還義務を負う。

1．商品の劣化が、商品の特性及び機能の確認を超える商品の取扱

いに起因する場合。」

立法理由によれば、「特性及び機能の確認は、単なる目視検査に加え

て意図された通りに物品が使用された場合のみ可能」とされる。した

がって、「例えば、特に集中的な使用やその性質上意図されていない使

用など、その商品の意図された用途を超える使用は常に特性や機能の

確認を超える」ことになる（42）。

では、上記規定によれば、どのような場合に意図された用途を超え

た使用となるのか。この点に関して、当時の規定の下でBGHでは 2つ

の重要な判決が示されている（43）。

まず、消費者の価額償還義務を否定した判決がある。事案は次のよ
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た解釈が優先される。裁判所は、この法律上の正当化（legalizing）と目

的論的解釈を組み合わせ、条項が作成された目的を果たすのに最適な

解釈を選択しているようである（37）。」

その結果、Messner 判決では明示的ではないものの、以下のように

適合性・必要性・相当性の 3つの原則が表れているという（38）。

①撤回権を行使した消費者が原則として返送にかかる直接的な費用

以外の負担を負わないことは、消費者が撤回権を自由に行使できると

いう望ましい目的に適合的である。

②しかし、撤回権の行使は当該目的を達成するために必要な範囲に

限定される。消費者が撤回権を効果的に行使するために必要な限度を

超えた場合、特に信義誠実や不当利得などの民法の原則と相容れない

方法で通信販売契約によって取得した商品を使用した場合、消費者は

公正な補償の支払いを求める加盟国の法律に従うことになる。

③ここでは厳格な意味での比例原則（相当性の原則）が効力を生じる。

当該補償の額は、商品の購入価格に対して不相当（不釣り合い）であっ

てはならない。撤回権の行使に伴うその他の条件や取り決めを決定す

る加盟国の権限は絶対的なものではなく、同指令の趣旨に従って行使

されなければならない。なぜなら、特に撤回権の効率性や有効性に不

利な影響を及ぼしてはならないからである。

以上の 3つの原則の構造は、次のようにまとめられる。①適合性の

原則では、欧州司法裁判所による判断（返送以外の費用を課さないこと）

が指令の目的（消費者撤回権の行使）に適合的か否かを判断する。②必

要性の原則では、①の審査によって消費者撤回権の行使が認められる

場合でも必要以上の権利行使に歯止めをかける。この原則により、撤

回権の行使が事業者に過大な不利益を生じさせる場合に限って消費者

が価額償還義務を負う。③相当性の原則では、消費者に不相当な価額

償還義務を課す加盟国の規定を禁じる。このように、Cauffman は欧州

司法裁判所による消費者と事業者の権利・義務の調整には比例原則が

表れていると分析する（39）。
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れてはならない。そのため、商品の購入価格に対して不相当な価額償

還義務は認められない。このように、この見解は相当性の原則を通じ

て両当事者の利益が調整されていると理解する。

なお、Stark は、加盟国が法的枠組みを適用することによって比例原

則を適切に考慮する「ソロモン的な道（Solomonic	path）」─困難な状

況で下される公平な解決策─が塞がれている場合に残された選択肢

はオール・オア・ナッシングであると指摘する（32）。

⑶　Cauffman の見解
Cauffman も比例原則は EU 契約法の中では常に権利と利益又は利益

と損失のバランスをとることを意味するという。つまり、比例原則の

本質は第 3の要素である相当性（狭義の意味の比例性）にあると考える（33）。

これに対して、適合性と必要性の原則は EU 契約法の規定に常に表れ

ているわけではなく、契約法の典型ではないとみる（34）。

もっとも、Cauffman は、比例原則が欧州司法裁判所において EU 契

約法の解釈を補助する役割を担う場面には、適合性・必要性・相当性

の原則が用いられると指摘する（35）。具体的には、EU（欧州司法裁判所）

による措置が問題となるとき、欧州連合条約 5条 4項に基づき、「比例

原則の下、欧州連合の行動の内容及び形式は、条約の目的を達成するた

めに必要な範囲を超えてはならない」との制約が課せられるという（36）。

この場面では、欧州司法裁判所に比例原則の制約が課せられることを

通じて、契約当事者の権利・義務の均衡が図られることになる。この

実例がMessner 判決である。Cauffman は、同判決で問題となっている

のは消費者法の分野における EU の措置の解釈であるとして次のよう

に指摘する。

「第一次 EU法（EU指令）の解釈に複数の解釈が可能な場合、第一次

EU法の規定を第一次EU法（EU条約）と整合させる解釈が優先される。

したがって、通信販売指令の解釈に複数の解釈が可能な場合は、法の

一般原則としての比例原則及びその適用であるEU条約 5条 4項に従っ
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にはなっておらず、そこでは相当性の原則（狭義の意味の比例性：
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た期間に発生した価値の損失について売主が補償を受ける利益とのバ

ランスを適切に保つ方法で航行しなければならなかった」（31）。

この指摘は、次のように整理できる。まず、消費者が撤回権を行使

した結果、事業者に不相当な不利益が生じる場合には例外的に消費者

に価額償還が義務づけられる。ここでいう価額償還とは、消費者によ

る商品の使用により発生した「価値の損失」と表現されているため、

使用利益ではなく、価値の減少分（減価）のことと解される。しかし、

消費者が価額償還義務を負うことにより消費者撤回権の行使が妨げら
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２ 　学説による評価

⑴　比例原則の概要
学説では、上記の Messner 判決には比例原則が表れていると指摘す

る見解がある。そこで、その見解を確認する前提として比例原則の概

要を簡潔にみておきたい。

比例原則は、ドイツ公法領域では国家による私人の基本権侵害を防

止するために国家権力を制限する機能を果たしてきた（18）。その構成要

素として、適合性・必要性・相当性（均衡性）（19）の 3 つの原則があげら

れる。

適合性の原則とは、目的達成のためにある手段が適合的であること

を意味する（20）。必要性の原則は、主にドイツ公法領域では目的達成の

ために必要最小限度の手段でなければならないことを意味する（21）。こ

のとき、目的達成のために制限が少ない他の手段があれば、当該手段

は認められない。他方で、ドイツ民法の一部では、必要性の原則が

「目的達成のために必要以上の手段であってはいけない」という意味で

用いられることもある（22）。例えば、比例原則を「過剰介入の禁止」

（Übermaßverbot）と同一視し、その中身が必要性と相当性の原則から構

成されるとみる見解もある（23）。相当性の原則（均衡性の原則）は、目的

と手段、当事者間の権利や義務など比較衡量される対象の間に不相当

（不釣り合い）な関係があってはならないことを意味する（24）。

比例原則は法の一般原則であるため（25）、その適用対象は公法領域に

とどまらない。ドイツ法の判例によれば、比例原則は「民法全体に及

ぶ」（ganze	Zivilrecht	beherrschen）ことが明らかにされている（26）。では、

EU私法・民法では、比例原則を構成する各原則のうちどの原則が適用

されるのか。この点に関して学説では見解の相違がみられる。以下で

みていこう。

⑵　Stark の見解
Stark は、EU契約法の規定では比例原則が公法と同様の 3段階構造
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6条 1項 2文及び 6条 2項で言及されている禁止は、これらの目的に

照らして解釈されなければならない。その点で、通信販売における契

約締結によって購入された商品の使用に対する価額償還義務を一般的

に課すことは、上記の目的と相容れないと言わざるをえない」。消費者

が価額償還義務を負うという結果は、「指令97/ 7 の 6 条 1 項 2 文及び

2項の文言及び趣旨に明らかに反する。特に、指令によって消費者に

認められた熟慮期間を完全に自由に、かつ、いかなる圧力もなく行使

する可能性を奪うことになる。さらに、もし消費者が通信販売におけ

る契約締結によって購入した商品をテストし、試用したという理由だ

けで価額償還義務を負うならば、撤回権の有効性と効率性が損なわれ

ることになろう。」

②「しかしながら、指令97/ 7 は、たとえ通信販売での契約締結とい

う特別な状況において消費者を保護するものであるとしても、撤回権

を目的に適って行使するために必要な範囲を超える権利を消費者に付

与することを目的としていない。それゆえ、指令97/ 7 の目的設定及び

特にその 6条 1項 2文及び 6条 2項に規定されている禁止事項は、原

則として加盟国の法規定と対立しない。その規定によれば、消費者が

通信販売における契約締結によって購入した商品を信義誠実や不当利

得などの民法の原則と相容れない方法で使用した場合、消費者は相当

の価額償還義務を負わなければならない。」

③「指令97/ 7 の考慮事由14の最後の文によれば、撤回権の行使の場

合に関するさらなる条件と詳細を規定するのは加盟国である。ただし、

この加盟国の権限は本指令の目的を遵守して行使されなければならず、

特に撤回権の有効性と効率性を損なってはならない。例えば、価額償

還の額が商品の購入価格に比べて不釣り合いであること」や、必要な

範囲を超えて商品を使用していない旨の立証責任を消費者に課す国内

法の制定は禁じられる。
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者に費用が課せられるとしても当該費用は商品の返送に直接かかる費

用に限定されていなければならない。…撤回権の行使に関してさらな

る条件や詳細を規定するのは、加盟国の事柄である。」

通信取引指令 6条 1項及び 2項（15）においても通信販売契約において

消費者が撤回権を行使した場合に消費者に課せられうる唯一の費用は、

商品の返送にかかる直接的な費用に限られる旨の定めがあった。

これに対して、BGB 旧355条・357条（16）が準用する BGB346条では、

債務者には、法定解除の際には受領した給付及び取得した利益を返還

することが（ 1項）、給付の返還が不可能な場合は価額償還が義務づけ

られていた（ 2項）。

そこで、使用利益の返還又は価額償還を命じる国内法の規定が EU

指令に反するか否かが争われ、欧州司法裁判所へ事件が付託された。

⑵　欧州司法裁判所の判旨
欧州司法裁判所は、以下の判断を下した（17）。

①「指令97/ 7 の 6 条 1 項及び 2項によれば、撤回権の行使によって

消費者に課せられうる唯一の費用は、商品の返送にかかる直接的な費

用のみである。指令97/ 7 前文の序文14から、商品の直接的な返送費用

とは別の費用を消費者に課すことを禁止しているのは、同指令に規定

されている撤回権が『単なる形式的な権利を超える』ものであること

を保証するためである」。すなわち、「撤回権が負の費用の効果

（Kostenfolgen）と結び付けられるならば、消費者がこの権利行使を控え

る可能性が生じる。さらに、考慮事由からは、『契約を締結する前に、

商品を見たり、役務給付の性質について詳細に知る可能性がない』と

いう通信販売の契約締結に特別な状況において、消費者を保護するた

めに撤回権が設けられているということが明らかになる。つまり、撤

回権は購入した商品をテスト（test,	prüfen）し、試用するための合理的

な期間を消費者に与えることによって、通信販売契約を締結する際に

消費者が被る不利益を埋め合わせることを意図している。指令97/ 7 の
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Ⅱ　消費者撤回権の行使と消費者の価額償還義務

本章では、分配的解決の具体例として Messner 判決をめぐる議論を

みる。判例を確認した後、その解決を支える考え方として比例原則が

機能していると捉える学説の見解をみていく。その後、Messner 判決

後に制定された新法の議論状況を確認し、分配的解決が立法に結実し

たことを示していく。

１ 　Messner 判決（１0）

⑴　事案の概要と争点
【事案の概要】2005年12月、メスナー氏（以下、「Ｘ」とする）はイン

ターネットで通信販売取引業を営む事業者（以下、「Ｙ」とする）から中

古のノートパソコン（以下、「本件 PC」とする）を278€ で購入した。本

件 PC の購入の際にＹがインターネット上に掲載していた約款には、

買主は予定していた使用によって生じた商品の劣化に対する価額償還

義務（11）を負う旨が記載されていた。

2006年 8 月、本件 PC のディスプレイに欠陥が生じた。同月 4日、

ＸはＹに本件 PC の修理を求めたが、Ｙは修理を拒否した。そこで、

Ｘは BGB 旧312d 条 1 項（12）に基づき通信販売契約の撤回権を行使し、

Ｙに278€ の返還を求めた。これに対し、Ｙは、同種のノート PCの市

場平均レンタル価格が 3ヶ月で118.80€ であり、本件PCを 8か月間使

用したＸは使用利益316€ の支払い義務を負うと反論した。Lahr 区裁

判所（13）によれば、ＸはＹから撤回権の指示を受けていなかったため、

Ｘの撤回権の行使は撤回期間が進行する前になされた（14）と判断された。

【争点】EC 指令97/ 7 の考慮事由（Erwägungsgrund）14は、次のよう

な内容であった。「消費者は、実際に契約の締結前に製品をみたり、役

務給付の性質を詳細に知る機会を有さない。したがって、この指令に

別段の定めがない限り、撤回権が存在するはずである。撤回権が単な

る形式的な権利を超えるものであるためには、その行使の場合に消費
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う場面（ドイツ民法典〔以下、「BGB」とする〕275条 2 項）である。

他方で、Ⅱ章以下でとりあげる裁判例については、比例原則が EU

（欧州司法裁判所）に向けられていると捉える学説がある。つまり、裁判

所による法形成の際に裁判所による過剰な権限行使を比例原則に基づ

き制限することにより、当事者のリスクを分配する解決を図る場面と

考えられている。本稿では、こうした分配的解決を行う際に比例原則

が担う機能に焦点を当てていきたい。

２ 　本稿の構成

以下のⅡ章以下では、EU・ドイツ法を対象に一方当事者の権利行使

を認めつつ、その結果が相手方に与える不利益を考慮し、一方当事者

に負担が課される場面（分配的解決）の具体例を 2つとりあげる。 1つ

は、通信販売における消費者撤回権の行使と消費者の価額償還義務の

可否に関する場面である（Ⅱ章）。もう 1つは、契約不適合給付におけ

る売主の追完拒絶と買主の費用賠償請求権との調整の場面である（Ⅲ

章）。ここで、本稿の構成について付言しておく。Ⅱ章でみるMessner

判決に関しては比例原則が表れていると捉える 2つの学説があるとこ

ろ、それらの主張には相違点がみられる。他方、Ⅲ章でみるWeber 判

決を比例原則の観点から分析する学説は 1つにすぎず、この学説のみ

では同原則の全体像を把握しづらい。そこで、比例原則に関する学説

の理解を容易にするために、通信販売における消費者撤回権の行使と

価額償還義務に関する議論を先にとりあげる。続くⅣ章では、以上の

EU法・ドイツ民法の議論を整理する。その上で、売主の過大な追完費

用と買主の救済手段のあり方、消費者撤回権と価額償還義務の可否、

契約に適合しない給付を受けた債権者自身が追完を行った場合におけ

る費用償還の可否の問題を題材に、比例原則の視点から日本法におけ

る分配的解決の可能性を探っていきたい。
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生じる事業者の不利益を考慮し、例外的に消費者に価額償還が義務づ

けられた。別の判決では、契約に適合しない物の給付を受けた買主に

追完請求権を認める一方、売主に生じる過大な追完費用を考慮して、

買主の費用賠償請求権を縮減する判断が示された。その後、欧州司法

裁判所の判決の影響を承けて、EU指令やドイツ民法典の改正が行われ

た。学説では、このような欧州司法裁判所の解決を支える考え方とし

て比例原則が機能していると指摘されている。

上記の EU 法・ドイツ法の議論は、日本の民法における分配的解決

のあり方を検討するにあたって参考となると考えられる。これに加え

て、2023年にはマックスプランク研究所において「私法における比例

原則」をテーマとしたシンポジウムが開かれる（5）など比例原則への注

目が集まっているため、同原則の新たな動向を示す点にも一定の意義

があるといえよう。そこで、本稿は上記で概略した EU 法・ドイツ法

の判例・学説の議論を詳細に整理し、日本の民法領域における分配的

解決の展開可能性を示すことを目的とする。

⑶　従来の研究と本稿の関係性
本稿では EU 法・ドイツ法の分配的解決を支える考え方としての比

例原則に着目するところ、筆者はこれまで民法の視点から比例原則に

関する研究を行ってきた。そこで、本論に入る前に従来の研究と本稿

との関係性について簡単に述べておきたい。

そもそも比例原則は日本法では公法領域を中心に議論がされてきた（6）。

一方、近時は、私法・民法領域においても比例原則を用いる見解がみ

られる（7）。筆者も特にドイツ契約法において私人に比例原則が課せら

れる場面に焦点をあて（8）、同原則が適用される根拠・意義・機能を考

察した（9）。そこでは権利行使が認められるか否かというオール・オ

ア・ナッシングの解決策を採用する際に比例原則が機能していた。例

えば、給付から得られる債権者の利益と給付に要する債務者の負担と

の間に著しい不均衡があるときに債務者の給付拒絶が認められるとい
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決が原則である。「原告の請求が損害賠償請求以外の請求（例えば、契約

に基づく履行請求や、不当利得に基づく利得金返還請求等）である場合には、

過失相殺に関する規定は直接適用され」ることはない。また、「その他

に裁判所が金額の調整をすることを予定した規定は見当たらない」。し

たがって、「オール・オア・ナッシングの紛争解決をせざるを得ないよ

うにも思われる」と指摘されている（1）。

もっとも、規定がない場面でも例外的に当事者間でリスクを分配す

る解決が一部では行われている。裁判例や学説では債権者の行為態様

を考慮して過失相殺の規定（2）を類推適用したり、信義則や衡平の観念

を根拠に履行請求権や損害賠償請求権を一部制限したりする解決がと

られる（3）。これらに加えて、公序良俗違反の効果を一部無効としたり、

違約金の額を縮減したりする解決もみられる（4）。

このような分配的解決は、例えば損害の発生や拡大に両当事者が責

任を有する場面では、一方当事者がそのリスクを全面的に負担するこ

とにより生じうる不都合な結論を回避できる利点を有する。もっとも、

一般条項や条理のみを根拠とすると結論に至る判断過程が不明確とな

る可能性も拭いきれない。そこで、過失相殺の類推適用や一般条項・

条理の適用とは異なる方法によって分配的解決を図ることができない

だろうか。その判断枠組みを明らかにすることができれば、民法の

様々な場面でオール・オア・ナッシングの解決策を見直して分配的解

決を図ることへとつながるのではないだろうか。

⑵　分析の視角と本稿の目的・意義
上記の問題意識をふまえて欧州司法裁判所の判例をみると、興味深

い動向を見出すことができる。そこでは一方当事者Ａの権利行使を認

めつつ、権利行使によって生じる相手方Ｂの不利益を考慮し、Ａに負

担を課したり、Ａの権利行使を縮減して両当事者の利益を考慮した解

決策が採用されている。具体的には欧州司法裁判所の判決では、通信

販売において消費者による撤回権の行使を認めつつ、その行使により
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民法における分配的解決
─EU法・ドイツ法の比例原則の新たな動向─

山　田　孝　紀

【目次】

Ⅰ　序論

Ⅱ　消費者撤回権の行使と消費者の価額償還義務

Ⅲ　過大な追完費用による売主の追完拒絶と買主の相当な費用賠償

Ⅳ　EU法・ドイツ法の議論の整理と日本法の検討

Ⅴ　結論

Ⅰ　序論

１ 　日本法の議論状況と本稿の目的

⑴　問題意識
民法では損害賠償額や契約に要する費用を当事者間で分配すること

を定める規定がある。例えば、債権者に損害の発生又は拡大に関して

過失がある場合には当該過失を考慮して損害賠償額が減額されうる

（民法418条・722条 2 項）。また、境界標・囲障の設置及び保存の費用（民

法224条・226条）や売買契約に関する費用（民法558条）は、当事者が等

しい割合で負担する。本稿では、このように当事者間でリスクを分配

する解決のことを「分配的解決」と称する。

一方、このような規定がない場合のリスク分配のあり方は、権利が

認められるか、認められないかというオール・オア・ナッシングの解

論　説
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⑵　校正は １週間程度で返却しなければならない。著しい返却の遅滞は、次

号掲載になることもありうる。

以　上



⑵　校正は １週間程度で返却しなければならない。著しい返却の遅滞は、次

号掲載になることもありうる。

以　上



５ ．原稿の作成

⑴　原稿は、A ４用紙に適当な文字数で打ち出す。

⑵　分量の上限は、文字数で概ね22,000字（刷り上がり約2５頁）とする。そ

れを超えるものについては、原則として分割して掲載する。ただし、編集

委員会は、他の掲載原稿のページ数を勘案し、その上限の変更を認めるこ

とができる。なお半面 １ページ大の図表 １枚に付き900字を原稿文字数に

含めるものとする。

⑶　連載を前提とする長大な原稿についても、完結分までの完全原稿を投稿

するものとする。

⑷　表題と氏名には、和文表記および欧文表記を併記する。

⑸　注、参考文献の表記法は、当該分野の慣例に従うものとする。

６．原稿の提出

⑴　原稿は、投稿票、要旨（800字程度）と合わせ、デジタルデータで研究

事務課に提出する。

デジタルデータは、原則として電子メールの添付ファイルで研究事務課

宛に送付する。

⑵　原則として、投稿締切日を過ぎた原稿は受け付けない。

⑶　原稿提出後の原稿の差し替えはできない。

７．審査

別に定める「日本大学法学部機関誌審査要領」に則って行う。

8．校正

⑴　執筆者による校正は、原則再校までとする。加筆、訂正は最小限とし、

特に再校時に頁数が変わるような加筆や削除は避ける。再校返却の際は、

タイトル頁に「校了（または責了）」と明記する。

３．研究倫理の遵守と権利保護

⑴　投稿原稿は未発表のものに限る。他誌との二重投稿は認めない。また注

釈なく自己の既発表著作と重複する記述をすることは認められない。

⑵　剽窃、捏造、改ざん等の研究不正を行ってはならない。また投稿原稿に

ついては、著作者が適正に表示されていなければならない。

⑶　研究・調査対象に関する権利保護（資料の使用許諾や個人情報保護に関

する同意等）、および翻訳に関する権利について、必要な手続きを投稿前

に完了していなければならない。

⑷　利益相反に関する倫理を遵守するとともに、利益相反情報を申告しなけ

ればならない。

⑸　機関誌に掲載された著作物の著作権のうち、複製権および公衆送信権を

日本大学法学部に譲渡する。ただし、著者自身による複製権および公衆送

信権の行使を妨げない。

４．原稿種別

投稿は以下の種別で受け付ける。

⑴　論説

⑵　研究ノート

⑶　判例研究（『日本法学』のみ）

⑷　特別講演

⑸　翻訳

⑹　資料

⑺　書評

⑻　雑報
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日本大学法学部機関誌執筆要領

令和 ３年 １ １ 月 １ 8 日機関誌編集委員会決定
令和 ３年 １ 2 月 １ ５ 日　　執行部会議承認
令和 ３年 １ 2 月 １ ６ 日　　　　教授会報告
令和 ４年　 ４月　 １日　　　　　　　施行

１．本要領の目的

本要領は、日本大学法学部機関誌編集委員会（以下「編集委員会」とい

う）にかかる機関誌に投稿する際の基本的手順について定めるものである。

2．投稿資格者

⑴　法学部、法学研究科および法務研究科の専任教員、名誉教授および定年

退職した元専任教員

⑵　以下の者については、編集委員会の審議を経て単著の投稿を認めること

がある。なお、投稿に際しては、法学部専任教員の推薦状を必要とする。

①　法学部非常勤講師

②　法学部客員教員

③　法学部以外の日本大学専任教員

④　法学部付置研究所研究員および法学部所属の日本大学研究員

⑤　法学部校友および法学部関係者で研究業績が認められる者

⑶　学外の研究者は、法学部専任教員の投稿の共著者となることができる。

⑷　大学院法学研究科博士後期課程学生は、指導教員の許可を得て『日本法

学』に「判例研究」を投稿することができる。

⑸　前 ４項の規定にかかわらず、退職記念号および追悼論文集については、

別の定めによる。





掲載論文の取り下げについて

令和 ６年 ４月 1６ 日，執筆者本人より，機関誌編集委員会委員長

に対して，研究倫理上の問題（先行研究を盗用した行為）を理由とし

て，以下の論文の取り下げ申請がありました。本委員会は当該論

文の取り下げが妥当と判断し，執筆者の申請を受理して，当該論

文を取り下げることにいたしました。

藤川　信夫

コーポレート・ガバナンス・コードと説明責任

─株主総会のベストプラクティスならびに金融商品取引法にお

ける「相当な注意」の履行に係る判例の交錯，英国法におけ

る不実開示責任および米国ショートターミズム─

平成28年 12月発行，『日本法学』第82巻第 ３号，527− 595頁

令和 ６年 5月 9日

日本大学法学部機関誌編集委員会





○　本誌に掲載の全ての論文につきましては、以下の Web サイトで

PDF を電子公開しております。

日本大学法学部ホームページ（https://www.law.nihon-u.ac.jp/）

○　本誌の受入れに関しまして、送付先（住所・宛先等）の変更や 

受入辞退等がございましたら、以下まで御連絡ください。

＜連絡先部署＞　日本大学法学部研究事務課

（住　所）　 〒 101-8375　東京都千代田区神田三崎町 2-3-1

（ＴＥＬ）　 03-5275-8510

（ＦＡＸ）　 03-5275-8537

（E-mail）　 kenjimu.law@nihon-u.ac.jp
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